
59条 運転員が原子炉制御室にとどまるための設備 

目次 

59-1 SA設備基準適合性 一覧表

59-2 単線結線図

59-3 配置図

59-4 系統図

59-5 試験及び検査

59-6 容量設定根拠

59-7 保管場所図

59-8 アクセスルート図

59-9 その他設備

59-10 原子炉制御室について（被ばく評価除く）

59-11 原子炉制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価について

59-12 非常用ガス処理系に流入する水素濃度について

59-13 非常用ガス処理系の系統内における水素の滞留について

59-14 原子炉建物ブローアウトパネル閉止装置について



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

59-1 

 

SA設備基準適合性 一覧表



59-1-1 

島根原子力発電所２号炉 SA設備基準適合性 一覧表（常設） 

 
第 59条：運転員が原子炉制御室にとどまるための

設備 
中央制御室遮蔽 

類型化 

区分 

第
４
３
条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 

その他の建物内設備 

（制御室建物） 
Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁波 （電磁波により機能が損なわれない） ― 

周辺機器等からの悪影

響 

（周辺機器等からの悪影響により 

機能を失うおそれがない） 
― 

関連資料 [配置図] 59‐3 

第
２
号 

操作性 操作不要 ー 

関連資料 ― 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 

遮蔽 

（主要部分の断面寸法が確認可能） 

（外観の確認が可能） 

Ｋ 

関連資料 ― 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 ― 

第
５
号 

悪
影
響

防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同様の系統構成 Ａｄ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 ― 

第
６
号 

設置場所 対象外（操作不要） 対象外 

関連資料 ― 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 

設計基準対象施設の系統及び機器の容量等

が十分 

（ＤＢ施設と同仕様の遮蔽能力で設計） 

Ｂ 

関連資料 [被ばく評価]59-11 

第
２
号 

共用の禁止 

共用する設備 

（共有により複数号炉同一中操の運転員被

ばく低減に寄与する。） 

Ａ 

関連資料 ― 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設

備なし） 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－

対象（同一目的のＳＡ設備なし） 

対象外 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） － 

関連資料  [配置図] 59-3 

 



59-1-2 

島根原子力発電所２号炉 SA設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

第 59条：運転員が原子炉制御室にとどまるため

の設備 
中央制御室待避室遮蔽 

類型化 

区分 

第
４
３
条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・ 

圧力／屋外の天候／

放射線 

その他の建物内設備 

（制御室建物） 
Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

周辺機器等からの悪

影響 

(周辺機器等からの悪影響により 

機能を失うおそれがない） 
― 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） 対象外 

関連資料 ［配置図］59-3 

第
２
号 

操作性 操作不要 ー 

関連資料 ― 

第
３
号 

試験・検査 

(検査性、系統構成・外部入力) 
遮蔽 Ｋ 

関連資料 ― 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂb 

関連資料 ― 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 他設備から独立 Ａｃ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 [配置図] 59‐3，[系統図] 59‐4 

第
６
号 

場所 対象外（操作不要） 対象外 

関連資料 ― 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 
重大事故等への対処を 

本来の目的として使用するもの 
Ａ 

関連資料 [被ばく評価]59-11 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 ― 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件、自然現象、

外部人為事象、溢水、

火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備

－対象（同一目的の SA設備なし） 
対象外 

サポート系故障 対象外（サポート系なし） － 

関連資料 ［配置図］59-3 

 

  



59-1-3 

島根原子力発電所２号炉 SA設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

第 59条：運転員が原子炉制御室にとどまるための

設備 
再循環用ファン 

類型化 

区分 

第
４
３
条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 

その他の建物内設備 

（廃棄物処理建物） 
Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

周辺機器等からの悪影

響 

(周辺機器等からの悪影響により機能を 

失うおそれがない） 
― 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） 対象外 

関連資料 ［配置図］59-3 

第
２
号 

操作性 中央制御室操作（操作スイッチ操作） Ａ 

関連資料 ［配置図］59-3 

第
３
号 

試験・検査 

(検査性、系統構成・外部入力) 

ファン 

（機能・性能試験）（外観の確認が可能） 
Ａ 

関連資料 [試験及び検査]59-5 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 [系統図]59-4 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 弁等の操作で系統構成 Ａａ 

その他(飛散物) 高速回転機器 Ｂｂ 

関連資料 [系統図]59-4 

第
６
号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 ― 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 
設計基準対象施設の系統及び機器の容量等

が十分 
Ｂ 

関連資料 [被ばく評価]59-11 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 ― 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件、自然現象、 

外部人為事象、 

溢水、火災 

防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－

屋内 
Ａａ 

サポート系故障 
対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は

冷却源 
Ｃａ 

関連資料 [単線結線図]59-2 

 

  



59-1-4 

島根原子力発電所２号炉 SA設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

第 59条：運転員が原子炉制御室にとどまるための

設備 
チャコール・フィルタ・ブースタ・ファン 

類型化 

区分 

第
４
３
条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 

その他の建物内設備 

（廃棄物処理建物） 
Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

周辺機器等からの悪影

響 

(周辺機器等からの悪影響により機能を 

失うおそれがない） 
― 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） 対象外 

関連資料 ［配置図］59-3 

第
２
号 

操作性 
中央制御室操作 

（操作スイッチ操作） 
Ａ 

関連資料 ［配置図］59-3 

第
３
号 

試験・検査 

(検査性、系統構成・外部入力) 
ファン Ａ 

関連資料 [試験及び検査]59-5 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 [系統図]59-4 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 弁等の操作で系統構成 Ａａ 

その他(飛散物) 高速回転機器 Ｂｂ 

関連資料 [系統図]59-4 

第
６
号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 ― 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 
設計基準対象施設の系統及び機器の容量等

が十分 
Ｂ 

関連資料 [被ばく評価]59-11 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 ― 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件、自然現象、 

外部人為事象、 

溢水、火災 

防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）－

屋内 
Ａａ 

サポート系故障 
対象（サポート系あり）－異なる駆動源又は

冷却源 
Ｃａ 

関連資料 [単線結線図]59-2 

 

  



59-1-5 

島根原子力発電所２号炉 SA設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

第 59条：運転員が原子炉制御室にとどまるための

設備 
非常用チャコール・フィルタ・ユニット 

類型化 

区分 

第
４
３
条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 

その他の建物内設備 

（廃棄物処理建物） 
Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

周辺機器等からの悪影

響 

(周辺機器等からの悪影響により機能を 

失うおそれがない） 
― 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） 対象外 

関連資料 ［配置図］59-3 

第
２
号 

操作性 操作不要 － 

関連資料 ［配置図］59-3 

第
３
号 

試験・検査 

(検査性、系統構成・外部入力) 
空調ユニット Ｅ 

関連資料 [試験及び検査]59-5 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 [系統図]59-4 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 弁等の操作で系統構成 Ａａ 

その他(飛散物) 対象外 対象外 

関連資料 [系統図]59-4 

第
６
号 

設置場所 対象外（操作不要） 対象外 

関連資料 ― 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 
設計基準対象施設の系統及び機器の容量等

が十分 
Ｂ 

関連資料 [被ばく評価]59-11 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 ― 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件、自然現象、 

外部人為事象、 

溢水、火災 

防止設備－対象外（共通要因の考慮対象設備

なし） 
対象外 

サポート系故障 対象外（サポート系なし） － 

関連資料 － 

 

 

  



59-1-6 

島根原子力発電所２号炉 SA設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

第 59条：運転員が原子炉制御室にとどまるための

設備 
差圧計 

類型化 

区分 

第
４
３
条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／ 

屋外の天候／放射線 

その他の建物内設備 

（制御室建物） 
Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

周辺機器等からの悪影

響 

(周辺機器等からの悪影響により機能を失う 

おそれがない） 
― 

電磁波 （電磁波により機能が損なわれない） 対象外 

関連資料 [配置図]59-3 

第
２
号 

操作性 操作不要 ー 

関連資料 ― 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 ― 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替不要 Ｂｂ 

関連資料 ― 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 他設備から独立 Ａｃ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 ― 

第
６
号 

設置場所 対象外（操作不要） 対象外 

関連資料 [配置図]59-3 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 
重大事故等への対処を本来の目的として 

使用するもの 
Ａ 

関連資料 ― 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない 対象外 

関連資料 ― 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－対

象（同一目的の SA設備なし） 
対象外 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） － 

関連資料 ― 



59-1-7 

島根原子力発電所２号炉 SA設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

第 59条：運転員が原子炉制御室にとどまるため

の設備 
無線通信設備（固定型） 

類型化 

区分 

第
４
３
条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る 

健
全
性 

環境温度・湿度 

・圧力／屋外の天候

／放射線 

その他の建物内設備 

（原子炉建物の二次格納施設外及び廃棄物

処理建物） 

Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

周辺機器等からの悪

影響 

（周辺機器等からの悪影響により 

機能を失うおそれがない） 
― 

電磁波 （電磁波により機能が損なわれない） 対象外 

関連資料 [配置図] 59‐3 

第
２
号 

操作性 中央制御室操作（操作スイッチ操作） Ａ 

関連資料 [配置図] 59‐3 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 

通信連絡設備 

（機能・性能検査が可能）（特性検査が可能） 
Ｌ 

関連資料 [試験及び検査]59-5 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替不要 Ｂｂ 

関連資料 [系統図] 59‐4 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 

ＤＢ施設と同様の系統構成 

（設計基準対象施設として 

使用する場合と同じ系統構成） 

Ａｄ 

その他（飛散物） （考慮対象なし） 対象外 

関連資料 [配置図] 59‐3 ,[系統図] 59‐4 

第
６
号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 [配置図] 59‐3 ,[系統図] 59‐4 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 
ＤＢ施設の系統及び機器の容量が十分 

（ＤＢ施設と同仕様の通信機器で設計） 
Ｂ 

関連資料 ― 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 ― 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，

外部人為事象，溢水，

火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－

対象（同一目的の SA設備あり） 
Ｂ 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） － 

関連資料 [配置図] 59‐3 

 

  



59-1-8 

島根原子力発電所２号炉 SA設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

第 59条：運転員が原子炉制御室にとどまるため

の設備 
衛星電話設備（固定型） 

類型化 

区分 

第
４
３
条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る 

健
全
性 

環境温度・湿度 

・圧力／屋外の天候

／放射線 

原子炉建物の二次格納施設外及びその他の

建物（廃棄物処理建物） 
Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁波 （電磁波により機能が損なわれない） ― 

周辺機器等からの悪

影響 

（周辺機器等からの悪影響により 

機能を失うおそれがない） 
― 

関連資料 [配置図] 59‐3 

第
２
号 

操作性 中央制御室操作（操作スイッチ操作） Ａ 

関連資料 [配置図] 59‐3 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 

通信連絡設備 

（機能・性能検査が可能）（特性検査が可能） 
Ｌ 

関連資料 [試験及び検査] 59－5 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替不要 Ｂｂ 

関連資料 [系統図] 59‐4 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 

ＤＢ施設と同様の系統構成 

（設計基準対象施設として使用す 

る場合と同じ系統構成） 

Ａｄ 

その他（飛散物） （考慮対象なし） 対象外 

関連資料 [配置図] 59‐3，[系統図] 59‐4 

第
６
号 

設置場所 現場（設置場所）で操作可能 Ａａ 

関連資料 [配置図] 59‐3，[系統図] 59‐4 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 
ＤＢ施設の系統及び機器の容量が十分 

（ＤＢ施設と同仕様の通信機器で設計） 
Ｂ 

関連資料 ― 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 ― 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，

外部人為事象，溢水，

火災 

緩和設備でも防止設備でもない設備－対象 

（同一目的の常設重大事故等対処設備あり） 
Ｂ 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） － 

関連資料  [配置図] 59‐3 

 

  



59-1-9 

島根原子力発電所２号炉 SA設備基準適合性 一覧表（可搬） 

 
第 59条：運転員が原子炉制御室にとどまるため

の設備 

プラントパラメータ監視装置（中央制御室

待避室） 
類型化区分 

第
４
３
条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧

力／屋外の天候／放

射線 

その他の建屋内 

（中央制御室待避室） 
Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

周辺機器等からの悪

影響 

(周辺機器等からの悪影響により 

機能を失うおそれがない） 
― 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） 対象外 

関連資料 ［配置図］59-3 
第
２
号 

操作性 中央制御室操作（操作スイッチ操作） Ａ 

関連資料 ［配置図］59-3 

第
３
号 

試験・検査(検査性、系統構成・

外部入力) 
通信連絡設備 Ｌ 

関連資料 ［試験及び検査］59-5 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 ― 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 通常時は隔離又は分離 Ａｂ 

その他(飛散物) （考慮対象なし） 対象外 

関連資料 ［配置図］59-3 

［系統図］59-4 

第
６
号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 ［配置図］59-3 

第
３
項 

第
１
号 

可搬 SAの容量 その他設備 Ｃ 

関連資料 ［容量設定根拠］59-6 

第
２
号 

可搬 SAの接続性 より簡便な接続（ケーブル） Ｃ 

関連資料 ― 

第

３

号 

異なる複数の接続個所の確保 （考慮対象なし） 対象外 

関連資料 ― 

第
４
号 

設置場所 
（放射線量の高くなるおそれの少ない場所

の選定） 
― 

関連資料 ― 

第

５

号 

保管場所 屋内（共通要因の考慮対象設備なし） Ａｂ 

関連資料 ［保管場所図］59-7 

第

６

号 

アクセスルート 
中央制御室又は緊急事対策所で保管及び使

用する 
対象外 

関連資料 ― 

第
７
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件、自然現象、

外部人為事象、溢水、

火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－

対象（同一目的のＳＡ設備，代替対象ＤＢ

設備なし） 

対象外 

サポート系要因 
対象（サポート系あり）－異なる駆動源又

は冷却源 
Ｃａ 

関連資料 ［配置図］59-3 

 

  



59-1-10 

島根原子力発電所２号炉 SA設備基準適合性 一覧表（可搬） 

 

第 59条：運転員が原子炉制御室にとどまるため

の設備 
中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ） 類型化区分 

第
４
３
条 

 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力

／屋外の天候／放射線 

その他の建物内設備 

(制御室建物，廃棄物処理建物) 
Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

周辺機器等からの悪影

響 

(周辺機器等からの悪影響により機能を失う

おそれがない） 
― 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） 対象外 

関連資料 ［配置図］59-3 

第
２
号 

操作性 弁操作 Ｂf 

関連資料 ［配置図］59-3 

第
３
号 

試験・検査 

(検査性、系統構成・外部入力) 
容器(タンク類) Ｃ 

関連資料 ［試験及び検査］59-5 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用一切替操作が必要 Ｂａ 

関連資料 ［系統図］59-4 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 他設備からの独立 Ａｃ 

その他(飛散物) （考慮対象なし） 対象外 

関連資料 ［系統図］59-4 

第
６
号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 ［配置図］59-3，［系統図］59-4 

第
３
項 

第
１
号 

可搬 SAの容量 その他設備 Ｃ 

関連資料 ［容量設定根拠］59-6 

第
２
号 

可搬 SAの接続性 専用の接続 Ｄ 

関連資料 ― 

第
３
号 

異なる複数の接続個所の確保 対象外 対象外 

関連資料 ― 

第
４
号 

設置場所 
(放射線量の高くなるおそれの少ない場所の

選定) 
― 

関連資料 ［配置図］59-3 

第
５
号 

保管場所 屋内(共通要因の考慮対象設備なし) Ａｂ 

関連資料 ［配置図］59-3 

第
６
号 

アクセスルート 屋内アクセスルートの確保 Ａ 

関連資料 [アクセスルート図]59-8 

第
７
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件、自然現象、

外部人為事象、溢水、

火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－

対象（同一目的のＳＡ設備，代替対象ＤＢ設

備なし） 

対象外 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） 対象外 

関連資料 ― 

  



59-1-11 

島根原子力発電所２号炉 SA設備基準適合性 一覧表（可搬） 

 
第 59条：運転員が原子炉制御室にとどまるため

の設備 
ＬＥＤライト（三脚タイプ） 類型化区分 

第
４
３
条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る 

健
全
性 

環境温度・湿度・圧

力／屋外の天候／放

射線 

その他の建物内(制御室建物) Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

周辺機器等からの悪

影響 

（周辺機器等からの悪影響により機能を失

うおそれがない） 
― 

電磁波 （電磁波により機能が損なわれない） 対象外 

関連資料 [配置図] 59‐3 

第
２
号 

操作性 
現場操作（設備の運搬，設置） 

中央制御室操作（操作スイッチ操作） 

Ｂｃ 

Ａ 

関連資料 [配置図] 59‐3 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
その他電源設備 Ｍ 

関連資料 [試験及び検査] 59‐5  

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用―切替不要 Ｂｂ 

関連資料 ― 

第
５
号 

悪
影
響

防
止 

系統設計 その他 Ａｅ 

その他（飛散物） ― 対象外 

関連資料 [単線結線図] 59‐2 

第
６
号 

設置場所 現場操作（設置場所），中央制御室操作 Ａａ，Ｂ 

関連資料 [配置図] 59‐3 

第
３
項 

第
１
号 

可搬 SAの容量 その他設備 Ｃ 

関連資料 ― 

第
２
号 

可搬 SAの接続性 より簡便な接続規格 Ｃ 

関連資料 ― 

第
３
号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 ― 

第
４
号 

設置場所 
（放射線量の高くなるおそれの少ない場所

の選定） 
― 

関連資料 [配置図] 59‐3 

第
５
号 

保管場所 屋内（共通要因の考慮対象設備なし） Ａｂ 

関連資料 [保管場所図] 59‐7 

第
６
号 

アクセスルート 屋内アクセスルートの確保 Ａ 

関連資料 ― 

第
７
号 

共
通
要
因
故
障
防

止 

環境条件，自然現象，

外部人為事象，溢水，

火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－

対象（同一目的のＳＡ設備，代替対象ＤＢ設

備あり） 

Ｂ 

サポート系要因 
対象（サポート系あり）―異なる駆動源又は

冷却源 
Ｃａ 

関連資料 [単線結線図] 59‐2 

  



59-1-12 

島根原子力発電所２号炉 SA設備基準適合性 一覧表（可搬型） 

 

第 59条：運転員が原子炉制御室にとどまるため

の設備 

酸素濃度計 

(中央制御室・中央制御室待避室) 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
その他の建物内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 ［配置図］59-3 

第
２
号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 ［保管場所図］59-7 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 ― 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 ― 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 他設備から独立 Ａｃ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 ［保管場所図］59-7 

第
６
号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 ［保管場所図］59-7 

第
３
項 

第
１
号 

可搬型 SAの容量 その他設備 Ｃ 

関連資料 ― 

第
２
号 

可搬型 SAの接続性 （常設設備と接続しない） － 

関連資料 ― 

第
３
号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 ― 

第
４
号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所の選定） － 

関連資料 ― 

第
５
号 

保管場所 屋内（共通要因の考慮対象設備なし） Ａｂ 

関連資料 ― 

第
６
号 

アクセスルート 中央制御室又は緊急事対策所で保管及び使用する 対象外 

関連資料 ― 

第
７
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－対象（同一目的のＳＡ

設備，代替対象ＤＢ設備なし） 
対象外 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） 対象外 

関連資料 ― 



59-1-13 

島根原子力発電所２号炉 SA設備基準適合性 一覧表（可搬型） 

 

第 59条：運転員が原子炉制御室にとどまるため

の設備 

二酸化炭素濃度計 

(中央制御室・中央制御室待避室) 

類型化 

区分 

第

43

条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／

屋外の天候／放射線 
その他の建物内設備 Ｃ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 ［配置図］59-3 

第
２
号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 ［保管場所図］59-7 

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 ― 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 ― 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 他設備から独立 Ａｃ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 ［保管場所図］59-7 

第
６
号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 ［保管場所図］59-7 

第
３
項 

第
１
号 

可搬型 SAの容量 その他設備 Ｃ 

関連資料 ― 

第
２
号 

可搬型 SAの接続性 （常設設備と接続しない） － 

関連資料 ― 

第
３
号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 ― 

第
４
号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所の選定） － 

関連資料 ― 

第
５
号 

保管場所 屋内（共通要因の考慮対象設備なし） Ａｂ 

関連資料 ― 

第
６
号 

アクセスルート 中央制御室又は緊急事対策所で保管及び使用する 対象外 

関連資料 ― 

第
７
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

緩和設備又は防止でも緩和でもない設備－対象（同一目的のＳＡ

設備，代替対象ＤＢ設備なし） 
対象外 

サポート系要因 対象外（サポート系なし） 対象外 

関連資料 ― 



59-1-14 

島根原子力発電所２号炉 SA設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

第 59条：運転員が原子炉制御室にとどまるため

の設備 
非常用ガス処理系排気ファン 

類型化 

区分 

第
４
３
条 

第
１
項 

第
１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る
健
全
性 

環境温度・湿度・圧力

／屋外の天候／放射線 
原子炉建物原子炉棟内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 海水を通水しない 対象外 

周辺機器等からの悪影

響 

(周辺機器等からの悪影響により機能を

失うおそれがない） 
― 

電磁波による影響 （電磁波により機能が損なわれない） ― 

関連資料 [配置図]59-3，[系統図]59-4 

第
２
号 

操作性 中央制御室操作 Ａ 

関連資料 [配置図]59-3 

第
３
号 

試験・検査 

(検査性、系統構成・外部入力) 
ファン Ａ，Ｂ 

関連資料 [試験及び検査]59-5 

第
４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替必要 Ｂａ 

関連資料 [系統図]59-4 

第
５
号 

悪
影
響
防
止 

系統設計 ＤＢ施設と同様の系統構成 Ａｄ 

その他(飛散物) 高速回転機器 Ｂｂ 

関連資料 [配置図]59-3，[系統図]59-4 

第
６
号 

設置場所 中央制御室操作 Ｂ 

関連資料 [配置図]59-3 

第
２
項 

第
１
号 

常設 SAの容量 設計基準対処施設の系統及び 

機器の容量等が十分 
Ｂ 

関連資料 [容量設定根拠]59-6 

第
２
号 

共用の禁止 共用しない設備 対象外 

関連資料 ― 

第
３
号 

共
通
要
因
故
障
防
止 

環境条件、自然現象、

外部人為事象、溢水、

火災 

防止設備－対象（代替対象ＤＢ設備あり）

－屋内 
Ａａ 

サポート系故障 対象(サポート系有り)-異なる駆動源 

又は冷却源 
Ｃａ 

関連資料 [単線結線図]59-2，[配置図]59-3，[系統図]59-4 

  



59-1-15 

島根原子力発電所２号炉 SA設備基準適合性 一覧表（常設） 

 

第 59条：運転員が原子炉制御室にとどまるた

めの設備 
原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置 

類型化 
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第
１
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第
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件
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原子炉建物原子炉棟内設備 Ｂ 

荷重 （有効に機能を発揮する） － 

海水 海水を通水しない 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） － 

周辺機器等からの悪影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） － 

関連資料 － 

第
２
号 

操作性 中央制御室操作，弁操作 Ａ,Ｂf 

関連資料 － 

第
３
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試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
その他 Ｍ 

関連資料 － 

第
４
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切り替え性 本来の用途以外の用途として使用しない－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 － 

第
５
号 

悪
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関連資料 － 

第
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要
因
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関連資料 － 
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○ＬＥＤライト（三脚タイプ）の試験及び検査について 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）は，原子炉の運転中又は停止中に表59－5－1に示

す試験検査が可能な構造とする。 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）の概略構造図を図59－5－1 に示す。 

 

表 59－5－1 ＬＥＤライト（三脚タイプ）の試験検査 

原子炉の状態 項目 内容 

運転中又は 

停止中 

機能・性能試験 
蓄電池電圧の確認 

点灯確認 

外観検査 外観の確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

図 59－5－1 ＬＥＤライト（三脚タイプ）の外観図 
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〇中央制御室待避室遮蔽の試験検査について 

中央制御室待避室遮蔽は，原子炉の運転中又は停止中に表 59－5－2に示す試

験検査が可能な設計とする。 

 

表 59－5－2 中央制御室待避室遮蔽の試験検査 

原子炉の状態 項目 内容 

運転中又は 

停止中 
外観検査 傷，割れ等の外観の確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の試験検査について 

中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）は，原子炉の運転中又は停止中に

表 59－5－3に示す試験検査が可能な設計とする。 

   

表 59－5－3 中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）の試験検査 

原子炉 

の状態 

項目 内容 

運転中 

機能・性能試験 空気ボンベ残圧の確認 

外観確認 
中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）

の表面状態の外観の確認 

停止中 

機能・性能試験 
空気ボンベ残圧の確認 

中央制御室待避室の正圧化試験 

外観確認 
中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ）

の表面状態の外観の確認 
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〇中央制御室及び中央制御室待避室の気密性に関する試験検査について 

１．概要 

中央制御室及び中央制御室待避室の気密性に関する試験検査として，プラン

ト停止中において，正圧化試験を実施する。

２．試験内容 

(1) 中央制御室の気密性能確認

中央制御室の気密性能確認として，中央制御室の正圧化試験を実施する。

中央制御室の正圧化試験として，中央制御室給排気隔離弁及び中央制御室

外気取入調節弁の動作確認，並びに再循環用ファン及びチャコール・フィ

ルタ・ブースタ・ファンを用いて中央制御室と隣接区画が正圧化に必要な

差圧を確保可能であることの確認を実施する。（正圧化に必要な差圧につい

ては，（59-6）を参照） 

中央制御室の正圧化試験のバウンダリ構成図を図59－5－2に示す。 

(2) 中央制御室待避室の気密性能確認

中央制御室待避室の気密性能確認として，中央制御室待避室の正圧化試

験を実施する。中央制御室待避室の正圧化試験として，中央制御室待避室

正圧化装置（空気ボンベ）を用いた中央制御室待避室と隣接区画の正圧化

に必要な差圧が確保可能であることの確認を実施する。（正圧化に必要な差

圧については，（59-6）を参照） 

中央制御室待避室の正圧化試験のバウンダリ構成図を図59－5－3に示す。 
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図 59－5－2 中央制御室の正圧化試験におけるバウンダリ構成図 

 

 

 

 

 

図 59－5－3 中央制御室待避室の正圧化試験におけるバウンダリ構成図 
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○無線通信設備（固定型）及び衛星電話設備（固定型）の試験・検査について 

無線通信設備（固定型）及び衛星電話設備（固定型）における試験及び検査は

表59－5－4のとおりである。 

無線通信設備（固定型）及び衛星電話設備（固定型）の概要を図59－5－4に，

無線通信設備（固定型） 試験・検査構成を図59-5-5及び図59-5-6図に，衛星電

話設備（固定型） 試験・検査構成を図59-5-7図に示す。 

 

表 59－5－4 無線通信設備（固定型）及び衛星電話設備（固定型）の試験・検査 

原子炉の状態 項目 試験・検査項目 

運転中 

又は 

停止中 

外観検査機能・ 

性能試験 
通話通信の確認 

外観検査 外観の確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 59－5－4 無線通信設備（固定型）及び衛星電話設備（固定型）の概要  
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○無線通信設備（固定型） 試験・検査内容

【試験構成】 

図 59－5－5 無線通信設備（固定型） 試験・検査構成（１／２） 

(固定型) (固定型) 

無線通信設備（固定型）

(屋外アンテナ) 

無線通信設備（固定型）

(屋外アンテナ) 
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○無線通信設備（固定型） 試験・検査内容 

  

 

【試験構成】 

 

 

 

図 59－5－6 無線通信設備（固定型） 試験・検査構成（２／２） 

 



59-5-8 

○衛星電話設備（固定型） 試験・検査内容 

 

 

【試験構成】 

 

 

 

図 59－5－7 衛星電話設備（固定型） 試験・検査構成 
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○プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）の試験及び検査について 

プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）における試験及び検査は表

59－5－5のとおりである。 

プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）の概要を図 59－5－8に，

試験・検査構成を図 59－5－9に示す。 

 

 

表 59－5－5 プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）の試験・検査 

原子炉の状態 項目 試験・検査項目 

運転中 

又は 

停止中 

機能・性能試験 機能（データの表示及び伝送）の確認 

外観検査 外観の確認 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

図 59－5－8 プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）の概要 

 

 

SPDS データ収集サーバ プラントパラメータ 

中央制御室待避室 

プラントパラメータ監視

装置（中央制御室待避室） 

SPDS 無線系回線

へ 
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○プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室） 試験・検査内容

【試験構成】 

図 59－5－9 プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）試験・検査構成 

ＳＰＤＳデータ収集サーバ 

制御室建物 

プラントパラメータ監視装置 

（中央制御室待避室） 

中央制御室待避室 

廃棄物処理建物 
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○酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計の試験及び検査について 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，原子炉の運転中又は停止中に表 59－5－

6に示す試験検査が可能な設計とする。 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計の外観図を図 59－5－10に示す。 

 

表 59－5－6 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計の試験検査 

原子炉の状態 項目 内容 

運転中又は 

停止中 

機能・性能試験 校正ガスによる性能試験 

外観検査 外観の確認 

 

 

 

 

        酸素濃度計          二酸化炭素濃度計 

 

 

図 59－5－10 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計の外観図 
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○中央制御室換気系及び非常用ガス処理系の試験検査について 

中央制御室換気系及び非常用ガス処理系は，原子炉の運転中又は停止中に表

59－5－6及び表 59－5－7に示す試験検査が可能な設計とする。 

 

 

表 59－5－6 中央制御室換気系の試験検査 

原子炉 

の状態 
項目 内容 

運転中 
機能・性能試験 

再循環用ファン及びチャコール・フィルタ・ブー

スタ・ファンの運転性能の確認 

外観検査 中央制御室換気系の表面状態の外観確認 

停止中 

機能・性能試験 

再循環用ファン及びチャコール・フィルタ・ブー

スタ・ファンの運転性能の確認 

中央制御室の正圧化試験 

分解検査 

再循環用ファン，チャコール・フィルタ・ブース

タ・ファン及び非常用チャコール・フィルタ・ユ

ニット部品の表面状態を試験及び目視により確

認 

外観確認 中央制御室換気系の表面状態の外観確認 

 

表 59－5－7 非常用ガス処理系の試験検査 

原子炉 

の状態 
項目 内容 

運転中 
機能・性能試験 運転性能，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

停止中 

機能・性能試験 運転性能，漏えいの確認 

弁動作試験 弁開閉動作の確認 

分解検査 
非常用ガス処理系排気ファン部品の表面状態を

試験及び目視により確認 

外観検査 非常用ガス処理系排気ファンの外観の確認 
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○中央制御室換気系及び非常用ガス処理系の点検計画について 

  中央制御室換気系及び非常用ガス処理系は設計基準事故対処設備であるとと

もに，重大事故等時においても使用する既設設備であるため，これまでに点検

計画に基づく試験検査を実施している。 

  中央制御室換気系及び非常用ガス処理系の点検計画を表 59－5－8に示す。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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中国電力株式会社 

島根原子力発電所第２号機 

第 17保全サイクル定期事業者検査要領書 

（第２次改正） 

プラント長期停止に伴う再検査 

施 設 名：原子炉格納施設 

検 査 名：非常用ガス処理系機能検査 

要領書番号：Ｓ２－１７－Ⅱ－２７ 
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○原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置の試験検査について

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置は，原子炉の運転中又は

停止中に表 59－5－9に示す試験検査が可能な設計とする。 

表 59－5－9 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置の試験検査 

発電用原子 

炉の状態 
項目 内容 

運転中又は 

停止中 
外観検査 

原子炉建物燃料取替階ブローアウトパ

ネル閉止装置の外観の確認

停止中 機能・性能試験 
原子炉建物燃料取替階ブローアウトパ

ネル閉止装置の動作状態の確認
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○差圧計の試験検査について 

差圧計は，原子炉の運転中又は停止中に表 59－5－10に示す試験検査が可能

な設計とする。 

 

表 59－5－10 差圧計の試験検査 

発電用原子炉 

の状態 

項目 内容 

運転中又は 

停止中 

機能・性能試験 
差圧計単体の点検・校正 

正圧化機能確認時の性能検査 

外観確認 機器表面状態の外観の確認 
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名称 中央制御室及び中央制御室待避室の正圧化差圧 

中央制御室／ 

隣接区画の正圧化差圧 
Pa 20 

中央制御室待避室／ 

隣接区画の正圧化差圧 
Pa 10 

【設 定 根 拠】 

中央制御室及び中央制御室待避室正圧化バウンダリは，配置上，動圧の影響を直接受けない

屋内に設置されているため，室内へのインリークは隣接区画との温度差によるものと考えられ

る。 

1. 中央制御室 

重大事故等時の室内の温度を中央制御室のある制御室建物の設計最高温度 40℃，中央制御室

バウンダリ外である隣接区画の外気の設計最低温度－8.7℃と仮定すると，中央制御室の階層

高さは最大 5.2mであるため，以下のとおり約 11Pa の圧力差があれば，温度の影響を無視でき

ると考えられる。 

⊿P＝{(－8.7℃の乾き空気密度)－(＋40℃の乾き空気密度)}×階層高さ 

＝（1.335－1.127）×5.2 

＝1.082 kg/m2（≒11Pa） 

このため，中央制御室正圧化バウンダリの設計差圧は設計裕度を考慮して図 59‐6‐1のよ

うに，外気に対して＋20Pa以上とする。 

 

 

 

 

 

 

図 59‐6‐1 中央制御室 正圧化圧力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外気  

 中央制御室：外気に対して＋20Pa以上 
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2.  中央制御室待避室 

重大事故等時の中央制御室待避室内の温度を中央制御室のある制御室建物の設計最高温度

40℃，隣接区画を外気の設計最低温度－8.7℃と仮定すると，中央制御室待避室の階層高さは

最大約 2.5mであるため，以下のとおり約６Pa の圧力差があれば，温度の影響を無視できると

考えられる。 

⊿P＝{(－8.7℃の乾き空気密度)－(＋40℃の乾き空気密度)}×階層高さ 

＝（1.335－1.127）×2.5 

＝0.52 kg/m2（≒６Pa） 

このため，中央制御室待避室の正圧化バウンダリの設計差圧は設計裕度を考慮して中央制御

室に対して＋10Pa以上 とする。 

 

 

 

 

 

 

図 59‐6‐2 中央制御室待避室 正圧化圧力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央制御室  

 中央制御室待避室  

中央制御室に対して＋10Pa以上 
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名称 

中央制御室換気系 

（再循環用ファン，チャコール・フィルタ・ブースタ・

ファン） 

台数 台 １（予備１） 

容量 ㎥/h/台 

17,500以上 

（再循環用ファン：120,000， 

チャコール・フィルタ・ブースタ・ファン：32,000） 

【設 定 根 拠】 

1.必要換気量 

①二酸化炭素濃度基準に基づく必要換気量 

・収容人数：n＝10名 

・許容二酸化炭素濃度：C＝0.5%（JEAC4622-2009） 

・大気二酸化炭素濃度：C0＝0.03%（空気調和・衛生工学便覧） 

・呼吸による二酸化炭素発生量：M＝0.022m3/h/人（空気調和・衛生工学便覧の極軽作業の作

業程度の吐出し量） 

・必要換気量：Q1＝100×M×n／（C－C0）m3/h（空気調和・衛生工学便覧の二酸化炭素基準

の必要換気量） 

Q1＝100×0.022×10÷(0.5－0.03) 

＝46.81 

≒46.9m3/h 

②酸素濃度基準に基づく必要換気量 

・収容人数：n＝10名 

・吸気酸素濃度：a＝20.95%（空気調和・衛星工学便覧） 

・許容酸素濃度：b＝18%（労働安全衛生法酸素欠乏症等防止規則） 

・成人の呼吸量：c＝0.48m3/h/人（空気調和・衛生工学便覧） 

・乾燥空気換算酸素濃度：d＝16.4%（空気調和・衛生工学便覧） 

・必要換気量：Q1＝c×（a－d）×n／（a－b）m3/h 

（空気調和・衛生工学便覧の酸素基準の必要換気量） 

Q1＝0.48×(20.95－16.4)×10÷(20.95－18.0) 

＝7.40 

≒7.5m3/h 
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【設 定 根 拠】（続き） 

③正圧化に必要な空気供給量

中央制御室を正圧化するために必要となる空気供給量は，中央制御室換気系差圧試験に

て測定し決定する。また，大気間差圧は，大気圧基準点と中央制御室バウンダリ内各測定

点での気圧を気圧計にて同時測定を行った。計測値は，大気圧基準点高さに補正算出した。 

試験結果を図 59－6－3に示す。中央制御室内を外気より＋20Pa以上で正圧化する必要

風量は  m3/h以上となる。よって，必要な空気供給量は上記風量に設計裕度をもっ

た 17,500m3/hとする。 

図 59－6－3 中央制御室の気密性能試験結果 

以上より，「③正圧化に必要な空気供給量」を確保することで，「①二酸化炭

素濃度基準に基づく必要換気量」「酸素濃度基準に基づく必要換気量」を満足す

ることから，必要換気量は 17,500 m3/h とする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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名 称 中央制御室待避室正圧化装置（空気ボンベ） 

本数 本 15以上（注１），（50（注２）） 

容量 Ｌ/本 50.0 

充填圧力 MPa 約 20（35℃） 

機器仕様に関する注意 
注１：要求値を示す 

注２：公称値を示す 

【設 定 根 拠】 

（１）必要換気量 

①二酸化炭素濃度基準に基づく必要換気量 

・収容人数：n＝5名 

・許容二酸化炭素濃度：C＝1.0%※（鉱山保安法施行規則） 

・大気二酸化炭素濃度（空気ボンベの二酸化炭素濃度）：C0＝0.03%（空気調和・衛生工学

便覧） 

・呼吸による二酸化炭素発生量：M＝0.022m3/h/人（空気調和・衛生工学便覧の極軽作業の作

業程度の吐出し量） 

・必要換気量：Q1＝100×M×n／（C－C0）m3/h（空気調和・衛生工学便覧の二酸化炭素基準

の必要換気量） 

Q1＝100×0.022×５÷(1.0－0.03) 

＝11.35 

≒11.4m3/h 

②酸素濃度基準に基づく必要換気量 

・収容人数：n＝５名 

・吸気酸素濃度：a＝20.95%（空気調和・衛星工学便覧） 

・許容酸素濃度：b＝19%※（鉱山保安法施行規則） 

・成人の呼吸量：c＝0.48m3/h/人（空気調和・衛生工学便覧） 

・乾燥空気換算酸素濃度：d＝16.4%（空気調和・衛生工学便覧） 

・必要換気量：Q1＝c×（a－d）×n／（a－b）m3/h（空気調和・衛生工学便覧の酸素基準の

必要換気量） 

Q1＝0.48×(20.95－16.4)×５÷(20.95－19.0) 

＝5.6 

≒5.6m3/h 

以上より，空気ボンベ正圧化時に，窒息を防止するために必要な換気量は二酸化炭素濃度基

準の 11.4m3/h 以上とする。 
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【設 定 根 拠】（続き） 

※ 許容二酸化炭素濃度,許容酸素濃度

空気ボンベを使用する場合は，希ガス等の放射性物質を含む外気が侵入しないようにする

ための防護措置であり，中央制御室待避室が密閉された限られた環境であるため，同様に限

られた環境下における労働環境を規定している「鉱山保安法施行規則」に定める許容二酸化

炭素濃度 1.0%以下，許容酸素濃度 19%以上とする。 

（２）必要ボンベ本数

中央制御室待避室を 10 時間正圧化する必要最低限のボンベ本数は二酸化炭素濃度基

準換気量の 11.4m3/h及びボンベ供給可能空気量 8.0m3/本から下記のとおり 15本となる。 

・ボンベ初期充填圧力：19.6MPa（at 35℃）

・ボンベ内容積：50.0L

・圧力調整弁最低制御圧力：1.0MPa

・ボンベ供給可能空気量：8.0m3/本（at ０℃）

・待避中ボンベ使用時間：10 時間

・待避前ボンベ使用時間：20 分※

※格納容器ベント実施予測時刻の 20 分前にボンベ使用を開始する。

以上より，必要ボンベ本数は下記のとおり 15 本以上となる。 

11.4m3/h÷8.0m3/本×10 時間 20 分 

＝14.7 

≒15 本 

設備の公称値としては予備を含めて合計で 50 本を設置する。 

また，中央制御室待避室においては，上記の 11.4m3/h で必要差圧が 10Pa 以上確保可

能な気密性を有する設計とする。 
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名称 無線通信設備（固定型） 

台数 台 １ 

【設定根拠】 

中央制御室待避室には，炉心の著しい損傷の発生時に正圧化した中央制御室待避室に待避した場

合においても，無線通信設備（固定型）を設置することで，発電所内の通信連絡をする必要のある

場所と通信連絡を行うことができる設計とする。 

 

 

 

図 59－6－4 機能毎に必要な通信連絡設備（発電所内） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機能 使用する通信連絡設備

発
電
所
内

退避の指示

・所内通信連絡設備（警報装置を含む。）

・電力保安通信用電話設備

（固定電話機，ＰＨＳ端末）

現場（屋内）※１

・所内通信連絡設備（警報装置を含む。）

・電力保安通信用電話設備

（ＰＨＳ端末）

・衛星電話設備（携帯型）

・無線通信設備（携帯型）

現場（屋外）緊急時対策所

中央制御室

・所内通信連絡設備（警報装置を含む。）：14台

・電力保安通信用電話設備

（固定電話機：７台，ＰＨＳ端末：10台）

・衛星電話設備（固定型）：２台

・無線通信設備（固定型）：２台

○発電所構内設置台数
・所内通信連絡設備（警報装置を含む。）：約180台
・電力保安通信用電話設備
・固定電話機：約220台
・ＰＨＳ端末：約540台

・衛星電話設備（携帯型）：10台
・無線通信設備（携帯型）：62台

・所内通信連絡設備（警報装置を含む。）

・電力保安通信用電話設備

（固定電話機：10台，ＰＨＳ端末：32台）

・衛星電話設備（固定型）：５台

・無線通信設備（固定型）：５台

※１：制御室建物，原子炉建物，タービン建物等
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名称 衛星電話設備（固定型） 

台数 台 １ 

【設 定 根 拠】 

中央制御室待避室には，炉心の著しい損傷の発生時に正圧化した中央制御室待避室に待避した場

合においても，衛星電話設備（固定型）を設置することで，発電所内の通信連絡をする必要のある

場所と通信連絡を行うことができる設計とする。 

図 59－6－5 機能毎に必要な通信連絡設備（発電所内） 

機能 使用する通信連絡設備

発
電
所
内

退避の指示

・所内通信連絡設備（警報装置を含む。）

・電力保安通信用電話設備

（固定電話機，ＰＨＳ端末）

現場（屋内）※１

・所内通信連絡設備（警報装置を含む。）

・電力保安通信用電話設備

（ＰＨＳ端末）

・衛星電話設備（携帯型）

・無線通信設備（携帯型）

現場（屋外）緊急時対策所

中央制御室

・所内通信連絡設備（警報装置を含む。）：14台

・電力保安通信用電話設備

（固定電話機：７台，ＰＨＳ端末：10台）

・衛星電話設備（固定型）：２台

・無線通信設備（固定型）：２台

○発電所構内設置台数
・所内通信連絡設備（警報装置を含む。）：約180台
・電力保安通信用電話設備
・固定電話機：約220台
・ＰＨＳ端末：約540台

・衛星電話設備（携帯型）：10台
・無線通信設備（携帯型）：62台

・所内通信連絡設備（警報装置を含む。）

・電力保安通信用電話設備

（固定電話機：10台，ＰＨＳ端末：32台）

・衛星電話設備（固定型）：５台

・無線通信設備（固定型）：５台

※１：制御室建物，原子炉建物，タービン建物等
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名称 プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室） 

台数 台 １（予備１） 

【設 定 根 拠】 

プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）は，炉心の著しい損傷が発生した場合におい

て，中央制御室待避室に待避中に継続的にプラントパラメータを監視するために必要なデータの表

示が可能な設計とする。 

 

表 59－6－1 プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）で確認できるパラメータ 

（１／６） 

 

 

目的 対象パラメータ 

炉心反応度の状態確認 

ＡＰＲＭ（平均値） 

平均出力領域計装 ＣＨ１ 

平均出力領域計装 ＣＨ２ 

平均出力領域計装 ＣＨ３ 

平均出力領域計装 ＣＨ４ 

平均出力領域計装 ＣＨ５ 

平均出力領域計装 ＣＨ６ 

中性子源領域計装 ＣＨ21 

中性子源領域計装 ＣＨ22 

中性子源領域計装 ＣＨ23 

中性子源領域計装 ＣＨ24 

ＩＲＭレベル ＣＨ11 

ＩＲＭレベル ＣＨ12 

ＩＲＭレベル ＣＨ13 

ＩＲＭレベル ＣＨ14 

ＩＲＭレベル ＣＨ15 

ＩＲＭレベル ＣＨ16 

ＩＲＭレベル ＣＨ17 

ＩＲＭレベル ＣＨ18 

炉心冷却の状態確認 

原子炉圧力 

Ａ－原子炉圧力 

Ｂ－原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域） 

Ａ－原子炉水位（広帯域） 

Ｂ－原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

Ａ－原子炉水位（燃料域） 

Ｂ－原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

Ａ ＳＲ弁 開 

Ｂ ＳＲ弁 開 

Ｃ ＳＲ弁 開 

Ｄ ＳＲ弁 開 

Ｅ ＳＲ弁 開 

Ｆ ＳＲ弁 開 

Ｇ ＳＲ弁 開 

Ｈ ＳＲ弁 開 

Ｊ ＳＲ弁 開 

Ｋ ＳＲ弁 開 

Ｌ ＳＲ弁 開 

Ｍ ＳＲ弁 開 
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【設定根拠】（続き） 

（２／６） 

目的 対象パラメータ 

炉心冷却の状態確認 

高圧炉心スプレイポンプ出口流量 

高圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

低圧炉心スプレイポンプ出口流量 

低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量 

原子炉隔離時冷却ポンプ出口圧力 

高圧原子炉代替注水流量 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｃ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｃ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

残留熱代替除去系原子炉注水流量 

Ａ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ａ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ａ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

6.9KV系統電圧（Ａ） 

6.9KV系統電圧（Ｂ） 

6.9KV系統電圧（Ｃ） 

6.9KV系統電圧（Ｄ） 

6.9KV系統電圧（ＨＰＣＳ） 

Ａ－Ｄ／Ｇ受電しゃ断器閉 

Ｂ－Ｄ／Ｇ受電しゃ断器閉 

Ａ－原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

Ｂ－原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

Ａ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ｂ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ａ－低圧原子炉代替注水流量 

Ｂ－低圧原子炉代替注水流量 

Ａ－低圧原子炉代替注水流量（狭帯域用） 

Ｂ－低圧原子炉代替注水流量（狭帯域用） 

低圧原子炉代替注水槽水位 

ＨＰＣＳ－Ｄ／Ｇ受電しゃ断器閉 

緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

ＳＡ－Ｌ／Ｃ電圧 

Ａ－再循環ポンプ入口温度 

Ｂ－再循環ポンプ入口温度 

原子炉格納容器内の状態

確認 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・

チェンバ）

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・

チェンバ）
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【設定根拠】（続き） 

（３／６） 

目的 対象パラメータ 

原子炉格納容器内の状態

確認 

ドライウェル圧力（広域） 

Ａ－ドライウェル圧力（ＳＡ） 

Ｂ－ドライウェル圧力（ＳＡ） 

Ａ－サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

Ｂ－サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

サプレッション・プール水位

サプレッション・プール水位（ＳＡ）

Ａ－サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

Ｂ－サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＭＡＸ)

Ａ－サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

Ｂ－サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

Ａ－格納容器水素濃度 

Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

Ａ－ＣＡＭＳドライウェル選択 

Ｂ－ＣＡＭＳドライウェル選択 

ドライウェル温度（トップヘッド部） 

Ａ－ドライウェル温度（ＳＡ）（上部） 

Ｂ－ドライウェル温度（ＳＡ）（上部） 

Ａ－ドライウェル温度（ＳＡ）（中部） 

Ｂ－ドライウェル温度（ＳＡ）（中部） 

Ａ－ドライウェル温度（ＳＡ）（下部） 

Ｂ－ドライウェル温度（ＳＡ）（下部） 

ペデスタル水位（コリウムシールド上表面 ＋0.1ｍ） 

ペデスタル水位（コリウムシールド上表面 ＋1.2ｍ） 

Ａ－ペデスタル水位（コリウムシールド上表面 ＋2.4ｍ） 

Ｂ－ペデスタル水位（コリウムシールド上表面 ＋2.4ｍ） 

代替注水流量（常設） 

Ａ－格納容器代替スプレイ流量 

Ｂ－格納容器代替スプレイ流量 

Ａ－ペデスタル代替注水流量 

Ｂ－ペデスタル代替注水流量 

Ａ－ペデスタル代替注水流量（狭帯域用） 

Ｂ－ペデスタル代替注水流量（狭帯域用） 

残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量 

Ａ－ペデスタル温度（ＳＡ） 

Ｂ－ペデスタル温度（ＳＡ） 

Ａ－ペデスタル水温度（ＳＡ） 

Ｂ－ペデスタル水温度（ＳＡ） 

Ａ－残留熱代替除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱代替除去ポンプ出口圧力 

ドライウェル水位（格納容器底面 －３ｍ） 

ドライウェル水位（格納容器底面 －１ｍ） 

ドライウェル水位（格納容器底面 ＋１ｍ） 
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【設定根拠】（続き） 

（４／６） 

 

 

目的 対象パラメータ 

放射能隔離の状態確認 

排気筒高レンジモニタ 

排気筒低レンジモニタ（Ａｃｈ） 

排気筒低レンジモニタ（Ｂｃｈ） 

主蒸気管放射線異常高トリップＡ１ 

主蒸気管放射線異常高トリップＢ１ 

主蒸気管放射線異常高トリップＡ２ 

主蒸気管放射線異常高トリップＢ２ 

格納容器内側隔離 

格納容器外側隔離 

Ａ－主蒸気内側隔離弁全閉 

Ｂ－主蒸気内側隔離弁全閉 

Ｃ－主蒸気内側隔離弁全閉 

Ｄ－主蒸気内側隔離弁全閉 

Ａ－主蒸気外側隔離弁全閉 

Ｂ－主蒸気外側隔離弁全閉 

Ｃ－主蒸気外側隔離弁全閉 

Ｄ－主蒸気外側隔離弁全閉 

環境の 

状態確認 

Ａ-ＳＧＴ自動起動 

Ｂ-ＳＧＴ自動起動 

ＳＧＴＳ高レンジモニタ 

ＳＧＴＳ低レンジモニタ（Ａｃｈ） 

ＳＧＴＳ低レンジモニタ（Ｂｃｈ） 

Ａ－原子炉建物外気差圧 

Ｂ－原子炉建物外気差圧 

Ｃ－原子炉建物外気差圧 

Ｄ－原子炉建物外気差圧 

中央制御室外気差圧 

放水路水モニタ 

モニタリング・ポスト＃１Ｈ 

モニタリング・ポスト＃２Ｈ 

モニタリング・ポスト＃３Ｈ 

モニタリング・ポスト＃４Ｈ 

モニタリング・ポスト＃５Ｈ 

モニタリング・ポスト＃６Ｈ 

モニタリング・ポスト＃１Ｌ（10分間平均） 

モニタリング・ポスト＃２Ｌ（10分間平均） 

モニタリング・ポスト＃３Ｌ（10分間平均） 

モニタリング・ポスト＃４Ｌ（10分間平均） 

モニタリング・ポスト＃５Ｌ（10分間平均） 

モニタリング・ポスト＃６Ｌ（10分間平均） 

風向（28.5ｍ－Ｕ） 

風向（130Ｍ－Ｄ，10分間平均風向） 

風速（28.5ｍ－Ｕ） 

風速（130Ｍ－Ｄ，10分間平均風速) 

大気安定度（10分間平均） 
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【設定根拠】（続き） 

（５／６） 

 

目的 対象パラメータ 

環境の 

状態確認 

可搬式モニタリング・ポスト№１ 

可搬式モニタリング・ポスト№２ 

可搬型モニタリング・ポスト№３ 

可搬式モニタリング・ポスト№４ 

可搬式モニタリング・ポスト№５ 

可搬式モニタリング・ポスト№６ 

可搬式モニタリング・ポスト№７ 

可搬式モニタリング・ポスト№８ 

可搬式モニタリング・ポスト№９ 

可搬式モニタリング・ポスト№10 

可搬式モニタリング・ポスト№11 

可搬式モニタリング・ポスト№12 

風向（可搬） 

風速（可搬） 

大気安定度（可搬） 

非常用炉心冷却系（ＥＣ

ＣＳ）の状態等確認 

Ａ－ＡＤＳ作動 

Ｂ－ＡＤＳ作動 

ＲＣＩＣポンプ作動 

ＨＰＣＳポンプ作動 

Ａ－ＲＨＲポンプ作動 

Ｂ－ＲＨＲポンプ作動 

Ｃ－ＲＨＲポンプ作動 

ＲＨＲ ＭＶ２２２－４Ａ 全閉 

ＲＨＲ ＭＶ２２２－４Ｂ 全閉 

ＲＨＲ ＭＶ２２２－５Ａ 全閉 

ＲＨＲ ＭＶ２２２－５Ｂ 全閉 

ＲＨＲ ＭＶ２２２－５Ｃ 全閉 

全制御棒全挿入 

Ａ－給水流量 

Ｂ－給水流量 

ＬＰＣＳポンプ作動 

モードＳＷ運転 

燃料プールの状態確認 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（使用済燃料貯蔵ラック上端＋6710㎜） 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（使用済燃料貯蔵ラック上端＋5800㎜） 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（使用済燃料貯蔵ラック上端＋4500㎜） 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（使用済燃料貯蔵ラック上端＋2000㎜） 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（使用済燃料貯蔵ラック上端レベル） 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（使用済燃料貯蔵ラック上端－1000㎜） 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）（燃料プール温度） 

燃料プール水位（ＳＡ） 

燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）（ＳＡ） 

燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）（ＳＡ） 
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【設定根拠】（続き） 

（６／６） 

目的 対象パラメータ 

水素爆発による原子炉格

納容器の破損防止確認 

Ａ－第１ベントフィルタ出口水素濃度 

Ｂ－第１ベントフィルタ出口水素濃度 

Ａ－第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ） 

Ｂ－第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ） 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（低レンジ） 

Ａ－スクラバ容器圧力 

Ｂ－スクラバ容器圧力 

Ｃ－スクラバ容器圧力 

Ｄ－スクラバ容器圧力 

Ａ１－スクラバ容器水位 

Ａ２－スクラバ容器水位 

Ｂ１－スクラバ容器水位 

Ｂ２－スクラバ容器水位 

Ｃ１－スクラバ容器水位 

Ｃ２－スクラバ容器水位 

Ｄ１－スクラバ容器水位 

Ｄ２－スクラバ容器水位 

Ａ－スクラバ容器温度 

Ｂ－スクラバ容器温度 

Ｃ－スクラバ容器温度 

Ｄ－スクラバ容器温度 

水素爆発による原子炉建

物の損傷防止確認 

Ａ－原子炉建物水素濃度（燃料取替階） 

Ｂ－原子炉建物水素濃度（燃料取替階） 

原子炉建物水素濃度（非常用ガス処理系吸込口） 

原子炉建物水素濃度（所員用エアロック室） 

原子炉建物水素濃度（ＳＲＶ補修室） 

原子炉建物水素濃度（ＣＲＤ補修室） 

原子炉建物水素濃度（トーラス室） 

Ｄ－静的触媒式水素処理装置入口温度 

Ｄ－静的触媒式水素処理装置出口温度 

Ｓ－静的触媒式水素処理装置入口温度 

Ｓ－静的触媒式水素処理装置出口温度 
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名 称 酸素濃度計，二酸化炭素濃度計 

検知

範囲 

酸素 vol％ 0.0～25.0 

二酸化炭素 ppm 0～10,000 

【設 定 根 拠】 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，可搬型重大事故等対処設備として配置するものである。 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，外気から中央制御室及び中央制御室待避室への空気の取

り込みを停止した場合に，酸素濃度及び二酸化炭素濃度が事故対策のための活動に支障がない範

囲にあることを正確に把握するためのものである。 

なお，酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，中央制御室及び中央制御室待避室に設置するため

の各２個に，予備各１個を含めた合計各３個を中央制御室内に保管する。 

 

1. 検知範囲 

1.1 酸素濃度 

鉱山保安法施行規則に基づき，空気中の酸素濃度 19％を十分に満足する範囲を検知できる

設計とする。また，表示精度としては，±0.5vol％の精度を有する設計とする。 

1.2 二酸化炭素濃度 

鉱山保安法施行規則に基づき，空気中の二酸化炭素濃度 1.0％を十分に満足する範囲を検

知できる設計とする。また，表示精度としては，±500ppmの精度を有する設計とする。 
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名 称 非常用ガス処理系排気ファン 

容量 m3/h/台 4,400以上（注 1）（4,400（注 2）） 

原動機出力 kW/台 以上（注 1）（22（注 2）） 

機器仕様に関する注記 
注 1：要求値を示す 

注 2：公称値を示す 

【設 定 根 拠】 

非常用ガス処理系排気ファンは，設計基準事故対処設備として使用する場合，放射性よう素・

粒子状放射性物質が直接大気へ放出されることを防止し，原子建棟内を負圧に維持することを目

的とし，事故時に原子炉建物原子炉棟内の気体を吸引し前置ガス処理装置及び後置ガス処理装置

を介して排気する。また，非常用ガス処理系排気ファンは，工学的安全施設作動回路からの信号

により，自動的に常用の換気空調系が閉止されるとともに起動し，原子炉建物原子炉棟を水柱約

6mmの負圧に保ち，原子炉建物原子炉棟内空気の 100％を 1日で処理する能力を有する。 

非常用ガス処理系排気ファンを重大事故等対処設備として使用する場合，炉心の著しい損傷の

発生時に原子炉格納容器から原子炉建物内に放射性物質を含む気体が漏えいした場合において，

原子炉建物原子炉棟内を負圧に維持するとともに，主排気筒に沿って設ける排気管を通して原子

炉建物外に排気することで，運転員の被ばくを低減することができる。ただし，非常用ガス処理

系を重大事故等対処設備として使用する場合は，前置ガス処理装置及び後置ガス処理装置の性能

には期待しないものとする。 

なお，炉心の著しい損傷の発生時における中央制御室の居住性に係る被ばく評価については，

運転員の7日間の実効線量が，「運転員の実効線量が7日間で100mSvを超えないこと」を満足する

ことを確認している。（詳細は「59-11 原子炉制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ば

く評価について」による） 

1.容量の設定根拠

設計基準対象施設として使用する非常用ガス処理系排気ファンの容量は，原子炉建物原子炉棟空

間容積（機器・配管の容積を除いた値）を 100％／day で処理できる容量として，4,400m3/h/台以

上とする。  

 非常用ガス処理系排気ファンを重大事故等時において使用する場合の容量は，設計基準対象施設

と同様の使用方法であるため，4,400m3/h/台以上とする。 

公称値については要求される容量と同仕様として4,400m3/h/台とする。 

2.原動機出力の設定根拠

非常用ガス処理系排気ファンの原動機出力は，非常用ガス処理系排気ファンの定格風量点におい

ての軸動力をもとに設定する。 

定格風量点における非常用ガス処理系排気ファンの風量は 4,400m3/h/台，静圧は  kPaで

あり，そのときの非常用ガス処理系排気ファンの必要軸動力は，約  kWとなる。 

上記から，非常用ガス処理系排気ファンの原動機出力は，必要軸動力を上回る原動機のメーカ標準

出力とし，22kW/台とする。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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その他設備 
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その他設備 

1.1 非常用照明 

２号炉において炉心の著しい損傷が発生した場合に運転員が中央制御室にと

どまり監視操作を行うことができるために必要な照度を確保する設計とする。 

なお，本設備は事業者の自主的な取り組みで設置するものである。 

非常用照明は，耐震性は確保されていないが，全交流動力電源喪失時に常設

代替交流電源設備から給電が可能であるため，照明を確保する手段として有効

である。 
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図 59－9－1 非常用照明 配置図 
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原子炉制御室について 

（被ばく評価除く） 



 

目 次 

 

1. 概要 

1.1 新規制基準への適合方針 

1.2 設計における想定シナリオ 

 

2. 設計方針 

2.1 中央制御室から外の状況を把握する設備について 

2.1.1 中央制御室から外の状況を把握する設備の概要 

2.1.2 監視カメラについて 

2.1.3 監視カメラ映像サンプル 

2.1.4 監視カメラにより把握可能な自然現象等 

2.1.5 中央制御室にて把握可能なパラメータ 

2.2 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計について 

2.2.1 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計の設備概要 

2.2.2 酸素濃度及び二酸化炭素濃度の管理 

2.3 汚染の持ち込み防止について 

2.4 炉心の著しい損傷が発生した場合に運転員がとどまるための設備について 

2.4.1 概要 

2.4.2 中央制御室及び中央制御室待避室正圧化バウンダリの設計差圧 

2.4.3 中央制御室の居住性確保 

2.4.4 中央制御室待避室の居住性確保 

2.5 重大事故等時の電源設備について 

 

3. 添付資料 

3.1 中央制御室待避室の運用について 

3.2 配備する資機材の数量について 

3.3 チェンジングエリアについて 

3.4 中央制御室への地震及び火災等の影響 

3.5 中央制御室待避室のプラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室） 

で確認できるパラメータ 

3.6 中央制御室待避室の収容性 

3.7 申請前号炉の中央制御室の居住性評価について 



 

1. 概要 

1.1 新規制基準への適合方針 

(1) 設計基準事象への対処 

原子炉制御室に関する設計基準事象への対処のための追加要求事項と，そ

の適合方針は以下，表 1.1－1，表 1.1－2のとおりである。 

 

表 1.1－1 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則」第二十六条（原子炉制御室等） 

実用発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則 

実用発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解釈 

適合方針 

（原子炉制御室等） 

第二十六条 発電用原子炉施

設には、次に掲げるところに

より、原子炉制御室（安全施

設に属するものに限る。以下

この条において同じ。）を設

けなければならない。 

一 設計基準対象施設の健

全性を確保するために必

要なパラメータを監視で

きるものとすること。 

 

 

二 発電用原子炉施設の外

の状況を把握する設備を

有するものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 発電用原子炉施設の安

全性を確保するために必

要な操作を手動により行

うことができるものとす

ること。 

 

 

 

 

第２６条（原子炉制御室等） 

１ 第１項第１号に規定する

「必要なパラメータを監

視できる」とは、発電用原

子炉及び主要な関連施設

の運転状況並びに主要パ

ラメータについて、計測制

御系統施設で監視が要求

されるパラメータのうち、

連続的に監視する必要の

あるものを原子炉制御室

において監視できること

をいう。 

２ 第１項第２号に規定する

「発電用原子炉施設の外

の状況を把握する」とは、

原子炉制御室から、発電用

原子炉施設に影響を及ぼ

す可能性のある自然現象

等を把握できることをい

う。 

 

 

 

 

３ 第１項第３号において「必

要な操作を手動により行

う」とは、急速な手動によ

る発電用原子炉の停止及

び停止後の発電用原子炉

の冷却の確保のための操

作をいう。 

 

 

（追加要求事項への適合方針

は以下のとおり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中央制御室は，発電用原子炉

施設の外の状況を把握するた

めに，２号炉排気筒他に設置し

た監視カメラの映像により，津

波等の外部状況を昼夜にわた

り監視できる設計とする。ま

た，気象観測設備等の情報を中

央制御室で把握可能な設計と

する。そのほか，公的機関の警

報情報（地震情報，大津波警報

等）を中央制御室内のテレビ等

にて受信可能な設計とする。 
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実用発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則 

実用発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解釈 

適合方針 

２ 発電用原子炉施設には、火

災その他の異常な事態によ

り原子炉制御室が使用でき

ない場合において、原子炉制

御室以外の場所から発電用

原子炉を高温停止の状態に

直ちに移行させ、及び必要な

パラメータを想定される範

囲内に制御し、その後、発電

用原子炉を安全な低温停止

の状態に移行させ、及び低温

停止の状態を維持させるた

めに必要な機能を有する装

置を設けなければならない。 

 

３ 一次冷却系統に係る発電

用原子炉施設の損壊又は故

障その他の異常が発生した

場合に発電用原子炉の運転

の停止その他の発電用原子

炉施設の安全性を確保する

ための措置をとるため、従事

者が支障なく原子炉制御室

に入り、又は一定期間とどま

り、かつ、当該措置をとるた

めの操作を行うことができ

るよう、次の各号に掲げる場

所の区分に応じ、当該各号に

定める設備を設けなければ

ならない。 

一 原子炉制御室及びその近傍

並びに有毒ガスの発生源の

近傍工場等内における有毒

ガスの発生を検出するため

の装置及び当該装置が有毒

ガスの発生を検出した場合

に原子炉制御室において自

動的に警報するための装置 

 

二 原子炉制御室及びこれに連

絡する通路並びに運転員そ

の他の従事者が原子炉制御

室に出入りするための区域 

４ 第２項に規定する「発電用

原子炉を高温停止の状態

に直ちに移行」とは、直ち

に発電用原子炉を停止し、

残留熱を除去し及び高温

停止状態を安全に維持す

ることをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 第３項に規定する「従事者

が支障なく原子炉制御室

に入り、又は一定期間とど

まり」とは、事故発生後、

事故対策操作をすべき従

事者が原子炉制御室に接

近できるよう通路が確保

されていること、及び従事

者が原子炉制御室に適切

な期間滞在できること、並

びに従事者の交替等のた

め接近する場合において

は、放射線レベルの減衰及

び時間経過とともに可能

となる被ばく防護策が採

り得ることをいう。「当該

措置をとるための操作を

行うことができる」には、

有毒ガスの発生に関して、

有毒ガスが原子炉制御室

の運転員に及ぼす影響に

より、運転員の対処能力が

著しく低下し、安全施設の

安全機能が損なわれるこ

とがないことを含む。 

６ 第３項第１号に規定する

「有毒ガスの発生源」とは、

有毒ガスの発生時におい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・万一事故が発生した際には，

中央制御室内の運転員に対し，

有毒ガスによる影響により対

処能力が著しく低下しないよ

う，運転員が中央制御室内にと

どまり，事故対策に必要な各種

の操作を行うことができる設

計とする。 

・想定される有毒ガスの発生に

おいて，有毒ガスが運転員に及

ぼす影響により，運転員の対処

能力が著しく低下し，安全施設

の安全機能が損なわれること
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実用発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則 

実用発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解釈 

適合方針 

遮蔽壁その他の適切に放射

線から防護するための設備、

気体状の放射性物質及び原

子炉制御室外の火災により

発生する燃焼ガスに対し換

気設備を隔離するための設

備その他の適切に防護する

ための設備 

て、運転員の対処能力が損

なわれるおそれがあるもの

をいう。「工場等内における

有毒ガスの発生」とは、有

毒ガスの発生源から有毒ガ

スが発生することをいう。

がない設計とする。そのため

に，固定源及び可動源それぞれ

に対して有毒ガス防護に係る

影響評価を実施する。固定源に

対しては，運転員の吸気中の有

毒ガス濃度の評価結果が有毒

ガス防護のための判断基準値

を下回ることにより，運転員を

防護できる設計とする。可動源

に対しては，中央制御室換気空

調設備の隔離等の対策により，

運転員を防護できる設計とす

る。 
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表 1.1－2 「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第三
十八条（原子炉制御室等） 

実用発電用原子炉及びその附

属施設の技術基準に関する規

則 

実用発電用原子炉及びその附

属施設の技術基準に関する規

則の解釈 

適合方針 

（原子炉制御室等） 

第三十八条 発電用原子炉施

設には、原子炉制御室を施設し

なければならない。 

 

２ 原子炉制御室には、反応度

制御系統及び原子炉停止系

統に係る設備を操作する装

置、非常用炉心冷却設備その

他の非常時に発電用原子炉

の安全を確保するための設

備を操作する装置、発電用原

子炉及び一次冷却系統に係

る主要な機械又は器具の動

作状態を表示する装置、主要

計測装置の計測結果を表示

する装置その他の発電用原

子炉を安全に運転するため

の主要な装置（第四十七条第

一項に規定する装置を含

む。）を集中し、かつ、誤操

作することなく適切に運転

操作することができるよう

施設しなければならない。 

 

３ 原子炉制御室には、発電用

原子炉施設の外部の状況を

把握するための装置を施設

しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３８条（原子炉制御室等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 第３項に規定する「発電用

原子炉施設の外部の状況を

把握するための装置」とは、

発電用原子炉施設に迫る津

波等の自然現象をカメラの

映像等により昼夜にわたり

監視できる装置をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設置許可基準規則第二十六条

第１項第２号に同じ。 
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実用発電用原子炉及びその附

属施設の技術基準に関する規

則 

実用発電用原子炉及びその附

属施設の技術基準に関する規

則の解釈 

適合方針 

４ 発電用原子炉施設には、火

災その他の異常な事態によ

り原子炉制御室が使用でき

ない場合に、原子炉制御室以

外の場所から発電用原子炉

の運転を停止し、かつ、安全

な状態に維持することがで

きる装置を施設しなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

５ 一次冷却系統に係る発電

用原子炉施設の損壊又は故

障その他の異常が発生した

場合に発電用原子炉の運転

の停止その他の発電用原子

炉施設の安全性を確保する

ための措置をとるため、従事

者が支障なく原子炉制御室

に入り、又は一定期間とどま

り、かつ、当該措置をとるた

めの操作を行うことができ

るよう、次の各号に掲げる場

所の区分に応じ、当該各号に

定める防護措置を講じなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 第４項に規定する「原子炉

制御室以外の場所」とは、原

子炉制御室を構成する区画

壁の外であって、原子炉制御

室退避の原因となった居住

性の悪化の影響が及ぶおそ

れがない程度に隔離された

場所をいい、「安全な状態に

維持することができる装置」

とは、原子炉制御室以外の場

所から発電用原子炉を高温

停止でき、引き続き低温停止

できる機能を有した装置で

あること。 

 

１０ 第５項に規定する「これ

に連絡する通路並びに運転

員その他の従事者が原子炉

制御室に出入りするための

区域」とは、一次冷却系統に

係る施設の故障、損壊等が生

じた場合に原子炉制御室に

直交替等のため入退域する

通路及び区域をいう。 

 

11 第５項においては、原子炉

制御室等には事故・異常時にお

いても従事者が原子炉制御室

に立ち入り、一定期間滞在でき

るように放射線に係る遮蔽壁、

放射線量率の計測装置の設置

等の「適切な放射線防護措置」

が施されていること。この「放

射線防護措置」としては必ずし

も設備面の対策のみではなく

防護具の配備、着用等運用面の

対策も含まれる。「一定期間」

とは、運転員が必要な交替も含

め、一次冷却材喪失等の設計基

準事故時に過度の被ばくなし
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属施設の技術基準に関する規

則 

実用発電用原子炉及びその附

属施設の技術基準に関する規

則の解釈 

適合方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

にとどまり、必要な操作を行う

期間をいう。 

 

12 第５項に規定する「遮蔽そ

の他の適切な放射線防護措置」

とは、一次冷却材喪失等の設計

基準事故時に、原子炉制御室内

にとどまり必要な操作、措置を

行う運転員が過度の被ばくを

受けないよう施設し、運転員が

原子炉制御室に入り、とどまる

間の被ばくを「実用発電用原子

炉の設置、運転等に関する規則

の規定に基づく線量限度等を

定める告示」の第８条における

緊急時作業に係る線量限度

100mSv 以下にできるものであ

ることをいう。 

この場合における運転員の被

ばく評価は、判断基準の線量限

度内であることを確認するこ

と。被ばく評価手法は、「原子

力発電所中央制御室の居住性

に係る被ばく評価手法につい

て（内規）」（平成 21・07・27

原院第１号（平成 21 年８月 12

日原子力安全・保安院制定））

（以下「被ばく評価手法（内

規）」という。）に基づくこと。 

チャコールフィルターを通ら

ない空気の原子炉制御室への

流入量については、被ばく評価

手法（内規）に基づき、原子炉

制御室換気設備の新設の際、原

子炉制御室換気設備再循環モ

ード時における再循環対象範

囲境界部での空気の流入に影

響を与える改造の際、及び、定

期的に測定を行い、運転員の被

ばく評価に用いている想定し

 

 

 

・遮蔽その他の適切な放射線防

護措置に関し，運転員の被ばく

評価を「原子力発電所中央制御

室の居住性に係る被ばく評価

手法について（内規）」に基づ

き実施し，実効線量が 100mSv

以下であることを確認してい

る。 

また，チャコール・フィルタを

通らない空気の中央制御室へ

の流入量については，被ばく評

価により想定した空気量を下

回る設計とする。 
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則 
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属施設の技術基準に関する規

則の解釈 

適合方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 原子炉制御室及びその

近傍並びに有毒ガスの発

生源の近傍工場等内にお

ける有毒ガスの発生を検

出するための装置及び当

該装置が有毒ガスの発生

を検出した場合に原子炉

制御室において自動的に

警報するための装置の設

置 

 

二 原子炉制御室及びこれ

に連絡する通路並びに運

転員その他の従事者が原

子炉制御室に出入りする

ための区域 遮蔽その他の

適切な放射線防護措置、気

体状の放射性物質及び原

子炉制御室外の火災によ

り発生する燃焼ガスに対

する換気設備の隔離その

他の適切な防護措置 

６ 原子炉制御室には、酸素濃

度計を施設しなければならな

い。 

た空気量を下回っていること

を確認すること。 

 

13 第５項に規定する「当該措

置をとるための操作を行うこ

とができる」には、有毒ガスの

発生時において、原子炉制御室

の運転員の吸気中の有毒ガス

濃度を有毒ガス防護のための

判断基準値以下とすることを

含む。「防護措置」には、必ず

しも設備面の対策のみではな

く防護具の配備、着用等運用面

の対策を含む。 

14 第５項第１号に規定する

「工場等内における有毒ガス

の発生を検出するための装置

及び当該装置が有毒ガスの発

生を検出した場合に原子炉制

御室において自動的に警報す

るための装置の設置」について

は「有毒ガスの発生を検出し警

報するための装置に関する要

求事項（別記－９）」によるこ

と。 

15 第５項第２号に規定する

「換気設備の隔離」とは、原子

炉制御室外の火災により発生

した燃焼ガスを原子炉制御室

換気設備によって取り入れな

いように外気との連絡口を遮

断することをいい、「換気設備」

とは、隔離時の酸欠防止を考慮

して外気取入れ等の再開が可

能であるものをいう。 

 

16 第６項に規定する「酸素濃

度計」は、設計基準事故時にお

いて、外気から原子炉制御室へ

の空気の取り込みを、一時的に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中央制御室には，酸素濃度計，

二酸化炭素濃度計を配備する

設計とする。 
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実用発電用原子炉及びその附

属施設の技術基準に関する規

則 

実用発電用原子炉及びその附

属施設の技術基準に関する規

則の解釈 

適合方針 

停止した場合に、事故対策のた

めの活動に支障のない酸素濃

度の範囲にあることが正確に

把握できるものであること。ま

た、所定の精度を保証するもの

であれば、常設設備、可搬型を

問わない。 
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(2) 重大事故等への対処 

原子炉制御室に関する重大事故等への対処のための追加要求事項と，その

適合方針は以下，表1.1－3 のとおりである。 

 

表 1.1－3 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則」第五十九条（運転員が原子炉制御室にとどまるための設

備） 

実用発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則 

実用発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解釈 

適合方針 

（運転員が原子炉制御室にと

どまるための設備） 

第五十九条 発電用原子炉施設 

には、炉心の著しい損傷が発生

した場合（重大事故等対処設備

（特定重大事故等対処施設を

構成するものを除く。）が有す

る原子炉格納容器の破損を防

止するための機能が損なわれ

た場合を除く。）においても運

転員が第二十六条第一項の規

定により設置される原子炉制

御室にとどまるために必要な

設備を設けなければならない。 

 

（運転員が原子炉制御室にと

どまるための設備） 

１ 第５９条に規定する「重大

事故等対処設備（特定重大事故

等対処施設を構成するもの除

く。）が有する原子炉格納容器

の破損を防止するための機能

が損なわれた場合」とは、第４

９条、第５０条、第５１条又は

第５２条の規定により設置さ

れるいずれかの設備の原子炉

格納容器の破損を防止するた

めの機能が喪失した場合をい

う。 

 

２ 第５９条に規定する「運転

員が第２６条第１項の規定に

より設置される原子炉制御室

にとどまるために必要な設備」

とは、以下に掲げる措置又はこ

れらと同等以上の効果を有す

る措置を行うための設備をい

う。 

ａ）原子炉制御室用の電源（空

調及び照明等）は、代替交流電

源設備からの給電を可能とす

ること。 

 

 

 

（重大事故等に対処するため

に必要なパラメータについて

も監視できる設計とする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・中央制御室には，炉心の著し

い損傷が発生した場合におい

ても運転員がとどまるために

必要な設備（中央制御室換気系

及びＬＥＤライト（三脚タイ

プ））を設置する設計とする。 
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実用発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則 

実用発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解釈 

適合方針 

 

 

 

 

 

 

ｂ）炉心の著しい損傷が発生し

た場合の原子炉制御室の居住

性について、次の要件を満たす

ものであること。 

 

①本規程第３７条の想定する

格納容器破損モードのうち、原

子炉制御室の運転員の被ばく

の観点から結果が最も厳しく

なる事故収束に成功した事故

シーケンス（例えば、炉心の著

しい損傷の後、格納容器圧力逃

がし装置等の格納容器破損防

止対策が有効に機能した場合）

を想定すること。 

②運転員はマスクの着用を考

慮してもよい。ただしその場合

は、実施のための体制を整備す

ること。 

③交代要員体制を考慮しても

よい。ただしその場合は、実施

のための体制を整備すること。 

 

④判断基準は、運転員の実効線

量が７日間で 100mSv を超えな

いこと。 

ｃ）原子炉制御室の外側が放射

性物質により汚染したような

状況下において、原子炉制御室

への汚染の持ち込みを防止す

重大事故発生時において運転

員がとどまるために必要な設

備（中央制御室換気系及びＬＥ

Ｄライト（三脚タイプ））は，

代替交流電源設備から給電可

能となる設計とする。 

・炉心の著しい損傷が発生した

場合においても，中央制御室に

とどまる運転員の実効線量が 7

日間で 100mSv を超えない設計

とする。 

・中央制御室の運転員の被ばく

の観点から結果が最も厳しく

なる事故収束に成功した事故

シーケンスとして，格納容器過

圧の破損モードにおいて想定

している，「冷却材喪失（大破

断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機

能喪失＋全交流動力電源喪失」

シーケンスを選定する。 

 

・運転員は，中央制御室滞在時

及び交替のための入退域時と

もにマスクの着用を考慮する

設計とする。 

・運転員は，４直２交替勤務を

前提に評価を行うが，積算被ば

く線量が最も厳しくなる格納

容器ベント実施時に中央制御

室に滞在する運転員の勤務形

態を考慮する。 

 

・中央制御室の外側が放射性物

質により汚染した状況下で，モ

ニタリング，作業服の着替え等

により中央制御室への汚染の

持ち込みを防止するための区
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実用発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則 

実用発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解釈 

適合方針 

るため、モニタリング及び作業

服の着替え等を行うための区

画を設けること。 

ｄ）上記ｂ）の原子炉制御室の

居住性を確保するために原子

炉格納容器から漏えいする空

気中の放射性物質の濃度を低

減する必要がある場合は、非常

用ガス処理系等（BWRの場合）

又はアニュラス空気再循環設

備等（PWRの場合）を設置する

こと。 

ｅ）BWRにあっては、上記ｂ）

の原子炉制御室の居住性を確

保するために原子炉建屋に設

置されたブローアウトパネル

を閉止する必要がある場合は、

容易かつ確実に閉止操作がで

きること。また、ブローアウト

パネルは、現場において、人力

による操作が可能なものとす

ること。 

画を，中央制御室出入口近傍に

設ける設計とする。 

・中央制御室の居住性を確保す

るために原子炉格納容器から

漏えいする空気中の放射性物

質の濃度を低減するため，非常

用ガス処理系を設置する設計

とする。 

・中央制御室の居住性確保のた

めに原子炉建物原子炉棟の気

密バウンダリを形成する必要

がある場合において，原子炉建

物燃料取替階ブローアウトパ

ネル閉止装置を容易かつ確実

に閉止できる設計とする。ま

た，原子炉建物燃料取替階ブロ

ーアウトパネル閉止装置は，中

央制御室から遠隔操作又は現

場において人力により操作可

能な設計とする。 

※「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第七十四条（運転員が原子炉制

御室にとどまるための設備）も同様の記載のため，省略する。 

原子炉制御室に設置する設備のうち，重大事故対処設備に関する概要を表

1.1－4に示す。 
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表
1.
1－

4 
重
大
事
故
対
処
設
備
に
関
す
る
概
要
（

59
条
 運

転
員
が
原
子
炉
制
御
室
に
と
ど
ま
る
た
め
の
設
備
）（

１
／
２
）

 

系
統
機
能
 

設
備
 

代
替

す
る
機

能
を
有

す
る
 

設
計

基
準
対

象
施
設
 

設
備
 

種
別
 

設
備
分
類
 

設
備
 

耐
震
重

要
度

分
類
 

常
設
 

可
搬
型
 

分
類
 

機
器
 

ク
ラ
ス

居
住

性
の
確
保
 

中
央
制
御
室
 

（
中

央
制
御

室
）
 

（
S）

 
常
設
 

（
重
大
事
故
等
対
処
施
設
）
 

－
 

中
央
制
御
室
待

避
室
 

－
 

－
 

常
設
 

（
重
大
事
故
等
対
処
施
設
）
 

－
 

中
央
制
御
室

遮
蔽
 

（
中

央
制
御

室
遮
蔽

）
 

－
 

（
S）

 
－

 
常
設
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

※
１
 

－
 

中
央
制
御
室
待
避
室

遮
蔽
 

－
 

－
 

常
設
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

－
 

再
循
環
用
フ

ァ
ン
 

（
中

央
制
御

室
換
気

系
）
 

－
 

（
S）

 
－

 

常
設
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

※
１
 

－
 

チ
ャ
コ
ー
ル
・

フ
ィ

ル
タ
・

ブ
ー
ス
タ
・
フ

ァ
ン

常
設
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

※
１
 

－
 

非
常
用
チ
ャ
コ

ー
ル

・
 

フ
ィ
ル
タ
・
ユ

ニ
ッ

ト
常
設
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

※
１
 

－
 

中
央
制
御
室
待

避
室
 

正
圧
化
装
置
（

空
気

ボ
ン
ベ

）
 

－
 

－
 

可
搬
型
 

可
搬
型
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

S
A-
3 

無
線
通
信
設
備

（
固

定
型
）
 

62
条
に
記
載
 

衛
星
電
話
設
備

（
固

定
型
）
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置
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－
 

可
搬
型
 

可
搬
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重
大
事
故
等
対
処
設
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止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備

) 
－
 

差
圧
計

※
２
 

－
 

－
 

常
設
 

常
設
重
大
事
故
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
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備

) 
－
 

酸
素
濃
度
計

※
２
 

－
 

－
 

可
搬
型
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重
大
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(防
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で
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－

 

二
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※
２
 

－
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可
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型
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搬
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重
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故
等
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(防
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で
も
緩
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な
い
設
備

) 
－

 

※
１
：
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
・
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
等
を
操
作
す
る
人
が
健
全
で
あ
る
こ
と
を
担
保
す
る
常
設
設
備
で
あ
る
た
め
，
本
分
類
と
す
る

※
２
：
計
測
器
本
体
を
示
す
た
め
計
器
名
を
記
載
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分
類
 

機
器
 

ク
ラ
ス

居
住

性
の
確
保
 

中
央
制
御
室
換
気
系
ダ

ク
ト

[流
路
] 

（
中

央
制
御

室
換
気

系
）
 

－
 

（
S）

 
－

 
常
設
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備

※
１
 

S
A-
2 

中
央
制
御
室
待
避
室

正
圧
化

装
置
（

配
管

・
弁

）
 

［
流
路
］
 

－
 

－
 

常
設
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

S
A-
2 

中
央
制
御
室
換
気
系

弁
[流

路
] 

（
中

央
制
御

室
換
気

系
）
 

－
 

（
S）

 
－

 
常
設
 

常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
 

常
設
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故
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設
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※
１
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無
線
通
信
設
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（
屋
外
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ン
テ
ナ
）
［
伝
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2 
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衛
星
電
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設
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（
屋
外
ア
ン
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［
伝

送
路
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照
明

の
確
保
 

Ｌ
Ｅ
Ｄ
ラ
イ
ト
（
三

脚
タ
イ

プ
）
 

非
常

用
照
明
 

－
 

可
搬
型
 

可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備
 

(防
止
で
も
緩
和
で
も
な
い
設
備

) 
－

 

被
ば

く
線
量
の
低
減

 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系

排
気
フ

ァ
ン
 

－
 

－
 

常
設
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

－
 

前
置
ガ
ス
処
理
装
置

[流
路
] 

常
設
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

S
A-
2 

後
置
ガ
ス
処
理
装
置

[流
路
] 

常
設
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

S
A-
2 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
配

管
・

弁
[流

路
] 

常
設
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

S
A-
2 

排
気
管

[流
路

] 
常
設
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

－
 

原
子
炉
建
物

原
子
炉

棟
[流

路
] 

そ
の
他
の
設
備
に
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原
子
炉
建
物
燃
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替
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ブ

ロ
ー
ア
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パ
ネ

ル
閉
止
装

置
 

－
 

－
 

常
設
 

常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
 

－
 

※
１
：
常
設
耐
震
重
要
重
大
事
故
防
止
設
備
・
常
設
重
大
事
故
緩
和
設
備
等
を
操
作
す
る
人
が
健
全
で
あ
る
こ
と
を
担
保
す
る
常
設
設
備
で
あ
る
た
め
，
本
分
類
と
す
る
。
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1.2 設計における想定シナリオ 

原子炉制御室の設計において想定するシナリオについて，以下に記す。 

(1) 設計基準事故時の想定シナリオ

「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下，

「技術基準規則」）の解釈第 38条 12 に記載のとおり，「原子力発電所中央

制御室の居住性に係る被ばく手法について（内規）」（平成 21・07・27 原

院第１号（平成 21年８月 12日原子力安全・保安院制定））に基づき，仮想

事故相当の原子炉冷却材喪失及び主蒸気管破断を想定する。 

(2) 重大事故時の想定シナリオ

島根原子力発電所２号炉においては，「実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」（以下，「設置許可基準規則」）

の解釈第 59条１ｂ）及び技術基準規則の解釈第 74条１ｂ），並びに「実用

発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時対策所の居住性に係る

被ばく評価に関する審査ガイド」（以下，「審査ガイド」）に基づき想定す

る「設置許可基準規則の解釈第37条の想定する格納容器破損モードのうち、

原子炉制御室の運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故収束

に成功した事故シーケンス（例えば、炉心の著しい損傷の後、格納容器圧力

逃がし装置等の格納容器破損防止対策が有効に機能した場合）」である『冷

却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失』

シーケンスにおいても，格納容器ベントを実施することなく事象を収束する

ことのできる残留熱代替除去系を整備している。従って，重大事故等が発生

した場合，第一に残留熱代替除去系を用いて事象を収束することとなる。 

しかしながら，被ばく評価においては，残留熱代替除去系に失敗すること

も考慮し，格納容器フィルタベント系を用いて，サプレッション・チェンバ

の排気ラインを使用した格納容器ベントを実施する場合も評価対象とする。 
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2. 設計方針

2.1 中央制御室から外の状況を把握する設備について 

2.1.1 中央制御室から外の状況を把握する設備の概要 

以下の設備等を用いることで，中央制御室内にて発電用原子炉施設の外の

状況の把握が可能な設計としている。概略を図 2.1－1に，配置を図 2.1－2

に示す。 

(1) 監視カメラ

発電用原子炉施設に影響を及ぼす可能性のある自然現象等（風（台風），竜

巻，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，森林・近隣工場

等の火災，飛来物（航空機落下等），船舶の衝突，地震及び津波）及び発電所

構内の状況を，２号炉排気筒，３号炉北側防波壁上部（東）及び３号炉北側防

波壁上部（西）に設置する津波監視カメラ並びに２号炉原子炉建物屋上，３号

炉原子炉建物屋上，通信用無線鉄塔，固体廃棄物貯蔵所Ｃ棟屋上，一矢谷及び

ガスタービン発電機建物屋上に設置する構内監視カメラの映像により，昼夜に

わたり監視できる設計とする。 

(2) 取水槽水位計

津波の襲来及び津波挙動の把握が可能な設計とする。

(3) 気象観測設備

発電所構内に設置している気象観測設備により，風向・風速等の気象状況

を常時監視できる設計としている。 

(4) 周辺モニタリング設備

周辺モニタリング設備により，発電所周辺監視区域境界付近の外部放射線

量率を把握できる設計としている。 

(5) 公的機関等の情報を入手するための設備

公的機関からの地震，津波，竜巻，雷，降雨予報，天気図，台風情報等を

入手するために，中央制御室にテレビ，電話，FAX等を設置している。また，

社内ネットワークに接続されたパソコンを使用することで，気象庁発信電文

と連携したメールシステムにより，地震，津波，竜巻，大雨，大雪，噴火情

報等の公的機関からの情報を入手することが可能な設計としている。 
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図 2.1－2 中央制御室から外の状況を把握する設備の配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2.1.2 監視カメラについて 

監視カメラは，津波監視カメラ及び構内監視カメラにて構成する。 

津波監視カメラは，遠方からの津波の接近を適切に監視できる位置・方向

に設置するとともに，取水口を設置する輪谷湾及び３号炉北側防波壁並びに

放水口における津波の襲来状況を適切に監視できる位置・方向に設置してい

る。また，津波監視カメラは基準津波の影響を受けることがない高所に３台

（２号炉排気筒，３号炉北側防波壁上部（東）及び３号炉北側防波壁上部（西））

設置しており，監視に必要な要件を満足する仕様としている。表 2.1－1及び

表 2.1－2に津波監視カメラの概要を示す。 

また，構内監視カメラは，自然現象等の監視強化のため２号炉原子炉建物

屋上，３号炉原子炉建物屋上，通信用無線鉄塔，固体廃棄物貯蔵所Ｃ棟屋上，

一矢谷及びガスタービン発電機建物屋上に設置し，津波監視カメラの監視可

能範囲を補足する。構内監視カメラの配置を図 2.1－3に，表 2.1－3及び表

2.1－4に構内監視カメラの概要を示す。 

津波監視カメラ及び構内監視カメラは，取付け部材，周辺の建物，設備等

で死角となるエリアをカバーすることが出来るよう配慮し，配置する。ただ

し，一部死角となるエリアがあるが，監視可能な領域の監視により，発電用

原子炉施設に影響を及ぼす可能性のある自然現象等を十分把握可能である。

各々のカメラにて監視可能な発電用原子炉施設及び周辺の構内範囲について，

図 2.1－4に示す。また，監視カメラの取付概略図を図 2.1－5及び図 2.1－6

に示す。 

なお，可視光カメラによる監視が期待できない夜間の濃霧発生時や強雨時

においては，赤外線カメラによる監視機能についても期待できない状況とな

ることが考えられる。その場合は，監視カメラ以外で中央制御室にて監視可

能なパラメータを監視することで外部状況の把握に努めつつ，気象等に関す

る公的機関からの情報も参考とし，原子炉施設に影響を及ぼす可能性がある

自然現象等を把握することとする。 
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表 2.1－1 津波監視カメラの概要 

津波監視カメラ 

外観 

（イメージ）

カメラ構成 可視光と赤外線のデュアルカメラ 

ズーム 赤外線カメラ：デジタルズーム２，４倍 

遠隔可動 
水平可動：360° 

上下可動：±90° 

暗視機能 可能（赤外線カメラ） 

耐震設計 Ｓクラス 

供給電源 
非常用電源（無停電交流電源） 

代替交流電源設備から給電可能 

風荷重 風速（30m/s）による荷重を考慮 

積雪荷重 積雪（100cm）による荷重を考慮 

台数 ２号炉排気筒 １台 

※ 詳細設計中であり変更の可能性がある。

59-10-19r2



：ＤＢ範囲 

表 2.1－2 津波監視カメラの概要 

津波監視カメラ 

外観 

（イメージ）

カメラ構成 可視光と赤外線のデュアルカメラ 

ズーム 

可視光カメラ：光学ズーム 30倍 

デジタルズーム 12倍 

赤外線カメラ：デジタルズーム１～４倍 

遠隔可動 
水平可動：360° 

上下可動：±90° 

暗視機能 可能（赤外線カメラ） 

耐震設計 Ｓクラス 

供給電源 
非常用電源（無停電交流電源） 

代替交流電源設備から給電可能 

風荷重 風速（30m/s）による荷重を考慮 

積雪荷重 積雪（100cm）による荷重を考慮 

台数 
３号炉北側防波壁上部（東） １台 

３号炉北側防波壁上部（西） １台 

※ 詳細設計中であり変更の可能性がある。
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表 2.1－3 構内監視カメラの概要 

構内監視カメラ 

外観 

（イメージ）

カメラ構成 可視光と赤外線のデュアルカメラ 

ズーム 

可視光カメラ：光学 36倍ズーム 

電子ズーム 12倍ズーム 

赤外線カメラ：デジタルズーム２，４倍 

遠隔可動 
水平可動：360° 

上下可動：±90° 

暗視機能 可能（赤外線カメラ） 

耐震設計 Ｃクラス 

供給電源 非常用電源 

台数 

通信用無線鉄塔 １台 

２号炉原子炉建物屋上 １台 

３号炉原子炉建物屋上 １台 

固体廃棄物貯蔵所Ｃ棟屋上 １台 

一矢谷 １台 

※ 詳細設計中であり変更の可能性がある。
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表 2.1－4 構内監視カメラ（ガスタービン発電機建物屋上）の概要 

構内監視カメラ（ガスタービン発電機建物屋上） 

外観 

（イメージ）

カメラ構成 可視光と赤外線のデュアルカメラ 

ズーム 

可視光カメラ：光学ズーム 30倍 

デジタルズーム 12倍 

赤外線カメラ：デジタルズーム１～４倍 

遠隔可動 
水平可動：360° 

上下可動：±90° 

暗視機能 可能（赤外線カメラ） 

耐震設計 Ｃ（Ｓｓ機能維持） 

供給電源 
非常用電源（無停電交流電源）又は 

代替交流電源設備 

風荷重 風速（30m/s）による荷重を考慮 

積雪荷重 積雪（100cm）による荷重を考慮 

台数 ガスタービン発電機建物屋上 １台 

※ 詳細設計中であり変更の可能性がある。
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図 2.1－3 監視カメラ配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 2.1－4 津波・構内監視カメラの監視可能な範囲 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 2.1－5 津波監視カメラ取付け概略図 

図 2.1－6 構内監視カメラ取付け概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2.1.3 監視カメラ映像サンプル 

中央制御室において，監視カメラにより監視できる映像のサンプルを図

2.1－7，図 2.1－8及び図 2.1－9に示す。 

図 2.1－7 中央制御室からの外部の状況把握イメージ 

（津波監視カメラの映像サンプル）（１／２） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 2.1－7 中央制御室からの外部の状況把握イメージ 

（津波監視カメラの映像サンプル）（２／２） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 2.1－8 中央制御室からの外部の状況把握イメージ 

（構内監視カメラの映像サンプル）（１／２） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

59-10-25



：ＤＢ範囲 

図 2.1－8 中央制御室からの外部の状況把握イメージ 

（構内監視カメラの映像サンプル）（２／２） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 2.1－9 中央制御室からの外部の状況把握イメージ 

（構内監視カメラ（ガスタービン発電機建物）の映像サンプル） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2.1.4 監視カメラにより把握可能な自然現象等 

地震，津波並びに設置許可基準規則の解釈第６条に記載されている「想定

される自然現象」及び「発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となる

おそれがある事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）」のう

ち，監視カメラにより把握可能な自然現象等を表 2.1－5 に示す。 

表 2.1－5 監視カメラにより中央制御室で把握可能な自然現象等 

自然現象等 
監視カメラにより把握できる 

発電用原子炉施設の外の状況 

監視カメラ以外の設備等による 

把握手段 

地震 
地震発生後の発電所構内及び原子炉施

設への影響の有無 
公的機関（地震速報） 

津波 
津波襲来の状況や発電所構内及び原子

炉施設への影響の有無 

取水槽水位計 

公的機関（津波警報・注意報） 

風（台風） 風（台風）・竜巻（飛来物含む）による

発電所及び原子炉施設への被害状況や

設備周辺における影響の有無 

気象観測設備（風向，風速） 

公的機関（台風，竜巻注意報） 竜巻 

降水 
発電所構内の排水状況や原子炉施設へ

の影響の有無 

気象観測設備（降水量） 

公的機関（大雨警報） 

積雪 
積雪の有無や発電所構内及び屋外施設

への積雪状況 

気象観測設備（降水量） 

公的機関（大雪警報） 

落雷 
発電所構内及び原子炉施設周辺の落雷

の有無 
公的機関（雷注意報） 

地滑り 
豪雨や地下水の浸透に伴う地滑り及び土

石流の有無や原子炉施設への影響の有無 
目視確認※１ 

火山 降下火砕物の有無や堆積状況 公的機関（噴火警報） 

生物学的 

事象 

海生生物（クラゲ等）の来襲による原子

炉施設への影響 
取水槽水位計※２ 

飛来物 

（航空機落下） 

飛来物の有無や構内及び原子炉施設へ

の影響の有無 
目視確認※１ 

外部火災 
火災状況，ばい煙の方向確認や発電所構

内及び原子炉施設への影響 
目視確認※１ 

船舶の衝突 
発電所港湾施設等に衝突した船舶の状

況確認及び原子炉施設への影響の有無 
目視確認※１ 

※１ 建物外での状況確認

※２ 取水口が閉塞した場合，取水槽水位が下がるため把握可能
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2.1.5 中央制御室にて把握可能なパラメータ 

監視カメラ以外に中央制御室内にて状況把握が可能なパラメータを表 2.1

－6に示す。 

表 2.1－6 構内監視カメラ以外で中央制御室にて監視可能なパラメータ 

パラメータ 測定レンジ 測定レンジの考え方 

大気圧 85～110kPa（絶対圧） 
台風等による原子炉施設への風影響を把

握できる設計としている。 

気温 －10～40℃ 
設計基準温度（低外気温）である－8.7℃

が把握できる設計としている。 

海水温 0～50℃ 
設計基準温度（海水温高）である 30℃が

把握できる設計としている。 

湿度 0～100％ － 

雨量 0～80㎜ 
設計基準降水量である 77.9 ㎜（１時間

値）を把握できる設計としている。 

風向 

（EL28.5m，EL65m，EL130m） 

全方位 

（0～540°） 

台風等の影響の接近と離散を把握できる

設計としている。 

風速（水平） 

（EL28.5m，EL65m，EL130m） 

0～60m/s(EL28.5m) 

（10分間平均値） 

0～30m/s 

(EL65m,EL130m) 

（10分間平均値） 

設計基準風速である 30m/s（10 分間平均

値）を把握できるものとする。 

風速（鉛直） 

（EL65m，EL130m） 

－10～10m/s 

（10分間平均値） 

取水槽水位 EL－9.3～10.7m 

基準津波による津波高さ（下降側）であ

る EL－7.2m を把握可能な設計としてい

る。なお，設計基準を超える津波による

原子炉施設への影響を把握するための設

備としては監視カメラを用いる設計とす

る。（表 2.1－5） 

空間線量率 

（モニタリングポスト

No.1～6）

101～108nGy/h 

「発電用軽水型原子炉施設における事故

時の放射線計測に関する審査指針」に定

める測定上限値（108nGy/h）を満足する

設計とする。 
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2.2 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計について 

2.2.1 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計の設備概要 

外気から中央制御室への空気の取り込みを停止した場合に，酸素濃度及び

二酸化炭素濃度が事故対策のための活動に支障がない範囲にあることを正

確に把握するため，中央制御室には酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計を配備

している。 

表 2.2－1 酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計の概要 

機器名称及び外観 仕様等 

酸素濃度計 検知原理 ガルバニ式 

検知範囲 0.0～25.0vol％ 

表示精度 ±0.5vol％ 

電源 

電源：乾電池（単三×２本） 

測定可能時間：約 15,000 時間 

（乾電池切れの場合，乾電池交換を実施

する。） 

個数 

１個（故障時及び保守点検による待機除

外時のバックアップ用として予備１個を

保有する。） 

二酸化炭素濃度計 検知原理 ＮＤＩＲ（非分散型赤外線） 

検知範囲 0～10,000ppm 

表示精度 ±500ppm 

電源 

電源：乾電池（単四×２本） 

測定可能時間：約７時間 

（乾電池切れの場合，乾電池交換を実施

する。） 

個数 

１個（故障時及び保守点検による待機除

外時のバックアップ用として予備１個を

保有する。） 
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2.2.2 酸素濃度及び二酸化炭素濃度の管理 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計による室内酸素濃度及び二酸化炭素

濃度管理は，「労働安全衛生法」，JEAC4622-2009「原子力発電所中央制御

室運転員の事故時被ばくに関する規程」に基づき，酸素濃度が 18％を下回

るおそれがある場合，又は二酸化炭素濃度が 0.5％を上回るおそれがある

場合に，外気をフィルタにて浄化しながら取り入れる運用としている。 

 

酸素欠乏症等防止規則 （一部抜粋） 

（定義） 

第二条 この省令において， 次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

一 酸素欠乏空気中の酸素の濃度が十八パーセント未満である状態をい

う。 

（換気） 

第五条 事業者は，酸素欠乏危険作業に労働者を従事させる場合は，当

該作業を行う場所の空気中の酸素の濃度を十八パーセント以上（第二種酸

素欠乏危険作業に係る場所にあっては，空気中の酸素の濃度を十八パーセ

ント以上，かつ，硫化水素の濃度を百万分の十以下）に保つように換気し

なければならない。ただし，爆発，酸化等を防止するため換気することが

できない場合又は作業の性質上換気することが著しく困難な場合は，この

限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：厚生労働省リーフレット「なくそう！酸素欠乏症・硫化水素中毒」） 
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JEAC4622-2009「原子力発電所中央制御室運転員の事故時被ばくに関す

る規程」（一部抜粋） 

 

【付属書解説2.5.2】事故時の外気の取り込み 

中央制御室換気空調設備の隔離が長期に亘る場合には，中央制御室内

のCO2濃度の上昇による運転員の操作環境の劣化防止のために外気を取り

込む場合がある。 

(1) 許容CO2濃度 

事務所衛生基準規則（昭和 47年労働省令第 43号，最終改正平成 16年

3月 30 日厚生労働省令第 70号）により，事務室内の CO2濃度は 100万分

の 5000（0.5％）以下と定められており，中央制御室の CO2濃度もこれに

準拠する。したがって，中央制御室居住性の評価にあたっては，上記濃

度（0.5％）を許容濃度とする。 
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2.3 汚染の持ち込み防止について 

中央制御室には，中央制御室の外側が放射性物質により汚染したような状況下

において，中央制御室への汚染の持ち込みを防止するため，モニタリング及び作

業服の着替え等を行うためのチェンジングエリアを設ける。 

チェンジングエリアは，中央制御室に待機していた要員が，中央制御室外で作

業を行った後，再度，中央制御室に入室する際等に利用する。 

チェンジングエリアは，要員の被ばく低減の観点からタービン建物内，かつ中

央制御室正圧化バウンダリに隣接した場所に設営する。また，チェンジングエリ

ア付近の全照明が消灯した場合を想定し，チェンジングエリア用照明を配備する。

中央制御室のチェンジングエリア設営場所及び概略図を図 2.3－1に示す。 

また，チェンジングエリアの設営は，緊急時対策要員２名で，２時間以内を

想定している。チェンジングエリアの設営のタイムチャートを図 2.3－2に示す。 

図 2.3－1 中央制御室チェンジングエリア設営場所及び概略図 
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【凡例】
：中央制御室への入室時
：中央制御室からの退室時
：身体汚染時

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2.4 炉心の著しい損傷が発生した場合に運転員がとどまるための設備について 

2.4.1 概要 

炉心の著しい損傷が発生した場合においても中央制御室に運転員がとど

まるために必要な設備として，遮蔽設備，換気系設備，通信連絡設備，プラ

ントパラメータ監視装置（中央制御室待避室），照明設備，酸素濃度計及び

二酸化炭素濃度計を中央制御室に設置又は保管する。 

中央制御室は，周囲に遮蔽が設置されており，炉心の著しい損傷が発生し

た場合に中央制御室換気系給排気隔離弁又は中央制御室外気取入調節弁に

より外気との連絡口を遮断し，再循環用ファン及びチャコール・フィルタ・

ブースタ・ファンによるチャコール・フィルタ・ユニットを通した系統隔離

運転若しくは，チャコール・フィルタ・ユニットにより放射性物質を浄化し

た外気を供給することで中央制御室バウンダリを正圧化する加圧運転を行

う事により，運転員を過度の被ばくから防護する設計とする。 

非常用ガス処理系は，原子炉建物原子炉棟内を負圧に維持するとともに，

原子炉格納容器から原子炉建物原子炉棟内に漏えいした放射性物質を含む

気体を排気筒に沿わせて設ける排気管から排気することで，運転員を過度の

被ばくから防護する設計とする。 

中央制御室待避室は，中央制御室内に設置し，中央制御室待避室正圧化装

置により中央制御室バウンダリ内の遮蔽に囲まれた気密空間を正圧化し，外

気の流入を一定時間完全に遮断することで，重大事故発生後の格納容器フィ

ルタベント系を作動させる際のプルームの影響による運転員の被ばくを低

減することが可能な設計とする。 

中央制御室待避室は，炉心の著しい損傷が発生した場合の格納容器フィル

タベント系を作動させる際の中央制御室内執務の運転員及び現場操作対応

の運転員合計５名を収容可能な設計とし，かつ十分な資機材類を配備する設

計としている。（各事故シーケンスにおける運転員の対応要員数については，

「3.6 中央制御室待避室の収容性」に示す。） 

また，中央制御室及び中央制御室待避室には，酸素濃度計，二酸化炭素濃

度計及び電離箱サーベイ・メータを配備することで，居住性が確保できてい

ることを常時確認できる設計とする。ＬＥＤライト（ランタンタイプ），プ

ラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）及び通信連絡設備を配備す

ることで，中央制御室待避室においても継続的にプラントの監視を行うこと

が可能な設計とする。中央制御室待避室への待避期間中における運転操作は

不要であるが，万一，運転操作が必要となった場合には，必要な防護具類を

着用した上で，中央制御室待避室から退出，制御盤での操作を行い，操作終

了後，速やかに中央制御室待避室へ移動する。 
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中央制御室換気系及び中央制御室待避室正圧化装置の系統概要を図 2.4－

1に，正圧化バウンダリを図 2.4－2に示す。 
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図 2.4－1 中央制御室換気系及び中央制御室待避室正圧化装置 系統概要図 

図 2.4－2 中央制御室及び中央制御室待避室の正圧化バウンダリ図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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2.4.2 中央制御室及び中央制御室待避室正圧化バウンダリの設計差圧 

中央制御室及び中央制御室待避室正圧化バウンダリは，配置上，動圧の

影響を直接受けない屋内に設置されているため，室内へのインリークは隣

接区画との温度差によるものと考えられる。 

重大事故等発生時の室内の温度を中央制御室のある制御室建物の設計

最高温度 40℃，隣接区画を外気の設計最低温度－8.7℃と仮定すると，中

央制御室の階層高さは最大約 5.2ｍであるため，以下のとおり約 11Pa の圧

力差があれば，温度の影響を無視できると考えられる。 

⊿Ｐ＝｛（－8.7℃の乾き空気密度［kg／m３］）－（40℃の乾き空気密度［kg

／m３］）｝×重力加速度[m/s２]×階層高さ[m] 

＝（1.335［kg／m３］－1.127［kg／m３］）×9.8[m/s２]×5.2[m] 

＝10.6[N/m２] ≒11[Pa] 

このため，中央制御室正圧化バウンダリの設計差圧は設計裕度を考慮し

て図 2.4－3 のように，外気に対して＋20Pa以上とする。 

 

 

 

 

図 2.4－3 中央制御室 正圧化圧力 

 

また，重大事故等発生時の中央制御室待避室内の温度を中央制御室のあ
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中央制御室待避室の階層高さを約 2.5ｍと仮定すると，以下のとおり約６
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⊿Ｐ＝｛（－8.7℃の乾き空気密度［kg／m３］）－（40℃の乾き空気密度［kg
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このため，中央制御室待避室の正圧化バウンダリの設計差圧は設計裕度

を考慮して図 2.4-4のように中央制御室に対して＋10Pa 以上とする。 

 

 

 

 

 

図 2.4－4 中央制御室待避室 正圧化圧力  
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2.4.3 中央制御室の居住性確保 

(1) 設計方針 

中央制御室は，放射性物質による室外からの放射線を遮蔽するためコン

クリート構造を有している。炉心の著しい損傷が発生した場合には，中央

制御室換気系により希ガス以外の放射性物質を浄化した空気にて中央制

御室バウンダリ全体を正圧化する加圧運転を行うことで，炉心の著しい損

傷発生時に中央制御室内へのフィルタを介さない外気の流入を防止可能

とするとともに，希ガスの大量放出が想定される格納容器フィルタベント

実施時には外気取入のための中央制御室換気系給排気隔離弁を全閉とし，

中央制御室を系統隔離運転とすることで，中央制御室バウンダリを外気か

ら隔離可能な設計とする。 

また，非常用ガス処理系により原子炉建物原子炉棟内を負圧に維持する

とともに，原子炉格納容器から原子炉建物原子炉棟内に漏えいした放射性

物質を含む気体を排気筒に沿わせて設ける排気管から排気することで，運

転員を過度の被ばくから防護する設計とする。 

炉心の著しい損傷が発生した場合の中央制御室換気系及び中央制御室

待避室正圧化装置の系統概要を図 2.4－5に示す。 
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図 2.4－5 中央制御室換気系及び中央制御室待避室正圧化装置系統概要図（１／２） 

（炉心の著しい損傷の発生時，プルーム通過前及びプルーム通過後） 

 

 

 

 
図 2.4－5 中央制御室換気系及び中央制御室待避室正圧化装置系統概要図（２／２） 

（炉心の著しい損傷の発生時，プルーム通過中） 
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(2) 遮蔽設備

中央制御室の遮蔽設備は建物躯体と一体となった，コンクリート厚さ

 の壁，コンクリート厚さ  の天井及びコンクリート厚さ 

 の床であり，放射性物質のガンマ線による外部被ばくを低減する設

計としている。図 2.4－6に中央制御室遮蔽位置を，また，図 2.4－7に中

央制御室遮蔽及び中央制御室待避室遮蔽の配置図を示す。 

図 2.4－6 中央制御室遮蔽の概要（ＥＷ断面） 

図 2.4－7 中央制御室遮蔽及び中央制御室待避室遮蔽 配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(3) 中央制御室換気系 

ａ．設計風量 

中央制御室バウンダリ全体を正圧化するために必要となる空気供給量は，

中央制御室換気系差圧試験にて測定し決定する。また大気間差圧は，大気基

準点と中央制御室バウンダリ内各測定点での気圧を気圧計にて同時測定を

行った。計測値は，大気圧基準点高さに補正算出した。 

試験結果を図 2.4－8 に示す。中央制御室内を外気より＋20Pa 以上で正圧

化する必要風量は   m3/h 以上となる。よって，必要な空気供給量は

上記風量に設計裕度をもった 17,500m3/hとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4－8 中央制御室の気密性能試験結果 

 

 

 

 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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中央制御室換気系の容量，設置台数及び設置場所について表 2.4－1 に示

す。 

 

表 2.4－1 中央制御室換気系の仕様及び台数 

設備 項目 仕様等 

再循環ファン 
容量及び設置台数 120,000m3/h/台×１台（予備１台） 

設置場所 廃棄物処理建物２階 

チャコール・フィ

ルタ・ブースタ・

ファン 

容量及び設置台数  32,000m3/h/台×１台（予備１台） 

設置場所 廃棄物処理建物２階 

 

ｂ．中央制御室換気系のフィルタ性能 

中央制御室換気系の粒子用高効率フィルタ及びチャコール・フィルタの除去効

率を表 2.4－2に示す。 

 

表 2.4－2 中央制御室換気系のフィルタ除去効率 

種類 総合除去効率（％） 

粒子用高効率フィルタ 99.9（0.3μm粒子※１） 

チャコール・フィルタ 95（相対湿度 70％以下※２） 

※１：日本工業規格 JIS Z 4812-1975「放射性エーロゾル用高性能エアフィルタ HEPA Filters 

for Radioactive Aerosols」に基づき設定 

※２：非常用チャコール・フィルタ・ユニット入口の空気条件に基づき設定 

 

ｃ．機器構成 

中央制御室換気系の機器概要図を図 2.4－9に，中央制御室換気系の設置エリ

アを図 2.4－10に示す。中央制御室換気系は再循環用ファン，チャコール・フィ

ルタ・ブースタ・ファン及び非常用チャコール・フィルタ・ユニット（粒子用高

効率フィルタ及びチャコール・フィルタ）等から構成し，中央制御室にフィルタ

により浄化された空気を供給することで中央制御室バウンダリ全体を正圧化可

能な設計とする。 
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図 2.4－9 中央制御室換気系 機器概要図 

 

 

 

図 2.4－10 中央制御室換気系の設置エリア 

 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ｄ．中央制御室換気系加圧運転操作に係る弁 

炉心の著しい損傷が発生した場合において，中央制御室バウンダリ全

体を正圧化するために操作する弁の系統概要図を図 2.4－11 に示す。操

作対象の弁は，中央制御室外気取入調節弁１弁，中央制御室給気隔離弁

２弁あり，全交流動力電源喪失時においても，手動で弁操作可能な構造

となっている。 

中央制御室換気系弁の配置図を図 2.4－12 に示す。中央制御室給気隔

離弁操作は，廃棄物処理建物２階の非常用チャコール・フィルタ・ユニ

ット室で実施するためアクセス性に問題はなく，開操作もハンドルを開

側に回す作業のみであり，現場運転員２名により実施可能な見込みであ

る。また中央制御室外気取入調節弁の操作は，中央制御室制御盤で実施

するためアクセス性に問題はなく，中央制御室運転員１名により実施可

能な見込みである。 

したがって上記の操作は，現場運転員２名及び中央制御室運転員 1 名

にて 40分程度で実施可能な見込みである。 

図 2.4－11 中央制御室換気系弁 系統概要図 
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(4) 非常用ガス処理系及び原子炉建物ブローアウトパネル閉止装置 

非常用ガス処理系は，炉心の著しい損傷が発生した場合においても，原子

炉格納容器から漏えいする放射性物質による運転員の被ばくを低減するた

めに設置している。 

非常用ガス処理系は，非常用ガス処理系排気ファン，前置ガス処理装置，

後置ガス処理装置，配管・弁類，計測制御装置等で構成する。 

非常用ガス処理系の概要図を図2.4－13に示す。 

非常用ガス処理系は，非常用ガス処理系排気ファンにより原子炉建物原子

炉棟内を負圧に維持するとともに，原子炉格納容器から原子炉建物原子炉棟

内に漏えいした放射性物質を含む気体を排気筒に沿わせて設ける排気管か

ら排気することで，中央制御室の運転員の被ばくを低減する設計とする。 

非常用ガス処理系排気ファンは，非常用交流電源設備である非常用ディー

ゼル発電機に加えて，常設代替交流電源設備であるガスタービン発電機から

の給電が可能な設計とする。 

また，重大事故等時において，炉心の著しい損傷が発生し，非常用ガス処

理系を起動する際に，原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置

（以下，「ブローアウトパネル閉止装置」という。）を電動で閉操作するこ

とで，原子炉建物原子炉棟の放射性物質の閉じ込め機能を維持し，中央制御

室にとどまる運転員を過度の被ばくから防護する設計とする。なお，ブロー

アウトパネル閉止装置は，人力での閉操作も可能な設計とする。 

ブローアウトパネル閉止装置は，常設代替交流電源設備であるガスタービ

ン発電機から給電が可能な設計とする。 

 

【設備仕様】 

・非常用ガス処理系排気ファン 

種類    遠心型 

容量    4,400m３／h／台 

台数    1（予備1） 

・原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル閉止装置 

個数   ２ 
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2.4.4 中央制御室待避室の居住性確保 

(1) 設計方針 

炉心の著しい損傷発生時に格納容器フィルタベント系を作動させる場合

においては，中央制御室待避室を空気ボンベにより正圧化するとともに，中

央制御室を中央制御室換気系により正圧化することで，中央制御室の遮蔽内

への希ガスを除く放射性物質を低減し，中央制御室待避室での滞在中に中央

制御室に取り込んだ放射性物質からの直接線影響の低減，及び放射性物質の

体内への取り込みを低減可能な設計とする。 

中央制御室待避室は鉛等により遮蔽性能を高めた設計とする。また，中央

制御室待避室は気密性を高めた設計とするとともに，中央制御室待避室正圧

化装置により中央制御室待避室を正圧化し，中央制御室待避室内への外気流

入を防止することで居住性を高めた設計とする。 

ここで，正圧化の差圧は，中央制御室と外気，中央制御室待避室と中央制

御室の差圧を差圧計により，2.4.2項に示す正圧化設計圧力値を監視するこ

ととし，外気と中央制御室との間，及び中央制御室と中央制御室待避室との

間の差圧は扉を閉めることにより確保する。 

なお，中央制御室換気系及び中央制御室待避室正圧化装置の概要を図 2.4

－14に示す。 

 

 

図 2.4－14 中央制御室換気系及び中央制御室待避室正圧化装置の概要図 
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(2) 収容人数及び設置場所

中央制御室待避室の収容人数は，中央制御室運転員数５名が収容可能な

設計とする。中央制御室待避室のレイアウトを図 2.4－15 に示す。 

注：レイアウトについては，訓練等で有効性を確認し，適宜見直していく。 

図 2.4－15 中央制御室待避室レイアウト 

(3) 遮蔽設備

中央制御室待避室の壁は，鉛  と同等以上の遮蔽能力を期待できる

金属壁とし，放射性物質のガンマ線による外部被ばくを低減する設計とす

る。また，運転員が出入りする扉については気密性を持った遮蔽扉を設置

する。概要は図 2.4－15に示すとおり。 

(4) 中央制御室待避室正圧化装置

ａ．系統構成 

中央制御室待避室正圧化装置の系統概要図を図 2.4－16 に示す。 

空気ボンベから減圧弁を介し，流量調整弁により一定流量の空気を中央

制御室待避室内へ供給する。中央制御室待避室内は，予め開度調整した排

気隔離弁により正圧を維持する。また，中央制御室待避室内が微正圧であ

ることを確認するため，中央制御室待避室差圧計を設置する。 

図 2.4－16中央制御室待避室正圧化装置 系統概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ｂ．必要空気供給量 

① 二酸化炭素濃度基準に基づく必要換気量

・収容人数 ｎ＝５名

・許容二酸化炭素濃度

Ｃ＝1.0％※（鉱山保安法施行規則）

・空気ボンベ二酸化炭素濃度

C0＝0.03％（空気調和・衛生工学便覧）

・呼吸による二酸化炭素発生量

Ｍ＝0.022m3/h/人（空気調和・衛生工学便覧の極軽作業の作業程度

の吐出し量） 

・必要換気量

Q1＝100×Ｍ×ｎ÷（Ｃ－C0）m3/h（空気調和・衛生工学便覧の二酸

化炭素基準の必要換気量） 

＝100×0.022×５÷（1.0－0.03） 

＝11.4 ≒11.4 m3/h 

② 酸素濃度基準に基づく必要換気量

・収容人数 ｎ＝５名 

・吸気酸素濃度 ａ＝20.95％（標準大気の酸素濃度）

・許容酸素濃度 ｂ＝19％※（鉱山保安法施行規則）

・成人の呼吸量 ｃ＝0.48m3/h/人（空気調和・衛生工学便覧）

・乾燥空気換算呼気酸素濃度

ｄ＝16.4％（空気調和・衛生工学便覧） 

・必要換気量

Q1＝ｃ×（ａ－ｄ）×ｎ÷（ａ－ｂ）m3/h（空気調和・衛生工学便覧

の酸素基準の必要換気量） 

＝0.48×（20.95－16.4）×５÷（20.95－19.0） 

＝5.6m3/h 

以上より，空気ボンベ正圧化に必要な空気供給量は二酸化炭素濃度基準

の 11.4m3/h とする。 

※ 許容二酸化炭素濃度,許容酸素濃度

空気ボンベを使用する場合は，希ガス等の放射性物質を含む外気が侵入しない

ようにするための防護措置であり，中央制御室待避室が密閉された限られた環境

であるため，同様に限られた環境下における労働環境を規定している「鉱山保安

法施行規則」に定める許容二酸化炭素濃度 1.0%以下，許容酸素濃度 19%以上とす

る。 
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ｃ．必要ボンベ本数 

中央制御室待避室を 10 時間※１正圧化する必要最低限のボンベ本数は，

二酸化炭素濃度基準換気量の 11.4m3/h 及びボンベ供給可能空気量 8.0m3/

本から下記のとおり 15 本となる。なお，中央制御室待避室においては，

正圧化試験を実施し，必要ボンベ本数が 10 時間※１正圧化維持するのに十

分であることの確認を実施し，予備のボンベ容量について決定する。 

・ボンベ初期充填圧力   19.6MPa（at35℃） 

・ボンベ内容積      50.0L 

・圧力調整弁最低制御圧力 1.0MPa

・ボンベ供給可能空気量  8.0m3/本（at０℃） 

・待避中ボンベ使用時間：10時間

・待避前ボンベ使用時間：20分※２

以上より，必要ボンベ本数は下記のとおり 15本以上となる。

11.4m3/h÷8.0m3/本×10時間 20分＝14.7本 

    ≒15本 

※１ 格納容器ベントの実施に伴い評価期間中に放出される放射性物質のうち，大部

分が放出される期間（数時間）に余裕を持たせ，空気ボンベによる正圧化時間を

10時間と設定 

※２ 格納容器ベント実施予測時刻の20分前にボンベ使用を開始する。

ｄ．空気ボンベ設置エリア 

空気ボンベの配置を図 2.4－17 に示す。空気ボンベは，廃棄物処理建物

地上１階及び地上２階に配置し，制御室建物地上４階の中央制御室待避室

に空気を供給する。 

図 2.4－17 空気ボンベ設置 配置図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ｅ．正圧達成までに要する時間 

中央制御室待避室を加圧した際に隣接区画に比べて＋10Pa［gage］の正

圧達成までに要する時間を評価した結果，約２秒となった。 

(a) 評価モデル

中央制御室待避室への加圧の評価モデル及び評価式を以下に示す。 

中央制御室待避室加圧における圧力時間変化の式を以下に示す。 

𝑑𝑃

𝑑𝑡
=
𝑅𝑇

𝑉
∙
𝑑𝑛

𝑑𝑡
=
𝑅𝑇

𝑉
(
𝑃𝑎𝑡𝑚
𝑅𝑇

(𝑄𝑖𝑛 − 𝑄𝑜𝑢𝑡)) =
𝑃𝑎𝑡𝑚
𝑉

∙ (𝑄𝑖𝑛 − 𝑄𝑜𝑢𝑡)

上記式から，単位時間当たりの待避室圧力上昇量を求め，微小時間⊿ｔ後

の待避室圧力 P(t＋⊿ｔ)を繰り返し計算することで，待避室圧力 P(t)の経

時変化を求める。 

待避室からの空気流出量 Qoutについては，ベルヌーイ式により求めるこ

とができ，漏えい面積 Aは，待避室の設計値に基づき，設定ボンベ流量及び，

正圧基準値により求める。 

𝑃(𝑡 + ∆𝑡) = 𝑃(𝑡) + ∆𝑡 ∙
𝑃𝑎𝑡𝑚
𝑉

∙ (𝑄𝑖𝑛 − 𝑄𝑜𝑢𝑡)

= 𝑃(𝑡) + ∆𝑡 ∙
𝑃𝑎𝑡𝑚
𝑉

∙ (𝑄𝑖𝑛 − 𝐴√
2(𝑃(𝑡) − 𝑃𝑎𝑡𝑚)

𝜌
) 

P：圧力(Pa) 

V：容積(m3) 

T：温度(K) 

R：気体定数(J/mol･K) 

Qin：流入量 

（m3/h[normal]） 

Qout：流出量 

（m3/h[normal]） 
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(b) 評価条件 

 

表 2.4-3 中央制御室待避室への加圧の評価条件 

項目 記号 単位 値 備考 

大気圧力 Patm Pa 101325 標準大気圧力 

大気密度 ρ kg/m3 1.185 25℃のときの空気

密度 

容積 V m3 30 設計値より 

ボンベ流量 Qin m3/h 

[normal] 

11.4 設計値より 

等価漏えい面積 A m2 
流入量と正圧基準

値から算出 

正圧基準値 P∞ Pa 評価用暫定値 

 

(c) 正圧化達成時間 

 

図 2.4-18 中央制御室待避室内圧力の時間変化 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(5) 中央制御室換気系の運転状態比較

中央制御室換気系の状態について，通常運転時，設計基準事故時，重大

事故時を比較，図示すると以下のとおりとなる。通常運転時，設計基準事

故時の運転モードを図 2.4－19 運転モード毎の中央制御室換気系系統概

要図（１／２）に示す。 

図 2.4－19 運転モード毎の中央制御室換気系 系統概要図（１／２） 
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重大事故時のプルーム通過前・後，及びプルーム通過中の運転モードを

図 2.4－19 運転モード毎の中央制御室換気系 系統概要図（２／２）に

示す。 
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図 2.4－19 運転モード毎の中央制御室換気系 系統概要図（２／２） 
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(6) 通信連絡設備

中央制御室待避室には，運転員が炉心の著しい損傷発生時の格納容器フ

ィルタベント系作動に際して，水素爆発による格納容器の破損防止（格納

容器フィルタベント系に関するパラメータ）の確認に加え，原子炉格納容

器内の状態，使用済燃料プールの状態，水素爆発による格納容器の破損防

止，水素爆発による原子炉建物の損傷防止を確認できるパラメータを確認

できるようプラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）を設置する

設計とする。中央制御室待避室にはプラントパラメータ監視装置（中央制

御室待避室）を１台設置する。 

なお，プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）は，今後の監

視パラメータ追加や表示機能の拡張等を考慮した設計とする。 

プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）で確認できる主なパ

ラメータを表 2.4－4 に，プラントパラメータ監視装置に関するデータ伝

送の概要を図 2.4－20に示す。 

また，衛星電話設備及び無線通信設備のうち衛星電話設備（固定型）及

び無線通信設備（固定型）は，中央制御室及び中央制御室待避室用に設け

使用できる設計とする。 

中央制御室待避室における通信連絡設備の概要を図 2.4－21に示す。 
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表 2.4－4 プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）で確認できる主な 

パラメータ 
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(7) 中央制御室待避室のその他設備・資機材

中央制御室待避室には，炉心の著しい損傷発生時の格納容器フィルタ

ベント系作動時において運転員がとどまれるようにするため，ＬＥＤラ

イト（ランタンタイプ），酸素濃度計，二酸化炭素濃度計及び電離箱サー

ベイ・メータを配備する。 

中央制御室待避室にとどまり必要な監視等を行うのに必要な照度を有

する照明として，ＬＥＤライト（ランタンタイプ）を２個配備する。表

2.4－5 に中央制御室待避室に配備しているＬＥＤライト（ランタンタイ

プ）を示す。 

表 2.4－5 中央制御室待避室に配備するＬＥＤライト（ランタンタイプ） 

酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計は，中央制御室待避室の居住環境の

基準値の範囲を測定できるものを１個配備する。表 2.4－6に中央制御室

待避室に配備する酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計を示す。 
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表 2.4－6 中央制御室待避室に配備する酸素濃度計及び二酸化炭素濃度計 

機器名称及び外観 仕様等 

酸素濃度計 検知原理 ガルバニ式 

検知範囲 0.0～25.0vol％ 

表示精度 ±0.5vol％ 

電源 

乾電池（単三×２本） 

測定可能時間：約 15,000 時間 

（乾電池切れの場合，乾電池交換を実施

する。） 

個数 

１個（故障時及び保守点検による待機除

外時のバックアップ用として予備１個

を保有する。） 

二酸化炭素濃度計 検知原理 ＮＤＩＲ（非分散型赤外線） 

検知範囲 0～10,000ppm 

表示精度 ±500ppm 

電源 

乾電池（単四×２本） 

測定可能時間：約７時間 

（乾電池切れの場合，乾電池交換を実施

する。） 

個数 

１個（故障時及び保守点検による待機除

外時のバックアップ用として予備１個

を保有する。） 

電離箱サーベイ・メータは，中央制御室待避室の居住環境の基準値の

範囲を測定できるものを１台配備する。表 2.4－7に中央制御室に配備す

る電離箱サーベイ・メータを示す。 

表 2.4－7 中央制御室に配備する電離箱サーベイ・メータ 

機器名称及び外観 仕様等 

[電離箱サーベイ・メータ] 検 出 器 の

種類 
電離箱 

検知範囲 0.001～300mSv/h 

電源 

電源：乾電池（単三×４） 

測定可能時間：約 80時間 

（バッテリ切れの場合，予備を稼働さ

せ，乾電池交換を実施する） 

台数 １台（予備１台） 
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2.5 重大事故等時の電源設備について 

中央制御室には，炉心の著しい損傷が発生した場合においても運転員がとど

まるために必要な設備（図 2.5－1に示す空調及び図 2.5－2 に示す照明）を設

置している。これらの設備については，重大事故等が発生した場合にも，図 2.5

－3 に示すとおり常設代替交流電源設備であるガスタービン発電機からの給電

を可能とする。 

ガスタービン発電機の容量は，中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に

係る被ばく評価で想定する格納容器破損モードのうち，中央制御室の運転員の

被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故収束に成功した事故シーケンスで

ある「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電

源喪失」に対して，表 2.5－1に示すとおり十分な電源供給容量を確保している。 

照明については，全交流動力電源喪失発生からガスタービン発電機による給

電が開始されるまでの間，図 2.5－4に示す直流非常灯に加え，満充電から 4.5

時間無充電で点灯するＬＥＤライト（三脚タイプ）を配備しており，ガスター

ビン発電機から給電を再開するまでの間（事故発生後 70分以内）の照明は確保

できる。 

ガスタービン発電機による給電が開始された後については，非常用照明にて

照明は確保できる。一方，中央制御室の全照明が消灯した場合には，ガスター

ビン発電機から給電するＬＥＤライト（三脚タイプ）により必要な照度を確保

する。 

また，中央制御室内の非常用照明及び直流非常灯が使用できない場合にも必

要な照度を確保できるよう，ＬＥＤライト（三脚タイプ）を配備する。仮にこ

れら照明が活用できない場合のため，ＬＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘ

ッドライトを中央制御室に備えており，それらも活用した訓練を実施している。 

換気設備は，ガスタービン発電機が起動するまでの間は起動しないが，居住

性に係る被ばく評価においては，中央制御室換気系の起動時間を考慮し，全交

流動力電源喪失後２時間後に起動することを条件として評価しており，居住性

を確保できることを確認している。 
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図 2.5－1 中央制御室換気系の概要（重大事故発生時，プルーム通過前後） 

図 2.5－2 中央制御室照明設備の概要

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表 2.5－1 ガスタービン発電機（4,800kW（6,000kVA））の最大所要負荷 

起動順序 主要機器 
負荷容量 

(kW) 

① ガスタービン発電機付帯設備 約 111 

② 代替所内電気設備負荷（自動投入負荷） 約 18 

③ 低圧原子炉代替注水ポンプ 約 210 

④ 低圧原子炉代替注水設備非常用送風機 約 15 

⑤ 
充電器，非常用照明，非常用ガス処理系他（D系高圧母線自動

投入負荷） 
約 512 

⑥ 
格納容器水素濃度（ＳＡ），格納容器酸素濃度（ＳＡ）監視設

備 
約 20 

⑦ A-中央制御室送風機 約 180 

⑧ A-中央制御室非常用再循環送風機 約 30 

⑨ A-中央制御室冷凍機 約 300 

⑩ 
充電器，非常用照明，非常用ガス処理系他（C系高圧母線自動

投入負荷） 
約 329 

⑪ A-淡水ポンプ（移動式代替熱交換設備） 約 110 

⑫ B-淡水ポンプ（移動式代替熱交換設備） 約 110 

⑬ B-燃料プール冷却水ポンプ 約 110 

計 約 2,055 

 

 

   

（通常点灯状態） （直流非常灯点灯状態） 

 

図 2.5－4 直流非常灯照明下での中央制御室のイメージ 

（シミュレータの点灯例） 
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(1)  ＬＥＤライト（三脚タイプ）を用いた場合の監視操作について 

中央制御室の照明が全て消灯した場合に使用するＬＥＤライト（三脚

タイプ）は，２個使用する。個数はシミュレーション施設を用いて監視

操作に必要な照度を確保できることを確認している。ＬＥＤライト（三

脚タイプ）を操作箇所に応じて向きを変更することにより，さらに照度

を確保できることを確認している。 

仮にＬＥＤライト（三脚タイプ）が活用できない場合のため，ＬＥＤ

ライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトを中央制御室に備えており，

それらも活用した訓練を実施している。 

表 2.5－2 に中央制御室に配備しているＬＥＤライト（三脚タイプ），

ＬＥＤライト（ランタンタイプ）及びヘッドライトの概要を示す。 

 

表 2.5－2 中央制御室に配備しているＬＥＤライト（三脚タイプ），ＬＥＤライ

ト（ランタンタイプ）及びヘッドライト 

 

  

59-10-66



：ＳＡ範囲 

ＬＥＤライト（三脚タイプ）の照度は，図 2.5－5に示すとおり，制御

盤から約２ｍの位置に設置した場合で，直流非常灯の設計値である照度

（ベンチ盤操作部エリア：50 ルクス）に対し，室内照明全消灯状態にて

操作を行う盤面で 50ルクス以上の照度を確認し，監視操作が可能なこと

を確認している。 

図 2.5－5 シミュレーション施設におけるＬＥＤライト（三脚タイプ）確認状況 

（三脚タイプ） 
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重大事故等対処のための追加安全対策設備の制御盤は，中央制御室内

の制御盤エリアに配置されており，制御盤と同程度の照度が確保される。

図 2.5－6に示すとおりＬＥＤライト（三脚タイプ）の照度は盤から約１

ｍの位置に設置した場合で盤表面で 330 ルクスの照度を確保し監視操作

が可能なことを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ＬＥＤライト（三脚タイプ）使用状況） 

 

図 2.5－6 ＬＥＤライト（三脚タイプ）使用イメージ 

 

59-10-68



 

：ＳＡ範囲 
 

3.添付資料 

3.1 中央制御室待避室の運用について 

格納容器フィルタベント系作動前から作動後にわたっての中央制御室待避

室の運用を以下にまとめる。図 3.1－1 に格納容器フィルタベント系作動と中

央制御室換気系及び中央制御室待避室正圧化装置の運用の概要を示す。 

(1) 格納容器フィルタベント系作動前（待避前） 

運転員等は炉心の著しい損傷が発生した場合において，格納容器フィル

タベント系を作動させる必要があると判断された場合，中央制御室待避室

を使用するため，表 3.1－1に示す設備，資機材の運用準備を行う。 

 

表 3.1－1 中央制御室換気系運転モード切替操作及び中央制御室待避室の運用

準備 

居住性対策設備 

・中央制御室換気系運転モードの加圧運転から系統隔離運転

への切替 

・中央制御室待避室の酸素濃度計，二酸化炭素濃度計，電離

箱サーベイ・メータの配置，準備 

・中央制御室待避室正圧化装置による中央制御室待避室の加

圧 

監視設備 
・プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）の電源

入 

通信連絡設備 
・現場運転員や緊急時対策要員との通信連絡のための無線通

信設備（固定型）の準備（通話確認） 

 

(2) 格納容器フィルタベント系作動中（待避中） 

運転員等は，格納容器フィルタベント系作動開始後，速やかに中央制御

室待避室に移動し，出入口扉を閉めるとともに，中央制御室待避室に施設

する差圧計を確認し，中央制御室待避室へ適切に空気が供給され，中央制

御室待避室内が正圧化されていることを確認する。また，酸素濃度計，二

酸化炭素濃度計により酸素濃度及び二酸化炭素濃度（酸素濃度が 19％以上

であること，二酸化炭素濃度が 1.0％以下であること）を確認するとともに，

中央制御室待避室の放射線量率を電離箱サーベイ・メータにて監視する。 

中央制御室待避室にとどまっている間にも，プラントパラメータ監視装

置（中央制御室待避室）を用いることで，格納容器フィルタベント系作動

状況をはじめとしたプラントの監視が可能な設計とする。また，中央制御

室待避室内に通信連絡設備を設置し，緊急時対策本部等との連絡が常時可

能な設計とする。中央制御室待避室にこれら設備を設置することで，中央
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制御室制御盤エリアに居るとき同様，タイムリーな監視操作が可能な設計

とする。 

なお，中央制御室待避室にとどまっている間に中央制御室制御盤エリア

に出る際には，必要な放射線防護装備，個人線量管理措置を施した上で，

中央制御室制御盤エリアに出ることになる。そのために必要な資機材等を

中央制御室待避室に備える設計とする。 

(3) 格納容器フィルタベント系作動後（待避解除）

運転員等は，格納容器フィルタベント系作動に伴うプルーム放出後は，

中央制御室制御盤エリアの放射線量率を電離箱サーベイ・メータで確認し

た上で，緊急時対策本部との協議の上，中央制御室制御盤エリアでの対応

を再開する。 
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図 3.1－1 格納容器フィルタベント系作動と中央制御室及び中央制御室待避室 

正圧化装置の運用の概要 
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3.2 配備する資機材の数量について 

(1) 放射線防護資機材等 

中央制御室に配備する放射線防護資機材等の内訳を表 3.2－1及び表 3.2

－2に示す。なお，放射線防護資機材等は，汚染が付着しないようビニール

袋等であらかじめ養生し，配備する。 

 

表 3.2－1 放射線防護資機材 

品名 保管数※ 考え方 

汚染防護服 210着 
10名（１，２号炉運転員９名＋余裕，以下同様）

×２交替×７日×1.5（余裕）＝210 

靴下 210足 10名×２交替×７日×1.5（余裕）＝210 

帽子 210着 10名×２交替×７日×1.5（余裕）＝210 

綿手袋 210双 10名×２交替×７日×1.5（余裕）＝210 

ゴム手袋 420双 10名×２交替×７日×1.5（余裕）×２＝420 

ろ過式呼吸用保護具 

（以下内訳） 
90個 

10名×２交替×３日（除染による再使用を考慮）

×1.5（余裕）＝90 

電動ファン付き 

全面マスク 
10個 10名 

全面マスク 80個 90－10＝80 

チャコールフィルタ 

（以下内訳） 
210個 10名×２交替×７日×1.5（余裕）＝210 

電動ファン付き 

全面マスク用 
70個 10名×７日＝70 

全面マスク用 140個 210－70＝140 

被水防護服 105着 
10名×２交替×７日×1.5（余裕）×50％（年間

降水日数を考慮）＝105 

作業用長靴 10足 10名 

セルフエアーセット ４台 初期対応用３台＋予備１台 

酸素呼吸器 ３台 
インターフェイスシステム LOCA 等対応用２台＋

予備１台 

※予備を含む（今後，訓練等で見直しを行う。） 
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・1.5倍の妥当性の確認について

【中央制御室】

要員数９名は，運転員（中央制御室）５名と運転員（現場）４名で構

成されている。このうち，運転員（中央制御室）は，中央制御室内を正

圧化することにより，防護具類を着用する必要がない。ただし，運転員

は２交替を考慮し，交替時の１回着用を想定する。また，運転員（現場）

は，１回現場に行くことを想定している。 

９名×１回×２交替×７日＋４名×１回×２交替×７日 

＝182着＜210着 

上記想定により，重大事故等発生時に，交替等で中央制御室に複数の

班がいる場合を考慮しても，初動対応として十分な数量を確保している。 

なお，いずれの場合も防護具類が不足する場合は，構内より適宜運搬

することにより補充する。 
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表 3.2－2 放射線計測器 

品名 
配備台数※６ 

中央制御室 

個人線量計 
電子式線量計 10 台※１ 

ガラスバッジ 10 個※１ 

ＧＭ汚染サーベイ・メータ ３台※２ 

電離箱サーベイ・メータ ２台※３ 

可搬式エリア放射線モニタ ３台※４ 

ダストサンプラ ２台※５ 

※１：10名（１，２号炉運転員９名＋余裕） 

※２：中央制御室内外モニタリング用１台＋チェンジングエリア用１台＋予備１台 

※３：中央制御室内外モニタリング用１台＋予備１台 

※４：中央制御室内用１台＋チェンジングエリア用１台＋予備１台（設置のタイミン

グは，チェンジングエリア設営判断と同時（原子力災害対策特別措置法第十条

又は第十五条該当事象）） 

※５：室内のモニタリング用１台＋予備１台 

※６：今後，訓練等で見直しを行う。 

 

(2) 飲食料等 

中央制御室に配備する飲食料等の内訳を表 3.2－3に示す。なお，飲食料

等は，汚染が付着しないようビニール袋等であらかじめ養生し，配備する。 

 

表 3.2－3 飲食料等 

品名 
配備数※４ 

中央制御室 

飲食料  

・食料 210食※1 

・飲料水（1.5リットル） 140本※2 

簡易トイレ １式 

安定よう素剤 160錠※3 

※１：10名（１，２号炉運転員９名＋余裕，以下同様）×７日×３食 

※２：10名×７日×２本 

※３：10名×８錠（初日２錠＋２日目以降１錠／日×６日）×２交替 

※４：予備を含む（今後，訓練等で見直しを行う。） 
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3.3 チェンジングエリアについて 

(1) チェンジングエリアの基本的な考え方 

チェンジングエリアの設営にあたっては，「実用発電用原子炉及びその附

属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」第 59条第１項（運

転員が原子炉制御室にとどまるための設備）並びに「実用発電用原子炉及

びその附属設備の技術基準に関する規則の解釈」第 74条第１項（運転員が

原子炉制御室にとどまるための設備）に基づき，原子炉制御室の外側が放

射性物質により汚染したような状況下において，原子炉制御室への汚染の

持ち込みを防止するため，モニタリング及び作業服の着替え等を行うため

の区画を設けることを基本的な考えとする。 

 

（実用発電用原子炉及びその附属設備の技術基準に関する規則の解釈第74

条第１項（運転員が原子炉制御室にとどまるための設備）抜粋） 

 

 

 

 

 

 

  

原子炉制御室の外側が放射性物質により汚染したような状況下におい

て、原子炉制御室への汚染の持ち込みを防止するため、モニタリング及

び作業服の着替え等を行うための区画を設けること。 
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(2) チェンジングエリアの概要 

チェンジングエリアは，脱衣エリア，サーベイエリア及び除染エリアか

らなり，要員の被ばく低減の観点からタービン建物内，かつ中央制御室正

圧化バウンダリに隣接した場所に設営する。概要は，表 3.3－1のとおり。 

 

表 3.3－1 チェンジングエリアの概要 

 

  

項目 理由 

設
営
場
所 

タービン建物 

運転員控室前通路 

中央制御室の外側が放射性物質によ

り汚染したような状況下において，中

央制御室への汚染の持ち込みを防止

するため，モニタリング及び作業服の

着替え等を行うための区画を設ける。 

設
営
形
式 

パネル取付ユニット方式 
設営の容易さ及び迅速化の観点から，

パネル取付ユニット方式を採用する。 

手
順
着
手
の
判
断
基
準 

原子力災害対策特別措置法第十

条又は第十五条該当事象が発生

した後，緊急時対策本部が，事

象進展の状況，参集済みの要員

数及び緊急時対策要員が実施す

る作業の優先順位を考慮して，

チェンジングエリア設営を行う

と判断した場合。 

中央制御室の外側が放射性物質によ

り汚染するようなおそれが発生した

場合，チェンジングエリアの設営を行

う。 

実
施
者 

緊急時対策要員 

チェンジングエリアを速やかに設営

できるよう定期的に訓練を行ってい

る緊急時対策要員が設営を行う。 
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(3) チェンジングエリアの設営場所及びアクセスルート

チェンジングエリアは，中央制御室正圧化バウンダリに隣接した場所に

設置する。チェンジングエリアの設営場所及びアクセスルートは，図 3.3

－1のとおり。 

図 3.3－1 チェンジングエリアの設営場所及びアクセスルート 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(4) チェンジングエリアの設営（考え方，資機材） 

ａ．考え方 

中央制御室への放射性物質の持ち込みを防止するため，図 3.3－2の設

営フローに従い，図 3.3－3のとおりチェンジングエリアを設営する。チ

ェンジングエリアの設営は，放射線管理班員２名で，２時間以内を想定

する。チェンジングエリアが速やかに設営できるよう定期的に訓練を行

い，設営時間の短縮及び更なる改善を図ることとしている。 

チェンジングエリアの設営は，原子力防災組織の緊急時対策要員の放射

線管理班員２名をチェンジングエリアの設営に割り当て行う。設営の着手

は，当直長が，原子力災害対策特別措置法第十条又は第十五条該当事象が

発生したと判断した後，事象進展の状況（格納容器雰囲気放射線モニタ（Ｃ

ＡＭＳ）等により炉心損傷を判断した場合等），参集済みの要員数及び放

射線管理班が実施する作業の優先順位を考慮して判断し，速やかに実施す

る。 

 

①チェンジングエリア用資機材の移動，設置

（チェンジングエリア用照明の設置） 
↓ 

②床，壁等の養生を実施 

↓ 

③装備回収箱，バリア，粘着マット等の設置 

↓ 

④除染用資機材，可搬式空気浄化装置，ＧＭ汚

染サーベイ・メータの配備 

 

 

図 3.3－2 チェンジングエリア設営フロー 
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図 3.3－3 中央制御室チェンジングエリア 
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ｂ．チェンジングエリア用資機材 

チェンジングエリア用資機材については，運用開始後のチェンジングエ

リアの補修や汚染によるシート張替え等も考慮して，表3.3－2のとおりと

する。チェンジングエリア用資機材は，チェンジングエリア付近に保管す

る。 

表 3.3－2 中央制御室チェンジングエリア用資機材 

名称 数量※１ 根拠 

チェンジングエリア区画資材 １式 

チェンジングエリア設営に

必要な数量 

養生シート ２巻※２ 

バリア ４個※３ 

粘着マット ４枚※４ 

装備回収箱 ６個※５ 

ヘルメット掛け １式 

ポリ袋 200 枚※６ 

テープ 12 巻※７ 

ウエス １箱※８ 

ウェットティッシュ ５個※９ 

はさみ １個 

マジック ２本 

簡易テント １台※10 

簡易シャワー １台 

簡易タンク １台 

トレイ １個 

バケツ ２個 

可搬式空気浄化装置 １式 

チェンジングエリア用照明 ２個 

※１ 今後，訓練等で見直しを行う。 

※２ 約 35m2（床，壁の養生面積）×３（エリア全面張替え１回分＋補修張替え等） 

÷90m2／巻×1.5 倍≒２巻（養生シート損傷，汚染時等） 

※３ ４個（各エリア間設置箇所数） 

※４ ２枚(設置箇所数)×２（汚染時の交換用）＝４枚 

※５ ６個（設置箇所数） 

※６ ６枚（設置箇所）×３枚／日（１日交換回数）×７日×1.5倍＝189枚→200枚 

※７ 約 80m（養生エリアの外周距離）×３（エリア全面張替え１回分＋補修張替え等） 

÷30m／巻×1.5 倍＝12巻（養生シート損傷，汚染時等） 

※８ 1,200枚／箱（除染等） 

※９ 120枚／個（除染等） 

※10 960mm×960mm×1,600mm（除染エリア設置）  
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(5) チェンジングエリアの運用（出入管理，脱衣，汚染検査，除染，着衣，要

員に汚染が確認された場合の対応，廃棄物管理，チェンジングエリアの維

持管理）

ａ．出入管理 

チェンジングエリアは，中央制御室の外側が放射性物質により汚染した

ような状況下において，中央制御室に待機していた要員が，中央制御室外

で作業を行った後，再度，中央制御室に入室する際等に利用する。中央制

御室外は，放射性物質により汚染しているおそれがあることから，中央制

御室外で活動する要員は防護具を着用し，活動する。 

チェンジングエリアのレイアウトは図3.3－3のとおりであり，チェンジ

ングエリアには，下記①から③のエリアを設けることで，中央制御室内へ

の放射性物質の持ち込みを防止する。 

①脱衣エリア

防護具を適切な順番で脱衣するエリア。

②サーベイエリア

防護具を脱衣した要員の身体や物品のサーベイを行うエリア。

汚染が確認されなければ中央制御室内へ移動する。

③除染エリア

サーベイエリアにて汚染が確認された際に除染を行うエリア。

ｂ．脱衣 

チェンジングエリアにおける防護具の脱衣手順は以下のとおり。

・脱衣エリア入口で，安全靴，ヘルメット，被水防護服及びゴム手袋外

側を脱衣する。

・脱衣エリアで汚染防護服，ゴム手袋内側，マスク，帽子，靴下及び綿

手袋を脱衣する。なお，チェンジングエリアでは，放射線管理班員が

要員の脱衣状況を適宜確認し，指導，助言及び防護具の脱衣の補助を

行う。

ｃ．汚染検査 

チェンジングエリアにおける汚染検査手順は以下のとおり。

・脱衣後，サーベイエリアに移動する。

・サーベイエリアにて汚染検査を受ける。

・汚染基準を満足する場合は，中央制御室へ入室する。汚染基準を満足

しない場合は，除染エリアに移動する。

なお，放射線管理班員でなくても汚染検査ができるように汚染検査の手

順について図示等を行う。また，放射線管理班員は汚染検査の状況につい

て，適宜確認し，指導，助言をする。 
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ｄ．除染 

チェンジングエリアにおける除染手順は以下のとおり。 

・汚染検査にて汚染基準を満足しない場合は，除染エリアに移動する。 

・汚染箇所をウェットティッシュで拭き取りする。 

・再度汚染箇所について汚染検査する。 

・汚染基準を満足しない場合は，簡易シャワーで除染する。 

・簡易シャワーでも汚染基準を満足しない場合は，汚染箇所を養生し，

再度除染ができる施設へ移動する。 

ｅ．着衣 

防護具の着衣手順は以下のとおり。 

・中央制御室内で，綿手袋，靴下，帽子，汚染防護服，全面マスク，ゴ

ム手袋内側及びゴム手袋外側等を着衣する。 

・脱衣エリア出口でヘルメット，安全靴等を着用する。 

・放射線管理班員は，要員の作業に応じて，被水防護服等の着用を指示

する。 

ｆ．要員に汚染が確認された場合の対応 

サーベイエリア内で要員の汚染が確認された場合は，サーベイエリアに

隣接した除染エリアで要員の除染を行う。 

要員の除染については，ウェットティッシュでの拭き取りによる除染を

基本とするが，拭き取りにて除染できない場合も想定し，汚染箇所への水

洗によって除染が行えるよう簡易シャワーを設ける。 

簡易シャワーで発生した汚染水は，図3.3－4のとおり必要に応じてウエ

スへ染み込ませる等により固体廃棄物として処理する。 

 

 

図 3.3－4除染及び汚染水処理イメージ図 
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ｇ．廃棄物管理 

中央制御室外で活動した要員が脱衣した防護具については，チェンジン

グエリア内にとどめておくとチェンジングエリア内の線量当量率の上昇及

び汚染拡大へつながる要因となることから，適宜チェンジングエリア外に

持ち出し，チェンジングエリア内の線量当量率の上昇及び汚染拡大防止を

図る。 

ｈ．チェンジングエリアの維持管理 

放射線管理班員は，床･壁等の養生の確認を実施し，養生シート等に損傷

が生じている場合は，補修を行う。 

チェンジングエリア内の表面汚染密度，線量当量率及び空気中放射性物

質濃度を定期的（１回／日以上）に測定し，放射性物質の異常な流入や拡

大がないことを確認する。 

プルーム通過後にチェンジングエリアの出入管理を再開する際には，表

面汚染密度，線量当量率及び空気中放射性物質濃度の測定を実施し，必要

に応じチェンジングエリアの除染を実施する。なお，測定及び除染を行っ

た要員は，脱衣エリアにて脱衣を行う。 

 

(6) チェンジングエリアに係る補足事項 

ａ．可搬式空気浄化装置 

チェンジングエリアには，更なる被ばく低減のため，可搬式空気浄化装

置を１台設置する。可搬式空気浄化装置は，放射性物質を取り除いた外気

をチェンジングエリア内に供給することで正圧化し，放射性物質の流入を

防止する。可搬式空気浄化装置による送気が正常に行われていることの確

認は，可搬式空気浄化装置に取り付ける吹き流しの動きを目視により行う。

可搬式空気浄化装置の仕様等を図3.3－5に示す。 

なお，中央制御室はプルーム通過時には，原則出入りしない運用とする

ことから，チェンジングエリアについても，プルーム通過時は，原則利用

しないこととする。したがって，チェンジングエリア用の可搬式空気浄化

装置についてもプルーム通過時には運用しないことから，可搬式空気浄化

装置のフィルタが高線量化することでの居住性への影響はない。 

ただし，可搬式空気浄化装置は長期的に運用する可能性があることから，

フィルタの線量が高くなることも想定し，本体（フィルタ含む）の予備を

１台設ける。なお，交換したフィルタ等は，線源とならないようチェンジ

ングエリアから遠ざけて保管する。 
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○外形寸法：約 500(D)×約 360(W)×約 1,350(H)mm 

○最大風量：13m3/min 

○重  量：約 60kg（フィルタ除く） 

○フィルタ：微粒子フィルタ 

      よう素フィルタ 

微粒子フィルタ 

 微粒子フィルタのろ材はガラス繊維であり，微粒子を含

んだ空気がろ材を通過する際に，微粒子が捕集される。 

よう素フィルタ 

 よう素フィルタのろ材は，活性炭素繊維であり，よう素

を含んだ空気がフィルタを通過する際に，よう素が活性

炭素繊維を通ることにより吸着・除去される。 

図 3.3－5 可搬式空気浄化装置の仕様等 

 

ｂ．チェンジングエリアの設営状況 

チェンジングエリアは，区画資材により区画する。チェンジングエリア

の外観は，図3.3－6のとおりであり，チェンジングエリア区画資材の仕様

は表3.3－3のとおりである。チェンジングエリア内面は，汚染の除去の容

易さの観点から，必要に応じて養生シートを貼ることとし，一時閉鎖とな

る時間を短縮している。 

更に，チェンジングエリア内には，靴等に付着した放射性物質を持ち込

まないように粘着マットを設置する。 

また，チェンジングエリア区画資材に損傷が生じた際は，速やかに補修

が行えるよう補修用の資機材を準備する。 

 

 
 

図 3.3－6 チェンジングエリアの外観 
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表 3.3－3 チェンジングエリア区画資材の仕様 

サイズ（設営時） 

幅 1.5m×奥行 3.5m×高さ 2.0m 程度（脱衣エリア） 

幅 2.0m×奥行 3.0m×高さ 2.0m 程度（サーベイエリア） 

幅 1.5m×奥行 1.5m×高さ 2.0m 程度（除染エリア） 

サイズ（保管時） 幅 1.0m×奥行 1.5m×高さ 2.0m 程度 

本体重量 約 200kg（総重量） 

材質 軽量アルミフレーム，中空ポリカーボネートボード 

 

ｃ．チェンジングエリアへの空気の流れ 

中央制御室チェンジングエリアは，一定の気密性が確保されたタービン

建物内に設置し，図3.3－7のように，汚染の区分ごとにエリアを区画し，

汚染を管理する。 

また，更なる被ばく低減のため，可搬式空気浄化装置を１台設置する。 

可搬式空気浄化装置は，放射性物質を取り除いた外気をチェンジングエ

リア内に供給することで正圧化し，放射性物質の流入を防止する。 

図3.3－7のように脱衣エリア及び除染エリアの空気がサーベイエリアへ

流入しないよう，可搬式空気浄化装置から各エリアに供給する風量を調整

し，チェンジングエリア内に空気の流れをつくることで，中央制御室内に

汚染を持ち込まないよう管理する。 

 

 

図 3.3－7 チェンジングエリアの空気の流れ 

  

中央制御室側
可搬式空気浄化装置
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ｄ．チェンジングエリアでのクロスコンタミ防止について 

中央制御室に入室しようとする要員に付着した汚染が，他の要員に伝播

することがないようサーベイエリアにおいて要員の汚染が確認された場合

は，汚染箇所を養生するとともに，サーベイエリア内に汚染が移行してい

ないことを確認する。サーベイエリア内に汚染が確認された場合は，一時

的にチェンジングエリアを閉鎖するが，速やかに養生シートを張り替える

等により，要員の出入りに大きな影響を与えないようにする。ただし，中

央制御室から緊急に現場に行く必要がある場合は，張り替え途中であって

も，退室する要員は防護具を着用していることから，退室することは可能

である。 

また，脱衣エリアでは一人ずつ脱衣を行う運用とすることで，脱衣する

要員同士の接触を防止する。なお，中央制御室から退室する要員は，防護

具を着用しているため，中央制御室に入室しようとする要員と接触したと

しても，汚染が身体に付着することはない。 

  

59-10-86



 

：ＳＡ範囲 
 

 

(7) 汚染の管理基準 

表3.3－4のとおり，状況に応じた汚染の管理基準を運用する。 

ただし，サーベイエリアのバックグラウンドに応じて，表3.3－4の管理

基準での運用が困難となった場合は，バックグラウンドと識別できる値を

設定する。 

 

表 3.3－4 汚染の管理基準 

状況 汚染の管理基準※１ 根拠等 

状
況
① 

屋外（発電所構内全般）へ

少量の放射性物質が漏え

い又は放出されるような

原子力災害時 

1,300cpm※２ 

法令に定める表面汚染密度限

度（アルファ線を放出しない放

射性同位元素の表面汚染密度

限度）：40Bq/cm2の 1/10 

状
況
② 

大規模プルームが放出さ

れるような原子力災害時 

40,000cpm※３ 
原子力災害対策指針における

OIL4 に準拠 

13,000cpm※４ 
原子力災害対策指針における

OIL4【１ヶ月後の値】に準拠 

※１：計測器の仕様や構成により係数率が異なる場合は，計測器毎の数値を確認しておく。

また，測定する場所のバックグラウンドに留意する必要がある。 

※２：４Bq/cm2相当。 

※３：120Bq/cm2相当。バックグラウンドが高い状況化に適用。バックグラウンドの影響が相

対的に小さくなる数値のうち，最低の水準（バックグラウンドのノイズに信号が埋ま

らないレベルとして３倍程度の余裕を見込む水準）として設定（13,000×３

≒40,000cpm）。 

※４：40Bq/cm2相当（放射性よう素の吸入により小児の甲状腺等価線量が 100mSvに相当する

内部被ばくをもたらすと想定される体表面密度）。 
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(8) 中央制御室におけるマスク着用の要否について 

中央制御室内は，中央制御室換気系により正圧化することで希ガス以外の

放射性物質の流入防止対策は行っているが，表3.3－5のとおりよう素の一部

を除去しきれないため，全面マスク等の着用が必要となる。 

 

表3.3－5 中央制御室換気系のフィルタ除去効率 

種類 総合除去効率（％） 

粒子用高効率フィルタ 99.9（0.3μm粒子※１） 

チャコール・フィルタ 95（相対湿度 70％以下※２） 

※１：日本工業規格 JIS Z 4812-1975「放射性エーロゾル用高性能エアフィルタ HEPA Filters 

for Radioactive Aerosols」に基づき設定 

※２：非常用チャコール・フィルタ・ユニット入口の空気条件に基づき設定 

 

(9) チェンジングエリア用照明 

チェンジングエリア設置場所付近の全照明が消灯した場合に使用するチ

ェンジングエリア用照明は，チェンジングエリアの設置，脱衣，汚染検査，

除染時に必要な照度を確保するために表3.3－6に示す数量及び仕様とする。 

 

表 3.3－6 チェンジングエリア用照明 

外観図 保管場所 数量 仕様 

チェンジングエリア用照明 

中央制御室

前通路 

２個 

（予備１個） 

電源：蓄電池 

点灯可能時間：満充電

から 4.5時間 
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(10) チェンジングエリアのスペースについて 

中央制御室における現場作業を行う運転員は，２名１組で２組を想定し，

同時に４名の運転員がチェンジングエリア内に収容できる設計とする。チ

ェンジングエリアに同時に４名の要員が来た場合，全ての要員が中央制御

室に入りきるまで16分（脱衣２分，汚染検査２分×４人）であり，全ての

要員が汚染している場合でも除染が完了し中央制御室に入りきるまで36

分（脱衣２分，汚染検査２分，除染３分，汚染検査２分×４人）であるこ

とを確認している。 

また，仮に想定人数以上の要員が同時にチェンジングエリアに来た場合

でも，チェンジングエリアは建物内に設置しており，屋外での待機はなく，

不要な被ばくを防止することができる。 

 

(11) 放射線管理班の緊急時対応のケーススタディ 

放射線管理班は，中央制御室チェンジングエリアの設置以外に，緊急時

対策所の可搬式エリア放射線モニタの設置（20分以内），可搬式モニタリン

グ・ポストの設置（最大６時間30分以内），可搬式気象観測装置の設置（３

時間10分以内），緊急時対策所チェンジングエリアの設営（20分以内）を行

うことを想定している。これら対応項目の優先順位については，放射線管

理班長が状況に応じ判断する。以下にタイムチャートの例を示す。 

例えば，平日の勤務時間帯に事故が発生した場合（ケース①）には，全

ての対応を並行して実施することになる。また，夜間及び休日昼間（平日

の勤務時間帯以外）に事故が発生した場合で，原子力災害対策特別措置法

第十条又は第十五条該当事象発生直後から周辺環境が汚染してしまうよう

な事象が発生した場合（ケース②）は，原子力防災組織の緊急時対策要員

の放射線管理班２名で，チェンジングエリアの設営を優先し，次に可搬式

モニタリング・ポスト等の設置を行うことになる。 

 

図 3.3－8 平日の勤務時間帯に事故が発生した場合（ケース①） 

 

 

緊急時対策所への移動

状況把握（モニタリング・ポストなど）

可搬式エリア放射線モニタの設置 放射線管理要員（1名）

緊急時対策所チェンジングエリアの設営 放射線管理要員（1名）

可搬式モニタリング・ポストの設置 放射線管理要員（2名）

中央制御室チェンジングエリアの設営

緊急時対策所への移動

可搬式気象観測装置の設置

放射線管理要員（2名）

12 133 4 5 6 7

対応項目 対応要員

経過時間（時間）

0 1 2 8 9 10 11

放射線管理要員（2名）

重大事故

等発生

▼
参集済

▼
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※可搬式モニタリング・ポストの設置の前に，放射線管理班長の判断によりチェンジング

エリアの設営を優先する。 

図 3.3－9 夜間及び休日昼間（平日の勤務時間帯以外）に 

事故が発生した場合（ケース②） 

 

(12) チェンジングエリア設置前の汚染の持ち込み防止について 

チェンジングエリアの運用開始までに，事象発生から２時間程度要する

ため，チェンジングエリアの運用開始までは，下記の対応により中央制御

室への過度な汚染の持ち込みを防止する。 

 運転員は，自ら汚染検査を実施し，必要に応じ除染（ウェットティッシ

ュによる拭取り）を行った上で，中央制御室に入室する。 

 放射線管理班員は，チェンジングエリアの運用開始に必要な脱衣エリア，

サーベイエリア及び除染エリアを設営後，運転員の再検査を実施し，必

要に応じ除染（ウェットティッシュでの拭き取り又は簡易シャワーによ

る水洗）を行う。また，中央制御室内の環境測定を行う。 

 なお，仮に中央制御室に汚染が持ち込まれた場合でも，中央制御室換気

系により中央制御室内を浄化することで，中央制御室の居住性を確保す

る。 

 

詳細な手順は「(5) チェンジングエリアの運用」に従う。 

 

 

状況把握（モニタリング・ポストなど）

可搬式エリア放射線モニタの設置

緊急時対策所チェンジングエリアの設営

中央制御室チェンジングエリアの設営

緊急時対策所への移動

可搬式モニタリング・ポストの設置

可搬式気象観測装置の設置
放射線管理班員

（要員参集後対応）

放射線管理要員（2名）

※

放射線管理要員（1名）

137 8 9 11 12

対応項目 対応要員

経過時間（時間）

0 1 2 3 4 5 6 10

重大事故等発生

▼

要員参集完了

▼
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3.4 中央制御室への地震及び火災等の影響 

地震，津波，自然災害（竜巻等），及び火災，溢水について，中央制御室に

影響を与える事象を抽出し，対応について整理した。 

中央制御室に影響を与える可能性のある事象として，表 3.4－1に示す起因

事象（内部火災，内部溢水，地震等）と同時にもたらされる環境条件が考え

られるが，いずれの場合でも中央制御室での運転操作に影響を与えることは

ない。 

中央制御室における主な対応を以下に示す。 

○地震 

中央制御室の制御盤エリア付近で被災した場合，運転員は制御盤への誤接

触，自身の転倒を防止するため，制御盤の手摺にて安全を確保するとともに

警報発信状況等の把握に努める。また，地震時においても運転員が必要な監

視操作を行うことができるよう，中央制御室は耐震Ｓクラスの制御室建物４

階に設置するとともに，制御盤は必要な耐震性を有する設計としている。 

○津波 

中央制御室を設置する敷地に対して基準津波の最高水位はEL11.8ｍ程度で

ある。中央制御室を設置している制御室建物は敷地高さ EL15ｍに施設されて

おり，また，中央制御室は制御室建物４階（EL16.9ｍ）に設置している。こ

のことにより，中央制御室及びアクセスルートは基準津波の影響を受けない

設計としている。 

○火災 

中央制御室にて火災が発生したした場合は，運転員が火災状況を確認でき

る設計とし，初期消火を行うことができるよう消火器を設置している。 

また，中央制御室外で発生した火災に対しても，中央制御室の機能に影響

を与えることがない設計としている。 

○溢水 

中央制御室には溢水原は存在しないことを確認している。 

万一，火災が発生したとしても，運転員が火災状況を確認し，消火器にて

初期消火を行うこととしているため，消火活動に伴う内部溢水による影響は

ない。 

また，中央制御室外で発生した溢水に対しても，中央制御室の機能に影響

を与えることがない設計としている。  
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表 3.4－1 中央制御室に同時にもたらされる環境条件への対応（１／２） 

起因事象 
同時にもたらされる 

中央制御室の環境条件 

中央制御室での操作性（操作の容易性）を 

確保するための設計方針 

内部火災 

（地震起因含

む） 

火災による中央制御室

内設備の機能喪失 

中央制御室にて火災が発生しても速やかに消火できるよう，「運

転員が火災状況を確認し，ハロン消火器又は二酸化炭素消火器

にて初期消火を行う」ことを社内規定類で定めることとし，中

央制御室の機能を維持する。（詳細については，設置許可基準規

則第８条「火災による損傷の防止」に関する適合状況説明資料

を参照） 

内部溢水 

（地震起因含

む） 

溢水による中央制御室

内設備の機能喪失 

中央制御室には溢水源がない設計とする。 

火災が発生したとしても，「運転員が火災状況を確認し，ハロン

消火器又は二酸化炭素消火器にて初期消火を行う」ことを社内

規定類に定めることとし，消火水による溢水の影響がない設計

とする。 

蒸気配管破断が発生した場合も，漏えいした蒸気の影響がない

設計とする。（詳細については，設置許可基準規則第９条「溢水

による損傷の防止等」に関する適合状況説明資料を参照） 

地震 

余震 

地震発生時の対応として「運転員は地震が発生した場合，制御

盤から離れて操作器への誤接触を防止するとともに，制御盤の

手摺にて身体の安全確保に努める」ことを社内規定類に定める。 

外部電源喪失（全交流動

力電源喪失含む） 

外部電源喪失においても，中央制御室の照明は，ディーゼル発

電機から給電され※１，蓄電池からの給電により点灯する非常用

直流照明も備え，機能が喪失しない設計とする。（詳細について

は，設置許可基準規則第11条「安全避難通路等」に関する適合

状況説明資料を参照） 

※１ ディーゼル発電機は各自然現象に対して健全性が確保さ

れる設計とする。 

 

地震：設計基準地震動に対して，耐震Sクラス設計とする。 

竜巻：設計基準の竜巻風速による複合荷重（風圧力による荷重，

気圧差による荷重，飛来物による衝撃荷重）に対して，

外殻その他による防護で健全性を確保する。 

風（台風）：設計基準の風速による風圧に対して，外殻その他に

よる防護で健全性を確保する。 

積雪：設計基準の積雪による堆積荷重に対して，外殻その他に

よる防護で健全性を確保する。 

落雷：設計基準の雷撃電流値に対して，避雷針や保安器等によ

る防護で健全性を確保する。 

森林火災：防火帯の内側に設置することにより延焼を防止し，

熱影響に対して健全性を確保する。また，ばい煙に

対してもフィルタにより健全性を確保する。図3.4-1

に運転モード毎の中央制御室換気系の系統概要図を

示す。 

火山：設計基準の火山灰の堆積荷重に対して，外殻その他によ

る防護で健全性を確保する。また，給気系はフィルタ交

換等により閉塞せず健全性を確保する。 

竜巻・風（台風） 

積雪 

落雷 

外部火災 

（森林火災） 

火山 

外部火災 

（森林火災） 

ばい煙や有毒ガスの発

生による中央制御室内

環境への影響 

中央制御室の空調換気設備について，中央制御室給排気隔離弁

を閉止し，系統隔離運転を行うことで外気を遮断することから，

中央制御室内環境への影響はない。 

（詳細については，設置許可基準規則第６条「外部からの衝撃

による損傷の防止（外部火災）」，設置許可基準規則第６条「外

部からの衝撃による損傷の防止（火山）」に関する適合状況説明

資料を参照） 
火山 

降下火砕物による中央

制御室内環境への影響 
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表 3.4－1 中央制御室に同時にもたらされる環境条件への対応（２／２） 

 

起因事象 
同時にもたらされる 

中央制御室の環境条件 

中央制御室での操作性（操作の容易性）を 

確保するための設計方針 

火山 
降下火砕物による中央

制御室内環境への影響 

 

低温 
低温による中央制御室

内への影響 

中央制御室の空調換気設備により環境温度が維持される

ため，中央制御室内環境への影響はない。 

（詳細については，設置許可基準規則第６条「外部からの

衝撃による損傷の防止（低温）」に関する適合状況説明資

料を参照） 
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図 3.4－1 運転モード毎の中央制御室換気系 系統概要図  
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【補足１】系統隔離運転時の中央制御室の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価に

ついて（設計基準事故時） 

1. 概要

「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第 38条第５

項二に規定する「換気設備の隔離その他の適切な防護措置」として，中央制御

室換気系は，中央制御室給排気隔離弁を閉操作することにより外気から遮断し，

系統隔離運転とすることができる。 

設計基準事故の発生時において，中央制御室給排気隔離弁を閉操作し，外気

から隔離した場合の中央制御室の居住性について，以下のとおり評価した。 

2. 評価

外気隔離時の中央制御室内に滞在する運転員の操作環境の悪化防止のため，

酸素濃度及び二酸化炭素濃度について評価を行った。 

(1) 酸素濃度

「空気調和・衛生工学便覧 空気調和設備編」に基づき，酸素濃度につい

て評価した。 

ａ．評価条件 

・滞在人員 ９名

・中央制御室バウンダリ容積 17,150m3

・空気流入率 0.01回/h

(2017年 8月 2日に実施した中央制御室空気流入率測定試験結果

0.082+0.003 回/hを基に保守的に設定) 

・初期酸素濃度 20.95％（標準大気の酸素濃度）

・１人当たりの呼吸量は，事故時の運転操作を想定し，歩行時の呼吸量

を適用し，24L/minとする。

・１人当たりの酸素消費量は，呼気の酸素濃度を 16.4％として 65.52L/h

とする。 

・許容酸素濃度は 18％以上（労働安全衛生法酸素欠乏症等防止規則から） 

ｂ．評価結果 

上記評価条件から求めた酸素濃度は表１のとおりであり，720 時間外気

隔離した場合においても，中央制御室内に滞在する運転員の操作環境に影

響を与えない。 

表１ 系統隔離時の酸素濃度（設計基準事故時） 

時間 12時間 24時間 36時間 96時間 168 時間 720時間 

酸素濃度 20.91% 20.87% 20.84% 20.73% 20.67% 20.60% 
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(2) 二酸化炭素濃度 

「空気調和・衛生工学便覧 空気調和設備編」に基づき，二酸化炭素濃度

について評価した。 

ａ．評価条件 

・滞在人員 ９名 

・中央制御室バウンダリ容積 17,150m3 

・空気流入率 0.01回/h 

（2017年 8月 2日に実施した中央制御室空気流入率測定試験結果 

0.082+0.003 回/hを基に保守的に設定） 

・初期二酸化炭素濃度 0.03％（標準大気の二酸化炭素濃度） 

・１人当たりの二酸化炭素吐出量は，事故時の運転操作を想定し，中等

作業時の吐出量を適用して 0.046m3/hとする。 

・許容二酸化炭素濃度は 0.5％以下（JEAC4622-2009から） 

 

ｂ．評価結果 

上記評価条件から求めた二酸化炭素濃度は表２のとおりであり，720 時

間系統隔離した場合においても，中央制御室内に滞在する運転員の操作環

境に影響を与えない。 

 

表２ 系統隔離時の二酸化炭素濃度（設計基準事故時） 

時間 12時間 24時間 36 時間 96時間 168 時間 720時間 

二酸化炭

素濃度 
0.06% 0.09% 0.11% 0.18% 0.23% 0.28% 
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【補足２】加圧運転時の中央制御室の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価につい

て（重大事故時） 

１．概要 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」第38条第５項

二に規定する「換気設備の隔離その他の適切な防護措置」として，重大事故発生

時において，中央制御室換気系の中央制御室排気隔離弁を閉操作及び中央制御室

給気隔離弁を開操作し，チャコール・フィルタ・ブースタ・ファン及び再循環用

ファンにより外気を浄化した空気によって中央制御室バウンダリを正圧化する

設計としている。 

重大事故が発生時において，加圧運転を実施し中央制御室バウンダリを正圧化

した場合の中央制御室の居住性について，以下のとおり評価した。 

２．評価 

加圧運転時の中央制御室内に滞在する運転員の操作環境の悪化防止のため，酸

素濃度及び二酸化炭素濃度について評価を行った。 

(1) 酸素濃度 

「空気調和・衛生工学便覧 空気調和設備編」に基づき，酸素濃度につい

て評価した。 

ａ．評価条件 

・滞在人員 ９名 

･中央制御室バウンダリ容積：17,150m3 

・換気量：  m3/h 

（中央制御室換気系の設計風量 17,500m3より保守的に，中央制御室

内を外気より＋20Pa 以上で正圧化する必要風量   m3/h と

設定） 

・初期酸素濃度：20.95％（空気調和・衛生工学便覧から） 

・１人当りの呼吸量は，事故時の運転操作を想定し，歩行時の呼吸量

を適用し，24L/minとする。 

・１人当りの酸素消費量は呼気の酸素濃度を 16.4％として，65.52L/h

とする。 

・許容酸素濃度は 18％（労働安全衛生法酸素欠乏症等防止規則から） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ｂ．評価結果 

上記評価条件から求めた酸素濃度は表１の通りであり，168時間加圧運

転した場合においても，中央制御室内に滞在する運転員の操作環境に影

響を与えない。 

表１ 隔離運転時の酸素（加圧運転時） 

時間 12時間 24時間 36時間 96時間 168時間 

酸素濃度 20.94% 20.94% 20.94% 20.94% 20.94% 

(2) 二酸化炭素濃度

「空気調和・衛生工学便覧 空気調和設備編」に基づき，二酸化炭素濃度

について評価した。 

ａ．評価条件 

・滞在人員 ９名

・中央制御室バウンダリ容積 :17,150m3

・換気量：  m3/h

（中央制御室換気系の設計風量 17,500m3より保守的に，中央制御室

内を外気より＋20Pa以上で正圧化する必要風量  m3/hと設

定） 

・初期二酸化炭素濃度：0.03％（空気調和・衛生工学便覧から）

・１人当りの二酸化炭素吐出量は，事故時の運転操作を想定し，中等

作業時の吐出量を適用して 0.046m3/hとする。

・許容二酸化炭素濃度は 0.5％以下（JEAC4622-2009から）

ｂ．評価結果 

上記評価条件から求めた二酸化炭素濃度は表２の通りであり，168時

間加圧運転した場合においても，中央制御室内に滞在する運転員の操作

環境に影響を与えない。 

表２ 隔離運転時の二酸化炭素濃度（加圧運転時） 

時間 12時間 24時間 36時間 96時間 168時間 

二酸化 

炭素濃度 
0.033% 0.033% 0.033% 0.033% 0.033% 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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【補足３】系統隔離運転から加圧運転への切替え操作のうち，中央制御室給気隔

離弁を現場にて全開操作する必要性について（重大事故時） 

１．概要 

ＳＡ時の中央制御室換気系の運用にあたっては，給気隔離弁を全開状態に維

持する必要があるが，換気系隔離信号の発生により給気隔離弁が自動で全閉し

系統構成を阻害することがないよう，現場にて手動ハンドルにより中央制御室

給気隔離弁を強制的に全開状態にとしたうえで，中央制御室外気取入調節弁を

中央制御室から手動操作し，調整開にして加圧運転へ，また，全閉にして系統

隔離運転へ切り替えることが可能な設計としている。 

２．中央制御室給気隔離弁及び中央制御室外気取入調節弁の設計及び運用につい

て 

（１）中央制御室給気隔離弁（図１の①）

中央制御室給気隔離弁は空気作動式で通常時全開（フェイルクローズ設計）

としており，放射線異常高等の換気系隔離信号が発生した場合，自動で全閉し，

通常運転（外気取入運転）から系統隔離運転に切り替わる設計としている。 

駆動源喪失が想定されるＳＡ時は，フェイルクローズ設計のため給気隔離弁

は全閉となっており，中央制御室からの開操作ができず，系統構成を系統隔離

運転から加圧運転へ切り替えるためには，現場にて給気隔離弁を全開操作する

必要がある。駆動部に設けている手動ハンドルによる給気隔離弁の強制開操作

は，中央制御室からの動作信号，自動隔離信号あるいは駆動源喪失による動作

よりも優先されるため，確実に当該弁の全開状態を維持し，加圧運転を継続す

ることが可能である。 

（２）中央制御室外気取入調節弁（図１の②）

中央制御室外気取入調節弁は，電気作動式で通常時全開としており，中央制

御室からの手動操作により開閉可能な設計としている。 

中央制御室外気取入調節弁は，常設代替交流電源設備からの給電が可能な設

計としているため，SA時に，中央制御室からの手動操作により，流量調整のた

め調整開にして加圧運転へ，又は，全閉にして系統隔離運転へ切り替えること

が可能である。 
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図１ 中央制御室換気系（給気ライン）加圧運転時の系統概要図 
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3.5 中央制御室待避室のプラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）で

確認できるパラメータ 

表 3.5－1 プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）で確認できるパラ

メータ（１／６）

目的 対象パラメータ 

炉心反応度の状態確認 

ＡＰＲＭ（平均値） 

平均出力領域計装 ＣＨ１ 

平均出力領域計装 ＣＨ２ 

平均出力領域計装 ＣＨ３ 

平均出力領域計装 ＣＨ４ 

平均出力領域計装 ＣＨ５ 

平均出力領域計装 ＣＨ６ 

中性子源領域計装 ＣＨ21 

中性子源領域計装 ＣＨ22 

中性子源領域計装 ＣＨ23 

中性子源領域計装 ＣＨ24 

ＩＲＭレベル ＣＨ11 

ＩＲＭレベル ＣＨ12 

ＩＲＭレベル ＣＨ13 

ＩＲＭレベル ＣＨ14 

ＩＲＭレベル ＣＨ15 

ＩＲＭレベル ＣＨ16 

ＩＲＭレベル ＣＨ17 

ＩＲＭレベル ＣＨ18 

炉心冷却の状態確認 

原子炉圧力 

Ａ－原子炉圧力 

Ｂ－原子炉圧力 

原子炉圧力（ＳＡ） 

原子炉水位（広帯域） 

Ａ－原子炉水位（広帯域） 

Ｂ－原子炉水位（広帯域） 

原子炉水位（燃料域） 

Ａ－原子炉水位（燃料域） 

Ｂ－原子炉水位（燃料域） 

原子炉水位（狭帯域） 

原子炉水位（ＳＡ） 

Ａ ＳＲ弁 開 

Ｂ ＳＲ弁 開 

Ｃ ＳＲ弁 開 

Ｄ ＳＲ弁 開 

Ｅ ＳＲ弁 開 

Ｆ ＳＲ弁 開 

Ｇ ＳＲ弁 開 

Ｈ ＳＲ弁 開 

Ｊ ＳＲ弁 開 

Ｋ ＳＲ弁 開 

Ｌ ＳＲ弁 開 

Ｍ ＳＲ弁 開 
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表 3.5－1 プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）で確認できるパラ

メータ（２／６）

目的 対象パラメータ 

炉心冷却の状態確認 

高圧炉心スプレイポンプ出口流量 

高圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

低圧炉心スプレイポンプ出口流量 

低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量 

原子炉隔離時冷却ポンプ出口圧力 

高圧原子炉代替注水流量 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ｃ－残留熱除去ポンプ出口流量 

Ａ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

Ｃ－残留熱除去ポンプ出口圧力 

残留熱代替除去系原子炉注水流量 

Ａ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器入口温度 

Ａ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器出口温度 

Ａ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

Ｂ－残留熱除去系熱交換器冷却水流量 

6.9KV系統電圧（Ａ） 

6.9KV系統電圧（Ｂ） 

6.9KV系統電圧（Ｃ） 

6.9KV系統電圧（Ｄ） 

6.9KV系統電圧（ＨＰＣＳ） 

Ａ－Ｄ／Ｇ受電しゃ断器閉 

Ｂ－Ｄ／Ｇ受電しゃ断器閉 

Ａ－原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

Ｂ－原子炉圧力容器温度（ＳＡ） 

Ａ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ｂ－低圧原子炉代替注水ポンプ出口圧力 

Ａ－低圧原子炉代替注水流量 

Ｂ－低圧原子炉代替注水流量 

Ａ－低圧原子炉代替注水流量（狭帯域用） 

Ｂ－低圧原子炉代替注水流量（狭帯域用） 

低圧原子炉代替注水槽水位 

ＨＰＣＳ－Ｄ／Ｇ受電しゃ断器閉 

緊急用Ｍ／Ｃ電圧 

ＳＡ－Ｌ／Ｃ電圧 

Ａ－再循環ポンプ入口温度 

Ｂ－再循環ポンプ入口温度 

原子炉格納容器内の状態

確認 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（ドライウェル） 

Ａ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・

チェンバ）

Ｂ－格納容器雰囲気放射線モニタ（サプレッション・

チェンバ）
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表 3.5－1 プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）で確認できるパラ

メータ（３／６）
目的 対象パラメータ 

原子炉格納容器内の状態

確認 

ドライウェル圧力（広域） 

Ａ－ドライウェル圧力（ＳＡ） 

Ｂ－ドライウェル圧力（ＳＡ） 

Ａ－サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

Ｂ－サプレッション・チェンバ圧力（ＳＡ） 

サプレッション・プール水位

サプレッション・プール水位（ＳＡ）

Ａ－サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

Ｂ－サプレッション・チェンバ温度（ＳＡ） 

サプレッション・プール水温度（ＭＡＸ)

Ａ－サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

Ｂ－サプレッション・プール水温度（ＳＡ） 

Ａ－格納容器水素濃度 

Ｂ－格納容器水素濃度 

格納容器水素濃度（ＳＡ） 

Ａ－格納容器酸素濃度 

Ｂ－格納容器酸素濃度 

格納容器酸素濃度（ＳＡ） 

Ａ－ＣＡＭＳドライウェル選択 

Ｂ－ＣＡＭＳドライウェル選択 

ドライウェル温度（トップヘッド部） 

Ａ－ドライウェル温度（ＳＡ）（上部） 

Ｂ－ドライウェル温度（ＳＡ）（上部） 

Ａ－ドライウェル温度（ＳＡ）（中部） 

Ｂ－ドライウェル温度（ＳＡ）（中部） 

Ａ－ドライウェル温度（ＳＡ）（下部） 

Ｂ－ドライウェル温度（ＳＡ）（下部） 

ペデスタル水位（コリウムシールド上表面 ＋0.1ｍ） 

ペデスタル水位（コリウムシールド上表面 ＋1.2ｍ） 

Ａ－ペデスタル水位（コリウムシールド上表面 ＋2.4ｍ） 

Ｂ－ペデスタル水位（コリウムシールド上表面 ＋2.4ｍ） 

代替注水流量（常設） 

Ａ－格納容器代替スプレイ流量 

Ｂ－格納容器代替スプレイ流量 

Ａ－ペデスタル代替注水流量 

Ｂ－ペデスタル代替注水流量 

Ａ－ペデスタル代替注水流量（狭帯域用） 

Ｂ－ペデスタル代替注水流量（狭帯域用） 

残留熱代替除去系格納容器スプレイ流量 

Ａ－ペデスタル温度（ＳＡ） 

Ｂ－ペデスタル温度（ＳＡ） 

Ａ－ペデスタル水温度（ＳＡ） 

Ｂ－ペデスタル水温度（ＳＡ） 

Ａ－残留熱代替除去ポンプ出口圧力 

Ｂ－残留熱代替除去ポンプ出口圧力 

ドライウェル水位（格納容器底面 －３ｍ） 

ドライウェル水位（格納容器底面 －１ｍ） 

ドライウェル水位（格納容器底面 ＋１ｍ） 
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表 3.5－1 プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）で確認できるパラ

メータ（４／６） 

目的 対象パラメータ 

放射能隔離の状態確認 

排気筒高レンジモニタ 

排気筒低レンジモニタ（Ａｃｈ） 

排気筒低レンジモニタ（Ｂｃｈ） 

主蒸気管放射線異常高トリップＡ１ 

主蒸気管放射線異常高トリップＢ１ 

主蒸気管放射線異常高トリップＡ２ 

主蒸気管放射線異常高トリップＢ２ 

格納容器内側隔離 

格納容器外側隔離 

Ａ－主蒸気内側隔離弁全閉 

Ｂ－主蒸気内側隔離弁全閉 

Ｃ－主蒸気内側隔離弁全閉 

Ｄ－主蒸気内側隔離弁全閉 

Ａ－主蒸気外側隔離弁全閉 

Ｂ－主蒸気外側隔離弁全閉 

Ｃ－主蒸気外側隔離弁全閉 

Ｄ－主蒸気外側隔離弁全閉 

環境の 

状態確認 

Ａ-ＳＧＴ自動起動 

Ｂ-ＳＧＴ自動起動 

ＳＧＴＳ高レンジモニタ 

ＳＧＴＳ低レンジモニタ（Ａｃｈ） 

ＳＧＴＳ低レンジモニタ（Ｂｃｈ） 

Ａ－原子炉建物外気差圧 

Ｂ－原子炉建物外気差圧 

Ｃ－原子炉建物外気差圧 

Ｄ－原子炉建物外気差圧 

中央制御室外気差圧 

放水路水モニタ 

モニタリング・ポスト＃１Ｈ 

モニタリング・ポスト＃２Ｈ 

モニタリング・ポスト＃３Ｈ 

モニタリング・ポスト＃４Ｈ 

モニタリング・ポスト＃５Ｈ 

モニタリング・ポスト＃６Ｈ 

モニタリング・ポスト＃１Ｌ（10分間平均） 

モニタリング・ポスト＃２Ｌ（10分間平均） 

モニタリング・ポスト＃３Ｌ（10分間平均） 

モニタリング・ポスト＃４Ｌ（10分間平均） 

モニタリング・ポスト＃５Ｌ（10分間平均） 

モニタリング・ポスト＃６Ｌ（10分間平均） 

風向（28.5ｍ－Ｕ） 

風向（130Ｍ－Ｄ，10分間平均風向） 

風速（28.5ｍ－Ｕ） 

風速（130Ｍ－Ｄ，10分間平均風速) 

大気安定度（10分間平均） 
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表 3.5－1 プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）で確認できるパラ

メータ（５／６） 

目的 対象パラメータ 

環境の 

状態確認 

可搬式モニタリング・ポスト№１ 

可搬式モニタリング・ポスト№２ 

可搬型モニタリング・ポスト№３ 

可搬式モニタリング・ポスト№４ 

可搬式モニタリング・ポスト№５ 

可搬式モニタリング・ポスト№６ 

可搬式モニタリング・ポスト№７ 

可搬式モニタリング・ポスト№８ 

可搬式モニタリング・ポスト№９ 

可搬式モニタリング・ポスト№10 

可搬式モニタリング・ポスト№11 

可搬式モニタリング・ポスト№12 

風向（可搬） 

風速（可搬） 

大気安定度（可搬） 

非常用炉心冷却系（ＥＣ

ＣＳ）の状態等確認 

Ａ－ＡＤＳ作動 

Ｂ－ＡＤＳ作動 

ＲＣＩＣポンプ作動 

ＨＰＣＳポンプ作動 

Ａ－ＲＨＲポンプ作動 

Ｂ－ＲＨＲポンプ作動 

Ｃ－ＲＨＲポンプ作動 

ＲＨＲ ＭＶ２２２－４Ａ 全閉 

ＲＨＲ ＭＶ２２２－４Ｂ 全閉 

ＲＨＲ ＭＶ２２２－５Ａ 全閉 

ＲＨＲ ＭＶ２２２－５Ｂ 全閉 

ＲＨＲ ＭＶ２２２－５Ｃ 全閉 

全制御棒全挿入 

Ａ－給水流量 

Ｂ－給水流量 

ＬＰＣＳポンプ作動 

モードＳＷ運転 

燃料プールの状態確認 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（使用済燃料貯蔵ラック上端＋6710㎜） 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（使用済燃料貯蔵ラック上端＋5800㎜） 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（使用済燃料貯蔵ラック上端＋4500㎜） 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（使用済燃料貯蔵ラック上端＋2000㎜） 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（使用済燃料貯蔵ラック上端レベル） 

燃料プール水位・温度（ＳＡ） 

（使用済燃料貯蔵ラック上端－1000㎜） 

燃料プール水位・温度（ＳＡ）（燃料プール温度） 

燃料プール水位（ＳＡ） 

燃料プールエリア放射線モニタ（低レンジ）（ＳＡ） 

燃料プールエリア放射線モニタ（高レンジ）（ＳＡ） 
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表 3.5－1 プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室）で確認できるパラ

メータ（６／６） 

目的 対象パラメータ 

水素爆発による原子炉格

納容器の破損防止確認 

Ａ－第１ベントフィルタ出口水素濃度 

Ｂ－第１ベントフィルタ出口水素濃度 

Ａ－第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ） 

Ｂ－第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（高レンジ） 

第１ベントフィルタ出口放射線モニタ（低レンジ） 

Ａ－スクラバ容器圧力 

Ｂ－スクラバ容器圧力 

Ｃ－スクラバ容器圧力 

Ｄ－スクラバ容器圧力 

Ａ１－スクラバ容器水位 

Ａ２－スクラバ容器水位 

Ｂ１－スクラバ容器水位 

Ｂ２－スクラバ容器水位 

Ｃ１－スクラバ容器水位 

Ｃ２－スクラバ容器水位 

Ｄ１－スクラバ容器水位 

Ｄ２－スクラバ容器水位 

Ａ－スクラバ容器温度 

Ｂ－スクラバ容器温度 

Ｃ－スクラバ容器温度 

Ｄ－スクラバ容器温度 

水素爆発による原子炉建

物の損傷防止確認 

Ａ－原子炉建物水素濃度（燃料取替階） 

Ｂ－原子炉建物水素濃度（燃料取替階） 

原子炉建物水素濃度（非常用ガス処理系吸込口） 

原子炉建物水素濃度（所員用エアロック室） 

原子炉建物水素濃度（ＳＲＶ補修室） 

原子炉建物水素濃度（ＣＲＤ補修室） 

原子炉建物水素濃度（トーラス室） 

Ｄ－静的触媒式水素処理装置入口温度 

Ｄ－静的触媒式水素処理装置出口温度 

Ｓ－静的触媒式水素処理装置入口温度 

Ｓ－静的触媒式水素処理装置出口温度 
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3.6 中央制御室待避室の収容性 

(1) 中央制御室待避室に待避する要員数の考え方 

重大事故等が発生した場合においても中央制御室に運転員がとどまる居

住性を確保するため，中央制御室待避室を設置している。 

中央制御室待避室は，重大事故等時の格納容器ベント実施時に，運転員

がとどまることができなければならない。そのため，中央制御室待避室の

設計は収容可能人数を「５名」としている。 

内訳を表 3.6－1に示す。 

表 3.6－1 中央制御室待避室収容人数設計内訳 

当 直 長 １名 

当直副長 １名 

運転員（中央制御室） １名 

運転員（現場） ２名 

合計 ５名 

なお，運転員が中央制御室待避室に待避している間は，運転員による運

転操作を実施する必要はなく，プラントパラメータ監視装置（中央制御室

待避室）によるプラントパラメータの監視及び衛星電話設備（固定型），無

線通信設備（固定型）又は有線式通信設備による連絡を行うこととしてお

り表 3.6－1の要員数に包含される。 

また，重大事故等の事故シーケンス毎の運転員の対応要員数を評価した。 

評価条件として，「雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過

温破損)（残留熱代替除去系を使用しない場合）」（以下，「大ＬＯＣＡ」と

する）の事故シナリオを想定した。なお，全交流動力電源喪失シナリオは 4

シナリオあるが，対応要員数が変わらないため「全交流動力電源喪失(外部

電源喪失＋ＤＧ失敗)」で代表する。「格納容器雰囲気直接加熱(ＤＣＨ)」，

「原子炉圧力容器外の溶融燃料-冷却材相互作用(ＦＣＩ)」及び「溶融炉

心・コンクリート相互作用(ＭＣＣＩ)」の３シナリオについては「雰囲気

圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)（残留熱代替除去系

を使用する場合）」で実施する残留熱代替除去系を使用した対応と同じであ

り，「停止中の反応度誤投入」シナリオは，事故の終息が短時間で終了する

ため対象外とした。 

事故シーケンス毎における運転員の対応要員数を表3.6－2に示す。また，

図 3.6－1，2 にて中央制御室待避室を使用する事故シーケンスの作業時間

抜粋を示す。 
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(2) 中央制御室待避室内の必要スペースの考え方 

中央制御室待避室内で行う作業は，プラントパラメータ監視装置（中央

制御室待避室）によるプラントパラメータの監視，衛星電話設備（固定型）

又は無線通信設備（固定型）による通信連絡のみであり，広い作業スペー

スは不要であることから，以下の条件を考慮して中央制御室待避室の必要

寸法を検討する。 

 運転員 5名が着席して待機するために必要なスペース

 プラントパラメータ監視装置（中央制御室待避室），ＬＥＤ照明（ラ

ンタンタイプ），酸素濃度計，二酸化炭素濃度計及び有線式通信設備

の専用接続端子を配置するためのスペース 

 待避室内圧力調整用の配管・バルブの設置及び操作スペース

運転員が椅子に座った姿勢で待機するために必要なスペースを 1名当た

り 500mm×1,200mm とすると，中央制御室待避室の必要寸法は

3,000mm×1,200mm となる。 

(3) 中央制御室待避室の居住性向上 

中央制御室待避室の必要寸法として 3,000mm×1,200mm を設定するが，

中央制御室待避室の居住性を向上させるため，以下を実施する。 

 外部との通信手段の確保（衛星電話設備（固定型）／無線通信設備

（固定型）／有線式通信設備） 

 十分な照度の確保（ＬＥＤ照明（ランタンタイプ））

 天井高を高く設定することで，室内空間を広くする（2,000mm）

これに加えて，更なる居住性向上のため，中央制御室待避室の床面積を

必要寸法における床面積の 2倍以上に拡大する。 

(4) 中央制御室待避室のレイアウト 

これまでの検討結果を反映した中央制御室待避室のレイアウト図は図 2.4

－15に示している。また，中央制御室待避室の寸法は，6,000mm×2,000mmと

必要十分なスペースを確保する設計とする。 
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3.7 申請前号炉の中央制御室の居住性評価について 

島根原子力発電所２号炉において，炉心の著しい損傷が発生した場合の

格納容器ベント実施時における運転終了号炉（１号炉）の運転員は，自号

炉の中央制御室から緊急時対策所に移動し１号炉の監視業務等を行う設計

としていることから，１号炉に関しては，２号炉の運転員の被ばく評価結

果（補足説明資料 59-11 参照）に包絡されるため，申請前号炉の中央制御

室の居住性評価の対象外とした。 
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中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価について 

 

炉心の著しい損傷が発生した場合の中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）

に係る被ばく評価は，「実用発電用原子炉に係る重大事故時の制御室及び緊急時

対策所の居住性に係る被ばく評価に関する審査ガイド」（以下「審査ガイド」と

いう。）に基づき行った。 

 

（実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 第 74条抜

粋） 

ｂ）炉心の著しい損傷が発生した場合の原子炉制御室の居住性について、次の 

要件を満たすものであること。 

① 設置許可基準規則第 37条の想定する格納容器破損モードのうち、原子炉制御

室の運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故収束に成功した事故

シーケンス（例えば、炉心の著しい損傷の後、格納容器圧力逃がし装置等の格

納容器破損防止対策が有効に機能した場合）を想定すること。 

② 運転員はマスクの着用を考慮してもよい。ただしその場合は、実施のための

体制を整備すること。 

③ 交代要員体制を考慮してもよい。ただしその場合は、実施のための体制を整

備すること。 

④ 判断基準は、運転員の実効線量が７日間で 100mSv を超えないこと。 

 

評価の結果，７日間での実効線量は，残留熱代替除去系を用いて事象収束に成

功した場合で最大約 35mSv，格納容器ベントを実施して事象収束に成功した場合

で最大約 51mSvとなった。 

このことから，判断基準である「運転員の実効線量が７日間で 100mSvを超え

ないこと」を満足することを確認した。 

 

1. 評価事象 

島根原子力発電所２号炉においては，「想定する格納容器破損モードのうち、

中央制御室の運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故収束に成功

した事故シーケンス」である「大破断ＬＯＣＡ時に非常用炉心冷却系の機能及び

全交流動力電源が喪失したシーケンス」においても，格納容器ベントを実施する

ことなく事象を収束することのできる残留熱代替除去系を整備する。しかしなが

ら，被ばく評価においては，残留熱代替除去系の運転に失敗することも考慮し，

当該号炉において格納容器フィルタベント系を用いた格納容器ベントを実施し

た場合を評価対象とする。格納容器ベントの実施に至る事故シーケンスとしては，

前述の「大破断ＬＯＣＡ時に非常用炉心冷却系の機能及び全交流動力電源が喪失

したシーケンス」を選定する。なお，よう素放出量の低減対策として導入した格

納容器内ｐＨ制御については，その効果に期待しないものとした。  
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2. 大気中への放出量の評価 

大気中へ放出される放射性物質の量は，上記 2.1で示した事故シーケンスを想

定し評価した。なお，格納容器から格納容器フィルタベント系への流入量及び格

納容器から原子炉建物への漏えい量は，ＭＡＡＰ解析及びＮＵＲＥＧ－１４６５

の知見を用いて評価した。ただし，ＭＡＡＰコードでは，よう素の化学組成は考

慮されないため，粒子状よう素，無機よう素及び有機よう素については，大気中

への放出量評価条件を設定し放出量を評価した。評価に用いた放出放射能量を表

１及び表２に示す。 
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表１ 大気中への放出放射能量（７日間積算値） 

（残留熱代替除去系により事象を収束することを想定する場合） 

核種類 
停止時炉内内蔵量 

[Bq]（gross値） 

放出放射能量[Bq]（gross値） 

原子炉建物からの漏えい及び 

非常用ガス処理系による放出 

希ガス類 約 1.6×1019 約 8.8×1016 

よう素類 約 2.1×1019 約 4.5×1015 

Cs類 約 8.3×1017 約 2.7×1012 

Te類 約 5.9×1018 約 2.8×1012 

Ba類 約 1.8×1019 約 2.7×1012 

Ru 類 約 1.8×1019 約 4.8×1011 

Ce類 約 5.5×1019 約 3.0×1011 

La 類 約 4.1×1019 約 7.7×1010 

表２ 大気中への放出放射能量（７日間積算値） 

（格納容器ベントの実施を想定する場合） 

核種類 

放出放射能量[Bq]（gross値） 

格納容器フィルタベ

ント系を経由した放

出 

原子炉建物からの漏えい及び 

非常用ガス処理系による放出 

希ガス類 約 5.1×1018 約 2.3×1016 

よう素類 約 4.2×1015 約 1.9×1015 

Cs類 約 5.5×109 約 3.4×1012 

Te類 約 4.4×109 約 3.2×1012 

Ba類 約 3.8×109 約 3.1×1012 

Ru類 約 8.4×108 約 5.5×1011 

Ce類 約 5.3×108 約 3.4×1011 

La類 約 1.2×108 約 9.1×1010 
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3. 大気拡散の評価 

被ばく評価に用いる相対濃度と相対線量は，大気拡散の評価に従い実効放出継

続時間を基に計算した値を年間について小さい方から順に並べて整理し，累積出

現頻度 97%に当たる値を用いた。評価においては，島根原子力発電所敷地内にお

いて観測した 2009 年１月～2009年 12月の１年間における気象データを使用し

た。 

相対濃度及び相対線量の評価結果を表３に示す。 

 

表３ 相対濃度及び相対線量 

放出源及び 

放出源高さ※ 
評価点 着目方位 

相対濃度 

[s/m3] 

相対線量 

[Gy/Bq] 

格納容器フ

ィルタベン

ト系排気管

（地上 50m） 

中央制御室 

中心 

NNE,NE,ENE, 

E,ESE,SE 
4.9×10-4 5.1×10-18 

中央制御室換気

系吸気口 

NNE,NE,ENE, 

E,ESE,SE,SSE 
5.9×10-4 5.3×10-18 

2号 R/B原子炉

補機冷却系熱交

換器室入口 

SW,WSW,W,WNW, 

NW,NNW,N,NNE,

NE 

7.5×10-4 6.1×10-18 

原子炉建物 

（地上 0m） 

中央制御室 

中心 

NNE,NE,ENE,E, 

ESE,SE 
1.1×10-3 5.2×10-18 

中央制御室換気

系吸気口 

NNE,NE,ENE,E, 

ESE,SE,SSE 
1.2×10-3 5.5×10-18 

2号 R/B原子炉

補機冷却系熱交

換器室入口 

SSW,SW,WSW,W, 

WNW,NW,NNW,N,

NNE 

1.6×10-3 6.0×10-18 

排気筒 

（地上 110m） 

中央制御室 

中心 

NNE,NE,ENE,E,

ESE,SE,SSE,S,

SSW 

2.8×10-4 2.6×10-18 

中央制御室換気

系吸気口 

NNE,NE,ENE,E,

ESE,SE,SSE,S,

SSW 

2.9×10-4 2.7×10-18 

2号 R/B原子炉

補機冷却系熱交

換器室入口 

SSE,S,SSW 1.3×10-4 1.1×10-18 

※放出源高さは，放出エネルギーによる影響は未考慮 
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4. 中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価 

被ばく評価に当たっては，評価期間を事故発生後７日間とし，運転員が交替（４

直２交替）するものとして実効線量を評価した。運転員の直交替サイクルを表４

に，交替スケジュール例を表５に示す。また，評価で想定した運転員の入退域及

び中央制御室滞在の開始及び終了の時間並びに空調起動や格納容器ベント実施

の時間の前後関係を参考図に示す。なお，格納容器ベントの影響が最大となるよ

う，ベントの１時間前に直交代を行うものと想定した。 

被ばく評価に当たって考慮した被ばく経路と被ばく経路のイメージを図１及

び図２に示す。また，中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評

価の主要条件を表９に，被ばく評価に係る中央制御室換気系及び中央制御室待避

室正圧化装置（空気ボンベ）の概略図を図３に示す。 

表４ 直交替サイクル 

 中央制御室の滞在時間 

１直 8:00～21:15 

２直 21:00～8:15 

日勤班 － 

 

表５ 直交替スケジュール例 

 1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 
入退域回

数 

A 班 1直 1直  2直 2直   ７回 

B 班  2直 2直    1直 ７回 

C 班 2直    1直 1直  ６回 

D 班   1直 1直  2直 2直 ８回 

E 班        ０回 

 

 
参考図 評価で想定した運転員の中央制御室滞在の時間や空調起動等の時間の

前後関係  

 
 

・非常用ガス処理系による原

子炉建物原子炉棟負圧達成 

・排気筒からの放出開始 

 

・中央制御室換気系による中

央制御室の正圧化開始 

事故発生からの経

過時間[h] 

運転員の勤務 
タイムチャート 

  

  

 

0 70min ２ 約 31 

以降，省略。評価に
おいて空調起動等
のイベントは無い。 

   

約 32 約 42 

 

・格納容器ベントの直前（１

時間前）に直交代すると想定 

・空気ボンベによる待避室の正圧化開始 

（ベント 20分前） 

・運転モードを系統隔離運転に切替え 

（ベント 15分前） 

・格納容器ベントによる放出の開始 

（約 32時間） 

 

・運転モードを加圧運転に切替え 

   

 

 

 

 

  ：中央制御室滞在（1 直） 

  ：中央制御室滞在（2 直） 

  ：入退域 

凡例 
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4.1 中央制御室内での被ばく 

4.1.1 原子炉建物内等の放射性物質からのガンマ線による被ばく（経路①） 

事故期間中に原子炉建物内に存在する放射性物質からの直接ガンマ線及びス

カイシャインガンマ線による中央制御室内での外部被ばくは，原子炉建物内の放

射性物質の積算線源強度，施設の位置，遮蔽構造，地形条件等を踏まえて評価し

た。なお，遮蔽の厚さは遮蔽モデル上の厚さから許容される施工誤差（マイナス

側）分だけ薄くしたものを用いて評価した。 

原子炉建物内に存在する放射性物質からの直接ガンマ線についてはＱＡＤ－

ＣＧＧＰ２Ｒコードを用い，スカイシャインガンマ線についてはＡＮＩＳＮコー

ド及びＧ３３－ＧＰ２Ｒコードを用いて評価した。 

 

4.1.2 放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく（経路②） 

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による中央制御室内での外部被ばく

は，事故期間中の大気中への放射性物質の放出量を基に，大気拡散効果と建物に

よるガンマ線の遮蔽効果を踏まえて評価した。なお，遮蔽の厚さは遮蔽モデル上

の厚さから許容される施工誤差（マイナス側）分だけ薄くしたものを用いて評価

した。 

 

4.1.3 地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく（経路③） 

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による中央制御室内での外部被

ばくは，事故期間中の大気中への放射性物質の放出量を基に，大気拡散評価，地

表面沈着効果及び建物によるガンマ線の遮蔽効果を踏まえて評価した。なお，遮

蔽の厚さは遮蔽モデル上の厚さから許容される施工誤差（マイナス側）分だけ薄

くしたものを用いて評価した。 

 

4.1.4 室内に外気から取り込まれた放射性物質による被ばく（経路④） 

外気から中央制御室内に取り込まれた放射性物質による被ばくは，中央制御室

内の放射性物質濃度を基に，放射性物質からのガンマ線による外部被ばく及び放

射性物質の吸入摂取による内部被ばくの和として評価した。なお，内部被ばくの

評価に当たっては，マスクの着用による防護効果を考慮した。また，運転員は図

４に示す中央制御室待避室内に滞在するとして評価した。 

中央制御室内の放射性物質濃度の計算は，以下の(1)から(3)に示す効果を考慮

した。被ばく評価で想定する空調運用等のタイムチャートを図５に示す。 

 

(1) 中央制御室換気系による中央制御室の正圧化及び系統隔離運転 

中央制御室換気系の運転モードについて以下の状態を想定した。 

1)加圧運転 

炉心損傷判断後，中央制御室バウンダリを正圧化することで，非常用チャ

コール・フィルタ・ユニットを経由しない外気の流入を防止する効果を考慮
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した。中央制御室換気系により供給する外気に対しては，非常用チャコー

ル・フィルタ・ユニットによる放射性物質の除去効果を考慮した。なお，中

央制御室換気系による中央制御室の正圧化期間については，全交流動力電源

喪失を想定した遅れを考慮し，有効性評価で設定した２時間の起動遅れ時間

及び系統隔離運転期間を除く期間について実施するものとして評価した。 

中央制御室換気系の起動遅れの期間においては，中央制御室への外気の直

接流入率を 0.5 回/hと仮定して評価した。 

2)系統隔離運転 

格納容器ベントを実施する場合には，放射性物質の中央制御室内への取り

込みを抑制するため，格納容器ベントの 15分前から中央制御室待避室から

退出するまでの期間，外気の取入れを遮断し，非常用チャコール・フィルタ・

ユニットを通した系統隔離運転を行うものとして評価した。 

系統隔離運転中の中央制御室へのチャコールフィルタを通らない空気の

流入量は，空気流入率試験結果を踏まえて，保守的に換気率換算で 0.5回／

hとして評価した。 

(2) 中央制御室待避室空気ボンベによる中央制御室待避室の正圧化 

格納容器ベントを実施した場合の評価では，中央制御室待避室を中央制御

室待避室空気ボンベにより正圧化することで，外気の流入を防止する効果を

考慮した。ボンベによる正圧化の期間は，ベントの 15分前からベントの 10

時間後までとして評価した。 

(3)マスクの考慮 

制御室滞在時には，マスクを５時間着用（PF50），１時間外すことを繰り

返すものとして評価した。 

 

4.2 入退域時の被ばく 

入退域時の運転員の実効線量の評価に当たっては，緊急時対策所から中央制御

室出入口までの運転員の移動経路を対象とした。代表評価点は２号原子炉建物原

子炉補機冷却系熱交換器室入口とし，入退域ごとに評価点に 15 分間滞在すると

して評価した。 

 

4.2.1 原子炉建物内等の放射性物質からのガンマ線による被ばく（経路⑤） 

事故期間中に原子炉建物内に存在する放射性物質からの直接ガンマ線及びス

カイシャインガンマ線による入退域時の運転員の外部被ばくは，評価点を屋外と

すること以外は「4.1.1 原子炉建物内等の放射性物質からのガンマ線による被ば

く（経路①）」と同様な手法で実効線量を評価した。 

 

4.2.2 放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく（経路⑥） 

中央制御室の壁等によるガンマ線の遮蔽効果を期待しないこと以外は「4.1.2

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく（経路②）」と同様な手法
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で実効線量を評価した。 

4.2.3 地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく（経路⑦） 

中央制御室の壁等によるガンマ線の遮蔽効果を期待しないこと以外は「4.1.3 

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく（経路③）」と同様な

手法で実効線量を評価した。 

4.2.4 大気中へ放出された放射性物質の吸入摂取による被ばく（経路⑧） 

入退域時の内部被ばくは，事故期間中の大気中への放射性物質の放出量及び大

気拡散効果を踏まえ評価した。なお，評価に当たってはマスクの着用による防護

効果を考慮した。 

5. 評価結果のまとめ

残留熱代替除去系を用いて事象収束に成功した場合の評価結果を表 6－1－1

及び表 6－1－2に示す。また，格納容器ベントを実施した場合の評価結果を表 6

－2－1及び表 6－2－2に示す。さらに，各ケースについて被ばく線量の合計が

最も大きい班の評価結果の内訳を表 7－1－1から表 7－2－2に，被ばく線量の合

計が最も大きい滞在日における評価結果の内訳を表8－1－1から表8－2－2に示

す。 

評価の結果，７日間での実効線量は格納容器ベントを実施した場合で最大約

51mSvとなった。 

このことから，判断基準である「運転員の実効線量が７日間で 100mSvを超え

ないこと」を満足することを確認した。 
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表 6－1－1 各勤務サイクルでの被ばく線量 

（残留熱代替除去系を用いて事象を収束する場合） 

(マスクの着用を考慮した場合）(単位：mSv)※１※２ 

 １日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 合計 

A

班 
約 12 約８  約８ 約７   約 35 

B

班 
 約８ 約８    約９※３ 約 25 

C

班 
約８    約８ 約７  約 23 

D

班 
  約８ 約８  約７ 約４※３ 約 27 

 

※１ 入退域時においてマスク（PF=50）の着用を考慮 

※２ 中央制御室内でマスク（PF=50）の着用を考慮。５時間着用，１時間外す

ことを繰り返すものとして評価 

※３ 評価期間終了直前の入域に伴う被ばく線量は，７日目１直（Ｂ班）の被ば

く線量に加えて整理している。7 日目２直（Ｄ班）の被ばく線量は，入域

及び中央制御室滞在（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 

 

  



59-11-10 

表 6－1－2 各勤務サイクルでの被ばく線量 

（残留熱代替除去系を用いて事象を収束する場合） 

(マスクの着用を考慮しない場合）(単位：mSv) 

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 合計 

A

班 
約 271 約 19 約 21 約 20 約 331 

B

班 
約 20 約 22 約 23※１ 約 66 

C

班 
約 14 約 22 約 20 約 57 

D

班 
約 23 約 24 約 18 約 11※１ 約 77 

※１ 評価期間終了直前の入域に伴う被ばく線量を，７日目１直（Ｂ班）の被ば

く線量に加えて整理。７日目２直（Ｄ班）の被ばく線量は，入域及び中央

制御室滞在（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 
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表 6－2－1 各勤務サイクルでの被ばく線量 

（格納容器ベントを実施して事象を収束する場合） 

（マスクの着用を考慮した場合）(単位：mSv)※１※２ 

 １日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 合計 

A

班 
約 12 約９  約８ 約６   約 35 

B

班 
 約 34 約 10    約７※３ 約 51 

C

班 
約８    約７ 約６  約 22 

D

班 
  約 13 約９  約５ 約４※３ 約 32 

 

※１ 入退域時においてマスク（PF=50）の着用を考慮 

※２ 中央制御室内でマスク（PF=50）の着用を考慮。５時間着用，１時間外す

ことを繰り返すものとして評価 

※３ 評価期間終了直前の入域に伴う被ばく線量を，７日目１直（Ｂ班）の被ば

く線量に加えて整理。７日目２直（Ｄ班）の被ばく線量は，入域及び中央

制御室滞在（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 
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表 6－2－2 各勤務サイクルでの被ばく線量 

（格納容器ベントを実施して事象を収束する場合） 

（マスクの着用を考慮しない場合）(単位：mSv) 

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 合計 

A

班 
約 271 約 21 約９ 約７ 約 309 

B

班 
約 44 約 14 約７※１ 約 65 

C

班 
約 14 約８ 約６ 約 28 

D

班 
約 24 約 12 約５ 約４※１ 約 46 

※１ 評価期間終了直前の入域に伴う被ばく線量を，７日目１直（Ｂ班）の被ば

く線量に加えて整理。７日目２直（Ｄ班）の被ばく線量は，入域及び中央

制御室滞在（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 



 

59-11-13 

表 7－1－1 評価結果の内訳（被ばく線量が最大となる班（Ａ班）の合計） 

（残留熱代替除去系を用いて事象を収束する場合） 

（マスクの着用を考慮する場合）（単位：mSv） 

被ばく経路 ２号炉 

中央制

御室滞

在時 

①原子炉建物内等の放射性物質からのガ

ンマ線による中央制御室内での被ばく 
約 5.2×10－４ 

②放射性雲中の放射性物質からのガンマ

線による中央制御室内での被ばく 
約 3.0×10－１ 

③地表面に沈着した放射性物質のガンマ

線による中央制御室内での被ばく 
約 9.9×10－１ 

④室内に外気から取り込まれた放射性物

質による中央制御室内での被ばく 
約 1.3×10１ 

（内訳）内部被ばく 

外部被ばく 

約 1.1×10１ 

約 2.5×10０ 

小計（①＋②＋③＋④） 約 1.4×10１ 

入退域

時 

⑤原子炉建物内等の放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく 
約 3.2×10－１ 

⑥放射性雲中の放射性物質からのガンマ

線による入退域時の被ばく 
約 2.4×10－１ 

⑦地表面に沈着した放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく 
約 1.9×10１ 

⑧大気中へ放出された放射性物質の吸入

摂取による入退域時の被ばく 
約 3.6×10－１ 

小計（⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 2.0×10１ 

合計(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 35 
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表 7－1－2 評価結果の内訳（被ばく線量が最大となる班（Ａ班）の合計） 

（残留熱代替除去系を用いて事象を収束する場合） 

（マスクの着用を考慮しない場合）（単位：mSv） 

被ばく経路 ２号炉 

中央制

御室滞

在時 

①原子炉建物内等の放射性物質からのガ

ンマ線による中央制御室内での被ばく
約 5.2×10－４ 

②放射性雲中の放射性物質からのガンマ

線による中央制御室内での被ばく
約 3.0×10－１ 

③地表面に沈着した放射性物質のガンマ

線による中央制御室内での被ばく
約 9.9×10－１ 

④室内に外気から取り込まれた放射性物

質による中央制御室内での被ばく
約 2.9×10２ 

（内訳）内部被ばく 

外部被ばく 

約 2.9×10２ 

約 2.5×10０ 

小計（①＋②＋③＋④） 約 2.9×10２ 

入退域

時 

⑤原子炉建物内等の放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく
約 3.2×10－１ 

⑥放射性雲中の放射性物質からのガンマ

線による入退域時の被ばく
約 2.4×10－１ 

⑦地表面に沈着した放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく
約 1.9×10１ 

⑧大気中へ放出された放射性物質の吸入

摂取による入退域時の被ばく
約 1.8×10１ 

小計（⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 3.8×10１ 

合計(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 331 
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表 7－2－1 評価結果の内訳（被ばく線量が最大となる班（Ｂ班）の合計） 

（格納容器ベントを実施して事象を収束する場合） 

（マスクの着用を考慮する場合）（単位：mSv） 

被ばく経路 ２号炉 

中央制

御室滞

在時 

①原子炉建物内等の放射性物質からのガ

ンマ線による中央制御室内での被ばく 
約 8.4×10－５ 

②放射性雲中の放射性物質からのガンマ

線による中央制御室内での被ばく 
約 4.0×10０ 

③地表面に沈着した放射性物質のガンマ

線による中央制御室内での被ばく 
約 8.6×10－１ 

④室内に外気から取り込まれた放射性物

質による中央制御室内での被ばく 
約 2.2×10１ 

（内訳）内部被ばく 

外部被ばく 

約 1.4×10０ 

約 2.1×10１ 

小計（①＋②＋③＋④） 約 2.7×10１ 

入退域

時 

⑤原子炉建物内等の放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく 
約 1.7×10－１ 

⑥放射性雲中の放射性物質からのガンマ

線による入退域時の被ばく 
約 1.1×10－１ 

⑦地表面に沈着した放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく 
約 2.3×10１ 

⑧大気中へ放出された放射性物質の吸入

摂取による入退域時の被ばく 
約 1.7×10－１ 

小計（⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 2.4×10１ 

合計(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 51 
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表 7－2－2 評価結果の内訳（被ばく線量が最大となる班（Ａ班）の合計） 

（格納容器ベントを実施して事象を収束する場合） 

（マスクの着用を考慮しない場合）（単位：mSv） 

被ばく経路 ２号炉 

中央制

御室滞

在時 

①原子炉建物内等の放射性物質からのガ

ンマ線による中央制御室内での被ばく 
約 3.5×10－４ 

②放射性雲中の放射性物質からのガンマ

線による中央制御室内での被ばく 
約 2.6×10－１ 

③地表面に沈着した放射性物質のガンマ

線による中央制御室内での被ばく 
約 9.1×10－１ 

④室内に外気から取り込まれた放射性物

質による中央制御室内での被ばく 
約 2.8×10２ 

（内訳）内部被ばく 

外部被ばく 

約 2.7×10２ 

約 1.9×10０ 

小計（①＋②＋③＋④） 約 2.8×10２ 

入退域

時 

⑤原子炉建物内等の放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく 
約 1.9×10－１ 

⑥放射性雲中の放射性物質からのガンマ

線による入退域時の被ばく 
約 1.2×10－１ 

⑦地表面に沈着した放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく 
約 2.3×10１ 

⑧大気中へ放出された放射性物質の吸入

摂取による入退域時の被ばく 
約 7.3×10０ 

小計（⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 3.1×10１ 

合計(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 309 
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表 8－1－1 評価結果の内訳（Ａ班の１日目） 

（残留熱代替除去系を用いて事象を収束する場合） 

（マスクの着用を考慮する場合）（単位：mSv） 

被ばく経路 ２号炉 

中央制

御室滞

在時 

①原子炉建物内等の放射性物質からのガ

ンマ線による中央制御室内での被ばく
約 3.6×10－４ 

②放射性雲中の放射性物質からのガンマ

線による中央制御室内での被ばく
約 1.5×10－１ 

③地表面に沈着した放射性物質のガンマ

線による中央制御室内での被ばく
約 3.1×10－１ 

④室内に外気から取り込まれた放射性物

質による中央制御室内での被ばく
約 7.6×10０ 

（内訳）内部被ばく 

外部被ばく 

約 5.9×10０ 

約 1.7×10０ 

小計（①＋②＋③＋④） 約 8.1×10０ 

入退域

時 

⑤原子炉建物内等の放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく
約 4.1×10－２ 

⑥放射性雲中の放射性物質からのガンマ

線による入退域時の被ばく
約 2.5×10－２ 

⑦地表面に沈着した放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく
約 3.4×10０ 

⑧大気中へ放出された放射性物質の吸入

摂取による入退域時の被ばく
約 2.2×10－２ 

小計（⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 3.5×10０ 

合計(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 12 
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表 8－1－2 評価結果の内訳（Ａ班の１日目） 

（残留熱代替除去系を用いて事象を収束する場合） 

（マスクの着用を考慮しない場合）（単位：mSv） 

被ばく経路 ２号炉 

中央制

御室滞

在時 

①原子炉建物内等の放射性物質からのガ

ンマ線による中央制御室内での被ばく 
約 3.6×10－４ 

②放射性雲中の放射性物質からのガンマ

線による中央制御室内での被ばく 
約 1.5×10－１ 

③地表面に沈着した放射性物質のガンマ

線による中央制御室内での被ばく 
約 3.1×10－１ 

④室内に外気から取り込まれた放射性物

質による中央制御室内での被ばく 
約 2.7×10２ 

（内訳）内部被ばく 

外部被ばく 

約 2.6×10２ 

約 1.7×10０ 

小計（①＋②＋③＋④） 約 2.7×10２ 

入退域

時 

⑤原子炉建物内等の放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく 
約 4.1×10－２ 

⑥放射性雲中の放射性物質からのガンマ

線による入退域時の被ばく 
約 2.5×10－２ 

⑦地表面に沈着した放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく 
約 3.4×10０ 

⑧大気中へ放出された放射性物質の吸入

摂取による入退域時の被ばく 
約 1.1×10０ 

小計（⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 4.6×10０ 

合計(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 271 
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表 8－2－1 評価結果の内訳（Ｂ班の２日目） 

（格納容器ベントを実施して事象を収束する場合） 

（マスクの着用を考慮する場合）（単位：mSv） 

被ばく経路 ２号炉 

中央制

御室滞

在時 

①原子炉建物内等の放射性物質からのガ

ンマ線による中央制御室内での被ばく
約 6.7×10－５ 

②放射性雲中の放射性物質からのガンマ

線による中央制御室内での被ばく
約 4.0×10０ 

③地表面に沈着した放射性物質のガンマ

線による中央制御室内での被ばく
約 3.1×10－１ 

④室内に外気から取り込まれた放射性物

質による中央制御室内での被ばく
約 2.2×10１ 

（内訳）内部被ばく 

外部被ばく 

約 8.5×10－１ 

約 2.1×10１ 

小計（①＋②＋③＋④） 約 2.6×10１ 

入退域

時 

⑤原子炉建物内等の放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく
約 1.3×10－１ 

⑥放射性雲中の放射性物質からのガンマ

線による入退域時の被ばく
約 8.8×10－２ 

⑦地表面に沈着した放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく
約 7.9×10０ 

⑧大気中へ放出された放射性物質の吸入

摂取による入退域時の被ばく
約 1.2×10－１ 

小計（⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 8.2×10０ 

合計(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 34 
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表 8－2－2 評価結果の内訳（Ａ班の１日目） 

（格納容器ベントを実施して事象を収束する場合） 

（マスクの着用を考慮しない場合）（単位：mSv） 

被ばく経路 ２号炉 

中央制

御室滞

在時 

①原子炉建物内等の放射性物質からのガン

マ線による中央制御室内での被ばく 
約 2.4×10－４ 

②放射性雲中の放射性物質からのガンマ線

による中央制御室内での被ばく 
約 1.7×10－１ 

③地表面に沈着した放射性物質のガンマ線

による中央制御室内での被ばく 
約 2.0×10－１ 

④室内に外気から取り込まれた放射性物質

による中央制御室内での被ばく 
約 2.7×10２ 

（内訳）内部被ばく 

外部被ばく 

約 2.6×10２ 

約 1.6×10０ 

小計（①＋②＋③＋④） 約 2.7×10２ 

入退域

時 

⑤原子炉建物内等の放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく 
約 3.6×10－２ 

⑥放射性雲中の放射性物質からのガンマ

線による入退域時の被ばく 
約 2.3×10－２ 

⑦地表面に沈着した放射性物質からのガ

ンマ線による入退域時の被ばく 
約 3.9×10０ 

⑧大気中へ放出された放射性物質の吸入摂

取による入退域時の被ばく 
約 8.9×10－１ 

小計（⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 4.8×10０ 

合計(①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧） 約 271 
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表９ 中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価の主要条件 

（１／４） 

項目 評価条件 

停

止

時

炉

内

内

蔵

量 

発災プラント ２号炉 

評価事象 
大破断ＬＯＣＡ時に非常用炉心冷却系の 

機能及び全交流動力電源が喪失 

炉心熱出力 2436MW 

運転時間 

1 サイクル：10000h（約 416日） 

2 サイクル：20000h 

3 サイクル：30000h 

4 サイクル：40000h 

5 サイクル：50000h 

取替炉心の 

燃料装荷割合 

1 サイクル：0.229（200体） 

2 サイクル：0.229（200体） 

3 サイクル：0.229（200体） 

4 サイクル：0.229（200体） 

5 サイクル：0.084（72体） 

大

気

拡

散 

気象データ 
島根原子力発電所における１年間の気象データ 

（2009年 1月～2009年 12月）（地上約 20m） 

実効放出 

継続時間 

【格納容器フィルタベント系排気管】 １時間 

【原子炉建物】 １時間 

【排気筒】 ３０時間 

建屋巻き込み 全放出源：考慮する 

累積出現頻度 小さい方から累積して 97% 

放出源及び 

放出源高さ 

【格納容器フィルタベント系排気管】 地上 50m 

【原子炉建物】 地上  0m 

【排気筒】 地上 110m 

着

目

方

位 

中央

制御

室 

滞在

時 

評価点：

中央制御

室中心 

【格納容器フィルタベント系排気管】 ６方位 

【原子炉建物】 ６方位 

【排気筒】 ９方位 

評価点：

中央制御

室換気系

吸気口 

【格納容器フィルタベント系排気管】 ７方位 

【原子炉建物】 ７方位 

【排気筒】 ９方位 

入退域時 

【格納容器フィルタベント系排気管】 ９方位 

【原子炉建物】 ９方位 

【排気筒】 ３方位 
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表９ 中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価の主要条件 

（２／４） 

項目 評価条件 

格

納

容

器

外

へ

の

放

出 

格納容器漏えい開始時刻 
事故発生直後（なお，放射性物質は，ＭＡＡＰ 解

析に基づき事故発生約５分後から漏えい） 

格納容器から原子炉建物への 

漏えい率 

（希ガス，エアロゾル及び 

有機よう素） 

開口面積を格納容器圧力に応じ設定。ＭＡＡＰ 

解析上で，格納容器圧力に応じ漏えい率が変化

するものとした。 

【開口面積】 

１Pd以下：0.9Pdで0.5%/日 

１Pd～ ：2.0Pdで1.3%/日 

に相当する開口面積 

格納容器から原子炉建物への 

漏えい率 

（無機よう素） 

漏えい率を格納容器圧力に応じ設定。 

【漏えい率】 

0.9Pd以下：0.5%/日 

0.9Pd～ ：1.3%/日 

原子炉圧力容器から格納容器に 

放出されるよう素の形態 

粒子状よう素：５% 

無機よう素 ：91% 

有機よう素 ：４% 

格納容器内ｐＨ 制御の効果 未考慮 

格納容器の 

漏えい孔における捕集効果 

希ガス：１ 

粒子状放射性物質：10 

無機よう素：１ 

有機よう素：１ 

格納容器内での 

有機よう素の除去効果 
未考慮 

格納容器内での 

粒子状放射性物質の除去効果 

・格納容器スプレイによる除去効果 

・自然沈着による除去効果 

・サプレッション・プールでのスクラビングに

よる除去効果 

上記をＭＡＡＰ 解析で評価 

格納容器等への 

無機よう素の自然沈着率 
9.0×10-4[1/s]（上限 DF=200） 

サプレッション・プールでのス

クラビングによる無機よう素の

除去係数 

無機よう素：５ 

格納容器から 

ベントラインへの流入割合 

停止時炉内内蔵量に対して， 

希ガス類：約 9.0×10-1 Ba 類：約 5.4×10-7 

よう素類：約 3.3×10-2 Ru 類：約 6.8×10-8 

Cs 類：約 6.8×10-6 La 類：約 5.4×10-9 

Te 類：約 1.4×10-6 Ce 類：約 1.4×10-8 
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表９ 中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価の主要条件 

（３／４） 

項目 評価条件 

格
納
容
器
外
へ
の
放
出

格納容器から 

原子炉建物への流入割

合 

格納容器ベントの実施を想定する場合： 

停止時炉内内蔵量に対して， 

希ガス類：約 4.2×10-3 Ba 類：約 3.4×10-7 

よう素類：約 2.8×10-4 Ru 類：約 4.2×10-8 

Cs 類：約 4.2×10-6 La 類：約 3.4×10-9 

Te 類：約 8.5×10-7 Ce 類：約 8.5×10-9 

残留熱代替除去系を用いて事象を収束することを想

定する場合：停止時炉内内蔵量に対して， 

希ガス類：約 2.7×10-2 Ba 類：約 2.6×10-7 

よう素類：約 1.3×10-3 Ru 類：約 3.3×10-8 

Cs 類：約 3.3×10-6 La 類：約 2.6×10-9 

Te 類：約 6.5×10-7 Ce 類：約 6.5×10-9 

環
境
へ
の
放
出

格納容器ベント開始時

間 
事故発生から約 32 時間後 

格納容器フィルタベン

ト系の除去係数 

有機よう素：50 

無機よう素：100 

粒子状放射性物質：1000 

原子炉建物からの 

漏えい開始時刻 
事故発生直後 

非常用ガス処理系起動

時間 
事故発生から 60 分後 

非常用ガス処理系換気

量 
4400m3/h 

原子炉建物 

負圧達成時間 
事故発生から 70 分後 

原子炉建物の換気率 

・事故発生から 70分後～168 時間後：1回/日で 

屋外に放出（非常用ガス処理系による放出） 

・事故発生から 70分後までの期間：無限大[回/日] 

（原子炉建物からの漏えい） 

非常用ガス処理系の 

フィルタ装置の除去効

果 

未考慮 
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表９ 中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価の主要条件 

（４／４） 

項目 評価条件 

運

転

員

の

被

ば

く

評

価 

中央制御室換気系 

（風量，フィルタ除去効 

率及び起動遅れ時間） 

【再循環フィルタ流量】 

事故発生から 0～2時間後 ：0m3/h 

事故発生から 2～168時間後：32000m3/h 

【外気取込流量】 

事故発生から 0～2時間後 ：0m3/h 

事故発生から 2～約 32時間後：17500m3/h 

事故発生から約 32～約 42時間後：0m3/h 

事故発生から約 42～168時間後：17500m3/h 

【チャコールフィルタ除去効率】 

希ガス，粒子状放射性物質：0% 

無機よう素，有機よう素：95% 

【高性能粒子フィルタ除去効率】 

希ガス，無機よう素，有機よう素：0% 

粒子状放射性物質：99.9% 

【起動遅れ時間】2時間 

中央制御室バウンダリ 

への外気の直接流入率 

事故発生から 0～2時間後：0.5回/h 

事故発生から 2～約 32時間後：0 回/h 

事故発生から約 32～約 42時間後：0.5回/h 

事故発生から約 42～168時間後：0回/h 

中央制御室待避室空気

ボンベの 

空気供給量 

事故発生から 0～約 32時間後：0m3/h 

事故発生から約 32～約 42時間後：11m3/h 

事故発生から約 42～168時間後：0m3/h 

中央制御室待避室バウ

ンダリ体積 
30m3 

マスクの防護係数 

入退域時    ：50 

中央制御室滞在時：50（５時間着用，１時間外すことを

繰り返す） 

ヨウ素剤の服用 未考慮 

交替要員体制の考慮 考慮する 

直接ガンマ線及びスカ

イシャインガンマ線の

評価コード 

【原子炉建物内の放射性物質からの寄与】 

・直接ガンマ線：ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒ コード 

・スカイシャインガンマ線：ＡＮＩＳＮ コード，Ｇ

３３－ＧＰ２Ｒ コード 

地表面への沈着速度 

エアロゾル粒子：1.2cm/s 

無機よう素  ：1.2cm/s 

有機よう素  ：4.0×10-3cm/s 

希ガス ：沈着なし 

評価期間 ７日間 
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室
内
作
業
時 

①原子炉建物内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 
（直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による外部被ばく） 

②大気中へ放出された放射性物質からのガンマ線による被ばく 
（クラウドシャインによる外部被ばく） 

③地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 
（グランドシャインによる外部被ばく） 

④室内に外気から取り込まれた放射性物質による被ばく 
（吸入摂取による内部被ばく，室内に浮遊している放射性物質による外部被ば
く） 

入
退
域
時 

⑤原子炉建物内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

（直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による外部被ばく） 

⑥大気中へ放出された放射性物質からのガンマ線による被ばく 
（クラウドシャインによる外部被ばく） 

⑦地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 
（グランドシャインによる外部被ばく） 

⑧大気中へ放出された放射性物質の吸入摂取による被ばく  
（吸入摂取による内部被ばく） 

 

 
 

図２ 中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価の 

被ばく経路イメージ図 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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添付資料 中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価について 

1 中央制御室の居住性（炉心の著しい損傷）に係る被ばく評価条件 

表 1－1 大気中への放出放射能量評価条件（１／５） 

項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

発災プラント ２号炉 運転号炉を想定 ― 

評価事象 

大破断ＬＯＣＡ時に非常用炉

心冷却系の機能及び全交流動

力電源が喪失 

運転員の被ばく

の観点から結果

が最も厳しくな

る事故シーケン

スとして選定 

（添付資料 2,18

参照） 

4.1(2)a. 原子炉制御室の居住性に係

る被ばく評価では、格納容器破損防止

対策の有効性評価（参2）で想定する格納

容器破損モードのうち、原子炉制御室

の運転員又は対策要員の被ばくの観

点から結果が最も厳しくなる事故収

束に成功した事故シーケンス（この場

合、格納容器破損防止対策が有効に働

くため、格納容器は健全である）のソ

ースターム解析を基に、大気中への放

射性物質放出量及び原子炉施設内の

放射性物質存在量分布を設定する。 

炉心熱出力 2436MW 定格熱出力 ― 

運転時間 

1 サイクル：10000h（約 416日） 

2 サイクル：20000h 

3 サイクル：30000h 

4 サイクル：40000h 

5 サイクル：50000h 

1 サイクル 13 ヶ

月(395 日）を考慮

して，燃料の最高

取出燃焼度に余

裕を持たせ長め

に設定 

― 

取替炉心の 

燃料装荷割合 

1 サイクル：0.229（200体） 

2 サイクル：0.229（200体） 

3 サイクル：0.229（200体） 

4 サイクル：0.229（200体） 

5 サイクル：0.084（72体） 

取替炉心の燃料

装荷割合に基づ

き設定（ABWR の

値を用いて，炉内

内蔵量を計算し， 

熱出力 3926MW で

規格化） 

― 
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表 1－1 大気中への放出放射能量評価条件（２／５） 

項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

放出開始 

時刻 

原子炉格納容器漏えい: 

事故発生直後（なお，放射

性物質は，ＭＡＡＰ解析に基

づき事故発生約５分後から漏

えい） 

格納容器ベント： 

事故発生から約 32時間後 

原子炉建物原子炉棟からの漏

えい： 

事故発生直後 

非常用ガス処理系による放

出： 

事故発生から 70分後 

原子炉格納容器漏えい： 

ＭＡＡＰ解析に基づく 

格納容器ベント： 

ＭＡＡＰ解析に基づく 

原子炉建物原子炉棟からの漏

えい：原子炉建物原子炉棟の負

圧が達成されるまでの時刻 

非常用ガス処理系による放出： 

原子炉建物原子炉棟の負圧

達成時間を参照 

（添付資料 6 参照） 

4.3(4)a .放射性物質の

大気中への放出開始時

刻及び放出継続時間は

4.1(2)a で選定した事

故シーケンスのソース

ターム解析結果を基に

設定する。 

原子炉格納容

器内 pH 制御の

効果 

未考慮 

格納容器内 pH 制御設備は，重

大事故等対処設備と位置付け

ていないため考慮しない 

― 

原子炉圧力容

器から格納容

器に放出され

るよう素の形

態 

粒子状よう素：5% 

無機よう素：91% 

有機よう素：4% 

格納容器内 pH 制御の効果に期

待しないため，R.G.1.195 に基

づき設定 

4.3(1)a. 原子炉格納容

器内への放出割合の設

定に際し、ヨウ素類の性

状を適切に考慮する。 

格納容器から

原子炉建物へ

の漏えい率（希

ガス，エアロゾ

ル及び有機よ

う素） 

開口面積を格納容器圧力に応

じ設定。 

ＭＡＡＰ解析上で，格納容器

圧力に応じ漏えい率が変化す

るものとした。 

【開口面積】 

1Pd以下：0.9Pdで 0.5%/日， 

1Pd～ ：2.0Pdで 1.3%/日 

に相当する開口面積 

格 納 容 器 の 設 計 漏 え い 率

（0.5%/日）及び，ＡＥＣ式に

基づき設定 

4.3(3)e. 原子炉格納容

器漏えい率は、4.1(2)a 

で選定した事故シーケ

ンスの事故進展解析結

果を基に設定する。 

格納容器から

原子炉建物へ

の漏えい率 

（無機よう素） 

漏えい率を格納容器圧力に応

じ設定。 

【漏えい率】 

0.9Pd以下：0.5%/日 

0.9Pd～ ：1.3%/日 

格納容器の設計漏えい率及び

ＡＥＣの式に基づき設定（格納

容器圧力が 0.9Pd を超える期

間を包絡するように 1.3%／日

の漏えい率を設定） 

4.3(3)e. 原子炉格納容

器漏えい率は、4.1(2)a 

で選定した事故シーケ

ンスの事故進展解析結

果を基に設定する。 
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表 1－1 大気中への放出放射能量評価条件（３／５） 

項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

格納容器の漏えい孔にお

ける捕集効果 

希ガス：１ 

粒子状物質：10 

無機よう素：１ 

有機よう素：１ 

粒子状物質に対して，格

納容器の漏えい孔におけ

る捕集効果を考慮※１ 
― 

格納容器内での粒子状放

射性物質の除去効果 

・格納容器スプレイによ

る除去効果 

・自然沈着による除去効

果 

・サプレッション・プー

ルでのスクラビングに

よる除去効果 

上記をＭＡＡＰ解析で評

価 

選定した事故シーケンス

の事故進展解析条件を基

に設定 

4.3(3)c. 原子炉格納容

器スプレイの作動につい

ては、4.1（2）a で選定

した事故シーケンスの事

故進展解析条件を基に設

定する。 

4.3(3)d. 原子炉格納容

器内の自然沈着率につい

ては、実験等から得られ

た適切なモデルを基に設

定する。 

格納容器内での有機よう

素の除去効果 
未考慮 

保守的に考慮しないもの

とした 
― 

格納容器等への無機よう

素の自然沈着率 

9.0×10－４[1/s] 

（上限 DF=200） 

CSE実験に基づき設定 

(添付資料 5参照) 

4.3(3)d. 原子炉格納容

器内の自然沈着率につい

ては、実験等から得られ

た適切なモデルを基に設

定する。 

サプレッション・プール

でのスクラビングによる

無機よう素の除去係数 

無機よう素：5 

ＮＵＲＥＧ-0800 

Standard Review 

Plan6.5.5 に 

に基づき設定 

― 

格納容器フィルタベント

系での除去係数 

希ガス：１ 

有機よう素：50 
設計値 ― 

無機よう素：100 

粒子状放射性物質：1000 

※１ 「原子炉格納容器からの漏えいに関するエアロゾル粒子の捕集効果の設定について」 東北電力株式

会社,東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社,中部電力株式会社,北陸電力株式会社,中国電力株式会社,日本原

子力発電株式会社,電源開発株式会社， 2019 年 12 月 
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表 1－1 大気中への放出放射能量評価条件（４／５） 

項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

格納容器か

らベントラ

インへの流

入割合 

停止時炉内内蔵量に対して， 

希ガス類：約 9.0×10－１ 

よう素類：約 3.3×10－２ 

Cs 類：約 6.8×10－６ 

Te 類：約 1.4×10－６ 

Ba 類：約 5.4×10－７ 

Ru 類：約 6.8×10－８ 

La 類：約 5.4×10－９ 

Ce 類：約 1.4×10－８ 

ＭＡＡＰ解析結果及び

ＮＵＲＥＧ-1465 の知

見に基づき設定( 添付

資料 3参照) 

よう素類については，

よう素の化学形態に応

じた格納容器内での除

去のされかたの違いを

考慮 

4.3(4)a. 放射性物質の大気

中への放出開始時刻及び放出

継続時間は、4.1（2）a で選

定した事故シーケンスのソー

スターム解析結果を基に設定 

格納容器か

ら原子炉建

物への流入

割合 

格納容器ベントの実施を想定する

場合： 

停止時炉内内蔵量に対して， 

希ガス類：約 4.2×10－３ 

よう素類：約 2.8×10－４ 

Cs 類：約 4.2×10－６ 

Te 類：約 8.5×10－７ 

Ba 類：約 3.4×10－７ 

Ru 類：約 4.2×10－８ 

La 類：約 3.4×10－９ 

Ce 類：約 8.5×10－９ 

残留熱代替除去系を用いて事象を

収束することを想定する場合： 

停止時炉内内蔵量に対して， 

希ガス類：約 2.7×10－２ 

よう素類：約 1.3×10－３ 

Cs 類：約 3.3×10－６ 

Te 類：約 6.5×10－７ 

Ba 類：約 2.6×10－７ 

Ru 類：約 3.3×10－８ 

La 類：約 2.6×10－９ 

Ce 類：約 6.5×10－９ 

同上 同上 
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表 1－1 大気中への放出放射能量評価条件（５／５） 

項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

原子炉建物原

子炉棟の換気

率 

・原子炉建物原子炉棟負圧維持期間

以外：無限大[回/日] 

・原子炉建物原子炉棟負圧維持期

間：非常用ガス処理系の定格風量

4400m3/h による換気率１回/日によ

り屋外に放出 

非常用ガス処理系により

負圧維持していない期間

は原子炉建物原子炉棟に

放射性物質が保持されな

いものとした。 

非常用ガス処理系により

負圧維持している期間は

保守的に非常用ガス処理

系の定格風量を基に設

定。 

― 

非常用ガス処 

理系起動時間 
事故発生から 60分後 運用を基に設定 ― 

非常用ガス処 

理系排気ファ

ン風量 

4400m3/h 
非常用ガス処理系の設計

値を基に設定 
― 

非常用ガス処

理系のフィル

タ装置の除去

係数 

希ガス：１ 

粒子状放射性物質：１ 

無機よう素：１ 

有機よう素：１ 

保守的に考慮しないもの

とした 
― 

原子炉建物原

子炉棟負圧達

成時間 

事故発生から 70分後 

非常用ガス処理系起動時

間及び排気風量並びに原

子炉建物原子炉棟の設計

気密度を基に評価し設定

（添付資料 6を参照） 

― 

事故の 

評価期間 
７日間 

審査ガイドに示されたと

おり設定 

3.判断基準は、運転員の

実 効 線 量 が ７ 日 間 で

100mSv を超えないこと。 
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表 1－2 大気中への放出放射能量（７日間積算値） 

（残留熱代替除去系により事象を収束することを想定する場合） 

核種類 
停止時炉内内蔵量 

[Bq]（gross 値） 

放出放射能量[Bq]（gross 値） 

原子炉建物からの漏えい及び 

非常用ガス処理系による放出 

希ガス類 約 1.6×1019 約 8.8×1016 

よう素類 約 2.1×1019 約 4.5×1015 

Cs 類 約 8.3×1017 約 2.7×1012 

Te 類 約 5.9×1018 約 2.8×1012 

Ba 類 約 1.8×1019 約 2.7×1012 

Ru 類 約 1.8×1019 約 4.8×1011 

Ce 類 約 5.5×1019 約 3.0×1011 

La 類 約 4.1×1019 約 7.7×1010 

表 1－3 大気中への放出放射能量（７日間積算値） 

（格納容器ベントの実施を想定する場合） 

核種類 

停止時炉内 

内蔵量[Bq] 

（gross値） 

放出放射能量[Bq]（gross 値） 

格納容器フィルタベント系

を経由した放出 

原子炉建物からの漏えい及

び非常用ガス処理系による

放出 

希ガス類 約 1.6×1019 約 5.1×1018 約 2.3×1016 

よう素類 約 2.1×1019 約 4.2×1015 約 1.9×1015 

Cs 類 約 8.3×1017 約 5.5×109 約 3.4×1012 

Te 類 約 5.9×1018 約 4.4×109 約 3.2×1012 

Ba 類 約 1.8×1018 約 3.8×109 約 3.1×1012 

Ru 類 約 1.8×1019 約 8.4×108 約 5.5×1011 

Ce 類 約 5.5×1019 約 5.3×108 約 3.4×1011 

La 類 約 4.1×1019 約 1.2×108 約 9.1×1010 
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表 1－4 大気拡散評価条件（１／４） 

項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

大気拡散

評価モデ

ル 

ガウスプルームモデル 
審査ガイドに示されたとお

り設定 

4.2(2)a. 放射性物質の

空気中濃度は、放出源高

さ及び気象条件に応じ

て、空間濃度分布が水平

方向及び鉛直方向ともに

正規分布になると仮定し

たガウスプルームモデル

を適用して計算する。 

気象 

データ 

島根原子力発電所における１年間

の気象データ(2009年１月～2009年

12月)（地上約 20m） 

建物影響を受ける大気拡散

評価を行うため保守的に地

上風（地上約20m）の気象デ

ータを使用。審査ガイドに示

された通り，発電所において

観測された1年間の気象デー

タを使用 

（添付資料 7を参照） 

4.2(2)a. 風向、風速、大

気安定度及び降雨の観測

項目を、現地において少

なくとも1 年間観測して

得られた気象資料を大気

拡散式に用いる。 

実効放出 

継続時間 

【格納容器フィルタベント系排気

管】 

 １時間 

【原子炉建物】 

 １時間 

【排気筒】 

３０時間 

格納容器フィルタベント系

排気管及び原子炉建物から

の放出については保守的に 1

時間と設定。排気筒からの放

出は，気象指針に従い，全放

出量を最大放出量で除した

値を保守的に丸めた値とす

る。 

4.2(2)c. 相対濃度は、短

時間放出又は長時間放出

に応じて、毎時刻の気象

項目と実効的な放出継続

時間を基に評価点ごとに

計算する。 

放出源及

び放出源

高さ 

【格納容器フィルタベント系排気

管】 

 地上 50m 

【原子炉建物】 

 地上 0m 

【排気筒】 

地上 110m 

審査ガイドに示されたとお

り設定 

ただし，放出エネルギーによ

る影響は未考慮 

4.3(4)b. 放出源高さは、

4.1（2）a で選定した事

故シーケンスに応じた放

出口からの放出を仮定す

る。4.1（2）a で選定し

た事故シーケンスのソー

スターム解析結果を基

に、放出エネルギーを考

慮してもよい。 
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表 1－4 大気拡散評価条件（２／４） 

項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

累積出現頻度 
小さい方から 

累積して 97% 

審査ガイドに示され

たとおり設定 

（添付資料 8 を参

照） 

4.2(2)c. 評価点の相対濃度又は相対線

量は、毎時刻の相対濃度又は相対線量を

年間について小さい方から累積した場

合、その累積出現頻度が97%に当たる値と

する。 

建物巻き込み 全放出源：考慮する 

放出源から近距離の

建物の影響を受ける

ため，建物による巻

き込み現象を考慮 

4.2(2)a. 原子炉制御室／緊急時制御室

／緊急時対策所の居住性評価で特徴的な

放出点から近距離の建屋の影響を受ける

場合には、建屋による巻き込み現象を考

慮した大気拡散による拡散パラメータを

用いる。 

巻き込みを 

生じる代表建物 

２号炉原子炉建物 

及び 

２号炉タービン建物 

巻き込みの影響が最

も大きい建物として

設定 

4.2(2)b. 巻き込みを生じる建屋として、

原子炉格納容器、原子炉建屋、原子炉補

助建屋、タービン建屋、コントロール建

屋及び燃料取り扱い建屋等、原則として

放出源の近隣に存在するすべての建屋が

対象となるが、巻き込みの影響が最も大

きいと考えられる一つの建屋を代表建屋

とすることは、保守的な結果を与える。 

放射性物質濃度 

の評価点 

【中央制御室滞在時】 

中央制御室中心 

中央制御室換気系給気

口 

【入退域時】 

２号炉原子炉補機冷却

系熱交換器室入口 

審査ガイドに示され

たとおり設定 

4.2(2)b.3) i) 建屋の巻き込みの影響を

受ける場合には、原子炉制御室／緊急時

制御室／緊急時対策所の属する建屋表面

での濃度は風下距離の依存性は小さくほ

ぼ一様と考えられるので、評価点は厳密

に定める必要はない。 

屋上面を代表とする場合、例えば原子炉

制御室／緊急時制御室／緊急時対策所の

中心点を評価点とするのは妥当である。 
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表 1－4 大気拡散評価条件（３／４） 
項

目 
評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

着
目
方
位

中
央
制
御
室
滞
在
時

・評価点：中央制御室中心 

【格納容器フィルタベント排気管】 

６方位 

（ NNE,NE,ENE,E,ESE,SE ） 

【原子炉建物中心】 

６方位 

（ NNE,NE,ENE,E,ESE,SE ） 

【排気筒】 

９方位 

（ NNE,NE,ENE,E,ESE,SE,SSE,S,SSW ） 

審査ガイドに示され

た評価方法に基づき

設定（添付資料 8 を

参照） 

4.2(2)a. 原子炉制御室

／緊急時制御室／緊急

時対策所の居住性に係

る被ばく評価では、建屋

の風下後流側での広範

囲に及ぶ乱流混合域が

顕著であることから、放

射性物質濃度を計算す

る当該着目方位として

は、放出源と評価点とを

結ぶラインが含まれる1

方位のみを対象とする

のではなく、図5に示す

ように、建屋の後流側の

拡がりの影響が評価点

に及ぶ可能性のある複

数の方位を対象とする。 

・評価点：中央制御室換気系給気口 

【格納容器フィルタベント排気管】 

７方位 

（ NNE,NE,ENE,E,ESE,SE,SSE ） 

【原子炉建物中心】 

７方位 

（ NNE,NE,ENE,E,ESE,SE,SSE ） 

【排気筒】 

９方位 

（ NNE,NE,ENE,E,ESE,SE,SSE,S,SSW ） 

入
退
域
時

【格納容器圧力逃がし装置配管】 

９方位 

（ SW,WSW,W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE ） 

【原子炉建物中心】 

９方位 

（ SSW,SW,WSW,W,WNW,NW,NNW,N,NNE ） 

【排気筒】 

３方位 

（ SSE,S,SSW ） 
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表 1－4 大気拡散評価条件（４／４） 

項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

建
物
投
影
面
積

２号炉原子炉建物：

2600m2

（原子炉建物，格納容器

フィルタベント系 

放出時） 

２号炉タービン建物：

2100m2

(排気筒放出時) 

審査ガイドに示されたとおり設定 

風向に垂直な投影面積のうち最も

小さいもの 

4.2(2)b.1) 風向に垂直な代表建

屋の投影面積を求め、放射性物質

の濃度を求めるために大気拡散式

の入力とする。 

4.2(2)b.2) 建屋の影響がある場

合の多くは複数の風向を対象に計

算する必要があるので、風向の方

位ごとに垂直な投影面積を求め

る。ただし、対象となる複数の方

位の投影面積の中で、最小面積を、

すべての方位の計算の入力として

共通に適用することは、合理的で

あり保守的である。 

形
状
係
数

1/2 

「原子力発電所中央制御室の居住

性に係る被ばく評価手法について

（内規）」に示されたとおり設定 

4.2(2)a. 放射性物質の大気拡散

の詳細は、「原子力発電所中央制御

室の居住性に係る被ばく評価手法

について（内規）」による。 
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表 1－5 相対濃度（χ／Ｑ）及び相対線量（Ｄ／Ｑ） 
放出源及び 

放出源高さ※ 
評価点 

相対濃度 

[s/m3] 

相対線量 

[Gy/Bq] 

格納容器フィルタ 

ベント系排気管 

（地上 50m） 

中央制御室 

中心 
4.9×10-4 5.1×10-18 

中央制御室換気系 

給気口 
5.9×10-4 5.3×10-18 

２号炉原子炉補機冷

却系熱交換器室入口 
7.5×10-4 6.1×10-18 

原子炉建物 

（地上 0m） 

中央制御室 

中心 
1.1×10-3 5.2×10-18 

中央制御室換気系 

給気口 
1.2×10-3 5.5×10-18 

２号炉原子炉補機冷

却系熱交換器室入口 
1.6×10-3 6.0×10-18 

排気筒 

（地上 110m） 

中央制御室 

中心 
2.8×10-4 2.6×10-18 

中央制御室換気系 

給気口 
2.9×10-4 2.7×10-18 

２号炉原子炉補機冷

却系熱交換器室入口 
1.3×10-4 1.1×10-18 

※放出源高さは，放出エネルギーによる影響は未考慮 
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表 1－6 原子炉建物内の放射性物質からの直接ガンマ線及びスカイシャインガン

マ線の評価条件 
項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

線
源
強
度 

原子炉建物内 

線源強度分布 

放出された放射性物

質が自由空間容積に

均一に分布するとし，

事故後直交代ごとの

積算線源強度を計算 

運転員の交替を考慮した場合の評

価をより適切に行えるように設定 

4.3(5)a. 原子炉建屋

内の放射性物質は、自

由空間容積に均一に分

布するものとして、事

故後7日間の積算線源

強度を計算する 

事故の評価期

間 
7日 審査ガイドに示されたとおり設定 同上 

計
算
モ
デ
ル 

原子炉建物 

遮蔽厚さ 
図 1-1のとおり 

 

（評価点高さ） 

直接ガンマ線及びス

カイシャインガンマ

線：  

中央制御室天井面高

さ 

審査ガイドに示された評価方法に

基づき設定 

なお，遮蔽の厚さは遮蔽モデル上

の厚さから許容される施工誤差

（マイナス側）だけ薄くした値を

適用する 

4.3(5)a. 原子炉建屋

内の放射性物質からの

スカイシャインガンマ

線及び直接ガンマ線に

よる外部被ばく線量

は、積算線源強度、施

設の位置、遮へい構造

及び地形条件から計算

する。 

中央制御室 

遮蔽厚さ 

評価点 
中心点より線源となる建物に近い

壁側を選定 
－ 

評
価
コ
ー
ド 

直接ガンマ線： 

ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒ コード 

スカイシャインガンマ線： 

ＡＮＩＳＮコード，Ｇ３３－ＧＰ２Ｒ

コード 

直接ガンマ線の線量評価に用いる

ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードは三

次元形状を，スカイシャインガン

マ線の線量評価に用いるＡＮＩＳ

Ｎコード及びＧ３３－ＧＰ２Ｒコ

ードはそれぞれ一次元，三次元形

状を扱う遮蔽解析コードであり，

ガンマ線の線量を計算することが

できる。計算に必要な主な条件は

線源条件，遮蔽体条件であり，こ

れらの条件が与えられれば線量評

価は可能である。したがって，炉

心の著しい損傷が発生した場合に

おける線量評価に適用可能であ

る。ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコード,

ＡＮＩＳＮコード及びＧ３３－Ｇ

Ｐ２Ｒコードはそれぞれ許認可で

の使用実績がある。 

－ 
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表 1－7 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価に用いる原子炉建物内

の積算線源強度（１／２）（残留熱代替除去系を用いて事象を収束する

場合） 

エネルギー 

（MeV） 

積算線源強度(photons) 

24時間後 

時点 

48時間後 

時点 

72時間後 

時点 

96時間後 

時点 

120時間後 

時点 

144時間後 

時点 

168時間後 

時点 

0.01 5.6×1018 2.1×1019 4.2×1019 6.2×1019 8.0×1019 9.5×1019 1.1×1020 

0.02 6.2×1018 2.4×1019 4.7×1019 6.9×1019 8.9×1019 1.1×1020 1.2×1020 

0.03 7.2×1018 2.7×1019 5.2×1019 7.5×1019 9.4×1019 1.1×1020 1.2×1020 

0.045 1.0×1020 4.8×1020 1.0×1021 1.5×1021 2.0×1021 2.4×1021 2.7×1021 

0.06 3.5×1017 1.0×1018 1.7×1018 2.2×1018 2.7×1018 3.1×1018 3.4×1018 

0.07 2.3×1017 6.8×1017 1.1×1018 1.5×1018 1.8×1018 2.1×1018 2.3×1018 

0.075 1.5×1019 7.0×1019 1.5×1020 2.3×1020 3.0×1020 3.6×1020 4.1×1020 

0.1 7.3×1019 3.5×1020 7.4×1020 1.1×1021 1.5×1021 1.8×1021 2.0×1021 

0.15 2.7×1017 6.8×1017 1.0×1018 1.3×1018 1.6×1018 1.8×1018 2.0×1018 

0.2 3.7×1019 9.0×1019 1.1×1020 1.2×1020 1.2×1020 1.2×1020 1.2×1020 

0.3 7.4×1019 1.8×1020 2.2×1020 2.3×1020 2.4×1020 2.4×1020 2.4×1020 

0.4 5.8×1018 1.9×1019 3.5×1019 5.2×1019 6.8×1019 8.1×1019 9.4×1019 

0.45 2.9×1018 9.4×1018 1.8×1019 2.6×1019 3.4×1019 4.1×1019 4.7×1019 

0.51 9.0×1018 2.5×1019 4.0×1019 5.3×1019 6.3×1019 7.1×1019 7.7×1019 

0.512 3.0×1017 8.2×1017 1.3×1018 1.8×1018 2.1×1018 2.4×1018 2.6×1018 

0.6 1.3×1019 3.6×1019 5.9×1019 7.8×1019 9.3×1019 1.0×1020 1.1×1020 

0.7 1.5×1019 4.1×1019 6.7×1019 8.8×1019 1.1×1020 1.2×1020 1.3×1020 

0.8 4.8×1018 1.5×1019 2.6×1019 3.7×1019 4.5×1019 5.2×1019 5.7×1019 

1.0 9.5×1018 3.0×1019 5.3×1019 7.3×1019 9.0×1019 1.0×1020 1.1×1020 

1.33 4.3×1018 9.3×1018 1.4×1019 1.9×1019 2.2×1019 2.5×1019 2.7×1019 

1.34 1.3×1017 2.8×1017 4.4×1017 5.7×1017 6.8×1017 7.6×1017 8.3×1017 

1.5 2.1×1018 4.5×1018 7.0×1018 9.2×1018 1.1×1019 1.2×1019 1.3×1019 

1.66 6.2×1017 8.9×1017 1.1×1018 1.3×1018 1.5×1018 1.6×1018 1.7×1018 

2.0 1.3×1018 1.9×1018 2.4×1018 2.8×1018 3.1×1018 3.4×1018 3.6×1018 

2.5 3.4×1018 4.0×1018 4.5×1018 5.0×1018 5.4×1018 5.7×1018 6.0×1018 

3.0 1.3×1017 1.4×1017 1.5×1017 1.6×1017 1.7×1017 1.8×1017 1.9×1017 

3.5 1.7×1015 1.7×1015 1.7×1015 1.7×1015 1.7×1015 1.7×1015 1.7×1015 

4.0 1.7×1015 1.7×1015 1.7×1015 1.7×1015 1.7×1015 1.7×1015 1.7×1015 

4.5 5.4×104 7.9×104 8.8×104 9.1×104 9.3×104 9.3×104 9.3×104 

5.0 5.4×104 7.9×104 8.8×104 9.1×104 9.3×104 9.3×104 9.3×104 

5.5 5.4×104 7.9×104 8.8×104 9.1×104 9.3×104 9.3×104 9.3×104 

6.0 5.4×104 7.9×104 8.8×104 9.1×104 9.3×104 9.3×104 9.3×104 

6.5 6.3×103 9.1×103 1.0×104 1.1×104 1.1×104 1.1×104 1.1×104 

7.0 6.3×103 9.1×103 1.0×104 1.1×104 1.1×104 1.1×104 1.1×104 

7.5 6.3×103 9.1×103 1.0×104 1.1×104 1.1×104 1.1×104 1.1×104 

8.0 6.3×103 9.1×103 1.0×104 1.1×104 1.1×104 1.1×104 1.1×104 

10.0 1.9×103 2.8×103 3.1×103 3.2×103 3.3×103 3.3×103 3.3×103 

12.0 9.6×102 1.4×103 1.6×103 1.6×103 1.6×103 1.6×103 1.6×103 

14.0 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 

20.0 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 

30.0 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 

50.0 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 
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表 1－7 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価に用いる原子炉建物内

の積算線源強度(２／２)（格納容器ベントの実施を想定する場合） 

エネルギー 

（MeV） 

積算線源強度(photons) 

24時間後 

時点 

48時間後 

時点 

72時間後 

時点 

96時間後 

時点 

120時間後 

時点 

144時間後 

時点 

168時間後 

時点 

0.01 5.5×1018 1.9×1019 2.5×1019 2.6×1019 2.7×1019 2.7×1019 2.7×1019 

0.02 6.2×1018 2.1×1019 2.7×1019 2.9×1019 3.0×1019 3.0×1019 3.0×1019 

0.03 7.1×1018 2.5×1019 3.1×1019 3.3×1019 3.4×1019 3.4×1019 3.4×1019 

0.045 1.0×1020 4.2×1020 5.6×1020 6.0×1020 6.1×1020 6.2×1020 6.2×1020 

0.06 3.5×1017 9.8×1017 1.2×1018 1.2×1018 1.2×1018 1.2×1018 1.2×1018 

0.07 2.3×1017 6.6×1017 7.7×1017 8.1×1017 8.2×1017 8.2×1017 8.2×1017 

0.075 1.4×1019 6.1×1019 8.1×1019 8.8×1019 9.0×1019 9.1×1019 9.1×1019 

0.1 7.1×1019 3.1×1020 4.1×1020 4.4×1020 4.5×1020 4.5×1020 4.5×1020 

0.15 2.8×1017 6.8×1017 7.9×1017 8.2×1017 8.3×1017 8.4×1017 8.4×1017 

0.2 3.6×1019 8.6×1019 9.1×1019 9.2×1019 9.2×1019 9.2×1019 9.2×1019 

0.3 7.2×1019 1.7×1020 1.8×1020 1.8×1020 1.8×1020 1.8×1020 1.8×1020 

0.4 6.4×1018 2.0×1019 2.6×1019 2.7×1019 2.8×1019 2.8×1019 2.8×1019 

0.45 3.2×1018 1.0×1019 1.3×1019 1.4×1019 1.4×1019 1.4×1019 1.4×1019 

0.51 9.7×1018 2.7×1019 3.2×1019 3.3×1019 3.4×1019 3.4×1019 3.4×1019 

0.512 3.2×1017 8.9×1017 1.1×1018 1.1×1018 1.1×1018 1.1×1018 1.1×1018 

0.6 1.4×1019 3.9×1019 4.7×1019 4.9×1019 4.9×1019 5.0×1019 5.0×1019 

0.7 1.6×1019 4.4×1019 5.3×1019 5.5×1019 5.6×1019 5.6×1019 5.6×1019 

0.8 5.3×1018 1.6×1019 2.0×1019 2.1×1019 2.1×1019 2.2×1019 2.2×1019 

1.0 1.1×1019 3.2×1019 4.0×1019 4.2×1019 4.3×1019 4.3×1019 4.3×1019 

1.33 4.6×1018 1.0×1019 1.2×1019 1.2×1019 1.3×1019 1.3×1019 1.3×1019 

1.34 1.4×1017 3.1×1017 3.6×1017 3.8×1017 3.8×1017 3.8×1017 3.8×1017 

1.5 2.2×1018 5.0×1018 5.8×1018 6.0×1018 6.1×1018 6.1×1018 6.1×1018 

1.66 6.4×1017 9.6×1017 1.0×1018 1.1×1018 1.1×1018 1.1×1018 1.1×1018 

2.0 1.4×1018 2.0×1018 2.2×1018 2.2×1018 2.3×1018 2.3×1018 2.3×1018 

2.5 3.4×1018 4.0×1018 4.2×1018 4.3×1018 4.3×1018 4.3×1018 4.3×1018 

3.0 1.3×1017 1.4×1017 1.4×1017 1.5×1017 1.5×1017 1.5×1017 1.5×1017 

3.5 1.6×1015 1.6×1015 1.6×1015 1.6×1015 1.6×1015 1.6×1015 1.6×1015 

4.0 1.6×1015 1.6×1015 1.6×1015 1.6×1015 1.6×1015 1.6×1015 1.6×1015 

4.5 5.6×104 8.5×104 9.9×104 1.1×105 1.2×105 1.2×105 1.3×105 

5.0 5.6×104 8.5×104 9.9×104 1.1×105 1.2×105 1.2×105 1.3×105 

5.5 5.6×104 8.5×104 9.9×104 1.1×105 1.2×105 1.2×105 1.3×105 

6.0 5.6×104 8.5×104 9.9×104 1.1×105 1.2×105 1.2×105 1.3×105 

6.5 6.4×103 9.8×103 1.1×104 1.3×104 1.3×104 1.4×104 1.5×104 
7.0 6.4×103 9.8×103 1.1×104 1.3×104 1.3×104 1.4×104 1.5×104 
7.5 6.4×103 9.8×103 1.1×104 1.3×104 1.3×104 1.4×104 1.5×104 
8.0 6.4×103 9.8×103 1.1×104 1.3×104 1.3×104 1.4×104 1.5×104 
10.0 2.0×103 3.0×103 3.5×103 3.9×103 4.1×103 4.4×103 4.6×103 

12.0 9.8×102 1.5×103 1.8×103 1.9×103 2.1×103 2.2×103 2.3×103 

14.0 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 
20.0 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 
30.0 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 
50.0 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 0.0×100 
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図 1－1 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の計算モデル（１／４） 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 1－1 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の計算モデル（２／４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 1－1 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の計算モデル（３／４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 1－1 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の計算モデル（４／４） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表 1－8 防護措置の評価条件（１／３） 
項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

中央制御室換気系

（再循環用ファン，

排気ファン，チャコ

ール・フィルタ・ブ

ースタ・ファン）の

風量 

【外気取込量】 

事故発生から 

０～２時間後：０m3/h 

２～約 32時間後：17500m3/h 

約 32～約 42時間後：0m3/h 

約 42～168時間後：17500m3/h 

【再循環フィルタ流量】 

事故発生から 

０～２時間後：０m3/h 

２～168時間後：32000m3/h 

運用を基に設

定 

4.2(2)e. 原子炉制御室

／緊急時制御室／緊急時

対策所内への外気取入に

よる放射性物質の取り込

みについては、非常用換

気空調設備の設計及び運

転条件に従って計算す

る。 

中央制御室換気系

の起動遅れ時間 
２時間 

全交流動力電

源喪失対応に

要する時間遅

れを考慮し設

定 

4.3(3)f. 原子炉制御室

の非常用換気空調設備の

作動については，非常用

電源の作動状態を基に設

定する。 
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表 1－8 防護措置の評価条件（２／３） 
項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

中央制御室

換気系フィ

ルタユニッ

トの高性能

フィルタの

除去効率 

希ガス  ：０% 

無機よう素：０% 

有機よう素：０% 

粒子状放射性物質：99.9% 

設計値を基に設定 

4.2(1)a. ヨウ素類及び

エアロゾルのフィルタ

効率は、使用条件での設

計値を基に設定する。な

お、フィルタ効率の設定

に際し、ヨウ素類の性状

を適切に考慮する。 

中央制御室

換気系フィ

ルタユニッ

トのチャコ

ールフィル

タの除去効

率 

希ガス  ：０% 

無機よう素：95% 

有機よう素：95% 

粒子状放射性物質：０% 

同上 同上 

中央制御室

バウンダリ

への外気の

直接流入率 

事故発生から 

０～２時間後：0.5回/h 

２～約 32時間後：０回/h 

約 32～約 42時間後：0.5回/h 

約 42～168 時間後：０回/h 

中央制御室換気系により中央

制御室バウンダリを正圧化し

ていない期間は，空気流入率

測定試験結果（約0.1回/h，添

付資料 19 参照）を基に，保

守的に外気の直接流入率0.5

回/hを仮定した。 

正圧化している期間は，外気

の直接流入を防止できる設計

としている。 

4.2(1)b. 既設の場合で

は、空気流入率は、空気

流入率測定試験結果を

基に設定する。 
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表 1－8 防護措置の評価条件（３／３） 

項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

中央制御室の空

調バウンダリ体

積 

中 央制御室 バウンダ リ ：

17150m3 

中央制御室待避室：30m3 

設計値を基に設定 

4.2(2)e. 原子炉制御室／緊

急時制御室／緊急時対策所

内に取り込まれる放射性物

質の空気流入量は、空気流入

率及び原子炉制御室／緊急

時制御室／緊急時対策所バ

ウンダリ体積（容積）を用い

て計算する。 

放射性物質のガ

ンマ線による外

部被ばくに係る

容積 

中央制御室内容積：2440m3 

中央制御室待避室：30m3 
同上 

4.2(3)d.原子炉制御室／緊

急時制御室／緊急時対策所

内へ外気から取り込まれた

放射性物質からのガンマ線

による外部被ばくは、室内の

空気中時間積分濃度及びク

ラウドシャインに対する外

部被ばく線量換算係数の積

で計算する 

マスクの 

防護係数 

入退域時：50 

中央制御室滞在時：50（５時

間着用，１時間外すことを繰

り返す） 

性能上期待できる値（添付

資料 12 参照）。入退域時

及び中央制御室滞在時とも

にマスクの着用を考慮した。 

中央制御室滞在時のマス

ク着用時間については，休

憩，水分補給等を考慮しマス

クを外す期間を考慮した。 

3.第 74条１ b)②運転員はマ

スクの着用を考慮してもよ

い。ただしその場合は、実施

のための体制を整備するこ

と。 

ヨウ素剤の 

服用 
未考慮 

保守的に考慮しないものと

した 
－ 

要員の交替 考慮する 運用を基に設定 

3.第 74 条 1 b)③交代要員体

制を考慮してもよい。ただし

その場合は、実施のための体

制を整備すること。 

入退域に 

要する時間 

入域及び退域でそれぞれ１回

当たり， 

・２号炉原子炉補機冷却系熱

交換器室入口に 15分とどまる

ものとする 

 

実測値に余裕を持たせ設定 － 
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表 1-9 中央制御室内待避室設備条件 

項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

待避室遮蔽 遮蔽厚：鉛 0.5cm相当 

中央制御室内に流入した放

射性物質からのガンマ線に

よる被ばくを十分に低減で

きる設計。 

― 

鉛密度 11.3g／cm３ 
鉛密度は 11.3g／cm３以上

で施工 
― 

待避室加圧

開始時間 

事象発生から約 32時間後 

（ベント開始 15分前） 

格納容器フィルタベント系

により放出される放射性物

質からの被ばくを防護する

ために待避室に待避すると

想定 

― 

待避室加圧

時間 

ベント開始 15分前から 

8時間 15分 

中央制御室内に流入した放

射性物質からの影響を十分

に防護できる時間として設

定 

― 

空気流入率 ボンベ加圧時：0回／h 

待避室への待避時は待避室

内を空気ボンベにより加圧

し，外部からの空気流入がな

いと想定 

― 
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表 1－10 線量換算係数及び地表面への沈着速度の条件 
項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

線量換算 

係数 

成人実効線量換算係数使用 

(主な核種を以下に示す) 

I-131：2.0×10-8Sv/Bq 

I-132：3.1×10-10Sv/Bq 

I-133：4.0×10-9Sv/Bq 

I-134：1.5×10-10Sv/Bq 

I-135：9.2×10-10Sv/Bq 

Cs-134：2.0×10-8Sv/Bq 

Cs-136：2.8×10-9Sv/Bq 

Cs-137：3.9×10-8Sv/Bq 

上記以外の核種は 

ICRP Publication71 及び 

ICRP Publication72 

に基づく 

ICRP Publication71及び 

ICRP Publication72に基づく 
－ 

呼吸率 1.2m3/h 

ICRP Publication71 に基づ

く成人活動時の呼吸率を設

定 

－ 

地表への 

沈着速度 

エアロゾル粒子：1.2cm/s 

無機よう素：1.2cm/s 

有機よう素：4.0×10-3cm/s 

希ガス：沈着なし 

線量目標値評価指針（降水時

における沈着率は乾燥時の2

～3倍大きい）を参考に，湿

性沈着を考慮して乾性沈着

速度(0.3cm/s)の4倍を設定。

乾性沈着速度はＮＵＲＥＧ

/CR-4551 Vol.2※1及びＮＲＰ

Ｂ－Ｒ３２２ より設定。 

（添付資料 9,10,11 を参

照） 

4.2.(2)d. 放射性物質の

地表面への沈着評価で

は、地表面への乾性沈着

及び降雨による湿性沈着

を考慮して地表面沈着濃

度を計算する。 

※1 NUREG/CR-4551 Vol.2 “Evaluation of Severe Accident Risks: Quantification 

of Major Input Parameters 
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2 事象の選定の考え方について 

炉心の著しい損傷が発生した場合の中央制御室の居住性に係る被ばく評価に当

たっては，評価事象として，重大事故等対策の有効性評価において想定する格納

容器破損モードのうち，運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事故収

束に成功した事故シーケンスを選定する必要がある。 

島根原子力発電所２号炉においては，重大事故等時の中央制御室の居住性を確認

する上で想定する事故シナリオとして，炉心損傷が発生する「冷却材喪失（大破

断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」シナリオを選定し

た。 

なお，島根原子力発電所２号炉においては，重大事故等が発生したと想定する

場合，第一に残留熱代替除去系を用いて事象を収束することとなる。しかしなが

ら，被ばく評価においては残留熱代替除去系による格納容器除熱に失敗すること

も考慮し，当該号炉において格納容器フィルタベント系を用いてサプレッショ

ン・チェンバの排気ラインを使用した格納容器ベントを実施する場合も評価対象

とする。

(1) 事象の概要（格納容器ベント実施時）

ａ．大破断ＬＯＣＡ が発生し，格納容器内に冷却材が大量に漏えいする。

ｂ．更に非常用炉心冷却系（ＥＣＣＳ）喪失，全交流動力電源喪失（ＳＢＯ）を

想定するため，原子炉圧力容器への注水ができず炉心損傷に至る。30 分後

に低圧原子炉代替注水系（常設）による原子炉圧力容器への注水を開始する

ことで，原子炉圧力容器破損は回避される。 

ｃ．その後，原子炉圧力容器への注水及び格納容器へのスプレイを実施するが，

事象発生から約 32時間後にサプレッション・プール水位が通常水位＋1.3m

に到達し，格納容器フィルタベント系を用いたベントを実施する。 

(2) 想定事故シナリオ選定

想定事故シナリオ選定については，事故のきっかけとなる起因事象の選定を行

い，起因事象に基づく事故シナリオの抽出及び分類を行う。その後，重大事故等

対策の有効性評価及び事故シナリオの選定を行う。 

ａ．起因事象の選定 

プラントに影響を与える事象について，内部で発生する事象と外部で発生す

る事象（地震，津波，その他自然現象）をそれぞれ分析し，事故のきっかけと

なる事象（起因事象）について選定する。 

プラント内部で発生する事象については，プラントの外乱となる事象として，

従前より許認可解析の対象としてきた事象である運転時の異常な過渡変化（外

部電源喪失等）及び設計基準事故（原子炉冷却材喪失等）を選定する。また，

原子炉の運転に影響を与える事象として，非常用交流電源母線の故障，原子炉

補機冷却系の故障等を選定する。 

プラント外部で発生する事象については，地震，津波に加え，地震・津波以

外の自然現象の 53事象から，地域性等を考慮して 11事象（洪水，風（台風），

竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，森林火

災，）を選定する。また，設計基準を大幅に超える規模の事象発生を想定した

上で，プラントに有意な頻度で影響を与えると考えられる場合は，考慮すべき
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起因事象とする。 

 

ｂ．起因事象に基づく事故シナリオの抽出及び分類 

イベントツリー等により，事故のきっかけとなる事象（起因事象）を出発点

に，事象がどのように進展して最終状態に至るかを，安全機能を有する系統の

動作の成否を分岐として樹形状に展開し，事故シナリオを漏れなく抽出する。 

抽出した事故シナリオを事故進展の特徴によって，表 2-1 のとおりグループ

別に分類する。 
 

表 2－1 運転中の炉心損傷に係る事故シナリオグループ 

出力運転中の炉心損傷に係る 

事故シナリオグループ 
概要 

崩壊熱除去機能喪失 
崩壊熱の除去に失敗して 

炉心損傷に至るグループ 

高圧・低圧注水機能喪失 
低圧注水に失敗して 

炉心損傷に至るグループ 

高圧注水・減圧機能喪失 
高圧注水に失敗して 

炉心損傷に至るグループ 

全交流動力電源喪失 
電源を失うことにより 

炉心損傷に至るグループ 

原子炉停止機能喪失 
止める機能を喪失して 

炉心損傷に至るグループ 

ＬＯＣＡ 時注水機能喪失 
ＬＯＣＡ 時に注水に失敗して 

炉心損傷に至るグループ 

 

ｃ．重大事故等対策の有効性評価及び事故シナリオの選定 

ｂ．で分類した事故シナリオのうち，出力運転中の原子炉における崩壊熱除去

機能喪失，高圧・低圧注水機能喪失，高圧注水・減圧機能喪失，全交流動力電源

喪失，原子炉停止機能喪失については炉心損傷に至らないため，重大事故等対処

設備が機能しても炉心損傷を避けられない事故シナリオは，ＬＯＣＡ 時注水機

能喪失のみとなる。 

しかしながら，重大事故等対策の有効性評価においては，格納容器破損モード

として，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（ＬＯＣ

Ａ 時注水機能喪失）に加えて，高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱（Ｄ

ＣＨ），原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（ＦＣＩ），水素燃焼，溶

融炉心・コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ）の計５つを想定している※1。 

これらのモードにおける格納容器の破損防止のための対応は，ＬＯＣＡ 時注

水機能喪失とＤＣＨ に集約されているため，ＬＯＣＡ 時注水機能喪失とＤＣＨ 

のうち，運転員の被ばくの観点から結果が厳しくなる事故シーケンスを確認した

結果，ＬＯＣＡ 時注水機能喪失の方が厳しくなる結果となった（「添付資料 18 

格納容器雰囲気直接加熱発生時の被ばく評価について」を参照）。 

以上より，炉心損傷が発生するＬＯＣＡ 時注水機能喪失を想定事故シナリオ

として選定した。 

なお，前述のとおり，２号炉において想定事故シナリオが発生したと想定する
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場合，第一に残留熱代替除去系を用いて事象を収束することとなる。しかしなが

ら，被ばく評価においては残留熱代替除去系による格納容器除熱に失敗すること

も考慮し，当該号炉において格納容器フィルタベント系を用いてサプレッショ

ン・チェンバの排気ラインを使用した格納容器ベントを実施する場合も評価対象

とした。 

※１ 格納容器破損モード「ＤＣＨ」，「ＦＣＩ」及び「ＭＣＣＩ」は，重大事故

等対処設備に期待する場合はこれらの現象の発生を防止することができる

が，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈」第 37 条 2-1(a)において，「必ず想定する格納容器破損モ

ード」として定められているため，評価を成立させるために，重大事故等対

処設備の一部に期待しないものとしている。 
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3 核分裂生成物の格納容器外への放出割合の設定について 

炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制御室の居住性評価に当たって

は，放射性物質の格納容器外への放出割合をＭＡＡＰコードとＮＵＲＥＧ-1465の

知見を利用し評価している。 

大破断ＬＯＣＡ時に非常用炉心冷却系の機能及び全交流動力電源が喪失するシ

ナリオ（Ｗ／Ｗベント）でのＭＡＡＰ解析による放出割合の評価結果（事故発生

から 168時間経過時点）を表 3－3に示す。ただし，以下に示すとおり，表 3－3

の値は中央制御室の居住性評価に使用していない。 

表 3－3によると，高揮発性核種（ＣｓＩやＣｓＯＨ）のベントラインからの放

出割合（10－６オーダー）と比べ，中・低揮発性核種の放出割合が大きい（10－４オ

ーダー）という結果となっている。 

一方，ＴＭＩ事故や福島第一原子力発電所事故での観測事実から，事故が起こっ

た場合に最も多く放出される粒子状の物質はよう素やセシウム等の高揮発性の物

質であり，中・低揮発性の物質の放出量は高揮発性の物質と比べ少量であること

が分かっている。 

表 3－4は，ＴＭＩ事故後に評価された放射性核種の場所ごとの存在量であるが，

希ガスや高揮発性核種（セシウムやよう素）が原子炉圧力容器外に全量のうち半

分程度放出されている一方で，中・低揮発性核種はほぼ全量が原子炉圧力容器内

に保持されているという評価となっている。 

さらに，表 3－5 は，福島第一原子力発電所事故後に実施された発電所敷地内の

土壌中放射性核種のサンプリング結果であるが，最も多く検出されているのは高

揮発性核種（セシウムやよう素）であり，多くの中・低揮発性核種は不検出とい

う結果となっている。 

また，燃料からの核分裂生成物の放出及び移動挙動に関する実験結果より，各

元素の放出挙動は以下のように整理されており※1，希ガスが高温で燃料からほぼ全

量放出されるのに対し，それ以外の核種の放出挙動は雰囲気条件に依存するとし

ている。 

希ガス：高温にて燃料からほぼ全量放出される。 

I，Cs ：高温にて燃料からほぼ全量放出される。放出速度は希ガスと同等。 

Sb，Te ：高温にて燃料からほぼ全量放出される。また被覆管と反応した後，被

覆管の酸化に伴い放出される。 

Sr，Mo，Ru，Rh，Ba   ：雰囲気条件（酸化条件 or 還元条件）に大きな影響を

受ける。 

Ce，Np，Pu，Y，Zr，Nb：高温状態でも放出速度は低い。 

※1 「化学形に着目した破損燃料からの核分裂生成物及びアクチニドの放出

挙動評価のための研究（JAEA-Review 2013-034，2013年 12月）」 

表 3－3の評価結果はこれらの観測事実及び実験結果と整合が取れていない。こ

れは，大破断ＬＯＣＡ時に非常用炉心冷却系の機能及び全交流動力電源が喪失す

るシナリオにおいては，ＭＡＡＰ 解析が中・低揮発性核種の放出割合を過度に大

きく評価しているためであると考えられる。 

ＭＡＡＰ解析の持つ保守性としては，炉心が再冠水し溶融炉心の外周部が固化
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した後でも，燃料デブリ表面からの放射性物質の放出評価において溶融プール中

心部の温度を参照し放出量を評価していることや，炉心冠水時において燃料デブ

リ上部の水によるスクラビング効果を考慮していないことが挙げられる。ＭＡＡ

Ｐコードの開発元であるＥＰＲＩからも，再冠水した炉心からの低揮発性核種の

放出についてＭＡＡＰ解析が保守的な結果を与える場合がある旨の以下の報告が

なされている。 

・炉心が再冠水した場合の低揮発性核種（Ｒｕ及びＭｏ）の放出について，低温

の溶融燃料表面付近ではなく，溶融燃料の平均温度を基に放出速度を算出して

いるため，ＭＡＡＰ 解析が保守的な結果を与える場合がある。 

・Ｍｏの放出量評価について，ＮＵＲＥＧ-1465 よりもＭＡＡＰコードの方が放

出量を多く評価する。 

なお，高揮発性核種（セシウムやよう素）については炉心溶融初期に炉心外に

放出されるため，上述の保守性の影響は受けにくいものと考えられる。 

以上のことから，大破断ＬＯＣＡ 時に非常用炉心冷却系の機能及び全交流動力

電源が喪失するシナリオにおいて中・低揮発性核種の放出割合を評価する際，単

にＭＡＡＰ 解析による評価結果を採用すると，放出割合として過度に保守的な結

果を与える可能性があるため，他の手法を用いた評価が必要になると考えられる。 

そこで，炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制御室の居住性を評価

する際は，ＭＡＡＰ 解析による放出割合の評価結果以外に，海外での規制等にも

活用されているＮＵＲＥＧ-1465（米国の原子力規制委員会（ＮＲＣ）で整備され

たものであり，米国でもシビアアクシデント時の典型的な例として，中央制御室

の居住性等の様々な評価で使用されている）の知見を利用するものとした。この

ことにより，ＴＭＩ 事故や福島第一原子力発電所事故の実態により見合った評価

が可能となる。 

なお，事故シーケンス「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）+ＥＣＣＳ注水機能喪失

+全交流動力電源喪失」において，原子炉注水機能が使用できないものと仮定した

場合における，炉心損傷開始から，原子炉圧力容器が破損するまでのＭＡＡＰ 解

析事象進展（炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制御室の居住性評価

における想定事故シナリオでは，当該事故シーケンスにおいて原子炉注水機能を

使用することにより原子炉圧力容器破損には至らない）とＮＵＲＥＧ-1465の想定

の比較は表 3－1のとおりであり，ＮＵＲＥＧ-1465の想定とＭＡＡＰ解析の事象

進展に大きな差はなく，本評価においてＮＵＲＥＧ-1465の知見は使用可能と判断

した。 

ＮＵＲＥＧ-1465の知見を利用した場合の放出割合の評価結果を表3－6に示す。 
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表 3－1 ＭＡＡＰ解析事象進展とＮＵＲＥＧ-1465の想定の比較 

燃料被覆管の損傷が開始し，ギ

ャップから放射性物質が放出

される期間 

炉心溶融が開始し，溶融燃料が原子

炉圧力容器破損するまでの期間 

ＭＡＡＰ 約５分～約 28分※1 約 28分～約 3.2時間※2 

ＮＵＲＥＧ

-1465 
～30分 30分～２時間 

※1 炉心損傷開始（燃料被覆管温度1000K）～炉心溶融開始（燃料被覆管温度2500K） 

※2 原子炉注水機能が使用できないものと仮定した場合における原子炉圧力容

器破損時間 

各ＭＡＡＰ核種グループの放出割合の具体的な評価手法は以下に示すとおり。 

(1) 希ガスグループ，ＣｓＩグループ，ＣｓＯＨグループ 

希ガスを含めた高揮発性の核種グループについては，格納容器からベント

ラインへの放出割合，格納容器から原子炉建物への漏えい割合ともにＭＡＡ

Ｐ 解析の結果得られた放出割合を採用する。 

なお，Ｃｓの放出割合は，ＣｓＩグループとＣｓＯＨグループの放出割合
※1※2，及び，I 元素と Cs元素の停止時炉内内蔵量より，以下の式を用いて評

価する。 

FCS(T) = FCs0H(T) +
MΙ

MCs
×

WCs

WΙ
× (FCsΙ(T) − FCs0H(T)) 

   FCS(T) ：時刻 T におけるセシウムの放出割合 

   FCs0H(T)：時刻 T における Cs0H グループの放出割合 

   FCsΙ(T)   ：時刻 T における CsΙ グループの放出割合 

   MΙ   ：停止直後の Ι 元素の停止時炉内内蔵量 

   MCs ：停止直後の Cs 元素の停止時炉内内蔵量 

   WΙ   ：Ι の原子量

   WCs ：Cs の原子量

※１ ＭＡＡＰコードでは化学的・物理的性質を考慮し核種をグループ分けして

おり，各グループの放出割合は，当該グループの停止時炉内内蔵量と放出重量

の比をとることで評価している。 

※２ 各核種グループの停止時炉内内蔵量は以下の手順により評価している。 

① ＯＲＩＧＥＮコードにより核種ごとの初期重量を評価する。

② ①の評価をもとに，同位体の重量を足し合わせ，各元素の重量を評価する。 

③ ②の結果をＭＡＡＰコードにインプットし，ＭＡＡＰコードにて，各元素の

化合物の重量を評価する。 

④ 各化合物は表 3－2に示す核種グループに属するものとして整理している。核

種グループの炉内内蔵量は，当該の核種グループに属する化合物の炉内内蔵量

の和として評価している。
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表 3－2 各核種グループの炉内内蔵量 

核種グループ 
各核種グループに対応す

る化合物 

炉内内蔵量[kg] 

（安定核種を含む） 

希ガス Xe，Kr 

CsI I 

TeO2，Te2 Te 

SrO Sr 

MoO2 Mo，Ru，Tc 

CsOH Cs，Rb 

BaO Ba 

La2O3 
La，Pr，Nd，Sm，Y，Zr，

Nb 

CeO2 Ce，Np，Pu 

Sb Sb 

UO2 UO2 

※ 表中に示すＴｅ２の炉内内蔵量[kg]は，停止時に炉内に存在するＴｅ元素の全

量がＴｅ２の形態で存在する場合の値に相当する。 

(2)それ以外の核種グループ 

中・低揮発性の核種グループについては，ＭＡＡＰ解析の結果得られた放出割

合は採用せず，ＭＡＡＰ解析の結果から得られたＣｓの放出割合，希ガスグル

ープの放出割合及びＮＵＲＥＧ-1465 の知見を利用し放出割合を評価する。 

ａ．格納容器からベントラインへの放出割合 

放出割合の経時的な振る舞いは希ガスと同一※1とし，Ｃｓの放出割合に対 

する当該核種グループの放出割合の比率が，168時間経過時点においてＮＵ

ＲＥＧ-1465で得られた比率に等しいとして，以下の評価式に基づき評価し

た。表 3－7及び表 3－8にＮＵＲＥＧ-1465で評価された格納容器内への放

出割合を示す。 

Fi(T) = Fnoblegas(T) ×
γi

γcs
×

FCs(168h)

Fnoblegas(168h)

   Fi(T)：時刻 T におけるｉ番目の MAAP 核種グループ放出割合 

   Fnoblegas(T)：時刻 T における希ガスグループの放出割 

   γi：NUREG − 1465 における i 番目の MAAP 核種グループに 

相当する核種グループの格納容器への放出割合 

   γcs：NUREG − 1465 における Cs に相当する核種グループの 

格納容器への放出割合 

※１ 中・低揮発性の核種グループは，事故初期の燃料が高温となっているとき

以外は殆ど燃料外に放出されないものと考えられる。そのため，格納容器ベ

ント後の燃料からの追加放出はほとんどなく，事故初期に格納容器内に放出

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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され，格納容器気相部に浮遊しているものだけが大気中に放出され得ると考

えられる。 

格納容器ベントに伴い中・低揮発性核種は格納容器気相部からベントライン

に流入するが，その流入の仕方，すなわち放出割合の経時的な振る舞いは，

同じく格納容器気相部に浮遊しており壁面等からの追加放出がない希ガス

の放出割合の振る舞いに近いと考えられる。 

以上のことから，中・低揮発性の核種グループの「各時刻における放出割

合」は，「各時刻における希ガスグループの放出割合」に比例するものとし

た。 

b.格納容器から原子炉建物への漏えい割合

放出割合の経時的な振る舞いはＣｓと同一※２とし，Csの放出割合に対する当

該核種グループの放出割合の比率は，168時間経過時点においてＮＵＲＥＧ

-1465で得られた比率に等しいとして，以下の評価式に基づき評価した。 

Fi(T)＝FCs(T) ×
γi

γcs

   Fi(T)：時刻 T におけるｉ番目の MAAP 核種グループ放出割合 

   γi：NUREG − 1465 における i 番目の MAAP 核種グループに 

相当する核種グループの格納容器への放出割合 

   γcs：NUREG − 1465 における Cs に相当する核種グループの 

格納容器への放出割合 

※２ 中・低揮発性の核種グループは格納容器内で粒子状物質として振る舞い，

沈着や格納容器スプレイ等により気相部から除去されると考えられる。また，

事故発生後，格納容器の気相部からの除去が進んだ後は格納容器からの漏え

いはほとんどなくなるものと考えられる。 

本評価では，中・低揮発性の核種グループ同様，格納容器内で粒子状物質

として除去されるＣｓを代表として参照し，中・低揮発性の核種グループの

「各時刻における漏えい割合」を，「各時刻におけるＣｓの漏えい割合」に

比例するものとした。 
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表 3－3 ＭＡＡＰ解析による放出割合の評価結果 

（炉心の著しい損傷が発生した場合における 

中央制御室の居住性評価に使用しない） 

核種グループ 

停止時炉内内蔵量に対する 

ベントラインへの流入割合 

（事故発生から 168時間後時点） 

希ガス 約 9.0×10-1 

CsI 約 4.4×10-6 

TeO2 約 2.5×10-8 

SrO 約 2.4×10-4 

MoO2 約 7.1×10-6 

CsOH 約 7.0×10-6 

BaO 約 1.7×10-4 

La2O3 約 3.3×10-5 

CeO2 約 3.3×10-5 

Sb 約 3.8×10-6 

Te2 0 

UO2 0 

Cs※１ 約 6.8×10-6 

※１ ＣｓＩグループとＣｓＯＨグループの放出割合から評価（評価式は参考１

を参照） 
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表 3－4  ＴＭＩ事故後に評価された放射性核種の場所ごとの存在量 

出典： TMI-2号機の調査研究成果（渡会偵祐，井上康，桝田藤夫 日本原子力学会誌 

Vol.32,No.4(1990)） 

表 3－5 福島第一原子力発電所事故後に検出された土壌中の放射性核種※２ 

※２：福島第一原子力発電所構内における土壌中の放射性物質の核種分析の結果 

について（続報）別紙２（東京電力ＨＰ参照） 
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表 3－6 ＮＵＲＥＧ-1465の知見を用いた補正後の放出割合 

（炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制御室の居住性評価に使用） 

核種グループ 

停止時炉内内蔵量に対する 

ベントラインへの流入割合 

（事故発生から 168時間後時点） 

希ガス 約 9.0×10-1 

CsI 約 4.4×10-6 

TeO2 約 1.4×10-6 

SrO 約 5.4×10-7 

MoO2 約 6.8×10-8 

CsOH 約 7.0×10-6 

BaO 約 5.4×10-7 

La2O3 約 5.4×10-9 

CeO2 約 1.4×10-8 

Sb 約 1.4×10-6 

Te2 0※２ 

UO2 0※２ 

Cs※１ 約 6.8×10-6 

※１ ＣｓＩグループとＣｓＯＨグループの放出割合から評価（評価式は参考1を

参照） 

※２ 本評価において「Ｔｅ２グループ」及び「ＵＯ２グループ」の放出割合のＭ

ＡＡＰ解析結果はゼロであるため，ＮＵＲＥＧ-1465の知見を用いた補正の

対象外とした。 
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表 3－7 ＮＵＲＥＧ-1465での原子炉格納容器内への放出割合 

核種グループ 原子炉格納容器への放出割合※１ 

Cs 0.25 

TeO2，Sb，Te2 0.05 

SrO，BaO 0.02 

MoO2 0.0025 

CeO2，UO2 0.0005 

La2O3 0.0002 

 

※１ ＮＵＲＥＧ-1465のTable 3.12「Gap Release」の値と「Early In-Vessel」

の値の和を参照（ＮＵＲＥＧ-1465 では，「Gap Release」，「Early In-Vessel」，

「Ex-Vessel」及び「Late In-Vessel」の各事象進展フェーズに対して原子炉

格納容器内への放出割合を与えている。炉心の著しい損傷が発生した場合に

おける中央制御室の居住性評価における想定事故シナリオでは，原子炉圧力

容器が健全な状態で事故収束するため，原子炉圧力容器損傷前までの炉心か

らの放出を想定する「Gap Release」及び「Early In-Vessel」の値の和を用

いる。） 

 

 

表 3－8 ＮＵＲＥＧ-1465（抜粋） 
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参考 1 

 

セシウムの放出割合の評価方法 

 

1.セシウムの放出割合 

(1)ＣｓＩの形態で存在しているセシウム 

全よう素がＣｓＩ の形態で存在するものとして整理する。ＣｓＩの形態で存在

しているセシウムの重量は以下のとおりとなる。 

 

ＣｓＩ の初期重量[kg] ＝ MI ＋ MI/WI×WCs 

ＣｓＩ 初期重量中のセシウム重量[kg] ＝ MI/WI×WCs 

セシウム元素初期重量[kg]：MCs   よう素元素初期重量[kg]：MI 

セシウム原子量[-]：WCs       よう素原子量[-]：WI 

 

(2)ＣｓＯＨ の形態で存在しているセシウム 

全セシウムがＣｓＩとＣｓＯＨの形態で存在するものとして整理する。ＣｓＯ

Ｈ の形態で存在しているセシウムの重量は以下のとおりとなる。 

 

ＣｓＯＨ 初期重量中のセシウム重量[kg] ＝ MCs － CsI 初期重量中のセシウ

ム重量[kg] 

＝ MCs － MI/WI×WCs 

 

(3)セシウムの放出量 

ＭＡＡＰ 解析によりＣｓＩ とＣｓＯＨ の格納容器外への放出割合を評価 

 

セシウムの放出重量[kg] ＝ MI/WI×WCs × X ＋ （MCs － MI/WI×WCs）×Y 

X：ＣｓＩ 放出割合（ＭＡＡＰ 解析により得られる） 

Y：ＣｓＯＨ 放出割合（ＭＡＡＰ 解析により得られる） 

 

(4)セシウムの放出割合 

1.(3)で得られたセシウムの放出量から，セシウムの放出割合を評価 

 

セシウムの放出割合 ＝ セシウムの放出量 / セシウム元素初期重量 

＝ MI/WI×WCs/MCs × X ＋ （1 － MI/WI×WCs/MCs）×Y 

＝ Y ＋ MI/MCs×WCs/WI（X － Y） 

 

 

以上 
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4 放射性物質の大気放出過程について 

格納容器からサプレッション・チェンバの排気ラインに流入した放射性物質は，

格納容器フィルタベント系を経由し大気中に放出される。 

また，格納容器から原子炉建物に漏えいした放射性物質は，原子炉建物から非

常用ガス処理系を経由して，又は直接大気中に放出される。 

大気中への放射性物質の放出経路ごと及び事故発生からの経過時間ごとの単位

時間当たりの放射性物質の放出割合の評価式※１を以下に示す。また，放射性物質

の大気放出過程を図 4－1 から図 4－4 に示し，大気中への放出トレンドを図 4－5

から図 4－7に示す。 

※１ 各評価式における放出割合等は停止時炉内内蔵量に対する割合を表す。 

(1)格納容器からサプレッション・チェンバの排気ラインに流入した放射性物質 

qPCV→大気
(t) = qPCV→FCVS(t) ×

1

DF

qPCV→大気
(t) ：時刻 t における単位時間当たりの大気中への放出割合

[1⁄s] 
qPCV→FCVS(t) ：時刻 t における単位時間当たりの流入割合[1⁄s] (格納

容器からサプレッション･チェンバの排気ライン) 
DF ：格納容器フィルタベント系の除去係数[-]※１ 

※１ 除去係数は添付資料 1 を参照 

(2)格納容器から原子炉建物に漏えいした放射性物質 

①事故発生から原子炉建物原子炉棟の負圧達成まで

（事故発生 70分後※１まで） 

qR B→大気⁄ (t) = qPCV→R B⁄ (t) (t < T1)※２

qR B→大気⁄ (t) ：時刻 tにおける単位時間当たりの原子炉建物から大気中

への放出割合[1⁄s] 
qPCV→R B⁄ (t) ：時刻 tにおける単位時間当たりの原子炉格納容器から原

子炉建物への漏えい割合[1⁄s] 
T1 ：原子炉建物原子炉棟の負担達成時間(事故発生 70 分

後)[s] 

※１ 非常用ガス処理系起動時間及び排気風量並びに原子炉建物の設計気密度を

基に評価し設定（添付資料 6 を参照） 

※２ この期間では原子炉建物原子炉棟の負圧が達成されていないことから，放

射性物質は原子炉建物から大気中に直接放出されるものとして評価した。評

価に当たっては，原子炉建物原子炉棟の換気率を保守的に無限大[回/日]とし

た。 
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②原子炉建物原子炉棟負圧達成から非常用ガス処理系の停止まで

格納容器ベントを実施する場合： 

事故発生 70分後から 168時間後（評価期間（７日間）中で停止しないこと

を想定）※１ 

残留熱代替除去系を用いて事象収束に成功する場合： 

事故発生 70分後から 168時間後（評価期間（７日間）中で停止しないこと

を想定） 

qR B→大気⁄ (t) = λ･QR B⁄ (t) (T1 ≦ t)※２

dQR B⁄ (t)

dt
= −λ･QR B⁄ (t) + qPCV→R B⁄ (t) 

QR B⁄ (T1)※3= ∫ qPCV→R B⁄ (t)
T1

0
dt 

qR B→大気⁄ (t) ：時刻 tにおける単位時間当たりの原子炉建物から大気中

への放出割合[1⁄s] 
qPCV→R B⁄ (t) ：時刻 tにおける単位時間当たりの原子炉格納容器から原

子炉建物への漏えい割合[1⁄s] 
QR B⁄ (t) ：時刻 tにおける原子炉建物内での存在割合[-] 

λ ：原子炉建物原子炉棟の換気率[1/s] 

（非常用ガス処理系の定格風量と原子炉建物原子炉棟空

間容積から算出※４) 
T1 ：原子炉建物原子炉棟の負圧達成時間（事故発生 70分後）

[s] 

※１ 格納容器ベント操作後も非常用ガス処理系は停止しないものとして評価し

た。 

※２ この期間では原子炉建物原子炉棟の負圧が維持されているため，放射性物

質は原子炉建物から大気中に直接放出されず，非常用ガス処理系を経由して

大気中へ放出される。 

※３ 原子炉建物原子炉棟の負圧達成時間（Ｔ１）における，停止時炉内内蔵量に

対する原子炉建物内での存在割合は，保守的に時刻Ｔ１までに格納容器から原

子炉建物に漏えいした放射性物質の全量が原子炉建物内に存在するものとし

て評価した。 

※４ 原子炉建物原子炉棟（  ）の換気率[1/s]は，非常用ガス処理系

の定格風量（4,400[m3/h]）による換気率（１[回/日]）を採用した。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 4－1 炉心の著しい損傷が発生した場合の希ガスの大気放出過程 
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図 4－2 炉心の著しい損傷が発生した場合のよう素の大気放出過程 
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図 4－3 重大事故等時のセシウムの大気放出過程 
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図 4－4 重大事故等時のその他核種の大気放出過程 
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図 4－5 格納容器ベント実施時のベントライン経由の放出トレンド 

図 4－6 格納容器ベント実施時の原子炉建物経由の放出トレンド 
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図 4－7 残留熱代替除去系を用いて事象収束に成功した場合の 

原子炉建物の放出トレンド 
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5 格納容器等への無機よう素の沈着効果について 

 

格納容器内における無機よう素の自然沈着率については，財団法人 原子力発電

技術機構（以下「ＮＵＰＥＣ」という。）による検討「平成９年度 ＮＵＲＥＧ-1465

のソースタームを用いた放射性物質放出量の評価に関する報告書」において，Ｃ

ＳＥ Ａ６実験に基づく値が示されている。 

自然沈着率の算出に関する概要を以下に示す。 

 

格納容器内における無機よう素の濃度の時間変化は，無機よう素の自然沈着率

を用いると以下の式で表される。 

 
𝑑𝜌(𝑡)

𝑑𝑡
= −𝜆𝑑 ∙ 𝜌(𝑡) 

 

ρ(t)：時刻 t における原子炉格納容器内における無機よう素の濃度[μg m3⁄ ] 

λd：自然沈着率[1 s⁄ ] 

 

これを解くことで，自然沈着率は，時刻 t０，t１ での原子炉格納容器内におけ

る無機よう素の濃度を用いて以下のように表される。 

 

𝜆𝑑 = −
1

𝑡1 − 𝑡0
∙ ln (

𝜌(𝑡1)

𝜌(𝑡0)
) 

 

ＮＵＰＥＣ 報告書では，Nuclear Technology “Removal of Iodine and Particles 

by Spraysin the Containment Systems Experiment”の記載（ＣＳＥ Ａ６実験）

より，「ＣＳＥ Ａ６ 実験の無機ヨウ素の濃度変化では，時刻０分で濃度 105μg/m3

であったものが，時刻 30 分で 1.995×104μg/m3となる。」として，時刻及び濃度

を上式に代入することで無機よう素の自然沈着率 9.0×10-4[1/s]を算出している。

これは事故初期のよう素の浮遊量が多く，格納容器スプレイをしていない状態下

での挙動を模擬するためのものであると考えられる。なお，米国ＳＲＰ６．５．

２では原子炉格納容器内の無機よう素が 1/200 になるまでは無機よう素の除去が

見込まれるとしている。 

ＣＳＥ Ａ６実験等から，原子炉格納容器に浮遊している放射性物質が，放出さ

れた放射性物質量の数 100 分の１程度に低下する時点までは自然沈着速度がほぼ

一定であり，原子炉格納容器内の無機よう素はその大部分が事故初期の自然沈着

速度に応じて除去されることが分かっている。そこで，原子炉格納容器等への無

機よう素の沈着効果の設定に当たっては，自然沈着率として上式により得られた

事故初期の自然沈着率（9.0×10-4[1/s]）を代表として適用し,また，自然沈着に

よる上限ＤＦ（除去効率）を 200とした。 

ＣＳＥ Ａ６実験の詳細は前述の Nuclear Technology の論文においてＢＮＷＬ

-1244が引用されている。参考として，ＢＮＷＬ-1244記載の格納容器内における

無機よう素の時間変化を図 5－1に示す。 
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図 5－1 原子炉格納容器内における無機よう素濃度の時間変化 

出典：BNWL-1244,“Removal of Iodine and Particles from Containment Atmospheres 

by Sprays-Containment Systems Experiment Interim Report” 
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（参考） 

ＣＳＥ実験の適応性について 

CSE実験と本被ばく評価で想定している事故シーケンス「冷却材喪失（大破断Ｌ

ＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」におけるＭＡＡＰ解析

結果による格納容器内の条件を表１で比較する。 

なお，ＮＵＰＥＣ報告書においては，スプレイが使用される前の期間のよう素

濃度に基づき自然沈着速度を設定しており，実験条件は島根２号炉の事故シーケ

ンスに対するＭＡＡＰ解析結果により得られた格納容器内の条件と概ね同等であ

る。 

表１ ＣＳＥ実験条件と島根２号炉の比較 

ＣＳＥ実験の Run No. 
島根２号炉解析結果 

A-６※1,※2 A-５※3 A-11※3 

雰囲気 蒸気＋空気 同左 同左 
蒸気＋窒素 

（＋水素） 

雰囲気圧力 

（MPaG） 
約 0.20 約 0.22 約 0.24 約 0.23[2] 

雰囲気温度 

（℃） 
約 120 約 120 約 120 約 200以下[2] 

スプレイの 

有無 
あり[1] なし なし 

あり 

（無機よう素に対しては 

自然沈着のみ考慮） 

※1：R.K.Hilliard et.al “Removal of iodine and particles by sprays in the 

containment systems experiment” ,Nucl. Technol. Vol 10 p449-519,1971 

※2：R.K.Hilliard et.al “Removal of iodine and particles from containment 

atmospheres by sprays”,BNWL-1244 

※3：R.K.Hilliard and L.F.Coleman “Natural transport effects on fission 

product 

behavior in the containment systems experiment” ,BNWL-1457 

[1]自然沈着速度の算出には１回目のスプレイが使用される前の格納容器内の濃

度を用いている。 

[2]格納容器破損防止対策の有効性評価の事故シーケンス「冷却材喪失（大破断Ｌ

ＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」において，炉心から

よう素が大量放出された後（事象初期）の値 

ＣＳＥ実験でスプレイを使用していないA-５及びA-11における無機よう素の格

納容器内気相部濃度の時間変化を図１に示す。初期の沈着（スプレイ未使用の期

間）については，A-６の場合と大きな差は認められず，初期濃度より数100分の1

以上低下した後，沈着が穏やかになること（カットオフ）が認められる。 
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図 1 ＣＳＥ A-５及び A-11実験による無機よう素の格納容器内気相部濃度の 

時間変化 

自然沈着率は評価する体系の体積と内面積の比である比表面積の影響を受け，

比表面積が大きいほど自然沈着率は大きくなると考えられる。 

ＣＳＥ実験における体系と島根２号炉の比表面積について表２に示す。ＣＳＥ

実験と島根２号炉の比表面積は同程度となっており，ＣＳＥ実験で得られた自然

沈着速度を用いることができると考えられる。

表２ ＣＳＥ実験と島根２号炉の比表面積の比較 

ＣＳＥ実験体系 島根２号炉 

体積（m3） 約 600 約 13,000 

内面積（m2） 約 570 約 12,000 

比表面積（1/m） 約 0.9 約 0.9 
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6 原子炉建物原子炉棟の負圧達成時間について 

中央制御室の居住性に係る被ばく評価に使用している原子炉建物原子炉棟の負

圧達成時間 70分（=非常用ガス処理系排気ファン起動 60分＋排気ファン起動から

原子炉建物原子炉棟負圧達成時間 10分）は，表 6－1に示すとおり設定している。

なお，排気ファン起動から負圧達成までの時間については，格納容器から原子炉

建物原子炉棟への漏えい量，原子炉建物原子炉棟外からのインリーク量を考慮し

て算出している（別紙参照）。 

表 6－1 原子炉建物原子炉棟負圧達成時間について 

２号炉 

原子炉建物原子炉棟容積[m3] 

非常用ガス処理系排気ファン流量[m3/h] 4400 

原子炉建物原子炉棟負

圧達成時間 

事象発生～SGTS 排気ファ

ン起動
60分 

SGTS 排気ファン起動～負

圧達成 
＜約 10分 

＜約 70分 

評価において使用する原子炉建物原子炉棟負圧達成

時間 
70分 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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（別紙） 

 

原子炉建物原子炉棟負圧達成時間の算出について 

 

２号炉原子炉建物原子炉棟を非常用ガス処理系排気ファンで排気した際に負圧

達成までに要する時間を評価する。 

 

１.評価モデル 

原子炉建物原子炉棟の圧力評価モデルを図１に示す。 

原子炉建物原子炉棟圧力は，非常用ガス処理系排気ファンによる排気と，原子

炉建物インリーク及び格納容器からの漏えいのバランスにより決定されるもの

とする。 

 

 
図１ 原子炉建物原子炉棟の圧力評価モデル 

 

２.評価式 

原子炉建物原子炉棟の圧力変化率は，気体の状態方程式に従い気体のモル数変

化率で表される。 
dp

dt
=

RT

V

dn

dt
  ∙  ∙  ∙ (1) 

 

したがって，原子炉建物原子炉棟の圧力（p(t)）は次式に従う。 
 

 p(t + ∆t) = p(t) + ∆t
RT

V

dn

dt
 

   ⟺ p(t + ∆t) = p(t) + ∆t
RT

V
{

p(t)

RT
(−Qout + Qin(t) + QPCV(t))} 

⟺ p(t + ∆t) = p(t) + ∆t
p(t)

V
(−Qout + Qin(t) + QPCV(t)) ∙∙∙ (2)     

 

Qout：非常用ガス処理系排気ファン流量[m3 s⁄ ]              

Qin(t)：原子炉建物原子炉棟インリーク流量[m3 s⁄ ]         

QPCV(t)：格納容器からの漏えい流量[m3 s⁄ ]    
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原子炉建物原子炉棟インリーク流量 Qin(t)は大気圧と原子炉建物原子炉棟の

圧力の差により流量が変化し，その流量はベルヌーイ式で規定されることから次

式のとおりとなる。 

Qin(t) = A√
2(Patom − P(t))

ρ
∙  ∙  ∙ (3)

A：原子炉建物原子炉棟等価漏えい面積[m2] 

原子炉建物原子炉棟等価漏えい面積Ａは，原子炉建物原子炉棟の設計気密度に

基づき，式(3)と同じくベルヌーイ式により求められる。 

原子炉格納容器からの漏えい流量 QPCV(t)は，格納容器内のガスが原子炉建物原

子炉棟に漏えいし，体積膨張するものとして求める。全ての漏えいガスが凝縮せ

ず，理想気体として存在すると仮定すると，その流量は次式のとおりとなる。 

QPCV(t) = VPCV ×
γPCV

100∙24∙3600
×

PPCV

Tpcv
×

T

P(t)
∙  ∙  ∙ (4) 

γPCV：格納容器設計漏えい率[% 日⁄ ]   

したがって，式(2)～(4)より，原子炉建物原子炉棟の圧力変化量を求める

評価式は以下のとおりとなる。 

p(𝑡 + ∆𝑡) = 𝑝(𝑡)

+ ∆𝑡
𝑃(𝑡)

𝑉
[−𝑄𝑜𝑢𝑡 + 𝐴√

2(𝑃𝑎𝑡𝑜𝑚 − 𝑃(𝑡))

𝜌
+ 𝑉𝑃𝐶𝑉

×
𝛾𝑃𝐶𝑉

100 ∙ 24 ∙ 3600
×

𝑃𝑃𝐶𝑉

𝑇𝑝𝑐𝑣
×

𝑇

𝑃(𝑡)
] 

3.評価条件 

原子炉建物原子炉棟負圧達成時間の評価に用いる条件を表１に示す。負圧達成

と判断する基準圧力は-6.4mmAq とする。 
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表 1 原子炉建物原子炉棟負圧達成時間の評価条件 

項目 
式中 

記号 
単位 値 備考 

大気圧 patom 
Pa(abs) 

（kPa(abs)） 

101325 

（101.325） 
標準大気圧 

大気密度 ρ kg/m3 1.127 気温 40℃の密度を設定 

原子炉建物原

子炉棟圧力 
P(t) Pa(abs) - 

事象発生後，原子炉建物

原子炉棟は大気圧まで戻

ると想定し，初期圧力に

は大気圧を設定 

原子炉建物原

子炉棟容積 
V m3 設計値 

原子炉建物原

子炉棟温度 
T K 313.15 40℃と仮定 

原子炉建物原

子炉棟等価漏

えい面積 

A m2 

原子炉建物原子炉棟設計

気密度に基づき，ベルヌ

ーイ式より算出※1 

非常用ガス処

理系排気ファ

ン流量

Qout 
m3/s 

（m3/h） 

1.222 

（4400） 
設計値（定格流量） 

格納容器圧力 PPCV 
Pa(gage) 

（kPa(gage)） 

384×103 

（384） 

格納容器最高使用圧力の

0.9 倍 

格納容器容積 VPCV m3 12600 設計値 

格納容器温度 TPCV K 313.15 
保守的に原子炉建物と同

じ温度を仮定 

格納容器 

設計漏えい率 
γPCV %/日 0.5 

格納容器最高使用圧力の

0.9 倍までの設計漏えい

率 

※1 原子炉建物原子炉棟の設計気密度は，「6.4mmAqの負圧状態にあるとき，内部

への漏えい率が１日につき内部空間容積の100%以下」である。ここでは保

守的に100[%/日]における等価漏えい面積を使用した。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4.評価結果 

原子炉建物原子炉棟圧力の時間変化を図２に示す。 

非常用ガス処理系排気ファン起動後，原子炉建物原子炉棟圧力は単調に低下し，

約 250秒後に負圧達成と判断する基準値（-6.4mmAq）を下回る。 

中央制御室の居住性に係る被ばく評価においては負圧達成時間として，約 250

秒を丸めて保守的に 10分を使用する。 

 

 
図 2 原子炉建物原子炉棟圧力の時間変化 
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7 被ばく評価に用いた気象資料の代表性について 

 

島根原子力発電所敷地内において観測した 2009年１月から 2009 年 12月までの

１年間の気象データを用いて評価を行うに当たり，当該１年間の気象データが長

期間の気象状態を代表しているかどうかの検討をＦ分布検定により実施した。 

以下に検定方法及び検討結果を示す。 

 

１.検定方法 

(1)検定に用いた観測データ 

気象資料の代表性を確認するに当たっては，通常は被ばく評価上重要な排気筒

高所風を用いて検定するものの，被ばく評価では保守的に地上風を使用すること

もあることから，排気筒高さ付近を代表する標高 130ｍの観測データに加え，参考

として標高 28.5ｍの観測データを用いて検定を行った。 

 

(2)データ統計期間 

統計年：2008年１月～2008年 12月，2010 年１月～2018年 12 月 

検定年：2009年１月～2009年 12月 

 

(3)検定方法 

不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順に従って検定を行った。 

 

２.検定結果 

検定の結果，排気筒高さ付近を代表する標高 130m及び標高 28.5m の観測デ－タ

について，有意水準５％で棄却された項目は無かった（０項目）ことから，評価

に使用している気象デ－タは，長期間の気象状態を代表しているものと判断した。 

検定結果を表 7－1から表 7－4に示す。 
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表 7－1 棄却検定表（風向） 

観測場所：露場（標高 28.5m，地上高 20m）（％） 
統計年 

風向 

2008年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 平均値 
検定年 

2009 年 

棄却限界 

判定 

○採択 

×棄却 
上限 下限 

N 0.59 0.64 0.85 3.05 0.66 1.23 0.86 0.70 0.93 2.06 1.16 0.53 3.04 -0.73 ○ 

NNE 0.20 0.19 0.24 0.92 0.23 0.28 0.30 0.23 0.31 0.33 0.32 0.15 0.83 -0.19 ○ 

NE 0.12 0.28 0.16 0.32 0.22 0.29 0.39 0.31 0.36 0.49 0.29 0.26 0.56 0.03 ○ 

ENE 0.32 0.26 0.33 0.25 0.32 0.42 0.59 0.47 0.55 0.47 0.40 0.30 0.68 0.12 ○ 

E 0.55 0.39 0.55 0.40 0.67 0.72 0.92 0.87 1.54 1.22 0.78 0.51 1.66 -0.09 ○ 

ESE 1.78 1.34 1.39 1.14 2.71 3.31 2.77 3.17 4.00 2.95 2.46 1.71 4.78 0.14 ○ 

SE 8.75 7.34 5.67 5.56 12.61 13.94 13.57 13.87 13.43 9.42 10.42 7.84 18.62 2.22 ○ 

SSE 24.91 22.10 22.03 18.59 24.24 22.31 22.85 23.57 19.19 22.04 22.18 22.90 26.93 17.44 ○ 

S 10.98 10.94 11.09 15.61 7.75 6.74 6.18 5.69 6.00 10.37 9.14 11.28 16.72 1.55 ○ 

SSW 3.33 4.61 4.05 3.68 3.93 3.05 3.15 3.14 3.57 3.23 3.58 4.21 4.76 2.39 ○ 

SW 1.90 2.43 2.31 1.81 1.45 1.42 1.18 1.55 1.65 1.97 1.77 1.91 2.71 0.82 ○ 

WSW 1.18 1.67 1.60 1.22 1.45 1.19 1.35 1.47 1.60 1.46 1.42 1.19 1.85 0.99 ○ 

W 3.99 3.98 3.53 2.81 4.72 3.29 3.79 3.69 3.85 2.55 3.62 3.65 5.09 2.15 ○ 

WNW 10.85 14.17 13.11 10.55 13.77 12.01 12.04 11.77 15.33 13.70 12.73 12.20 16.37 9.09 ○ 

NW 14.87 12.10 13.53 12.10 9.72 10.65 11.74 10.43 11.54 9.42 11.61 14.86 15.61 7.61 ○ 

NNW 11.77 11.93 12.38 15.91 12.02 14.78 12.92 13.25 12.43 14.55 13.19 11.41 16.56 9.83 ○ 

静穏 3.92 5.63 7.16 6.09 3.52 4.37 5.40 5.83 3.72 3.77 4.94 5.10 7.89 1.98 ○ 

表 7－2 棄却検定表（風速） 

観測場所：露場（標高 28.5m，地上高 20m）（％） 
統計年 

風速 

階級 

(m/s) 

2008 

年 

2010 

年 

2011 

年 

2012 

年 

2013 

年 

2014 

年 

2015 

年 

2016 

年 

2017 

年 

2018 

年 
平均値 

検定年 

2009年 

棄却限界 

判定 

○採択

×棄却 
上限 下限 

0.0～0.4 3.92 5.63 7.16 6.09 3.52 4.37 5.40 5.83 3.72 3.77 4.94 5.10 7.89 1.98 ○ 

0.5～1.4 25.50 26.78 27.29 23.47 26.26 28.99 30.71 30.19 26.30 25.68 27.12 26.56 32.45 21.79 ○ 

1.5～2.4 27.32 24.62 24.06 21.03 25.88 25.91 23.93 23.99 23.11 24.74 24.46 26.18 28.54 20.38 ○ 

2.5～3.4 18.01 16.86 14.90 15.77 18.32 16.75 15.77 16.55 17.46 18.71 16.91 17.90 19.82 14.00 ○ 

3.5～4.4 9.83 10.35 8.41 11.92 10.92 10.23 10.21 9.97 10.79 10.64 10.33 9.45 12.46 8.19 ○ 

4.5～5.4 5.19 6.03 6.21 7.63 6.21 5.97 6.04 6.31 5.88 5.96 6.14 4.87 7.58 4.70 ○ 

5.5～6.4 3.35 3.65 4.79 5.65 3.16 3.02 3.26 3.16 4.33 3.87 3.82 3.26 5.86 1.79 ○ 

6.5～7.4 2.31 2.85 2.90 4.06 2.43 2.02 1.92 1.87 3.39 3.12 2.69 2.61 4.37 1.00 ○ 

7.5～8.4 1.64 1.45 1.92 2.04 1.55 1.06 1.12 0.97 2.23 1.79 1.58 1.86 2.60 0.56 ○ 

8.5～9.4 1.08 0.98 1.30 1.23 0.92 0.74 0.76 0.44 1.30 0.97 0.97 1.08 1.63 0.32 ○ 

9.5～ 1.87 0.80 1.07 1.12 0.83 0.95 0.89 0.72 1.50 0.75 1.05 1.15 1.92 0.18 ○ 
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表 7－3 棄却検定表（風向） 

観測場所：管理事務所屋上（標高 130m，地上高 115m）（％） 
統計年 

風向 

2008年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 平均値 
検定年 

2009 年 

棄却限界 

判定 

○採択

×棄却 
上限 下限 

N 3.71 3.67 4.24 4.31 4.23 3.81 3.88 3.69 2.55 2.79 3.69 3.06 5.09 2.29 ○ 

NNE 5.23 5.26 4.33 5.93 5.56 6.40 4.85 6.30 3.87 3.84 5.16 4.43 7.36 2.95 ○ 

NE 8.33 7.79 6.55 7.39 6.30 9.66 7.73 9.56 7.61 7.07 7.80 10.14 10.47 5.13 ○ 

ENE 7.06 5.85 6.15 5.63 4.31 7.02 6.24 7.25 5.95 5.85 6.13 7.58 8.18 4.08 ○ 

E 3.70 2.90 4.22 4.21 3.39 3.69 5.61 4.69 4.98 4.64 4.20 3.86 6.13 2.28 ○ 

ESE 3.66 3.56 3.53 4.00 3.49 4.97 5.39 4.21 4.54 4.90 4.23 3.68 5.86 2.59 ○ 

SE 6.79 7.68 6.00 6.90 6.48 7.47 7.66 6.95 6.28 8.27 7.05 6.06 8.74 5.36 ○ 

SSE 5.94 6.16 6.22 6.46 6.16 6.38 5.79 7.07 5.75 6.59 6.25 5.42 7.20 5.31 ○ 

S 7.70 8.58 7.56 7.18 7.29 6.45 6.15 7.29 7.03 7.32 7.26 7.84 8.84 5.67 ○ 

SSW 8.80 8.14 8.95 7.86 9.18 7.35 6.74 7.82 6.98 7.08 7.89 8.79 9.95 5.83 ○ 

SW 8.52 8.40 8.20 7.55 9.71 7.31 6.95 6.64 8.72 7.67 7.97 8.21 10.16 5.78 ○ 

WSW 5.16 5.87 5.86 4.58 6.71 4.99 5.19 4.84 5.43 4.96 5.36 5.95 6.86 3.86 ○ 

W 5.67 6.59 6.68 6.17 7.58 6.85 6.38 6.26 7.22 7.14 6.65 6.27 8.00 5.31 ○ 

WNW 7.42 8.39 7.06 7.95 7.69 5.60 6.46 6.17 9.38 8.56 7.47 6.67 10.24 4.69 ○ 

NW 5.64 5.25 6.91 6.57 4.80 5.50 5.70 4.36 6.39 6.20 5.73 5.61 7.63 3.83 ○ 

NNW 4.40 3.51 4.72 4.51 4.89 4.71 6.02 3.94 5.42 4.65 4.68 4.45 6.34 3.02 ○ 

静穏 2.29 2.42 2.84 2.81 2.24 1.85 3.25 2.94 1.91 2.51 2.51 1.98 3.59 1.43 ○ 

表 7－4 棄却検定表（風速） 

場所：管理事務所屋上（標高 130m，地上高 115m）（％） 
統計年 

風速 

階級 

(m/s) 

2008 

年 

2010 

年 

2011 

年 

2012 

年 

2013 

年 

2014 

年 

2015 

年 

2016 

年 

2017 

年 

2018 

年 
平均値 

検定年 

2009 年 

棄却限界 

判定 

○採択 

×棄却 
上限 下限 

0.0～0.4 2.29 2.42 2.84 2.81 2.24 1.85 3.25 2.94 1.91 2.51 2.51 1.98 3.59 1.43 ○ 

0.5～1.4 10.14 10.25 12.21 11.14 8.71 9.51 12.61 11.83 8.51 10.88 10.58 11.05 13.93 7.23 ○ 

1.5～2.4 15.09 15.55 16.29 15.56 14.07 15.83 17.98 16.05 13.25 14.77 15.44 15.38 18.50 12.38 ○ 

2.5～3.4 18.98 16.78 17.20 18.15 17.48 17.13 18.01 17.00 15.83 15.84 17.24 17.85 19.58 14.90 ○ 

3.5～4.4 17.35 16.72 15.81 16.83 18.09 16.26 15.79 16.54 17.38 16.26 16.70 17.08 18.45 14.96 ○ 

4.5～5.4 13.28 12.72 12.33 12.94 13.58 13.06 11.16 13.37 14.51 14.68 13.16 13.62 15.58 10.75 ○ 

5.5～6.4 9.22 9.44 8.46 8.71 9.18 9.14 7.67 8.48 9.17 9.16 8.86 9.01 10.13 7.60 ○ 

6.5～7.4 5.51 5.74 5.44 5.40 5.74 6.25 5.00 5.37 6.35 5.38 5.62 5.24 6.60 4.63 ○ 

7.5～8.4 3.23 4.21 3.65 3.22 3.97 3.62 2.94 3.19 4.12 3.77 3.59 3.03 4.62 2.56 ○ 

8.5～9.4 1.49 2.95 2.06 2.17 2.49 2.52 2.27 2.25 2.94 2.72 2.39 2.18 3.43 1.34 ○ 

9.5～ 3.41 3.21 3.71 3.07 4.45 4.83 3.30 2.97 6.04 4.04 3.90 3.59 6.20 1.60 ○ 
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8 被ばく評価に用いる大気拡散評価について 

中央制御室の居住性評価で用いる相対濃度及び相対線量は，実効放出継続時

間を基に計算した値を年間について小さい値から順に並べて整理し，累積出現

頻度 97%に当たる値としている。着目方位を図 8－1 から図 8－9，評価結果を

表 8－1に示す。 

着目方位の選定方法は，「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評

価手法について（内規）」に従い，以下のとおり行う。 

【解説 5.7】評価する方位 

(1) 建屋影響を受けない場合の評価の方位の定義 

建屋による影響が小さく評価点の濃度の拡がりのパラメータがσy，σz

によって近似できる場合は，当該方位のみを計算してもよい。 

(2) 建屋後流での巻き込みの影響を受ける場合の評価の方位の定義 

  建屋による巻き込みを考慮する場合には，当該方位に加えて評価点から巻

き込みを考慮する建物を見込む方位を評価方位として計算する。 

5.1.2 原子炉施設周辺の建屋影響による拡散 

(1) 原子炉施設の建屋後流での巻き込みが生じる場合の条件 

a) 中央制御室のように，事故時の放射性物質の放出点から比較的近距離の

場所では，建屋の風下側における風の巻き込みによる影響が顕著となると

考えられる。そのため，放出点と巻き込みを生じる建屋及び評価点との位

置関係によっては，建屋の影響を考慮して大気拡散の計算をする必要があ

る。 

中央制御室の被ばく評価においては，放出点と巻き込みを生じる建屋及

び評価点との位置関係について，以下に示す条件すべてに該当した場合，

放出点から放出された放射性物質は建屋の風下側で巻き込みの影響を受け

拡散し，評価点に到達するものとする。 

放出点から評価点までの距離は，保守的な評価となるように水平距離を

用いる。 

1) 放出点の高さが建屋の高さの 2.5倍に満たない場合

2) 放出点と評価点を結んだ直線と平行で放出点を風上とした風向 n につ

いて，放出点の位置が風向 nと建屋の投影形状に応じて定まる一定の範

囲(図 5.1 の領域 An)の中にある場合 

3) 評価点が，巻き込みを生じる建屋の風下側にある場合

上記の三つの条件のうちの一つでも該当しない場合には，建屋の影響は

ないものとして大気拡散評価を行うものとする。 

ただし，放出点と評価点が隣接するような場合の濃度予測には適用しな

い。 

建屋の影響の有無の判断手順を，図 5.2 に示す。 
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図 5.1 建屋影響を考慮する条件（水平断面での位置関係） 

図 5.2 建屋影響の有無の判断手順 
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相対濃度及び相対線量の評価に当たっては，年間を通じて１時間ごとの気象

条件に対して相対濃度及び相対線量を算出し，小さい値から順に並べて整理し

た。評価結果を表 8－2から表 8－4に示す。 

図 8－1 着目方位 

（放出源：２号炉格納容器フィルタベント系排気管，評価点：中央制御室中心） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 8－2 着目方位 

（放出源：格納容器フィルタベント系排気管，評価点：中央制御室換気系給気口） 

図 8－3 着目方位 

（放出源：格納容器フィルタベント系排気管，評価点：２号炉原子炉補機

冷却系熱交換器室入口） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 8－4 着目方位 

（放出源：２号炉原子炉建物中心，評価点：中央制御室中心） 

図 8－5 着目方位 

（放出源：２号炉原子炉建物中心，評価点：中央制御室換気系給気口） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 8－6 着目方位 

（放出源：原子炉建物中心，評価点：２号炉原子炉補機冷却系熱交換器室入口） 

 

 

 

 
 

図 8－7 着目方位 

（放出源：排気筒，評価点：中央制御室中心） 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 8－8 着目方位 

（放出源：排気筒，評価点：中央制御室換気系給気口） 

 

 

 

 

 
 

 

図 8－9 着目方位 

（放出源：排気筒，評価点：２号炉原子炉補機冷却系熱交換器室入口） 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表 8－1 各評価点における着目方位並びに相対濃度及び相対線量 

放出源及び 

放出源高さ 
※１

評価点 着目方位 
相対濃度 

[s/m3] 

相対線量 

[Gy/Bq] 

格納容器フィ

ルタベント排

気管（地上 50m） 

中央制御室 

中心 

NNE,NE,ENE, 

E,ESE,SE 
4.9×10-4 5.1×10-18 

中央制御室換

気系給気口 

NNE,NE,ENE, 

E,ESE,SE,SSE 
5.9×10-4 5.3×10-18 

２号炉原子炉

補機冷却系熱

交換器室入口 

SW,WSW,W,WNW, 

NW,NNW,N,NNE,NE 
7.5×10-4 6.1×10-18 

原子炉建物 

（地上 0m） 

中央制御室 

中心 

NNE,NE,ENE,E, 

ESE,SE 
1.1×10-3 5.2×10-18 

中央制御室換

気系給気口 

NNE,NE,ENE,E, 

ESE,SE,SSE 
1.2×10-3 5.5×10-18 

２号炉原子炉

補機冷却系熱

交換器室入口 

SSW,SW,WSW,W, 

WNW,NW,NNW,N,NNE 
1.6×10-3 6.0×10-18 

主排気筒 

（地上 110m） 

中央制御室 

中心 

NNE,NE,ENE,E,ESE, 

SE,SSE,S,SSW 
2.8×10-4 2.6×10-18 

中央制御室換

気系給気口 

NNE,NE,ENE,E,ESE, 

SE,SSE,S,SSW 
2.9×10-4 2.7×10-18 

２号炉原子炉

補機冷却系熱

交換器室入口 

SSE,S,SSW※２ 1.3×10-4 1.1×10-18 

※１ 放出源高さは，放出エネルギーによる影響は未考慮 

※２ 図 8-9 のとおり，評価点が放出点から見て巻き込みを生じる建物の風上側

にあるため，内規の【解説 5.7】(1)のとおり評価対象方位は評価点と放出点

を結ぶ１方位のみの計算となるが，保守的に隣接２方位を加えた３方位を評

価対象としている。 
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表 8－2 相対濃度及び相対線量の値（中央制御室中心） 

評価点 放出源 

相対濃度 相対線量 

累積出現頻

度 

[%] 

値 

[s/m3] 

累積出現頻

度 

[%] 

値 

[Gy/Bq] 

中央制御室 

中心 

格納容器 

フィルタベ

ント排気管 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

97.02 4.9×10-4 97.02 5.1×10-18 

97.01 4.9×10-4 97.01 5.1×10-18 

97.00 4.9×10-4 97.00 4.6×10-18 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

２号炉 

原子炉建物 

中心 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

97.02 1.1×10-3 97.02 5.1×10-18 

97.01 1.1×10-3 97.01 5.1×10-18 

97.00 1.1×10-3 97.00 4.8×10-18 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

排気筒 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

97.03 2.8×10-4 97.03 2.5×10-18 

97.02 2.8×10-4 97.02 2.5×10-18 

97.00 2.8×10-4 97.00 2.5×10-18 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

 

 

表 8－3 相対濃度及び相対線量の値（中央制御室換気系給気口） 

評価点 放出源 

相対濃度 相対線量 

累積出現頻

度 

[%] 

値 

[s/m3] 

累積出現頻

度 

[%] 

値 

[Gy/Bq] 

中央制御室

換気系給気

口 

格納容器 

フィルタベ

ント排気管 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

97.02 5.8×10-4 97.02 5.3×10-18 

97.01 5.8×10-4 97.01 5.3×10-18 

97.00 5.8×10-4 97.00 5.3×10-18 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

２号炉 

原子炉建物 

中心 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

97.02 1.2×10-3 97.02 5.5×10-18 

97.01 1.2×10-3 97.01 5.5×10-18 

97.00 1.2×10-3 97.00 5.3×10-18 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

排気筒 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

97.03 2.9×10-4 97.03 2.6×10-18 

97.02 2.9×10-4 97.02 2.6×10-18 

97.00 2.9×10-4 97.00 2.6×10-18 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

 

 



 

 

59-11-96 

表 8－4 相対濃度及び相対線量の値 

（２号炉原子炉補機冷却系熱交換器室入口） 

評価点 放出源 

相対濃度 相対線量 

累積出現頻

度 

[%] 

値 

[s/m3] 

累積出現頻

度 

[%] 

値 

[Gy/Bq] 

２号炉原子

炉補機冷却

系熱交換器

室入口 

格納容器 

フィルタベ

ント排気管 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

97.02 7.4×10-4 97.02 6.1×10-18 

97.01 7.4×10-4 97.01 6.1×10-18 

97.00 7.4×10-4 97.00 6.1×10-18 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

２号炉 

原子炉建物 

中心 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

97.02 1.5×10-3 97.02 6.0×10-18 

97.01 1.5×10-3 97.01 6.0×10-18 

97.00 1.5×10-3 97.00 6.0×10-18 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

排気筒 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 

97.03 1.3×10-4 97.03 1.1×10-18 

97.02 1.3×10-4 97.02 1.1×10-18 

97.00 1.3×10-4 97.00 1.1×10-18 

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 
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9 地表面への沈着速度の設定について 

 

中央制御室の居住性に係る被ばく評価においては，地表面への沈着速度として，

乾性沈着及び湿性沈着を考慮した沈着速度（エアロゾル粒子及び無機よう素：

1.2cm/s，有機よう素：4.0×10-3cm/s）を用いている。 

「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針」（昭和 51 年 9 月

28 日 原子力委員会決定，一部改訂 平成 13 年 3 月 29 日）の解説において，葉菜

上の放射性よう素の沈着率を考慮するときに，「降水時における沈着率は、乾燥時

の 2～3倍大きい値となる」と示されている。これを踏まえ，湿性沈着を考慮した

沈着速度は，乾性沈着による沈着も含めて乾性沈着速度（添付資料 10，11を参照）

の 4倍と設定した。 

湿性沈着を考慮した沈着速度を，乾性沈着速度の４倍として設定した妥当性の

検討結果を以下に示す。 

 

１．検討手法 

湿性沈着を考慮した沈着速度の妥当性は，乾性沈着率と湿性沈着率を合計した

沈着率の累積出現頻度 97%値と，乾性沈着率の累積出現頻度 97%値の比が 4倍を

超えていないことによって示す。乾性沈着率及び湿性沈着率は以下のように定義

される。 

 

(1)乾性沈着率 

乾性沈着率は「日本原子力学会標準 原子力発電所の確率論的安全評価に関す

る実施基準（レベル 3PSA編）：2008」（社団法人 日本原子力学会）（以下「学会

標準」という。）解説 4.7 を参考に評価した。「学会標準」解説 4.7 では使用す

る相対濃度は地表面高さ付近としているが，ここでは「原子力発電所中央制御

室の居住性に係る被ばく評価手法について（内規）」（原子力安全・保安院 平成

21 年 8 月 12 日）[【解説 5.3】(1)]に従い評価した，放出源高さの相対濃度を

用いた。 

(χ Q⁄ )
D

(x, y, z)i = Vd ∙ χ Q⁄ (x, y, z)i ∙  ∙  ∙  ∙  ∙ ① 

 

(χ Q⁄ )
D

(x, y, z)i：時刻 i での乾性沈着率[1 m2⁄ ] 

χ Q⁄ (x, y, z)i ：時刻 i での相対濃度[s m3⁄ ] 

Vd     ：沈着速度[m s⁄ ](0.003 NUREG ∕ CR − 4551 Vol．2 より) 

 

(2)湿性沈着率 

降雨時には，評価点上空の放射性核種の地表への沈着は，降雨による影響を

受ける。 

湿性沈着率χ/Q (x, y) は「学会標準」解説 4.11より以下のように表される。 

 

(χ Q⁄ )
w

(x, y)i = Λi ∙ ∫ χ Q⁄ (x, y, z)idz
∞

o

= χ Q⁄ (x, y, 0)i ∙ Λi√
π

2
Σzi exp[

h2

2Σzi
2 ] ∙  ∙ ② 

 

(χ Q⁄ )
w

(x, y)i：時刻 i での湿性沈着率[1 m2⁄ ]            

χ Q⁄ (x, y, 0)i：時刻 i での地表面高さでの相対濃度[s m3⁄ ]    
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Λi ：時刻 i でのウォッシュアウト係数[1 s⁄ ]

(= 9.5 × 10−5 × pri
0.8 学会標準より)

Pri ：時刻 i での降水強度[mm h⁄ ]

Σzi ：時刻 i での建物影響を考慮した放射性雲の鉛直方向の拡散幅[m] 

h :放出高さ[m] 

乾性沈着率と湿性沈着率を合計した沈着率の累積出現頻度 97%値と，乾性沈

着率の累積出現頻度 97%値の比は以下で定義される。 

乾性沈着率と湿性沈着率を合計した沈着率の累積出現頻度 97%値

乾性沈着率の累積出現頻度 97%値

=

(𝑉𝑑 ∙ χ Q⁄ (x, y, z)i + χ Q⁄ (x, y, 0)i ∙ Λi√
π
2 Σzi exp[

h2

2Σ𝑧𝑖
2 ])

97%

(𝑉𝑑 ∙ χ Q⁄ (x, y, z)i)97%

∙  ∙  ∙ ③ 

２．検討結果 

表 9-1に中央制御室滞在時及び入退域時の評価点についての検討結果を示す。 

乾性沈着率に放出源と同じ高さの相対濃度を用いたとき，乾性沈着率と湿性沈

着率を合計した沈着率の累積出現頻度 97%値と，乾性沈着率の累積出現頻度 97%

値の比は約 1.0～1.4倍程度となった。 

以上より，湿性沈着を考慮した沈着速度を乾性沈着速度の４倍と設定すること

は保守的であるといえる。 
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表 9－1 沈着率評価結果 

放出源及び 

放出源高さ※ 
評価点 

①乾性沈着率 

(1/m2) 

②乾性沈着率 

+湿性沈着率 

(1/m2) 

比 

（②/①） 

格納容器 

フィルタベン

ト系 

排気管 

（地上 50m） 

中央制御室中

心 
約 1.5×10－６ 約 1.9×10－６ 約 1.3 

中央制御室換

気系給気口 
約 1.7×10－６ 約 2.1×10－６ 約 1.2 

２号炉原子炉

補機冷却系熱

交換器室入口 

約 2.2×10－６ 約 2.3×10－６ 約 1.0 

２号炉原子炉 

建物中心 

（地上 0m） 

中央制御室中

心 
約 3.2×10－６ 約 3.7×10－６ 約 1.2 

中央制御室換

気系給気口 
約 3.6×10－６ 約 4.3×10－６ 約 1.2 

２号炉原子炉

補機冷却系熱

交換器室入口 

約 4.5×10－６ 約 4.6×10－６ 約 1.0 

２号炉 

排気筒 

（地上 110m） 

中央制御室中

心 
約 8.3×10－７ 約 1.1×10－６ 約 1.4 

中央制御室換

気系給気口 
約 8.7×10－７ 約 1.2×10－６ 約 1.4 

２号炉原子炉

補機冷却系熱

交換器室入口 

約 3.9×10－７ 約 4.8×10－７ 約 1.2 

※ 放出源高さは，放出エネルギーによる影響は未考慮 
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10 エアロゾル粒子の乾性沈着速度について 

 

中央制御室の居住性評価では，地表面へのエアロゾル粒子の沈着速度として乾

性沈着及び降水による湿性沈着を考慮した沈着速度（1.2cm/s，添付資料 9 参照）

を用いており，沈着速度の評価に当たっては，乾性沈着速度として 0.3cm/s を用

いている。乾性沈着速度の設定の考え方を以下に示す。 

エアロゾル粒子の乾性沈着速度は，ＮＵＲＥＧ/CR-4551※１に基づき 0.3cm/s と設

定した。 

ＮＵＲＥＧ/CR-4551 では郊外を対象としており，郊外とは道路，芝生及び木々

で構成されるとしている。原子力発電所内は舗装面が多く，建物屋上はコンクリ

ートであるため，この沈着速度が適用できると考えられる。また，ＮＵＲＥＧ

/CR-4551 では 0.5μm～5μm の粒径に対して検討されているが，格納容器内の除

去過程で，相対的に粒子径の大きなエアロゾル粒子は格納容器内に十分捕集され

るため，粒径の大きなエアロゾル粒子は放出されにくいと考えられる。 

また，W.G.N.Slinn の検討※２ によると，草や水，小石といった様々な材質に対

する粒径に応じた乾性の沈着速度を整理しており，これによると 0.1μm～5μm の

粒径では沈着速度は 0.3cm/s 程度（図 10-1）である。以上のことから，中央制御

室の居住性に係る線量影響評価におけるエアロゾル粒子の乾性の沈着速度として

0.3cm/s を適用できると判断した。 

 
図 10－1 様々な粒径における乾性沈着速度（Nuclear Safety Vol.19※2） 

 

※１ J.L. Sprung 等：Evaluation of severe accident risks: quantification 

of major input parameters, NUREG/CR-4551 Vol.2 Rev.1 Part 7, 1990 

※２ W.G.N. Slinn: Parameterizations for Resuspension and for Wet and Dry 

Deposition of Particles and Gases for Use in Radiation Dose Calculations, 

Nuclear Safety Vol.19 No.2, 1978 
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（参考） 

炉心の著しい損傷が発生した場合のエアロゾル粒子の粒径について 

炉心の著しい損傷が発生した場合に格納容器内で発生する放射性物質を含むエ

アロゾル粒子の粒径分布として本評価で設定している「0.1μm 以上」は，粒径分

布に関して実施されている研究を基に設定している。 

炉心の著しい損傷が発生した場合には格納容器内にスプレイ等による注水が実

施されることから，炉心の著しい損傷が発生した場合の粒径分布を想定し，「格納

容器内でのエアロゾルの挙動」及び「格納容器内の水の存在の考慮」といった観

点で実施された表 1 の②，⑤に示す試験等を調査した。さらに，炉心の著しい損

傷が発生した場合のエアロゾル粒子の粒径に対する共通的な知見とされている情

報を得るために，海外の規制機関（NRC 等）や各国の合同で実施されている炉心

の著しい損傷が発生した場合のエアロゾルの挙動の試験等（表 1 の①，③，④）

を調査した。以上の調査結果を表 1 に示す。 

この表で整理した試験等は，想定するエアロゾル発生源，挙動範囲（格納容器，

1 次冷却材配管等），水の存在等に違いがあるが，エアロゾル粒子の粒径の範囲に

大きな違いはなく，格納容器内環境でのエアロゾル粒子の粒径はこれらのエアロ

ゾル粒子の粒径と同等な分布範囲を持つものと推定できる。 

したがって，過去の種々の調査・研究により示されている範囲を包含する値と

して，0.1μm 以上のエアロゾル粒子を想定することは妥当である。 
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表 1 炉心の著しい損傷が発生した場合のエアロゾル粒子の粒径についての文献

調査結果 

番

号 
試験名又は報告書名等 

エアロゾル粒子

の 

粒径(μm) 

備考 

① LACE LA2※1 
約 0.5～5 

(図 1参照) 

炉心の著しい損傷が発生した場合

の評価に使用されるコードでの原

子炉格納容器閉じ込め機能喪失を

想定条件とした比較試験 

② NUREG/CR-5901※2 
0.25～2.5 

(参考 1-1) 

原子炉格納容器内に水が存在し，溶

融炉心を覆っている場合のスクラ

ビング効果のモデル化を紹介した

レポート 

③ AECLが実施した実験※3 
0.1～3.0 

(参考 1-2) 

炉心の著しい損傷が発生した場合

を考慮した1次系内のエアロゾル挙

動に着目した実験 

④ PBF-SFD※3 
0.29～0.56 

(参考 1-2) 

炉心の著しい損傷が発生した場合

を考慮した1次系内のエアロゾル挙

動に着目した実験 

⑤ PHÉBUS FP※3 
0.5～0.65 

(参考 1-2) 

炉心の著しい損傷が発生した場合

のFP挙動の実験（左記のエアロゾル

粒径はPHÉBUS FP実験の原子炉格納

容器内のエアロゾル挙動に着目し

た実験の結果） 

参考文献 

※1：J. H. Wilson and P. C. Arwood, Summary of Pretest Aerosol Code 

Calculations for LWR Aerosol Containment Experiments (LACE) Test LA2 

※2：D. A. Powers and J. L. Sprung, NUREG/CR-5901, A Simplified Model of 

Aerosol Scrubbing by a Water Pool Overlying Core Debris Interacting With 

Concrete 

※3：STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS, NEA/CSNI/R(2009)5 
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図 1 LACE LA2 でのコード比較試験で得られたエアロゾル粒子の粒径の時間変化グ
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参考 1-1  NUREG/CR-5901 の抜粋 
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11 有機よう素の乾性沈着速度について 

 

中央制御室の居住性に係る被ばく評価では，原子炉建物から放出されるよう素

のうち，無機よう素はエアロゾル粒子と同じ沈着速度を用いた。有機よう素につ

いてはエアロゾル粒子とは別に，乾性沈着速度として，ＮＲＰＢ－Ｒ３２２を参

照し 10-3cm/s と設定した。以下にその根拠を示す。 

 

(1)英国放射線防護庁（ＮＲＰＢ）による報告 

英国放射線防護庁 大気拡散委員会による年次レポート（ＮＲＰＢ－Ｒ３２２※１）

に沈着速度に関する報告がなされている。本レポートでは，有機よう素について，

植物に対する沈着速度に関する知見が整理されており，以下のとおり報告されて

いる。 

 

・植物に対する沈着速度の“best judgement”として 10-5m/s（10-3cm/s）を推奨 

 

(2)日本原子力学会による報告 

日本原子力学会標準レベル３ＰＳＡ 解説 4.8 に沈着速度に関する以下の報告

がなされている。 

・ヨウ化メチルは非反応性の化合物であり，沈着速度が小さく，実験で 10-4～

10-2cm/sの範囲である。 

・ヨウ化メチルの沈着は，公衆のリスクに対し僅かな寄与をするだけであり，事

故影響評価においてはその沈着は無視できる。 

 

以上のことから，有機よう素の乾性沈着速度はエアロゾル粒子の乾性沈着速度

0.3cm/s に比べて小さいことが言える。 

また，原子力発電所構内は，コンクリート，道路，芝生及び木々で構成されて

いるが，エアロゾル粒子の沈着速度の実験結果（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－４５５１）

によると，沈着速度が大きいのは芝生や木々であり，植物に対する沈着速度が大

きくなる傾向であった。 

したがって，有機よう素の乾性沈着速度として，ＮＲＰＢ－Ｒ３２２ の植物に

対する沈着速度である 10-3cm/s を用いるのは妥当と判断した。 

 

※１ NRPB-R322-Atmospheric Dispersion Modelling Liaison Committee Annual 

Report,1998-99 
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NRPB-322 ANNEX-A「2.2 Iodine」の抜粋 
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12 マスクによる防護係数について 

重大事故等時の居住性に係る被ばく評価において，以下の検討を踏まえ，全面

マスクによる防護係数を 50として使用する。 

１．厚生労働省労働基準局長通知について 

「電離放射線障害防止規則の一部を改正する省令の施行等について」（基発0412 

第1号都道府県労働局長あて厚生労働省労働基準局長通知）によると，「200万ベ

クレル毎キログラムを超える事故由来廃棄物等を取り扱う作業であって、粉じん

濃度が10ミリグラム毎立方メートルを超える場所における作業を行う場合、内部

被ばく線量を1年につき1ミリシーベルト以下とするため、漏れを考慮しても、50

以上の防護係数を期待できる捕集効率99.9%以上の全面型防じんマスクの着用を

義務付けたものであること」としている。 

●以下，電離放射線障害防止規則（最終改正：平成25年7月8日）抜粋

第三十八条事業者は、第二十八条の規定により明示した区域内の作業又は緊急

作業その他の作業で、第三条第三項の厚生労働大臣が定める限度を超えて汚染さ

れた空気を吸入するおそれのあるものに労働者を従事させるときは、その汚染の

程度に応じて防じんマスク、防毒マスク、ホースマスク、酸素呼吸器等の有効な

呼吸用保護具を備え、これらをその作業に従事する労働者に使用させなければな

らない。 

●以下，基発0412第1号（平成25年4月12日）抜粋

キ 保護具（第38 条関係）

① 第1項の「有効な呼吸用保護具」は、次に掲げる作業の区分及び事故由来

廃棄物等の放射能濃度の区分に応じた捕集効率を持つ呼吸用保護具又はこれ

と同等以上のものをいうこと。 

放射能濃度 

200万 Bq/kg超 

放射能濃度 

50万 Bq/kg 超 

200万 Bq/kg以下 

放射能濃度 

50万 Bq/kg以下 

高濃度粉じん作業

（ 粉 じ ん 濃 度

10mg/m3超の場所に

おける作業） 

捕集効率 99.9%以

上 

（全面型） 

捕集効率 95%以上 捕集効率 80%以上 

高濃度粉じん作業

以外の作業（粉じ

ん濃度 10mg/m3 以

下の場所における

作業） 

捕集効率 95%以上 捕集効率 80%以上 

②防じんマスクの捕集効率については、200万ベクレル毎キログラムを超える

事故由来 

廃棄物等を取り扱う作業であって、粉じん濃度が10ミリグラム毎立方メート

ルを超える場所における作業を行う場合、内部被ばく線量を1年につき1ミリ
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シーベルト以下とするため、漏れを考慮しても、50以上の防護係数を期待で

きる捕集効率99.9%以上の全面型防じんマスクの着用を義務付けたものであ

ること。 

２．全面マスクの防護係数 50 について 

空気中の放射性物質の濃度が「核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関す

る規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示 別表第一 第四欄」の十分の一

を超える場合，全面マスクを着用する。 

全面マスクを納入しているマスクメーカーにおいて，全面マスク（よう素用吸

収缶）についての除染係数を検査している。本検査は，放射性ヨウ化メチルを用

い，除染係数を算出したものである。その結果は，DF≧1.21×103 と十分な除染係

数を有することを確認した。（フィルタの透過率は 0.083%以下） 

表 12－1 マスクメーカーによる除染係数検査結果 

CA-N4RI（吸収缶）放射性ヨウ化メチル通気試験 

入口濃度 

[Bq/cm3] 

4時間後 10時間後 

試験条件 出口濃度 

[Bq/cm3] 
DF値 

出口濃度 

[Bq/cm3] 
DF値 

9.45×10-2 
ND 

(4.17×10-7) 
2.27×105 8.33×10-7 1.13×105 

試 験 流 量 ：

20L/min 

通気温度：30℃ 

相 対 湿 度 ：

95%RH 

7.59×10-5 
ND 

(6.25×10-8) 
1.21×103 

ND 

(2.78×10-8) 
2.73×103 

ND：検出限界値未満（括弧内が検出限界値） 

また，同じくマスクメーカーにより全面マスクの漏れ率を検査しており，最大

でも 0.01%であった。 

以上のことから，JIS T 8150:2006「呼吸用保護具の選択，使用及び保守管理方

法」の防護係数の求め方に従い，漏れ率と除染係数（フィルタ透過率）から計算

される防護係数は約 1075 であった。 

防護係数(PF)=100／{漏れ率（%）＋フィルタ透過率（%）} 

=100／(0.01＋0.083)≒1075 

ただし，全面マスクによる防護係数については，着用者個人の値であり，実作

業時の防護係数は，より低下する可能性があるため，講師による指導のもとフィ

ッティングテスターを使用した全面マスク着用訓練を行い，漏れ率（フィルタ透

過率を含む）2％を担保できるよう正しく全面マスクを着用できていることを確認

している。 

このため，全面マスクによる防護係数は，50 とする。なお，全面マスク着用訓

練については，今後とも，さらに教育・訓練を進めていき，マスク着用の熟練度

を高めていく。 
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13 原子炉建物内の放射性物質からのガンマ線による被ばくの評価方法について 

中央制御室の居住性に係る被ばく評価における，原子炉建物内の放射性物質か

らのガンマ線（直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線）による被ばくは，原

子炉建物内の放射性物質の積算線源強度，施設の位置，遮蔽構造，地形条件等か

ら評価する。具体的な評価方法を以下に示す。 

(1)原子炉建物内の積算線源強度 

格納容器から原子炉建物内に漏えいした放射性物質の積算線源強度[photons]

は，核種ごとの積算崩壊数 [Bq・ s]に核種ごとエネルギーごとの放出率

[photons/(Bq・s)]を乗ずることで評価した。なお，放射性物質は自由空間内

 に均一に分布するものとした。 

Sγ = ∑ Qk ∙ skγ

K

 

sγ：エネルギーγの photon の積算線源強度[photons] 

Qk：核種 k の積算崩壊数[Bq ∙ s]

skγ：核種 k のエネルギーγ の photon の放出率[photons/(Bq ∙ s)]

核種ごとの積算崩壊数は以下の式により評価した。ここで，核種の原子炉建物

内への漏えい率[Bq/s]は，添付資料 1 の表 1-1 に示すとおり，ＭＡＡＰ 解析結

果及びＮＵＲＥＧ-1465 の知見に基づき評価した。また，よう素類については，

よう素の化学形態に応じた格納容器内での除去のされ方の違いを考慮した。 

Qk = ∫ qk(t) ∙
1

𝜆𝑘
∙ (1 − 𝑒𝑥𝑝(−𝜆𝑘(𝑇 − 𝑡))) dt

T

0

Qk  ：核種 k の積算崩壊数[Bq ∙ s] 

𝑞𝑘(t)：時刻 t における核種 k の原子炉建物への漏えい率[Bq/s] 

λk ：核種 k の崩壊定数[1/s] 

 T：評価期間[s] 

核種ごとエネルギーごとの放出率[photons/(Bq・s)]は，ベータ線放出核種の水

中における制動放射を考慮したＯＲＩＧＥＮ２ライブラリ(gxh2obrm.lib)値を参

照した。また，エネルギー群をＯＲＩＧＥＮ２のガンマ線ライブラリ群構造(18群)

からＭＡＴＸＳＬＩＢ－Ｊ３３(42 群)に変換した。変換方法は「日本原子力学会

標準 低レベル放射性廃棄物輸送容器の安全設計及び検査基準：2008」（2009年 9

月（社団法人）日本原子力学会）の附属書Ｈに記載されている変換方法を用いた。

（図 13-1 参照） 

以上の条件に基づき評価した原子炉建物内の積算線源強度は添付資料 1 の表 1-7 

のとおり。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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Ek, Ek+1, Ek+2：線源エネルギー群それぞれの上限エネルギー 

En−1, En, En+1：断面積ライブラリ群それぞれの上限エネルギー 

⊿Ek,k+1,⊿Ek,n,⊿Ek+1,n：それぞれの群間のエネルギーの差 

wk,n−1：線源エネルギーの k 群から断面積ライブラリの n − 1 群への補正係数 

wk,n：線源エネルギーの k 群から断面積ライブラリの n 群への補正係数 

wk,n−1：⊿Ek,n/⊿Ek,k+1 

wk,n：⊿Ek+1,n/⊿Ek,k+1 

図 13-1 エネルギー群の変換方法 

(2)評価体系 

直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価体系は添付資料 1 の図 1-1 の

とおり。 

中央制御室滞在時の評価に当たっては，中央制御室待避室周りの遮蔽壁による

ガンマ線の遮蔽効果は保守的に考慮せず，制御室建物の遮蔽及び原子炉建物の外

壁のみを考慮した。なお，制御室建物の遮蔽及び２号炉原子炉建物の外壁の厚さ

のうち最も薄い遮蔽壁から，それぞれのマイナス側許容施工誤差を差し引いた値

を使用した。評価点は中央制御室の中で線源となる原子炉建物に最も近い点とし，

評価点高さは中央制御室の天井面とした。 

入退域時の評価に当たっては，周囲の遮蔽壁による遮蔽効果は保守的に考慮し

ないものとした。評価点は２号炉原子炉補機冷却系熱交換器室入口とし，評価点

高さは地面から２m 高さとした。 

なお，直接ガンマ線の評価に当たっては，原子炉建物の地下階の自由空間中の

放射性物質に起因するガンマ線は地下階の外壁及び土壌により十分に遮蔽される

と考えられることから，地上 1 階から原子炉建物屋上階までの自由空間中の放射

性物質に起因するガンマ線のみを考慮するものとした。また，スカイシャインガ

ンマ線の評価に当たっては，原子炉建物屋上階の下層階の自由空間中の放射性物
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質に起因するガンマ線は原子炉建物屋上階の床面により十分に遮蔽されると考え

られることから，原子炉建物最上階の自由空間中の放射性物質に起因するガンマ

線のみを考慮するものとした。 

(3)評価コード 

直接ガンマ線による被ばく評価には，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒ コード※１ を用い

た。また，スカイシャインガンマ線による被ばくの評価には，ＡＮＩＳＮ コード

及びＧ３３－ＧＰ２Ｒ コード※１を用いた。 

※１ ビルドアップ係数はＧＰ法を用いて計算した。 

(4)評価結果 

直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による被ばくの評価結果を表 13－1

及び表 13－2に示す。 

表 13－1 評価結果（残留熱代替除去系を用いて事象を収束する場合） 

評価位置 積算日数 

評価結果[mSv] 

直接ガンマ線 
スカイシャイン 

ガンマ線 

中央制御室

滞在時 

１日 4.2×10－４ 3.1×10－５ 

２日 5.2×10－４ 6.4×10－５ 

３日 6.1×10－４ 9.7×10－５ 

４日 6.9×10－４ 1.3×10－４ 

５日 7.5×10－４ 1.5×10－４ 

６日 8.0×10－４ 1.7×10－４ 

７日 8.4×10－４ 1.8×10－４ 

入退域時 

１日 5.1×10－５ 3.8×10０ 

２日 6.0×10－５ 1.0×10１ 

３日 6.9×10－５ 1.5×10１ 

４日 7.6×10－５ 2.0×10１ 

５日 8.2×10－５ 2.3×10１ 

６日 8.7×10－５ 2.6×10１ 

７日 9.1×10－５ 2.8×10１ 
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表 13－2 評価結果（格納容器ベントを実施する場合） 

評価位置 積算日数 

評価結果[mSv] 

直接ガンマ線 
スカイシャインガンマ

線 

中央制御室滞在

時 

１日 4.2×10－４ 3.3×10－５ 

２日 5.3×10－４ 6.8×10－５ 

３日 5.6×10－４ 8.0×10－５ 

４日 5.7×10－４ 8.3×10－５ 

５日 5.7×10－４ 8.4×10－５ 

６日 5.7×10－４ 8.4×10－５ 

７日 5.7×10－４ 8.4×10－５ 

入退域時 

１日 5.1×10－５ 4.0×10０ 

２日 6.1×10－５ 1.0×10１ 

３日 6.4×10－５ 1.2×10１ 

４日 6.4×10－５ 1.2×10１ 

５日 6.5×10－５ 1.3×10１ 

６日 6.5×10－５ 1.3×10１ 

７日 6.5×10－５ 1.3×10１ 
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14 放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばくの評価方法について 

中央制御室の居住性に係る被ばく評価における，放射性雲中の放射性物質から

のガンマ線（クラウドシャインガンマ線）による被ばくは，放射性物質の放出量，

大気拡散の効果及び建物によるガンマ線の遮蔽効果を考慮し評価する。 

具体的な評価方法を以下に示す。 

(1)放出量及び大気拡散 

大気中への放出放射能量は添付資料 1の表 1－2の値を用いた。また，使用する

相対線量は添付資料 1の表 1－5の値を用いた。 

(2)評価体系 

中央制御室滞在時の評価においては，中央制御室を囲む遮蔽を考慮し，遮蔽壁

厚さは，制御室建物外壁コンクリートの最小厚さ  からマイナス側の許

容施工誤差  を引いた値  と設定した。評価モデルを図 14-1 に

示す。 

入退域時の評価においては，保守的に周囲に遮蔽壁がないものとした。 

図 14－1 クラウドシャインガンマ線に対する中央制御室滞在時の遮蔽モデル 

(3)評価コード 

クラウドシャインガンマ線による被ばくは，以下に示す式を用いて評価した。

遮蔽体の減衰率𝐵𝛾 ∙ 𝑒𝑥𝑝(−𝜇𝛾 ∙ 𝑋)の評価にはＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒを用いた。 

【中央制御室滞在時】 

H =∑∫ ℎ𝑘(𝑡)
𝑇

0

𝑑𝑡

𝑘

 

ℎ𝑘(𝑡) = 𝐾 ∙ (𝐷/𝑄) ∙ 𝑞𝑘(𝑡) ∙∑𝑝𝑘𝛾 ∙ 𝐵𝛾 ∙ 𝑒𝑥𝑝(−𝜇𝛾 ∙ 𝑋)

𝛾

 

【入退域時】 

H =∑∫ 𝐾 ∙ (𝐷/𝑄) ∙ 𝑞𝑘(𝑡)𝑑𝑡
𝑇

0𝑘

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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H   ：クラウドシャインガンマ線による実効線量[Sv] 

ℎ𝑘(𝑡) ：クラウドシャインガンマ線のうち，核種 kからのガンマ線による 

単位時間当たりの実効線量[Sv/s] 

K   ：空気カーマから実効線量への換算係数(1)[Sv/Gy] 

(D Q⁄ ) ：相対線量[Gy/Bq] 

qk(t) ：時刻 tにおける核種 kの大気中への放出率[Bq/s](0.5MeV 換算) 

𝑝𝑘𝛾  ：核種 kが放出する photonのうち，エネルギーγの photon の割合[-] 

𝐵𝛾  ：エネルギーγの photonにおけるビルドアップ係数[-] 

𝜇𝛾  ：エネルギーγの photonにおける遮蔽体に対する線減衰係数[1/m] 

X   ：遮蔽体厚さ[m] 

T   ：評価期間[s] 

遮蔽効果を考慮する際のガンマ線エネルギー群は，ＯＲＩＧＥＮ２のガンマ線

ライブラリの群構造（18群）を使用した。 

(4)評価結果 

クラウドシャインガンマ線による被ばくの評価結果を表 14-1 及び表 14-2 に示

す。 

表 14－1 クラウドシャインガンマ線による被ばくの評価結果 

（残留熱代替除去系を用いて事象収束に成功する場合） 

評価位置 積算日数 評価結果[mSv] 

中央制御室滞在時 ７日 約 7.7×10－１ 

入退域時 ７日 約 3.4×10１ 

表 14－2 クラウドシャインガンマ線による被ばくの評価結果 

（格納容器ベントを実施する場合） 

評価位置 積算日数 評価結果[mSv] 

中央制御室滞在時 ７日 約 4.4×10０ 

入退域時 ７日 約 5.0×10３ 
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15 地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばくの評価方法につい

て 

中央制御室の居住性に係る被ばく評価における地表面に沈着した放射性物質か

らのガンマ線（グランドシャインガンマ線）による被ばくは，放射性物質の放出

量，大気拡散の効果及び沈着速度並びに建物外壁によるガンマ線の遮蔽効果を考

慮し評価した。 

具体的な評価方法を以下に示す。 

１．入退域時における評価方法 

(1)地表面の単位面積当たりの積算線源強度 

入退域時における被ばく線量は，２号炉原子炉補機冷却系熱交換器室入口と

同じ濃度で，その周囲の地表面に一様に沈着しているものと仮定した。 

ａ．地表沈着量 

事故後，時刻 tまでに大気中へ放出された放射性物質の地表沈着量は，

次式により計算した。 

𝐶𝑘(𝑡) = ∫ (𝑉𝑔 ∙ (𝜒 𝑄⁄ ) ∙ 𝑓 ∙ 𝑞𝑘(𝑡) − 𝜆𝑘 ∙ 𝐶𝑘(𝑡))
𝑡

0

∙ 𝑑𝑡

𝐶𝑘(𝑡)：核種 k の単位面積当たりの地表沈着量[Bq/m2]

   𝑉𝑔：地表面への沈着速度[m/s] 

   (𝜒 𝑄⁄ )：相対濃度[s/m3] 

   𝑓：沈着した放射性物質のうち残存する割合(1)[−] 

   qk(t)：時刻 t における核種 k の大気中への放出率[Bq/s] 

λ
k
：核種 k の崩壊定数[1/s]

ｂ．積算線源強度 

地表面の単位面積当たりの積算線源強度[photons/m2]は，核種ごとの単位

面積当たりの地表沈着量[Bq/m2]に核種ごとエネルギーごとの放出率

[photons/(Bq・s)]を乗じ，評価期間（事故後 T1から T2まで）において積分

することで評価した。 

Sγ = ∑ ∫ 𝐶𝑘 ∙ 𝑠𝑘𝛾

𝑇2

𝑇1

∙ 𝑑𝑡

K

sγ：単位面積当たりのエネルギーγの photon の積算線源強度[photons/

𝑚2] 

   skγ：核種 k のエネルギーγ の photon の放出率[photons/(Bq ∙ s)] 

𝑇1, 𝑇2:任意の評価期間[𝑠] 

ｃ．その他評価条件 

核種の大気中への放出率[Bq/s]は添付資料 1 の表 1-1 に基づき評価した。

また，相対濃度は，２号炉原子炉補機冷却系熱交換器室入口の値として表 1-5

の値を用いた。 

地表面への沈着速度は乾性沈着及び湿性沈着を考慮した値を用いた。（添

付資料 9,10,11 を参照） 
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核種ごとエネルギーごとの放出率[photons/(Bq・s)]は，制動放射（H2O）

を考慮したＯＲＩＧＥＮ２ ライブラリ（gxh2obrm.lib）値から求めた。ま

た，エネルギー群をＯＲＩＧＥＮ２のガンマ線ライブラリの群構造（18群）

からＭＡＴＸＳＬＩＢ－Ｊ３３（42 群）に変換した。変換方法は，直接ガン

マ線及びスカイシャインガンマ線による被ばくの評価時と同様，「日本原子

力学会標準 低レベル放射性廃棄物輸送容器の安全設計及び検査基準：2008」

（2009 年 9 月社団法人 日本原子力学会）の附属書 H に記載されている変

換方法を用いた。 

以上の条件に基づき評価した地表面の単位面積当たりの積算線源強度を

表 15-1 及び表 15-2 に示す。 
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表 15－1 グランドシャインガンマ線の評価に用いる単位面積当たりの積算線源強度

（入退域時） 

（残留熱代替除去系を用いて事象を収束する場合） 

エネルギー(MeV) 単位面積当たりの積算線源強度 
（photons/m2）(168時間後時点) 

0.01 9.1×10１２ 
0.02 1.0×10１３ 

0.03 3.1×10１３ 

0.045 7.5×10１２ 

0.06 2.4×10１２ 

0.07 1.6×10１２ 

0.075 2.1×10１２ 
0.1 1.0×10１３ 

0.15 3.3×10１２ 

0.2 1.8×10１３ 

0.3 3.7×10１３ 

0.4 2.4×10１４ 

0.45 1.2×10１４ 

0.51 2.0×10１４ 

0.512 6.6×10１２ 

0.6 2.9×10１４ 

0.7 3.3×10１４ 

0.8 1.5×10１４ 

1.0 3.1×10１４ 

1.33 8.2×10１３ 

1.34 2.5×10１２ 

1.5 4.0×10１３ 

1.66 5.4×10１２ 

2.0 1.1×10１３ 

2.5 7.6×10１２ 

3.0 1.7×10１１ 

3.5 1.7×10７ 

4.0 1.7×10７ 

4.5 6.2×10０ 

5.0 6.2×10０ 

5.5 6.2×10０ 

6.0 6.2×10０ 

6.5 7.1×10－１ 

7.0 7.1×10－１ 

7.5 7.1×10－１ 

8.0 7.1×10－１ 

10.0 2.2×10－１ 

12.0 1.1×10－１ 

14.0 0.0×10０ 

20.0 0.0×10０ 

30.0 0.0×10０ 

50.0 0.0×10０ 
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表 15－2 グランドシャインガンマ線の評価に用いる単位面積当たりの積算線源

強度（入退域時） 

（格納容器ベントを実施する場合） 

エネルギー(MeV) 単位面積当たりの積算線源強度 
（photons/m2）(168時間後時点) 

0.01 1.2×10１３ 
0.02 1.3×10１３ 
0.03 3.8×10１３ 
0.045 9.3×10１２ 
0.06 3.0×10１２ 
0.07 2.0×10１２ 
0.075 2.7×10１２ 
0.1 1.3×10１３ 
0.15 4.1×10１２ 
0.2 2.3×10１３ 
0.3 4.6×10１３ 
0.4 3.0×10１４ 
0.45 1.5×10１４ 
0.51 2.6×10１４ 
0.512 8.5×10１２ 
0.6 3.8×10１４ 
0.7 4.3×10１４ 
0.8 2.0×10１４ 
1.0 4.0×10１４ 
1.33 1.0×10１４ 
1.34 3.1×10１２ 
1.5 5.0×10１３ 
1.66 6.3×10１２ 
2.0 1.3×10１３ 
2.5 9.8×10１２ 
3.0 2.2×10１１ 
3.5 1.7×10７ 
4.0 1.7×10７ 
4.5 6.4×10０ 
5.0 6.4×10０ 

5.5 6.4×10０ 

6.0 6.4×10０ 

6.5 7.3×10－１ 
7.0 7.3×10－１ 

7.5 7.3×10－１ 

8.0 7.3×10－１ 

10.0 2.2×10－１ 
12.0 1.1×10－１ 
14.0 0.0×10０ 
20.0 0.0×10０ 

30.0 0.0×10０ 

50.0 0.0×10０ 
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（２）評価体系 

ａ．線源領域 

２号炉原子炉補機冷却系熱交換器室入口周辺の地表面は平坦であるとし，

線源領域範囲は地表面からの影響がほぼ飽和する評価点を中心とした 800m

四方の範囲とした。なお，この領域に含まれる海面及び斜面も平坦な地表面

と仮定し，線源とした。 

地表面の線源の評価モデルを図 15-1に示す。 

ｂ．遮蔽及び評価点 

入退域時の評価に当たっては，周囲の建物による遮蔽効果は保守的に考慮

しないものとした。評価点は２号炉原子炉補機冷却系熱交換器室入口とし，

評価点高さは地面から１mとした。 

（３）評価コード 

評価コードはＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコード※１を用いた。 

※１ ビルドアップ係数はＧＰ法を用いて計算した 
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図 15－1 入退域時のグランドシャインガンマ線モデル（評価点及び線源領域） 
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２.中央制御室滞在時における評価方法

（１）線源面の単位面積当たりの積算線源強度 

放射性物質が，中央制御室の中心位置と同じ濃度で，制御室建物の屋上及

び１号炉廃棄物処理建物屋上高さの地表面に一様に沈着しているものと仮

定した。地表沈着量，積算線源強度の算出方法は入退域時と同様とした。 

地表沈着量，積算線源強度の算出方法は入退域時と同様とした。 

以上の条件に基づき評価した地表面の単位面積当たりの積算線源強度を

表 15-3 及び表 15-4 に示す。 
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表 15－3 グランドシャインガンマ線の評価に用いる単位面積当たりの 

積算線源強度（中央制御室滞在時） 

（残留熱代替除去系を用いて事象を収束する場合） 

エネルギー(MeV) 単位面積当たりの積算線源強度 
（photons/m2）(168時間後時点) 

0.01 1.1×10１３ 
0.02 1.2×10１３ 
0.03 4.0×10１３ 
0.045 9.4×10１２ 
0.06 2.8×10１２ 
0.07 1.9×10１２ 
0.075 2.8×10１２ 
0.1 1.4×10１３ 
0.15 3.9×10１２ 
0.2 2.4×10１３ 
0.3 4.7×10１３ 
0.4 3.2×10１４ 
0.45 1.6×10１４ 
0.51 2.5×10１４ 
0.512 8.3×10１２ 
0.6 3.6×10１４ 
0.7 4.1×10１４ 
0.8 2.0×10１４ 
1.0 3.9×10１４ 
1.33 9.6×10１３ 
1.34 2.9×10１２ 
1.5 4.7×10１３ 
1.66 5.6×10１２ 
2.0 1.2×10１３

2.5 9.5×10１２ 
3.0 2.2×10１１ 
3.5 1.2×10７ 
4.0 1.2×10７ 
4.5 5.5×10０ 
5.0 5.5×10０ 
5.5 5.5×10０ 
6.0 5.5×10０ 
6.5 6.3×10－１ 
7.0 6.3×10－１ 
7.5 6.3×10－１ 
8.0 6.3×10－１ 
10.0 2.0×10－１ 
12.0 9.7×10－２ 
14.0 0.0×10０ 
20.0 0.0×10０ 
30.0 0.0×10０ 
50.0 0.0×10０ 
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表 15－4 グランドシャインガンマ線の評価に用いる単位面積当たりの積算線源

強度（中央制御室滞在時） 

（格納容器ベントを実施する場合） 

エネルギー(MeV) 単位面積当たりの積算線源強度 
（photons/m2）(168時間後時点) 

0.01 1.2×1013 
0.02 1.3×1013 
0.03 4.0×1013 
0.045 9.5×1012 
0.06 3.0×1012 
0.07 2.0×1012 
0.075 2.8×1012 
0.1 1.4×1013 
0.15 4.1×1012 
0.2 2.4×1013 
0.3 4.7×1013 
0.4 3.2×1014 
0.45 1.6×1014 
0.51 2.6×1014 
0.512 8.7×1012 
0.6 3.8×1014 
0.7 4.4×1014 
0.8 2.0×1014 
1.0 4.1×1014 
1.33 1.0×1014 
1.34 3.1×1012 
1.5 4.9×1013 
1.66 5.8×1012 
2.0 1.2×1013 
2.5 9.9×1012 
3.0 2.3×1011 
3.5 1.2×107 
4.0 1.2×107 
4.5 5.9×100 
5.0 5.9×100 
5.5 5.9×100 
6.0 5.9×100 
6.5 6.7×10-1 
7.0 6.7×10-1 

7.5 6.7×10-1 

8.0 6.7×10-1 

10.0 2.1×10-1 
12.0 1.0×10-1 

14.0 0.0×100 

20.0 0.0×100 

30.0 0.0×100 

50.0 0.0×100 
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（２）評価体系

ａ．線源領域

制御室建物屋上の高さの周辺領域及び１号炉廃棄物処理建物屋上を線

源領域とした。 

制御室建物の周囲の建物のうち，制御室建物より高い建物については，

保守的に放射性物質が制御室建物屋上高さの周辺領域に平坦に分布して

いるものとした。また，線源範囲の設定は以下のように分けた。 

・制御室建物の屋上より高い位置に存在する線源は制御室建物の屋上

高さ(EL22,050mm)で代表させた。

・制御室建物の屋上より低い位置に存在する線源は１号炉廃棄物処理

建物屋上(EL20,150mm)で代表させた。

制御室建物屋上高さの線源領域範囲は線源領域からの影響がほぼ飽和

する制御室建物の周囲 400m以内とした。なお，この領域に含まれる地表

面，海面及び斜面も平坦な制御室建物屋上面と同一面と仮定し，線源と

した。線源の評価モデルを図 15-2から図 15-4に示す。 

ｂ．遮蔽及び評価点 

グランドシャインガンマ線の評価においては，制御室建物の外壁・天井

のコンクリートのみを遮蔽として考慮した。制御室建物の評価モデルの断

面図を図 15-3に，平面図及び評価点を図 15-4に示す。遮蔽の厚さは，中

央制御室より高い位置から入射する放射線に対して中央制御室天井コン

クリート  ，中央制御室より低い位置から入射する放射線に対

して中央制御室外壁コンクリート ） の公称値からそれぞれマイ

ナス側許容差  を引いた値  を設定した。

また，中央制御室遮蔽は鉄筋コンクリートであるが評価上，普通コンク

リート（密度 2.1g/cm3）とした。

中央制御室内の評価点は，制御室建物の屋上高さに設定した線源面から

のグランドシャインガンマ線と制御室建物の屋上より低い線源面からの

グランドシャインガンマ線のそれぞれに対し評価結果が最も大きくなる

点を選定し，各評価点における評価結果の和をグランドシャインガンマ線

の評価結果とした。 

（３）評価コード

評価コードはＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコード※1を用いた。

※１ ビルドアップ係数はＧＰ法を用いて計算した

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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３．評価結果 

グランドシャインガンマ線による被ばくの評価結果を表 15-5 及び表 15-6 に示

す。 

 
 

表 15－5 グランドシャインガンマ線による被ばくの評価結果 

（残留熱代替除去系を用いて事象収束に成功する場合） 

評価位置 線源 積算日数 実効線量[mSv] 

中央制御室 

滞在時 

１号炉廃棄物処理

建物（低階層）の

沈着分 

７日 3.3×10０ 

屋上沈着分 ７日 6.0×10－３ 

合計 ７日 3.3×10０ 

入退域時 合計 ７日 1.8×10３ 

 

 

 

 

表 15－6 グランドシャインガンマ線による被ばくの評価結果 

（格納容器ベントを実施する場合） 

評価位置 線源 積算日数 実効線量[mSv] 

中央制御室 

滞在時 

１号炉廃棄物処理

建物（低階層）の

沈着分 

７日 3.4×10０ 

制御室建物屋上 

沈着分 
７日 6.3×10－３ 

合計 ７日 3.5×10０ 

入退域時 合計 ７日 2.3×10３ 
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図 15－2 線源領域(網掛け範囲が線源とした領域） 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。
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図 15－3 評価モデルの断面図及び評価点 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。
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図 15－4 評価モデルの平面図及び評価点 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。
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16 室内に外気から取り込まれた放射性物質による被ばくの評価方法について 

 

中央制御室の居住性評価における，室内に外気から取り込まれた放射性物質に

よる被ばくの評価方法を以下に示す。なお，中央制御室換気系のフィルタユニッ

トに取り込まれた放射性物質による被ばくについては，建物外壁による遮蔽と十

分な離隔距離を確保できることから，無視できる程度にまで低減されるものと考

え評価対象外とした。 

 

（１）放射性物質の濃度 

中央制御室の雰囲気中に浮遊する放射性物質量の時間変化は，中央制御室換気

系の効果を考慮し，以下の式で評価した。なお，保守的な想定として，中央制御

室待避室内の放射性物質の濃度は，空気ボンベによる正圧化を実施していない期

間については中央制御室内の放射性物質の濃度と同一になるものとした。 

 

【中央制御室待避室の正圧化を実施していない期間】 

 

 
dM1k(𝑡)

dt
= −λk ∙ M1k(t) − (𝐺1 + 𝛼 + 𝐺𝐹 ∙

𝐸𝑘

100
) ∙

M1k(t)

V1
∙ + (1 −

Ek

100
) ∙ G1 ∙ Sk(t) + α ∙ Sk(t) 

 
 

𝑚0𝑘(𝑡)：時刻 tにおける核種 kの中央制御室待避室内の放射能濃度[𝐵𝑞 𝑚3⁄ ] 

𝑚1𝑘(𝑡)：時刻 tにおける核種 kの中央制御室内の放射能濃度[𝐵𝑞 𝑚3⁄ ] 

𝑀1𝑘(𝑡)：時刻 tにおける核種 kの中央制御室内の放射能量[𝐵𝑞] 

𝑉1：中央制御室バウンダリ内容積[𝑚3] 

λk：核種 kの崩壊定数[1 𝑠⁄ ] 

𝐺1：中央制御室換気系外気取込み風量[𝑚3 𝑠⁄ ] 

𝐺𝐹：再循環フィルタを通る流量[𝑚3 𝑠⁄ ] 

𝐸𝑘：中央制御室換気系フィルタユニットの除去効率[%] 

𝑆𝑘(𝑡)：時刻 tにおける核種 kの放射能濃度[𝐵𝑞 𝑚3⁄ ] 

α：中央制御室バウンダリへの空気流入量[𝑚3 𝑠⁄ ] 

(＝空気流入率×中央制御室バウンダリ内容積) 

χ Q⁄ ：相対濃度[𝑠 𝑚3⁄ ] 

𝑞𝑘(t)：時刻 tにおける核種 kの放出率[𝐵𝑞 𝑠⁄ ] 

 

 

 

【中央制御室待避室の正圧化を実施する期間】 

 

m0k(t) =
M0k(t)

V0
 

dM0k(t)

𝑑𝑡
= −𝜆𝑘 ∙ M0k(t) −

𝐺0

V0
∙ M0k(t) 

 

m0k (t) = m1k (t) 

m1k (t) =
M1k (t)

V1

Sk(t) = (χ Q⁄ ) ∙ qk(t)
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m0k(t)：時刻 tにおける核種 kの中央制御室待避室内の放射能濃度[𝐵𝑞 𝑚3⁄ ] 

𝑀0𝑘(𝑡)：時刻 tにおける核種 kの中央制御室待避室内の放射能量[𝐵𝑞] 

𝑉0：中央制御室待避室バウンダリ内容積[𝑚3] 

λk：核種 kの崩壊定数[1 𝑠⁄ ] 

𝐺𝑂：空気ボンベの空気供給量[𝑚3 𝑠⁄ ] 

 

核種の大気中への放出率[Bq/s]は添付資料 1の表 1-1に基づき評価した。また，

相対濃度は表 1-5 の値を用いた。 

 

(2)評価体系 

室内に外気から取り込まれた放射性物質による被ばくの評価に当たり想定した

遮蔽及び評価点を図 16-1 から図 16-2 に示す。なお，線源領域は中央制御室及び

中央制御室待避室内の空間部とし，室内の放射能濃度は一様とした。 

 

(3)評価コード 

中央制御室内の放射性物質からのガンマ線による外部被ばくの評価に当たって

は，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いた。 

中央制御室待避室内の放射性物質からのガンマ線による外部被ばく及び吸入摂

取による内部被ばくの評価に当たっては，評価コードを使用せず，以下の式を用

いて評価した。 

 

吸入摂取による内部被ばく：H = ∫ R
T

0
∙ H∞ ∙ C(t)dt ∙

1

PF
 

 

H ：吸入の内部被ばくによる実効線量[Sv] 

R ：吸入率(1.2/3600)※１[m3⁄s] 
H∞ ：吸入時の実効線量への換算係数※２[Sv/Bq] 
C(t) ：時刻 tにおける室内の放射能濃度[Bq⁄m3 ] 

T ：評価期間[s] 

PF ：マスクの防護係数[-] 

 

 

※１ ICRP Publication71 に基づく成人活動時の呼吸率を設定 

※２ ICRP Publication71 及び ICRP Publication72 に基づき設定 

 

外部被ばく：Hγ = ∫ 6.2 × 10−14T

0
∙ Eγ ∙ (1 − e−μR) ∙ Cγ(t)dt 

 
Hγ ：ガンマ線の外部被ばくによる実効線量[Sv] 
Eγ ：ガンマ線の実効エネルギー(0.5)[MeV] 
μ :空気に対するガンマ線の線エネルギー吸収係数[1⁄m] 
R ：室内容積半球換算時等価半径[m] 

Cγ(t) ：時刻 tにおける室内の放射能濃度[Bq⁄m３] 

 (ガンマ線 0.5MeV 換算) 
T ：評価期間[s] 

 

 



 

 

59-11-133 

(4)評価結果 

室内に外気から取り込まれた放射性物質による被ばくの評価結果を表 16－1 及

び表 16－2に示す。 

 

表 16－1 室内に外気から取り込まれた放射性物質による被ばくの評価結果 

（残留熱代替除去系を用いて事象収束に成功する場合） 

（運転員の交替を考慮しない場合） 

評価位置 線源 積算日数 被ばく経路 評価結果[mSv] 

中央制御室 
中央制御室内浮

遊分 

７日 外部被ばく 約 4.9×10０ 

７日 

内部被ばく 

（マスクなし） 
約 3.7×10２ 

内部被ばく 

（マスクあり） 
約 2.6×10１ 

 

 

表 16－2 室内に外気から取り込まれた放射性物質による被ばくの評価結果 

（格納容器ベントを想定する場合） 

（運転員の交替を考慮しない場合） 

評価位置 線源 積算日数 被ばく経路 評価結果[mSv] 

中央制御室 
中央制御室内浮

遊分 

７日 外部被ばく 約 2.4×10１ 

７日 

内部被ばく 

（マスクなし） 
約 2.9×10２ 

内部被ばく 

（マスクあり） 
約 1.0×10１ 

中央制御室待避

室 

中央制御室内浮

遊分 
10 時間 外部被ばく 約 2.0×10１ 

中央制御室待避

室内浮遊分 
10 時間 

外部被ばく 約 1.6×10－２ 

内部被ばく 

（マスクなし） 
約 2.1×10０ 

内部被ばく 

（マスクあり） 
約 8.0×10－１ 
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図 16－1 中央制御室内に外気から取り込まれた放射性物質による線源強度の評

価モデル図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16－2 中央制御室待避室遮蔽モデル図 

 

 

 

評価点 

鉛 

（11.3g/㎤） 

 
本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。
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17 大気中に放出された放射性物質の入退域時の吸入摂取による被ばくの評価方

法について 

 

中央制御室の居住性評価における，大気中に放出された放射性物質の入退域時

の吸入摂取による被ばくの評価方法を以下に示す。 

 

(1)放出量及び大気拡散 

核種の大気中への放出率[Bq/s]は添付資料1の表1-1に基づき評価した。また，

相対濃度は表1-5の値を用いた。 

 

(2)評価コード 

大気中に放出された放射性物質の入退域時の吸入摂取による被ばくは，評価コ

ードを使用せず以下に示す式を用いて評価した。 

 

H = ∫ R
T

0

∙ H∞ ∙ (𝜒 𝑄)⁄ ∙ Q(t)dt ∙
1

PF
 

 

H ：吸入の内部被ばくによる実効線量[Sv] 

R ：呼吸率(1.2/3600)※１[m3/s] 

H∞ ：吸入時の実効線量への換算係数※2[Sv/Bq] 

(𝜒 𝑄⁄ ) ：相対濃度[s/m3] 

Q(t) ：時刻 t における核種の環境放出率[Bq⁄s] 

T ：評価期間[s] 

PF ：マスクの防護係数[-] 

 

※１ ICRP Publication71に基づく成人活動時の呼吸率を設定 

※２ ICRP Publication71 及び ICRP Publication72 に基づき設定 

 

(3)評価結果 

大気中に放出された放射性物質の入退域時の吸入摂取による被ばくの評価結果

を表17-1及び表17-2に示す。 

 

表 17－1 大気中に放出された放射性物質の吸入摂取による入退域時の被ばくの

評価結果 

（残留熱代替除去系を用いて事象収束に成功する場合） 

評価位置 積算日数 評価結果[mSv]※2 

入退域時（２号炉原子炉補

機冷却系熱交換器室入口） 
7日※1 約 2.4×10３ 

※1 屋外に 7日間滞在するものとして評価 

※2 マスクの着用を考慮しない場合 
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表 17－2 大気中に放出された放射性物質の吸入摂取による入退域時の被ばくの

評価結果 

（格納容器ベントの実施を想定する場合） 

評価位置 積算日数 評価結果[mSv]※2 

入退域時（２号炉原子炉補

機冷却系熱交換器室入口） 
7日※1 約 9.3×10３ 

※1 屋外に 7日間滞在するものとして評価 

※2 マスクの着用を考慮しない場合 
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18 格納容器雰囲気直接加熱発生時の被ばく評価について 

 

中央制御室の居住性の評価に当たっては，「2 事象の選定の考え方について」

のとおり，炉心損傷が発生するＬＯＣＡ時注水機能喪失を想定事故シナリオとし

て選定し，格納容器フィルタベント系を用いたサプレッション・チェンバの排気

ライン経由の格納容器ベントを実施する場合を評価対象とした。 

一方，重大事故等対策の有効性評価においては，格納容器破損モードとして，

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（ＬＯＣＡ時注水

機能喪失），高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱（ＤＣＨ），原子炉圧力

容器外の溶融燃料－冷却材相互作用（ＦＣＩ），水素燃焼，溶融炉心・コンクリ

ート相互作用（ＭＣＣＩ）の５つを想定しており，これらのモードにおける原子

炉格納容器の破損防止のための対応は，ＬＯＣＡ時注水機能喪失とＤＣＨに集約

されている。なお，ＤＣＨは事象発生のために重大事故等対処設備による原子炉

注水機能についても使用できないものと仮定したシナリオであり，残留熱代替除

去系を用いることで格納容器ベントに至らず事象収束するものである。 

このうち，ＬＯＣＡ時注水機能喪失については上述のとおり想定事故シナリオ

として評価していることから，ここではＤＣＨ発生時の被ばく影響を評価した。 
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１．中央制御室内の環境としての評価結果 

（７日間積算値） 

設置許可基準規則の解釈 第59条 1 b) ②，同③において，運用面での対策で

あるマスクの着用及び運転員の交替について考慮してもよいこととなっている

が，設置許可基準規則 第59条の要求事項である「運転員がとどまるために必要

な設備」の妥当性を評価するうえでは，運用面での対策に期待しない場合におけ

る中央制御室内環境として最も厳しい事象を選定する必要がある。 

そこで，重大事故等対策の有効性評価のうち，ＬＯＣＡ時注水機能喪失とＤＣ

Ｈの両シナリオにおいて，運用面での対策に期待せず，7日間中央制御室内にと

どまった場合の評価を実施した。評価結果を表18-1に示す。（以下，ＬＯＣＡ時

注水機能喪失については「大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）」と記載する。） 

表18-1のとおり，内部被ばくについては大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）が大き

く，外部被ばくについてはＤＣＨが大きく，合計では大ＬＯＣＡ（残留熱代替除

去）が大きい評価結果となった。すなわち，運用面での対策に期待しない場合に

おける中央制御室内環境としては大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）の方が厳しくな

ることを確認した。（本評価結果に関する考察は別紙参照） 

 

 

表 18－1 マスク着用なし，運転員交替なしの場合の評価結果※1※2 

（mSv/7日間） 内部被ばく 外部被ばく 合計 

大ＬＯＣＡ（残留熱代替

除去） 
約 3.7×10２ 約 9.0×10０ 約 380 

ＤＣＨ（残留熱代替除

去） 
約 2.9×10２ 約 1.3×10１ 約 300 

※１ 大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）：冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力

電源喪失（残留熱代替除去系を用いて事象を収束する場合） 

※２ ＤＣＨ（残留熱代替除去）：ＤＣＨ（残留熱代替除去系を用いて事象を収束する） 
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２．入退域を考慮した場合の評価結果 

（７日間積算値（１班あたりの平均）） 

１．のとおり，中央制御室内環境としては大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）の方

が厳しいことを確認したが，中央制御室の運転員は通常４直２交替体制であり，

炉心の著しい損傷が発生した場合においても交替することが想定されるため，交

替の際の入退域時に屋外を通ることによる被ばくを含め，平均的な被ばく線量を

確認した。 

１．同様に，大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）とＤＣＨ（残留熱代替除去）の両

シナリオにおいて，中央制御室内でのマスク着用には期待しないが，運転員の交

替を平均的に考慮して評価する。４直２交替体制において，中央制御室滞在時間

及び入退域回数が最大となる班は 

 

中央制御室滞在時間49時間 

入退域回数８回（１回あたり15分） 

であるため， 

中央制御室内での被ばく線量 

＝中央制御室内での被ばく線量７日間積算値×（49時間/168時間） 

入退域時の被ばく線量 

＝入退域評価点での被ばく線量７日間積算値×（８回×15分/168時間） 

として評価する。ただし，入退域においては審査ガイドに基づきマスク（ＰＦ50）

を着用するものとして評価する。評価結果を表 18-2に示す。 

表18-2のとおり，内部被ばく及び外部被ばくいずれについても大ＬＯＣＡ（残

留熱代替除去）が大きい評価結果となった。すなわち，入退域時の屋外通過影響

を考慮した場合においても，１班あたりの平均的な環境としては大ＬＯＣＡ（残

留熱代替除去）の方が厳しくなることを確認した。 

 

表 18－2 中央制御室内マスク着用なしの場合の評価結果（1班あたりの平均） 

（mSv/7日間） 内部被ばく 外部被ばく 合計 

大ＬＯＣＡ（残留熱代替

除去） 
約 1.1×10２ 約 2.4×10１ 約 130 

ＤＣＨ（残留熱代替除

去） 
約 8.5×10１ 約 1.1×10１ 約 96 
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３．結論 

ＤＣＨ発生時の被ばく影響を評価した結果，１．及び２．のとおり，運用面で

の対策に期待しない場合における中央制御室内環境としても，平均的な運転員交

替を考慮した場合の環境としても，大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）の方が厳しい

ことを確認した。 

このことから，中央制御室の居住性評価に当たって，ＤＣＨ（残留熱代替除去）

ではなく大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）を想定事故シナリオとして選定すること

は妥当であることを確認した。理由は以下のとおり。 

・居住性評価においては運用面での対策も考慮してよいこととなっているが，

運用面での対策は事象進展等に応じて決定するものであり，判断基準

（100mSv/７日間）を満足する範囲においては，同一事象であっても異な

る対策をとることができること 

・「運転員がとどまるために必要な設備」の妥当性評価に用いる事象を選定

するために最も厳しい事象を確認する場合においては，同一事象であって

も変動しうるパラメータは除外して，運転員をとりまく環境としての厳し

さを確認する必要があること 

また，上述の環境としての厳しさを確認した結果においては，ＤＣＨ発生時に， 

４直２交替体制における１班あたりの平均的な運転員の被ばく（マスク着用な

し）において100mSv/７日間を下回ることを確認した。 
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（別紙） 

 

大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）シナリオ及びＤＣＨシナリオの被ばく線量の違い

についての考察 

 

運転員がマスクを着用せずに７日間中央制御室内にとどまった場合，大ＬＯＣ

Ａ（残留熱代替除去）の方が被ばく線量が大きくなる。これは，表 18-1に示すと

おり大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）の内部被ばくの影響が大きいことが原因であ

る。 

大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）の内部被ばくの影響が大きいことは，各シナリ

オの放射性物質の放出開始時刻，非常用ガス処理系の起動時刻及び中央制御室換

気系の起動時刻のタイムチャートによって説明することができ，以下に要因につ

いて示す。（図 18-1参照） 

被ばく評価では，運転員の被ばく低減設備である非常用ガス処理系及び中央制

御室換気系の効果を考慮しており，各設備の効果は非常用ガス処理系が事象発生

の70分後，中央制御室換気系が事象発生の２時間後から期待している※１。これに

対して，大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）及びＤＣＨ（残留熱代替除去）の原子炉

格納容器から原子炉建物への放射性物質の放出開始時刻は，ＭＡＡＰ解析から，

事象発生から約５分後（大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去））及び約１時間後（ＤＣ

Ｈ）となっており，大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）の方が早い。 

非常用ガス処理系の起動時刻と各シナリオの放出開始時刻に着目すると，大Ｌ

ＯＣＡ（残留熱代替除去），ＤＣＨ（残留熱代替除去）いずれのシナリオにおい

ても，非常用ガス処理系起動前に放射性物質の放出が開始しているが，ＤＣＨ（残

留熱代替除去）に比べて，大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）の方が非常用ガス処理

系の効果に期待できない期間が長い。（図18-1 要因①） 

また，中央制御室換気系の起動時刻と各シナリオの放出開始時刻に着目すると，

各シナリオともに中央制御室換気系起動前に放出が開始している点では同じであ

るものの，大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）の方がより早く放出が開始するため，

中央制御室換気系の効果に期待できない時間が長い。（図18-1 要因②） 

以上の要因により，大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）の方が，事象初期における

中央制御室内への空調フィルタを経由しない放射性物質の取り込み量が多く，内

部被ばくが大きくなり，結果として，運転員がマスクを着用せずに７日間中央制

御室内にとどまった場合における合計被ばく線量についても大きい結果となる※2。 

 
※１ 非常用ガス処理系により原子炉建物原子炉棟の負圧を維持していない期間は，原子炉建

物原子炉棟の換気率は無限大[回/日]と設定している。また，中央制御室換気系を運転し

ていない期間は，中央制御室の換気率は0.5[回/h]と仮定し，外気が直接流入するものと

想定している。 

※２ 外部被ばくについては希ガスの影響が支配的であり，空調フィルタを経由したか否かの

影響は小さい。したがって，７日間の被ばく線量の評価においては，希ガスの放出量が大

きいＤＣＨの方が外部被ばくが大きくなる。ただし，内部被ばくと比較し，その影響は小

さいことから，合計被ばく線量は大ＬＯＣＡ（残留熱代替除去）の方が大きい結果となる。 

  



 

 

59-11-142 

 

図 18－1 被ばく評価で想定する空調運用等タイムチャートと各シナリオにおけ

る放射性物質の放出開始時刻 
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19 空気流入率試験結果について 

 

「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手法について（内規）」

（原子力安全・保安院 平成 21 年 8 月 12 日）の別添資料「原子力発電所の中央

制御室の空気流入率測定試験手法」に基づき，島根原子力発電所１号及び２号炉

中央制御室について 2017年 8月に試験を実施した結果，空気流入率は最大で 0.082

回/h（+0.0030(95％信頼限界値)）である。試験結果の詳細を以下に示す。 

 

 

表 19－1 空気流入率試験結果 

項目 内容 

試験日程 2017年 8月 1日～2017 年 8月 2日（１，２号炉停止中） 

試験実施箇所 島根原子力発電所１／２号炉中央制御室 

均一化の程度 系統 トレーサガス濃度測定値の場所によるバラツ

キ：（測定値―平均値）／平均値（％） 

Ａ系 －6.4％～4.5％ 

Ｂ系 －6.4％～4.5％ 

試験手法 全サンプリングによる試験手法 

適用条件 内容 適用 備考 
トレーサガス濃度測定値のバラツキ

が平均値の±10％以内か。 

○  

決定係数R2が0.90以上であること。 ○ 均一化の目安を

満足するが，全

サンプリング点

による試験手順

を適用する 

①中央制御室の空気流入率が，別区

画に比べて小さいこと。 

―  

②特異点の除外が，１時点の全測定

データ個数の 10%未満であること。 

― 特異点の除外は

無い 

③中央制御室以外の空気流入率が大

きい区画に，立入規制等の管理的措

置を各種マニュアル等に明記し，運

転員へ周知すること。 

― 中央制御室エン

ベロープ内を包

含するリーク率

で 評 価 し て い

る。 

試験結果 
系統 

空気流入率 
（＋以下は 95％信頼限界値） 

決定係数Ｒ2 

Ｂ系 0.082 回/h（+0.0030） 0.93 

Ａ系 0.076 回/h（+0.012） 0.93 

特記事項 なし 
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20 フィルタの除去性能について 

中央制御室の居住性評価に係る被ばく評価において，中央制御室換気空調系で

の放射性物質の除去を前提としているため、そのフィルタ性能に期待している。

評価事故シーケンスにおけるフィルタのよう素及び粒子状物質の捕集量を評価し，

フィルタに捕集できる容量が確保されていることを確認している。以下に，評価

方法及び評価結果を示す。 

 

1. フィルタへの捕集量の評価条件 

フィルタに捕集されるよう素及び粒子状物質の重量評価の条件を以下のとお

り設定する。 

① よう素重量の評価において，安定核種として I-127及び I-129を考慮する。 

② 表 20-1に示す炉内蓄積量を評価に用いる。 

③ チャコールフィルタの捕集量評価においては，よう素の化学組成を有機よう

素 4％，無機よう素 96％とする。 

④ 高性能粒子フィルタの捕集量評価においては，よう素の全量が粒子状よう素

として設定する。 

⑤ 中央制御室換気系のフィルタユニット（チャコールフィルタ及び高性能粒子

フィルタ）における捕集量評価については，大気放出量評価における格納容

器フィルタベント系の除染係数は考慮しない。また，フィルタの除去効率は

100％として評価する。（図 20-1～図 20-3参照） 

⑥ 評価期間中の中央制御室への外気の流入量は，加圧運転時で約１回／ｈ，系

統隔離運転時のインリーク率が 0.5 回/ｈであるが，中央制御室内へのよう

素及び粒子状物質の取り込み量を大きく評価するため，被ばく評価において

系統隔離運転を行うものとして想定している期間についても，加圧運転を継

続しているものとして重量評価を行う。 
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表 20-1 炉内蓄積量（安定各種含む） 

 

核種グループ 炉内蓄積量（kg） 

よう素類 

（よう素） 

約 1.8×101 

約 6.9×10-1 

Cs類 約 1.1×102 

Sb類 約 2.4×10-2 

Te類 約 4.3×10-1 

Sr類 約 5.0×101 

Ba類 約 1.6×100 

Ru類 約 1.4×101 

Ce類 約 5.9×102 

La類 約 2.1×101 

合計 約 8.0×102 
 

２．フィルタへの捕集量の評価結果 

フィルタの捕集量評価結果は表 20-2のとおりであり，フィルタの保持容量を十

分に下回る。 

 

 

表 20-2 中央制御室換気系フィルタユニットの捕集量 

 

フィルタ種類 保持容量(g) 捕集量(g) 

チャコールフィルタ 約 2.6×10３ 約 1.7×10－１ 

高効率粒子フィルタ 約 1.3×10４ 約 3.2×10－３ 
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図 20-1 中央制御室換気系フィルタへの有機よう素捕集過程 
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図 20-2 中央制御室換気系フィルタへの無機よう素の捕集過程 
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図 20-3 中央制御室換気系への粒子状物質の捕集過程 

 



 

 

59-11-149 

21 原子炉格納容器漏えい率の設定について 

 

中央制御室の居住性に係わる被ばく評価及び有効性評価の環境へのＣｓ-137 

漏えい評価において，原子炉格納容器からの放射性物質等の漏えいは，ＭＡＡＰ

内で模擬した漏えい孔の等価漏えい面積及び原子炉格納容器の圧力に応じて漏え

い流量を評価している。 

模擬する漏えい孔の等価漏えい面積は以下に示す格納容器圧力が最高使用圧力

以下の場合と最高使用圧力を超過した後の場合の２種類を設定する。 

 

１．格納容器圧力が最高使用圧力以下の場合 

格納容器圧力が最高使用圧力以下の場合，設計漏えい率（0.9Pd で 0.5%/日）

をもとに算出した等価漏えい面積（ドライウェル及びウェットウェルの総面積は

約 3.2×10-6m2）を設定し，ＭＡＡＰ内で圧力に応じた漏えい量を評価している。 

 

２．格納容器圧力が最高使用圧力を超過した場合 

格納容器圧力が最高使用圧力を超過した場合，853kPa[gage]で 1.3%/日となる

等価漏えい面積（ドライウェル及びウェットウェルの総面積は約 8.5×10-6m2）を

設定し，１．と同様にＭＡＡＰ内で圧力に応じた漏えい量を評価している。 

 

853kPa[gage]での 1.3％/日の設定は以下のＡＥＣの評価式及びＧＥの評価式

によって評価した漏えい率の結果を包絡する値として設定した。 
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※1 United States Atomic Energy Commission report "reactor containment 

leakage testing and surveillance report USAEC technical safety guide Dec. 

1996" 

 

※2 事故時の気体定数は水素ガス(2.016)：窒素ガス(28.01)：水蒸気(18.02)のガ

ス組成 34％：33％：33％より計算している。ＡＥＣの評価式は事故時の気体

定数に依存し，水素ガス等のように気体定数が大きい気体の割合が大きい場

合に漏えい率が高くなるため，燃料有効部被覆管が全てジルコニウム－水反

応した場合の水素ガス発生量(約 1,000kg)を考慮して保守的に設定している。 

 

 

 

３．無機よう素及び有機よう素の格納容器漏えい率 

(1) 無機よう素 

他の核種と同様に格納容器圧力に応じて漏えい率が変動すると考えるが，Ｍ

ＡＡＰ解析において無機よう素を模擬していないため，ＭＡＡＰ解析結果によ

る格納容器圧力を基に漏えい率を設定する。 

漏えい率の設定に当たっては，図 21-1 のとおりＭＡＡＰ解析結果による格

納容器圧力を包絡した格納容器圧力を設定し，その格納容器圧力に対する漏え

い率を設定している。 

このように設定した漏えい率は，0.9Pd以下で 0.5％／日，0.9Pd 超過で 1.3％

／日を一律に与え，0.9Pd超過以降は 1.3%／日を維持するものであり，ＭＡＡ

Ｐ解析における漏えい率を包絡した保守的な設定であると考える。 
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図 21-1 格納容器圧力と無機よう素漏えい率の時間変化 

 

 

(2) 有機よう素 

有機よう素についても，無機よう素と同様の漏えい率の設定が可能であるが，

有機よう素がガス状として振る舞うこと及び原子炉格納容器内での除去効果

を受けない点で希ガスに類似していることから，ＭＡＡＰ解析における希ガス

と同じ挙動を示すものとし，1.及び 2.に基づき漏えい率を設定する。 
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22 実効放出継続時間の設定について 

 

大気拡散評価に用いる実効放出継続時間は，「発電用原子炉施設の安全解析に

関する気象指針」※１に従い，事故期間中の放射性物質の全放出量を 1 時間当た

りの最大放出量で除した値として計算する。実効放出継続時間は，大気拡散評価

で放出継続時間中の相対濃度を求めるために設定するものであり，被ばく評価に

おいては，評価対象期間の放出率に相対濃度を乗じることにより大気拡散を考慮

した放射性物質の地表空気中濃度の評価を行う。 

実効放出継続時間は放出経路ごとに設定しており，原子炉建物（地上０ｍ），

非常用ガス処理系排気管（地上 110ｍ）及び格納容器フィルタベント系排気管（地

上 50m）のそれぞれの放出経路について実効放出継続時間を計算した結果を表 22

－1に示す。 

原子炉建物からの放出の実効放出継続時間は 1時間程度，格納容器フィルタベ

ント系からの実効放出継続時間は 1時間程度であり，非常用ガス処理系排気管か

らの放出の実効放出継続時間は 34時間～36時間程度となっている。 

大気拡散評価に用いる風速，風向などの気象データは，時間ごとのデータとし

て整理されており，実効放出継続時間として設定できる最小単位は 1時間である。 

また，実効放出継続時間を 2時間以上で設定した場合，その期間に同一風向の

風が吹き続けることを想定し，その期間の相対濃度の平均を単位時間当たりの相

対濃度としている。なお，平均する期間に評価対象と異なる風向が含まれる場合

は，当該時間の相対濃度を 0として平均を計算する。このため，実効放出継続時

間が長くなるほど平均される期間が長くなり相対濃度は小さい傾向となる。 

このことから，中央制御室の居住性に係る被ばく評価では，保守的に被ばく評

価上の影響が大きい原子炉建物及び格納容器フィルタベント系排気管からの放

出における実効放出継続時間である 1時間を適用し大気拡散評価を行った。 

 

※１（気象指針解説抜粋） 

（3）実効放出継続時間（Ｔ）は，想定事故の種類によって放出率に変化があ

るので，放出モードを考慮して適切に定めなければならないが，事故期間中の放

射性物質の全放出量を 1 時間当たりの最大放出量で除した値を用いることもひ

とつの方法である。 

表 22－1 実効放出継続時間の計算結果 

 ① 

放出量(Bq) 

② 

最大放出率(Bq/h) 

実効放出継続時間(h) 

（①÷②） 

原子炉 

建物 

排気筒 フィルタ

ベント 

原子炉 

建物 

排気筒 フィルタ

ベント 

原子炉 

建物 

排気筒 フィルタ

ベント 

希ガス 1.3×1015 2.2×1016 5.1×1018 1.0×1015 6.3×1014 3.6×1018 約 1.3 約 34.3 約 1.4 

希ガス以外 2.8×1014 1.6×1015 4.2×1015 2.3×1014 4.5×1013 3.1×1015 約 1.2 約 36.1 約 1.4 
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23 待避時間の設定根拠について 

 

中央制御室では，フィルタベント実施時における放射性物質による運転員の

被ばく低減のために中央制御室待避室に待避することとしており，中央制御室

の居住性評価においては待避時間を 10時間としている。 

待避時間の設定については，運転員の実効線量が 100mSv/7 日間を超えない

よう，余裕を考慮し，設備，運用等を整備している。また，継続的に作業可能

な線量率として数 mSv/hとなるよう，中央制御室の居住性評価においては，待

避室外の空間線量率が数 mSv/h以下になるまでは，待避室に待避することを想

定して評価している。 

 

 

 

図 23-1 待避室内外の空間線量率 

 

なお，実際には被ばく低減の観点から，さらに空間線量率が低減した段階で

待避室から退出できるよう，加圧用空気ボンベの本数は 10 時間以上加圧がで

きる本数を設置することとしている。 
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24 プルーム通過中の中央制御室換気系の運転モードについて 

 

島根２号炉では，炉心の著しい損傷発生後の中央制御室運転員の被ばくを低減

するため，中央制御室換気系による中央制御室の正圧化を行う事としているが，

格納容器ベント後の待避室に待避している期間の中央制御室換気系の運転モード

について検討を行い，同期間においては，中央制御室バウンダリを外気から隔離

する系統隔離運転（以下，「再循環運転」という）を実施する運用とした。以下に，

検討の経緯を示す。 

 

１．プルーム通過中の中央制御室換気系の運転モードの変更について 

令和２年６月３０日第８７０回審査会合以前においては，格納容器ベントに係

るプルーム通過中の中央制御室換気系の運転モードについて，加圧運転を継続す

る方針としていたが，当該会合における指摘事項を踏まえて再検討を行い，当該

期間については再循環運転を行うように運用変更する。 

 

２．方針の変更前の検討内容 

方針の変更前の検討内容は以下のとおり。 

2.1 プルーム通過中の中央制御室換気系の運転モードに関するケーススタディ 

格納容器ベントに伴うプルーム通過中の中央制御室換気系の運転モードにつ

いて，加圧運転から再循環運転への切替※を想定して空気流入率をパラメータに

ケーススタディを行い，加圧運転を継続するケースと比較した結果，表 24-1に

示すとおり，プルーム通過中に再循環運転とした場合，現実的な換気率の範囲に

おいては，加圧運転を継続するケースより線量が増加する結果となった。 

また，参考として加圧運転を継続する場合と同程度の線量となるときの空気流

入率について評価した結果，0.06回/h であり，空気流入率試験結果（約 0.1回

/h）を下回る結果となった。 

※ 切替操作を考慮し，ベント開始 15 分前に切替を実施するものとして評価 

 

表 24-1 各ケースにおけるベント時滞在班の被ばく線量 

（室内に外気から取り込まれた放射性物質による被ばく） 
 プルーム通過中の

ＭＣＲ運転モード 

換気率 

（回/ｈ） 

ベント時滞在班 

取込み被ばく線量(mSv) 

加圧運転継続ケ

ース 
加圧運転 約１

※２

 
約 22 

(うち外部被ばく 約 21) 

ケース１ 再循環運転※１ 0.5
※３

 
約 26 

（うち外部被ばく 約 25） 

ケース２ 再循環運転※１ 0.1
※４

 
約 29 

（うち外部被ばく 約 28） 

ケース３ 再循環運転※１ 0.06
※５

 
約 22 

（うち外部被ばく 約 21） 

※１ ベント開始 15分前からベント開始８時間後までの期間，再循環運転を実施するものとして評価。

その他の期間は加圧運転継続ケースと同様 

※２ 加圧運転における外気取込及び空気流出量（17,500m3/h）と中央制御室バウンダリ容積（17,150m3）

から設定 

※３ ＤＢＡ時の評価において空気流入率試験結果を踏まえ保守的に設定している空気流入率（ＳＡ時

の評価において換気空調系が起動するまでの期間の空気流入率としても使用） 

※４ 再循環運転時の空気流入率試験結果（約 0.082 回/h）より仮定した空気流入率 

※５ 加圧運転継続ケースと同程度の結果となる空気流入率をパラメータスタディにより設定 
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2.2 プルーム通過時における中央制御室内の空間線量率 

格納容器ベントに伴うプルーム通過時において，加圧運転を継続した場合と，

再循環運転に切替えた場合における，中央制御室内（待避室外）の空間線量率に

ついて図 24-1に示す。再循環運転時の空気流入率は表 24-1で示した 0.5回/h，

0.1回/h及び 0.06 回/hについてそれぞれ示す。 

図 24-1のとおり，加圧運転を継続（換気率=約 1.0）した場合の空間線量率のピ

ークと比較して，再循環運転を行った場合の線量率のピークは，換気率が小さい

ほどピークも低くなる。一方，各線量率の経時変化について傾きのパラメータと

して，指数関数（EXP(-λt)）の指数λを比較すると，加圧運転を継続（換気率=

約 1.0）した場合と比べて，空気流入率が小さいほど，減衰を示すパラメータλの

値が小さくなる（線量率の低下が鈍くなる）ことが分かった。 

これは，屋外のベントガス中の放射性物質の濃度が，ベント直後をピークに急

激に下がるためであり，ベント後，制御室内の線量率は外気の取り込み（又は外

気流入）の割合に応じて上昇し，おおむね１～２時間でピークを迎えた後は，外

気の方が放射性物質濃度が低くなるため，より換気率の大きなケースにおいて制

御室内の線量率の低下速度が速くなっていると考えられる。 

 

  
図 24-1 中央制御室内の空間線量率の推移 
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2.3 運転員の受ける線量率 

プルーム通過中に加圧運転を継続する場合と，中央制御室待避室に待避してい

る期間に再循環運転に切替を行う場合（ケース２）における制御室内に取込まれ

た希ガス等によって中央制御室運転員が受ける線量率について，図 24-2 に示す。

なお，ケース２では，空気流入率試験の結果(0.082回/h)を踏まえて設定した実力

値に近い値として空気流入率 0.1回/hを設定している。 

図中青く塗った領域については，加圧運転を継続する場合に比べて，再循環運

転に切り替えることによって，線量率が下がる期間を，赤く塗った領域は，逆に

線量率が増加する期間を示している。 

ケース２では，加圧運転を継続する場合と比べて，ベント直後の希ガス等の取

り込みが少なくなることで，線量率のピークは低くなるものの，取り込まれた希

ガス等の換気が十分に行われず，待避室からの退出後の中央制御室内の線量率が

高止まりすることにより，取り込みの抑制による被ばくの低減分を換気不足によ

る増加分が上回る結果となった。 

   

 
  

 

 

図 24-2 中央制御室内の空間線量率の推移 
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2.4 検討結果 

プルーム通過中の中央制御室換気系の運転モードについて，空気流入率をパラ

メータにケーススタディを行った。その結果，空気流入率試験により確認した実

態に近い空気流入率である 0.1回/hを仮定した場合においても，実効線量は加圧

運転を継続した場合に比べて増加した。 

再循環運転において実効線量が増加する理由としては，再循環運転を行った場

合の，希ガス等の取り込みが少なくなることによる低減分を，希ガスの排出が少

なくなることによる増加分が上回ることによる。 

  



３．現実に近い条件の下での評価 

2.1～2.4 において検討を行った被ばく評価では，中央制御室内への放射性物質

の取り込みに関して一部に非常に保守的な条件を設定していることから，中央制

御室換気系運転モードの再循環運転と加圧運転について表 24-2に示す現実に近い

条件の下での評価を行い，再循環運転と加圧運転の評価結果の差について比較検

討を行った。 

表 24-2中央制御室居住性評価 主要解析条件 

中央制御室換

気系運転モー

ド 

ＳＧＴ起動ま

での原子炉建

物原子炉棟換

気率 

ＳＧＴフィル

タ除去性能

放出点と外気取入口 

の位置関係 

インリーク

評価地点

ＤＢ評価 

（第 26条） 
再循環運転 － ９９％ 

・ＳＧＴ排気管放出端(地上

110m)と外気取入口(地上

15m)を同じ高さ（地上 110m）

に設定

中央制御室

換気系外気

気取入口 

ＳＡ評価 

（第 59条） 
加圧運転 

無限大 

（全て外気放

出） 

考慮しない 

・ＳＧＴ排気管放出端(地上

110m)と外気取入口(地上

15m)を同じ高さ（地上 110m）

に設定

・ＦＶ排気管放出端(地上 50m)

と外気取入口(地上 15m)を

同じ高さ（地上 50m）に設

定 

中央制御室

換気系外気

気取入口 

（系統起動

前） 

現実に近い 

条件の評価 

加圧運転 

再循環運転 

１回/d 

（SGT起動時 

の設定と同じ） 

９９％ 

・ＳＧＴ排気管放出端(地上

110m)と外気取入口（地上

15m）をそれぞれの高さに設

定

・ＦＶ排気管放出端(地上 50m)

と外気取入口（地上 15m）

をそれぞれの高さに設定 

バウンダリ

境界のうち

放出点から

最遠方（※） 

（※）建物内の中央制御室等へインリークする放射性物質の濃度は，外気の放射性物質濃度と比較してある程

度低減されると考えられることから，現実に近い条件の評価の一例として，放出点から最遠方とした条件

を設定。（放出点と評価点の位置関係については図 24-3参照） 
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図 24-3 評価地点を放出源から再遠方地点とした場合の位置関係 
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3.1 格納容器フィルタベント系（ＦＣＶＳ）を使用して事象を収束する場合 

希ガスの大規模な放出を伴う場合の中央制御室換気系運転モードの影響を確

認するため，格納容器フィルタベント系を使用して事象を収束するケースを対象

に，ＳＡ評価と現実に近い条件の評価において，加圧運転を継続する場合と中央

制御室待避室に待避中に再循環運転に切替えた場合の中央制御室内に取込まれ

た放射性物質による被ばく評価を行った。評価における中央制御室換気系の運転

モードを図 24-4 に各運転モードで中央制御室での被ばくが最大となる班員の評

価結果を図 24-5に示す。

 

図 24-5 のとおり，ＳＡ評価では，再循環運転に切り替える方が被ばくが多く

なるが，現実に近い条件の評価の結果，再循環運転に切り替える方が被ばくが減

少した。これは，加圧運転継続では希ガス濃度が比較的高い外気取込口から外気

を取り込むため被ばくの減少が限定的であったのに対し，再循環運転では希ガス

濃度が比較的低いバウンダリ境界のうち放出点から最遠方地点からのインリー

クを考慮したことにより被ばくが大きく減少したことによる。

図 24-5 中央制御室内に取込まれた放射性物質による被ばく（ＦＣＶＳを使用

して事象を収束） 

放出トレンド（希ガス） 被ばく評価結果

大ＬＯＣＡ＋
ＳＢＯ＋

ＥＣＣＳ機能喪失
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図 24-4 中央制御室換気系運転モード（ＦＣＶＳで収束） 
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3.2 残留熱代替除去系（ＲＨＡＲ）を使用して事象を収束する場合 

希ガスの大規模な放出が発生しない場合の運転モードの影響を確認するため，

残留熱代替除去系を使用して事象を収束するケースを対象に，ＳＡ評価と現実に

近い条件の評価において，加圧運転と再循環運転を行った場合の中央制御室内に

取込まれた放射性物質による被ばく評価を行った。評価における中央制御室換気

系の運転モードを図 24-6に，中央制御室での被ばくが最大となる班員（※）の評価

結果を図 24-7に示す。 
（※）ＳＡ評価の再循環運転時には，ＳＧＴからの放出率が高い期間が継続する約 72時間

から滞在する班の被ばくが多くなるが，現実に近い条件の評価ではＳＧＴ及び制御室換気

系が起動前の事故直後に滞在する班の被ばくが多くなる。 

 

図 24-6 中央制御室換気系運転モード（ＲＨＡＲで収束） 

図 24-7 のとおり，ＳＡ評価では，再循環運転の方が被ばくが多くなるが，現

実に近い条件の評価の結果，加圧運転，再循環運転ともに 0.1mSv 以下となり，

大きな差はなかった。これは，現実に近い条件の評価では，ＳＧＴ起動前の原子

炉建物原子炉棟換気率，ＳＧＴ起動後のフィルタ除去性能及び排気管高さを考慮

したことにより，加圧運転の外気取入口及び再循環運転のインリーク評価地点の

放射性物質濃度がともに大きく低下したことによる。 

図 24-7 中央制御室内に取込まれた放射性物質による被ばく（ＲＨＡＲを使用

して事象を収束） 
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3.3 中央制御室換気系運転モードの選択の考え方 

格納容器フィルタベント系及び残留熱代替除去系使用時の評価結果を踏まえ，

炉心損傷後は加圧運転を行うこととするが，フィルタベントを実施する場合には，

加圧運転から再循環運転に切り替え，待避室を退出した後再び加圧運転を行うこ

とに運転手順を変更する。中央制御室換気系運転モードの選択の考え方は以下の

とおり。 

 現実に近い条件の評価の結果，加圧運転と再循環運転の差は小さくなると

ともに，フィルタベント実施時には再循環運転が加圧運転の結果を下回っ

ていることから，フィルタベント実施時に再循環運転に切替え，外気の取

り込みを極力抑える。 

 待避室を退出後，再循環運転中に中央制御室バウンダリ内にインリークし

た放射性物質を早急に換気するため，加圧運転に再度切替える。 

 

また，図 24-8 のとおり，加圧運転を継続する場合，待避室を退出した時点で

の線量率は約 0.4mSv/h であるが，再循環運転に切替える場合，８時間後に待避

室を退出した時点での線量率は約５mSv/h となるため，待避室の待避時間を８時

間から 10時間に延長する。この結果，退出した時点での線量率は約２mSv/hに低

減することから，運転員の被ばくは加圧運転を継続する場合と比較して約 0.4mSv

減少する。 

なお，待避室の待避時間を８時間から 10 時間に変更するが，緊急時対策所で

の待避時間はもともと 10 時間であり，延長する期間には屋外作業を計画してい

ないことから，影響はない。 

 

 

 

 
図 24-8 フィルタベント実施時の中央制御室内及び待避室内の線量率推移（対数

グラフ及び線形グラフ）  

図中青（再循環運転切替に

より被ばく減少）と赤（再

循環運転切替により被ばく

増加）の面積のトータルで

は約 0.4mSv の減少とな

る。 



3.4 ７日間の被ばく評価結果（全被ばく経路合計） 

フィルタベント実施時に再循環運転とし，待避室の滞在時間を 10時間とした場

合の７日間の被ばく評価結果（全被ばく経路合計）は表 24-3に示すとおりであり，

評価基準 100mSvを満足している。 

比較のため，加圧運転継続時の評価結果を表 23-4に示す。 

表 24-3 各勤務サイクルでの被ばく線量 

ベント実施時再循環運転（待避室滞在時間 10時間） 

(単位：mSv)

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 合計 

A班 
1直 1直 2直 2直 

約 35 
約 12 約９ 約８ 約６ 

B班 
2直 2直 1直 

約 51 
約 34 約 10 約７ 

C班 
2直 1直 1直 

約 22 
約８ 約７ 約６ 

D班 
1直 1直 2直 2直 

約 32 
約 13 約９ 約５ 約４ 

表 24-4 各勤務サイクルでの被ばく線量 

ベント実施時 加圧運転（待避室滞在時間８時間） 

(単位：mSv)

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 合計 

A班 
1直 1直 2直 2直 

約 35 
約 12 約９ 約８ 約６ 

B班 
2直 2直 1直 

約 52 
約 34 約 10 約７ 

C班 
2直 1直 1直 

約 22 
約８ 約７ 約６ 

D班 
1直 1直 2直 2直 

約 30 
約 11 約９ 約５ 約４ 
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（参考１） 

中央制御室バウンダリと換気設備 

島根２号炉の場合，中央制御室エンベロープ内に送風機やフィルタ等の中央制

御室換気系設備を設置しているため，中央制御室エンベロープとそれ以外の換気

設備による換気・空調される部屋との境界部分が中央制御室バウンダリとなる（バ

ウンダリ概要図参照）。

中央制御室バウンダリは，主にコンクリート壁・床と，ダクトや扉から構成さ

れており，貫通部としては配管やケーブルがあるが，これらについては定期的な

点検を行うとともに，中央制御室空気流入率試験を実施することで，中央制御室

換気系とあいまって要求される機能が維持されていることを確認する。 

図１ 中央制御室バウンダリ概要図 

T/BRw/B，R/B

C/B
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（参考２） 

中央制御室内放射能濃度評価の方法 

中央制御室内放射能濃度の評価モデルは図１のとおり。 

図１ 中央制御室内放射能濃度評価モデル 

中央制御室内の放射能濃度は，次式により評価する。 

ここで， 

𝑚1𝑘(𝑡)：時刻 tにおける核種 kの中央制御室内の放射能濃度[𝐵𝑞 𝑚3⁄ ]

𝑀1𝑘(𝑡)：時刻 tにおける核種 kの中央制御室内の放射能量[𝐵𝑞] 

𝑉1：中央制御室バウンダリ内容積[𝑚3]

λk：核種 kの崩壊定数[1 𝑠⁄ ] 

𝐺1：中央制御室換気系外気取込み風量[𝑚3 𝑠⁄ ]

𝐺𝐹：再循環フィルタを通る流量[𝑚3 𝑠⁄ ]

中央制御室換気系 

バウンダリ内容積 

（Ｖ1） 

ﾌｨﾙﾀ効率

（Ek）

空気流入量（α） 

空気流出量（α） 

外気取込風量（G1） 

再循環フィルタ流量（GF） 

再
循
環

排気量（G1） 

m1k (t) =
M1k (t)

V1

dM1k (𝑡)

dt
= −λk ∙ M1k (t) − (𝐺1 + 𝛼 + 𝐺𝐹 ∙

𝐸𝑘

100
) ∙

M1k (t)

V1
∙ + (1 −

Ek

100
) ∙ G1 ∙ Sk(t) + α ∙ Sk(t)

Sk(t) = (χ Q⁄ ) ∙ qk(t)
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𝐸𝑘：中央制御室換気系フィルタユニットの除去効率[%] 

𝑆𝑘(𝑡)：時刻 tにおける核種 kの放射能濃度[𝐵𝑞 𝑚3⁄ ]

α：中央制御室バウンダリへの空気流入量[𝑚3 𝑠⁄ ] 

(＝空気流入率×中央制御室バウンダリ内容積) 

χ Q⁄ ：相対濃度[𝑠 𝑚3⁄ ] 

𝑞𝑘(t)：時刻 tにおける核種 kの放出率[𝐵𝑞 𝑠⁄ ] 
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（参考３） 

中央制御室待避室待避中における中央制御室換気系運転モード切替 

に関する検討 

フィルタベント実施時に加圧運転から再循環運転に切り替えるとともに，待避

時間を８時間から 10時間に変更する。これにより，SA評価及び現実的な条件での

評価のいずれにおいても，合理的に被ばくを低減することができると考える。 

また，フィルタベント実施時に加圧運転から再循環運転に切り替え，外気中の

放射性物質濃度が低下するタイミングでの待避室からの遠隔操作やタイマーによ

り加圧運転へ再度切り替える運用について検討した結果，表１のとおり現実的で

ないと判断した。 

表１ 運転モード切替に関する検討内容 

実施内容 必要な設備対応 検討結果 

待避室か

らの遠隔

操作 

待避室内に中央制御

室外気取入調節弁操

作盤を設置し，遠隔

で全閉及び調整開操

作を可能とする 

①既設制御盤の改造

（操作権の切替スイッチ設

置） 

②ケーブル／電線管敷設

③待避室内への制御盤の設

置

・待避室は，運転員の待機及びパ

ラメータ監視を行う事を前提と

しており，制御盤の設置はスペ

ースが限られており困難。

・設備対策による被ばく低減効果

は，ＳＡ評価において数 mSv，現

実的な条件においてはさらに小

さくなることから，効果は限定

的。

タイマー

による切

り替え

タイマー設定後，予

め設定した時間経過

後に，中央制御室外

気取入調節弁を予め

設定した開度へ自動

で調整開とする

①既設制御盤の改造

（タイマー設置）

②電動弁駆動部の改造

（中間開度への調整開を

可能とするための改造）

・事象の不確定性により，タイマ

ーの設定が困難。

・設備対策による被ばく低減効果

は，ＳＡ評価において数 mSv，現

実的な条件においてはさらに小

さくなることから，効果は限定

的。
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囲

 

①
居

住
性
に

係
る

被
ば

く
評

価
に

あ
た

っ
て

は
最

適
評

価
手
法

を
適
用

し
、
「

4
.2
 居

住
性

に
係
る
被

ば
く
評

価
の

共
通

解
析

条
件

」
を

適
用

す
る
。

た
だ
し

、
保
守

的
な
仮

定
及
び

条
件
の
適

用
を
否

定
す

る
も

の
で

は
な

い
。

②
実

験
等
を

基
に

検
証

さ
れ

、
適

用
範

囲
が

適
切

な
モ

デ
ル
を

用
い
る

。

③
不

確
か
さ

が
大

き
い

モ
デ

ル
を

使
用

す
る

場
合

や
検

証
さ
れ

た
モ
デ

ル
の
適

用
範
囲

を

超
え
る
場

合
に
は

、
感

度
解

析
結

果
等

を
基

に
そ

の
影
響

を
適
切

に
考
慮

す
る
。

（
１
）
被

ば
く
経

路

原
子
炉
制

御
室
／

緊
急

時
制

御
室

／
緊

急
時

対
策

所
の
居

住
性
に

係
る
被

ば
く
評

価
で
は

、

次
の
被
ば

く
経
路

に
よ

る
被

ば
く

線
量

を
評

価
す

る
。
図

1 
に
、
原
子
炉

制
御
室

の
居
住

性

に
係
る
被

ば
く
経

路
を

、
図

2
 に

、
緊

急
時

制
御

室
又
は

緊
急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る

被
ば
く
経

路
を
そ

れ
ぞ

れ
示

す
。

た
だ
し
、

合
理
的

な
理

由
が

あ
る

場
合

は
、

こ
の

経
路
に

よ
ら
な

い
こ
と

が
で
き

る
。

①
原

子
炉
建

屋
内

の
放

射
性

物
質

か
ら

の
ガ

ン
マ

線
に

よ
る
原

子
炉
制

御
室
／

緊
急
時

制

御
室
／
緊

急
時
対

策
所

内
で

の
被

ば
く

原
子
炉

建
屋
（
二

次
格

納
施

設
（

B
WR
 型

原
子

炉
施

設
）

又
は
原

子
炉
格

納
容
器

及
び
ア

ニ

ュ
ラ
ス
部

（
P
W
R 

型
原

子
炉

施
設

）
）

内
の

放
射

性
物
質

か
ら
放

射
さ
れ

る
ガ
ン

マ
線
に

よ

る
原
子
炉

制
御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所
内

で
の
被

ば
く
線

量
を
、

次
の
二

つ

の
経
路
を

対
象
に

計
算

す
る

。
 

一
 原

子
炉
建

屋
内

の
放

射
性

物
質

か
ら

の
ス

カ
イ

シ
ャ

イ
ン
ガ

ン
マ
線

に
よ
る

外
部
被

ば
く

 

二
 原

子
炉
建

屋
内

の
放

射
性

物
質

か
ら

の
直

接
ガ

ン
マ

線
に
よ

る
外
部

被
ば
く

 

②
大

気
中
へ

放
出

さ
れ

た
放

射
性

物
質

に
よ

る
原

子
炉

制
御
室

／
緊
急

時
制
御

室
／
緊

急

時
対
策
所

内
で
の

被
ば

く

大
気
中
へ

放
出
さ

れ
た

放
射

性
物

質
か

ら
放

射
さ

れ
る
ガ

ン
マ
線

に
よ
る

外
部
被

ば
く
線

量

を
、
次
の

二
つ
の

経
路

を
対

象
に

計
算

す
る

。
 

一
 放

射
性
雲

中
の

放
射

性
物

質
か

ら
の

ガ
ン

マ
線

に
よ

る
外
部

被
ば
く
（

ク
ラ
ウ

ド
シ
ャ

イ
ン
）

４
．
１
→

審
査
ガ

イ
ド
ど

お
り

 

最
適

評
価

手
法

を
適

用
し

，
「

4
.
2
 
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

の
共

通
解

析
条

件
」

に

基
づ
い
て

評
価
し

て
い
る

。
 

実
験

等
に

基
づ
い

て
検

証
さ

れ
た

コ
ー

ド
や

こ
れ

ま
で

の
許

認
可

で
使

用
し

た
モ

デ
ル

に

基
づ
い
て

評
価
し

て
い
る

。
 

４
．
１
（

１
）
→

審
査
ガ

イ
ド

ど
お

り
 

中
央

制
御

室
の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

経
路

は
図

１
の

と
お

り
，

①
～

⑧
の

経
路

に
対

し

て
評
価
し

て
い
る

。
 

４
．
１
（

１
）
①

→
審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

原
子

炉
建

物
内
等

の
放

射
性

物
質

か
ら

の
ス

カ
イ

シ
ャ

イ
ン

ガ
ン

マ
線

に
よ

る
中

央
制

御

室
内
で
の

外
部
被

ば
く
線

量
を

評
価

し
て

い
る

。
 

原
子

炉
建

物
内
等

の
放

射
性

物
質

か
ら

の
直

接
ガ

ン
マ

線
に

よ
る

中
央

制
御

室
内

で
の

外

部
被
ば
く

線
量
を

評
価
し

て
い

る
。

 

４
．
１
（

１
）
②

→
審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

大
気

中
へ

放
出
さ

れ
た

放
射

性
物

質
か

ら
の

ガ
ン

マ
線

に
よ

る
中

央
制

御
室

内
で

の
外

部
被

ば
く

（
ク

ラ
ウ
ド

シ
ャ

イ
ン

）
は

，
放

射
性

物
質

の
放

出
量

，
大

気
拡

散
の

効
果

及
び

建
物

59-11-169



実
用
発
電

用
原
子

炉
に

係
る

重
大

事
故

時
の

制
御

室
及
び

緊
急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る
 

被
ば

く
評

価
に

関
す

る
審

査
ガ
イ

ド
 

中
央
制
御

室
の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

の
審

査
ガ

イ
ド

へ
の

適
合

状
況
 

二
 地

表
面
に

沈
着

し
た

放
射

性
物

質
か

ら
の

ガ
ン

マ
線

に
よ
る

外
部
被

ば
く
（
グ

ラ
ン
ド

シ
ャ
イ
ン

）

③
外

気
か
ら

取
り

込
ま

れ
た

放
射

性
物

質
に

よ
る

原
子

炉
制
御

室
／
緊

急
時
制

御
室
／

緊

急
時
対
策

所
内
で

の
被

ば
く

原
子
炉
制

御
室
／

緊
急

時
制

御
室

／
緊

急
時

対
策

所
内
に

取
り
込

ま
れ
た

放
射
性

物
質
に

よ

る
被
ば
く

線
量
を

、
次

の
二

つ
の

被
ば

く
経

路
を

対
象
に

し
て
計

算
す
る

。
 

な
お
、
原

子
炉
制

御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対
策

所
内
に

取
り
込

ま
れ
た

放
射
性

物
質
は
、

室
内
に

沈
着

せ
ず

に
浮

遊
し

て
い

る
も

の
と
仮

定
し
て

評
価
す

る
。

 

一
 原

子
炉
制

御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所

内
へ
外

気
か
ら

取
り
込

ま
れ
た

放
射
性
物

質
の

吸
入

摂
取

に
よ

る
内

部
被

ば
く

 

二
 原

子
炉
制

御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所

内
へ
外

気
か
ら

取
り
込

ま
れ
た

放
射
性
物

質
か

ら
の

ガ
ン

マ
線

に
よ

る
外

部
被
ば

く
 

④
原

子
炉
建

屋
内

の
放

射
性

物
質

か
ら

の
ガ

ン
マ

線
に

よ
る
入

退
域
で

の
被
ば

く

原
子
炉
建

屋
内
の

放
射

性
物

質
か

ら
放

射
さ

れ
る

ガ
ン
マ

線
に
よ

る
入
退

域
で
の

被
ば
く

線

量
を
、
次

の
二
つ

の
経

路
を

対
象

に
計

算
す

る
。

一
 原

子
炉
建

屋
内

の
放

射
性

物
質

か
ら

の
ス

カ
イ

シ
ャ

イ
ン
ガ

ン
マ
線

に
よ
る

外
部
被

ば
く

 

二
 原

子
炉
建

屋
内

の
放

射
性

物
質

か
ら

の
直

接
ガ

ン
マ

線
に
よ

る
外
部

被
ば
く

 

⑤
大

気
中
へ

放
出

さ
れ

た
放

射
性

物
質

に
よ

る
入

退
域

で
の
被

ば
く

大
気
中
へ

放
出
さ

れ
た

放
射

性
物

質
に

よ
る

被
ば

く
線
量

を
、
次

の
三
つ

の
経
路

を
対
象

に
計
算
す

る
。

 

一
 放

射
性
雲

中
の

放
射

性
物

質
か

ら
の

ガ
ン

マ
線

に
よ

る
外
部

被
ば
く
（

ク
ラ
ウ

ド
シ
ャ

イ
ン
）

二
 地

表
面
に

沈
着

し
た

放
射

性
物

質
か

ら
の

ガ
ン

マ
線

に
よ
る

外
部
被

ば
く
（
グ

ラ
ン
ド

シ
ャ
イ
ン

）

三
 放

射
性
物

質
の

吸
入

摂
取

に
よ

る
内

部
被

ば
く

 

に
よ
る
ガ

ン
マ
線

の
遮
蔽

効
果

を
考

慮
し

評
価

し
て

い
る

。
 

地
表

面
に

沈
着
し

た
放

射
性

物
質

か
ら

の
ガ

ン
マ

線
に

よ
る

中
央

制
御

室
内

で
の

外
部

被
ば

く
（

グ
ラ

ン
ド
シ

ャ
イ

ン
）

は
，

放
射

性
物

質
の

放
出

量
，

大
気

拡
散

の
効

果
及

び
沈

着
速

度
並
び
に

建
物
に

よ
る
ガ

ン
マ

線
の

遮
蔽

効
果

を
考

慮
し

評
価

し
て

い
る

。
 

４
．
１
（

１
）
③

→
審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

中
央

制
御

室
に
取

り
込

ま
れ

た
放

射
性

物
質

は
，

中
央

制
御

室
内

に
沈

着
せ

ず
に

浮
遊

し

て
い
る
も

の
と
仮

定
し
て

評
価

し
て

い
る

。
 

中
央

制
御

室
に
取

り
込

ま
れ

た
放

射
性

物
質

は
，

中
央

制
御

室
内

に
沈

着
せ

ず
に

浮
遊

し

て
い
る
も

の
と
仮

定
し
て

評
価

し
て

い
る

。
 

４
．
１
（

１
）
④

→
審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

原
子

炉
建

物
内
等

の
放

射
性

物
質

か
ら

の
ス

カ
イ

シ
ャ

イ
ン

ガ
ン

マ
線

に
よ

る
入

退
域

時

の
外
部
被

ば
く
線

量
を
評

価
し

て
い

る
。

 

原
子

炉
建

物
内
等

の
放

射
性

物
質

か
ら

の
直

接
ガ

ン
マ

線
に

よ
る

入
退

域
時

の
外

部
被

ば

く
線
量
を

評
価
し

て
い
る

。
 

４
．
１
（

１
）
⑤

→
審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

放
射

性
雲

中
の
放

射
性

物
質

か
ら

の
ガ

ン
マ

線
に

よ
る

入
退

域
時

の
外

部
被

ば
く

（
ク

ラ

ウ
ド
シ
ャ

イ
ン
）

を
評
価

し
て

い
る

。

地
表

面
に

沈
着

し
た

放
射

性
物

質
か

ら
の

ガ
ン

マ
線

に
よ

る
入

退
域

時
の

外
部

被
ば

く

（
グ
ラ
ン

ド
シ
ャ

イ
ン
）

を
評

価
し

て
い

る
。

 

放
射
性
物

質
の
吸

入
摂
取

に
よ

る
入

退
域

時
の

内
部

被
ば

く
を

評
価

し
て

い
る

。
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実
用
発
電

用
原
子

炉
に

係
る

重
大

事
故

時
の

制
御

室
及
び

緊
急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る
 

被
ば

く
評

価
に

関
す

る
審

査
ガ
イ

ド
 

中
央
制
御

室
の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

の
審

査
ガ

イ
ド

へ
の

適
合

状
況
 

（
２
）
評

価
の
手

順

原
子
炉
制

御
室
／

緊
急

時
制

御
室

／
緊

急
時

対
策

所
の
居

住
性
に

係
る
被

ば
く
評

価
の
手

順

を
図

3
 に

示
す
。

a
．

 原
子

炉
制
御

室
／

緊
急

時
制

御
室

／
緊

急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る
被
ば

く
評
価

に

用
い
る
ソ

ー
ス
タ

ー
ム

を
設

定
す

る
。

・
原
子
炉

制
御
室

の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

で
は
、

格
納
容

器
破
損

防
止
対

策
の
有

効

性
評
価

（
 参

2）
で
想

定
す

る
格

納
容

器
破

損
モ

ー
ド

の
う

ち
、
原

子
炉
制

御
室
の

運
転
員

又

は
対
策
要

員
の
被

ば
く

の
観

点
か

ら
結

果
が

最
も

厳
し
く

な
る
事

故
収
束

に
成
功

し
た
事

故
シ
ー
ケ

ン
ス
（

こ
の

場
合

、
格

納
容

器
破

損
防

止
対
策

が
有
効

に
働
く

た
め
、

格
納
容

器
は
健
全

で
あ
る

）
の

ソ
ー

ス
タ

ー
ム

解
析

を
基

に
、
大

気
中
へ

の
放
射

性
物
質

放
出
量

及
び
原
子

炉
施
設

内
の

放
射

性
物

質
存

在
量

分
布

を
設
定

す
る
。

・
緊
急
時

制
御
室

又
は

緊
急

時
対

策
所

の
居

住
性

に
係
る

被
ば
く

評
価
で

は
、
放

射
性
物

質

の
大
気
中

へ
の
放

出
割

合
が

東
京

電
力

株
式

会
社

福
島

第
一
原
子

力
発
電

所
事
故

と
同
等

と
仮
定
し

た
事
故

に
対

し
て

、
放

射
性

物
質

の
大

気
中
へ

の
放
出

割
合
及

び
炉
心

内
蔵
量

か
ら
大
気

中
へ
の

放
射

性
物

質
放

出
量

を
計

算
す

る
。

ま
た
、
放

射
性
物

質
の

原
子

炉
格

納
容

器
内

へ
の

放
出
割

合
及
び

炉
心
内

蔵
量
か

ら
原
子

炉

施
設
内
の

放
射
性

物
質

存
在

量
分

布
を

設
定

す
る

。
 

b
．
原
子
炉

施
設

敷
地

内
の

年
間

の
実

気
象

デ
ー

タ
を
用

い
て
、
大
気

拡
散
を

計
算

し
て
相

対

濃
度
及
び

相
対
線

量
を

計
算

す
る

。
 

c
．
原

子
炉
施

設
内

の
放

射
性

物
質

存
在

量
分

布
か

ら
原
子

炉
建
屋

内
の
線

源
強
度

を
計
算

す

る
。
 

d
．
原

子
炉
制

御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所
内

で
の
運

転
員
又

は
対
策

要
員
の

被

ば
く
線
量

を
計
算

す
る

。
 

・
上
記

c
 の

結
果

を
用

い
て

、
原

子
炉

建
屋

内
の

放
射
性

物
質
か

ら
の
ガ

ン
マ
線
（

ス
カ

４
．
１
（

２
）
→

 審
査
ガ

イ
ド

ど
お

り
 

中
央
制
御

室
居
住

性
に
係

る
被

ば
く

は
図

3
の

手
順

に
基

づ
い

て
評

価
し

て
い

る
。

 

４
．
１
（

２
）
ａ

.
 →

 審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

評
価

事
象

に
つ
い

て
は

，
「

想
定

す
る

格
納

容
器

破
損

モ
ー

ド
の

う
ち

、
原

子
炉

制
御

室

の
運

転
員

の
被
ば

く
の

観
点

か
ら

結
果

が
最

も
厳

し
く

な
る

事
故

収
束

に
成

功
し

た
事

故
シ

ー
ケ

ン
ス

」
と
し

て
，

格
納

容
器

破
損

防
止

対
策

に
係

る
有

効
性

評
価

に
お

け
る

雰
囲

気
圧

力
・

温
度

に
よ
る

静
的

負
荷

の
う

ち
，

格
納

容
器

過
圧

の
破

損
モ

ー
ド

に
お

い
て

想
定

し
て

い
る

「
冷

却
材
喪

失
（

大
破

断
Ｌ

Ｏ
Ｃ

Ａ
）

＋
Ｅ

Ｃ
Ｃ

Ｓ
注

水
機

能
喪

失
＋

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
」

を
選
定

し
た

。
当

該
事

故
シ

ー
ケ

ン
ス

に
お

い
て

は
第

一
に

残
留

熱
代

替
除

去
系

に
よ

り
事

象
を
収

束
す

る
が

，
被

ば
く

評
価

に
お

い
て

は
，

残
留

熱
代

替
除

去
系

に
よ

る
格

納
容

器
除

熱
に
失

敗
し

，
格

納
容

器
フ

ィ
ル

タ
ベ

ン
ト

系
を

用
い

た
格

納
容

器
ベ

ン
ト

を
実

施
す

る
場

合
に
つ

い
て

想
定

し
た

。
原

子
炉

格
納

容
器

か
ら

格
納

容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

へ
の

流
入

量
，
及

び
，

原
子

炉
格

納
容

器
か

ら
原

子
炉

建
物

へ
の

漏
え

い
量

を
，

Ｍ
Ａ

Ａ
Ｐ

解
析

及
び

Ｎ
Ｕ

Ｒ
Ｅ

Ｇ
-
14
6
5
 の

知
見

を
用

い
て

評
価

し
た

。
た

だ
し

，
Ｍ

Ａ
Ａ

Ｐ
コ

ー
ド

で
は

よ
う

素
の
化

学
組

成
は

考
慮

さ
れ

な
い

た
め

，
粒

子
状

よ
う

素
，

無
機

よ
う

素
及

び
有

機
よ
う
素

に
つ
い

て
は

，
大

気
中

へ
の

放
出

量
評

価
条

件
を

設
定

し
，
放

出
量

を
評

価
し

た
。

な
お

，
よ

う
素
放

出
量

の
低

減
対

策
と

し
て

導
入

し
た

原
子

炉
格

納
容

器
内

p
H
 
制

御
に

つ

い
て
は
，

そ
の
効

果
に
期

待
し

な
い

も
の

と
し

た
。

 

４
．
１
（

２
）

b．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

被
ば

く
評

価
に
用

い
る

相
対

濃
度

と
相

対
線

量
は

，
大

気
拡

散
の

評
価

に
従

い
実

効
放

出

継
続

時
間

を
基
に

計
算

し
た

値
を

年
間

に
つ

い
て

小
さ

い
ほ

う
か

ら
順

に
並

べ
て

整
理

し
，

累
積
出
現

頻
度

97
％
に
当

た
る

値
を

用
い

て
い

る
。
評

価
に

お
い

て
は

，
島

根
原

子
力

発
電

所
敷
地
内

に
お
い

て
観
測

し
た

2
0
0
9
年

1
月

～
2
0
0
9
年

1
2
月

の
1
年

間
に

お
け

る
気

象
デ

ー
タ
を
使

用
し
て

い
る
。

 

４
．
１
（

２
）

c．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

ス
カ

イ
シ

ャ
イ
ン

ガ
ン

マ
線

及
び

直
接

ガ
ン

マ
線

に
よ

る
外

部
被

ば
く

線
量

を
評

価
す

る

た
め

に
，

原
子
炉

施
設

内
の

放
射

性
物

質
存

在
量

分
布

か
ら

原
子

炉
建

物
内

の
線

源
強

度
を

計
算
し
て

い
る
。

 

４
．
１
（

２
）

d．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

前
項

ｃ
の

結
果
を

用
い

て
，

原
子

炉
建

物
内

の
放

射
性

物
質

か
ら

の
ガ

ン
マ

線
に

よ
る

被
ば
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実
用
発
電

用
原
子

炉
に

係
る

重
大

事
故

時
の

制
御

室
及
び

緊
急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る
 

被
ば

く
評

価
に

関
す

る
審

査
ガ
イ

ド
 

中
央
制
御

室
の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

の
審

査
ガ

イ
ド

へ
の

適
合

状
況
 

イ
シ
ャ
イ

ン
ガ

ン
マ

線
、

直
接

ガ
ン

マ
線

）
に
よ

る
被
ば

く
線
量

を
計
算

す
る
。

・
上
記

a
 及

び
b 
の

結
果

を
用

い
て

、
大

気
中

へ
放

出
さ
れ
た

放
射
性

物
質
及

び
地
表

面

に
沈
着
し

た
放

射
性

物
質

の
ガ

ン
マ

線
に

よ
る
外

部
被
ば

く
線
量

を
計
算

す
る
。

・
上
記

a
 及

び
b 
の

結
果

を
用

い
て

、
原

子
炉

制
御

室
／
緊
急

時
制
御

室
／
緊

急
時
対

策

所
内
に
外

気
か

ら
取

り
込

ま
れ

た
放

射
性

物
質
に

よ
る
被

ば
く
線

量
（
ガ

ン
マ
線

に
よ

る
外
部
被

ば
く

及
び

吸
入

摂
取

に
よ

る
内

部
被

ば
く
）
を

計
算
す

る
。

e
．
上

記
d
 で

計
算

し
た

線
量

の
合

計
値

が
、

判
断

基
準

を
満
た

し
て
い

る
か
ど

う
か
を

確

認
す
る
。

 

４
．
２

 居
住

性
に
係

る
被

ば
く

評
価

の
共

通
解

析
条
件

 

（
１
）
沈

着
・
除

去
等

a
．
原

子
炉
制

御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所
の

非
常
用

換
気
空

調
設
備

フ
ィ
ル

タ

効
率

 

ヨ
ウ
素
類

及
び
エ

ア
ロ

ゾ
ル

の
フ

ィ
ル

タ
効

率
は

、
使
用

条
件
で

の
設
計

値
を
基

に
設
定

す

る
。

な
お
、
フ

ィ
ル
タ

効
率

の
設

定
に

際
し

、
ヨ

ウ
素

類
の
性

状
を
適

切
に
考

慮
す
る

。

b
．
空

気
流
入

率

既
設
の
場

合
で
は

、
空

気
流

入
率

は
、

空
気

流
入

率
測
定

試
験
結

果
を
基

に
設
定

す
る
。

新
設
の
場

合
で
は

、
空

気
流

入
率

は
、

設
計

値
を

基
に
設

定
す
る

。
（
な

お
、
原

子
炉
制

御

室
／
緊
急

時
制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所

設
置

後
、

設
定
値

の
妥
当

性
を
空

気
流
入

率
測
定

試

験
に
よ
っ

て
確
認

す
る

。
）

（
２
）
大

気
拡
散

a
．
放

射
性
物

質
の

大
気

拡
散

・
放
射
性

物
質
の

空
気

中
濃

度
は

、
放

出
源

高
さ

及
び
気

象
条
件

に
応
じ

て
、
空

間
濃
度

分
布
が
水

平
方

向
及

び
鉛

直
方

向
と

も
に

正
規
分

布
に
な

る
と
仮

定
し
た

ガ
ウ
ス

プ
ル

ー
ム
モ
デ

ル
を

適
用

し
て

計
算

す
る

。

な
お
、
三

次
元

拡
散

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

モ
デ
ル

を
用
い

て
も
よ

い
。

・
風
向
、

風
速
、

大
気

安
定

度
及

び
降

雨
の

観
測

項
目
を

、
現
地

に
お
い

て
少
な

く
と
も

1
 
年
間
観

測
し

て
得

ら
れ

た
気

象
資

料
を

大
気
拡

散
式
に

用
い
る

。

く
線
量
を

計
算
し

て
い
る

。
 

前
項

a
 及

び
b
 の

結
果
を

用
い

て
，
大

気
中

へ
放

出
さ

れ
た

放
射

性
物

質
及

び
地

表
面

に
沈

着
し
た
放

射
性
物

質
か
ら

の
ガ

ン
マ

線
に

よ
る

外
部

被
ば

く
線

量
を

計
算

し
て

い
る

。
 

前
項

a
 及

び
b
 の

結
果
を

用
い

て
，
中

央
制

御
室

内
に

外
気

か
ら

取
り

込
ま

れ
た

放
射

性
物

質
に

よ
る

被
ば
く

線
量

（
ガ

ン
マ

線
に

よ
る

外
部

被
ば

く
及

び
吸

入
摂

取
に

よ
る

内
部

被

ば
く
）
を

計
算
し

て
い

る
。

 

４
．
１
（

２
）

e．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

前
項

d
で
計
算

し
た
線

量
の

合
計

値
が

，
「

判
断

基
準

は
、

運
転

員
の

実
効

線
量

が
7
日

間

で
1
00
m
Sv

を
超
え
な

い
こ

と
」

を
満

足
し

て
い

る
こ

と
を

確
認

し
て

い
る

。
 

４
．
２
（

１
）

a．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

高
性

能
粒

子
フ
ィ

ル
タ

及
び

チ
ャ

コ
ー

ル
フ

ィ
ル

タ
の

除
去

効
率

は
，

設
計

値
を

基
に

設

定
し
て
い

る
。

 

フ
ィ
ル
タ

効
率
の

設
定

に
際

し
て

は
，

よ
う

素
類

の
性

状
を

適
切

に
考

慮
し

て
い

る
。

４
．
２
（

１
）

b．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

中
央

制
御

室
内
を

正
圧

化
し

て
い

る
間

は
，

フ
ィ

ル
タ

を
介

さ
な

い
空

気
の

流
入

は
考

慮

し
な
い
。

 

中
央

制
御

室
内
を

正
圧

化
し

て
い

な
い

間
は

，
空

気
流

入
率

測
定

試
験

結
果

を
基

に
空

気

流
入
率
を

0
.5

回
/
h
と
し

て
い

る
。

 

４
．
２
（

２
）

a．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

放
射
性
物

質
の
空

気
中
濃

度
は

，
ガ

ウ
ス

プ
ル

ー
ム

モ
デ

ル
を

適
用

し
て

計
算

し
て

い
る

。
 

島
根
原
子

力
発
電

所
敷

地
内

で
観

測
し

た
2
0
0
9
年

1
月

か
ら

20
0
9
年

1
2
月

の
１

年
間

の

気
象
資
料

を
大
気

拡
散
式

に
用

い
て

い
る

。
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実
用
発
電

用
原
子

炉
に

係
る

重
大

事
故

時
の

制
御

室
及
び

緊
急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る
 

被
ば

く
評

価
に

関
す

る
審

査
ガ
イ

ド
 

中
央
制
御

室
の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

の
審

査
ガ

イ
ド

へ
の

適
合

状
況
 

・
ガ

ウ
ス
プ

ル
ー
ム

モ
デ

ル
を

適
用

し
て

計
算

す
る

場
合
に

は
、

水
平

及
び

垂
直
方

向
の

拡
散
パ
ラ

メ
ー

タ
は

、
風

下
距

離
及

び
大

気
安

定
度
に
応

じ
て
、
気

象
指

針
（
 参

3）
に

お

け
る
相
関

式
を

用
い

て
計

算
す

る
。

・
原
子
炉

制
御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所
の

居
住
性

評
価
で

特
徴
的

な
放
出

点
か
ら
近

距
離

の
建

屋
の

影
響

を
受

け
る

場
合
に

は
、
建

屋
に
よ

る
巻
き

込
み
現

象
を

考
慮
し
た

大
気

拡
散

に
よ

る
拡

散
パ

ラ
メ

ー
タ
を

用
い
る

。

・
原
子
炉

建
屋
の

建
屋

後
流

で
の

巻
き

込
み

が
生

じ
る
場

合
の
条

件
に
つ

い
て
は

、
放
出

点
と
巻
き

込
み

が
生

じ
る

建
屋

及
び

評
価

点
と
の

位
置
関

係
に
つ

い
て
、

次
に
示

す
条

件
す
べ
て

に
該

当
し

た
場

合
、

放
出

点
か

ら
放
出

さ
れ
た

放
射
性

物
質
は

建
屋
の

風
下

側
で
巻
き

込
み

の
影

響
を

受
け

拡
散

し
、

評
価
点

に
到
達

す
る
も

の
と
す

る
。

一
 放

出
点
の

高
さ

が
建

屋
の

高
さ

の
2.
5
 倍

に
満
た
な

い
場
合

二
 放

出
点
と

評
価

点
を

結
ん

だ
直

線
と

平
行

で
放
出
点

を
風
下

と
し
た

風
向

n 
に
つ

い
て
、
放

出
点

の
位

置
が

風
向

n
 
と

建
屋

の
投
影

形
状
に

応
じ
て

定
ま
る

一
定
の

範
囲
（
図

4
 の

領
域

A
n）

の
中

に
あ

る
場

合
 

三
 評

価
点
が

、
巻

き
込

み
を

生
じ

る
建

屋
の

風
下
側
に

あ
る
場

合
 

上
記
の
三

つ
の

条
件

の
う

ち
の

一
つ

で
も

該
当
し

な
い
場

合
に
は

、
建
屋

の
影
響

は

な
い
も
の

と
し

て
大

気
拡

散
評

価
を

行
う

も
の
と

す
る

（
 参

4）
。
 

・
原
子
炉

制
御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所
の

居
住
性

に
係
る

被
ば
く

評
価
で

は
、
建
屋
の

風
下

後
流

側
で

の
広

範
囲

に
及

ぶ
乱

流
混
合

域
が
顕

著
で
あ

る
こ
と

か
ら

、

放
射
性
物

質
濃

度
を

計
算

す
る

当
該

着
目

方
位
と

し
て
は

、
放
出

源
と
評

価
点
と

を
結

ぶ
ラ
イ
ン

が
含

ま
れ

る
１

方
位

の
み

を
対

象
と
す

る
の
で

は
な
く
、
図

5
 に

示
す
よ
う

に
、
建
屋

の
後

流
側

の
拡

が
り

の
影

響
が

評
価
点

に
及
ぶ

可
能
性

の
あ
る

複
数
の

方
位

を
対
象
と

す
る

。

・
放
射
性

物
質
の

大
気

拡
散

の
詳

細
は

、
「

原
子

力
発
電

所
中
央

制
御
室

の
居
住

性
に
係

る
被
ば
く

評
価

手
法

に
つ

い
て

（
内

規
）

」
（

 参
1）
に
よ
る

。

b
．
建

屋
に
よ

る
巻

き
込

み
の

評
価

条
件

 

・
巻
き
込

み
を
生

じ
る

代
表

建
屋

1
)

原
子
炉
建

屋
の

近
辺

で
は

、
隣

接
す

る
複

数
の

建
屋
の

風
下
側

で
広
く

巻
き
込

み
に

よ
る
拡
散

が
生

じ
て

い
る

も
の

と
す

る
。

2
)

巻
き
込
み

を
生

じ
る

建
屋

と
し

て
、
原

子
炉

格
納

容
器
、
原

子
炉
建

屋
、
原
子
炉

補

水
平

及
び

垂
直
方

向
の

拡
散

パ
ラ

メ
ー

タ
は

，
風

下
距

離
及

び
大

気
安

定
度

に
応

じ
て

，

気
象
指
針

に
お
け

る
相
関

式
を

用
い

て
計

算
し

て
い

る
。

 

放
出

点
(
格

納
容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

排
気

口
)
か

ら
近

距
離

の
建

物
(
原

子
炉

建
物

)の

影
響

を
受

け
る
た

め
，

建
物

に
よ

る
巻

き
込

み
を

考
慮

し
，

建
物

の
影

響
が

あ
る

場
合

の
拡

散
パ
ラ
メ

ー
タ
を

用
い
て

い
る

。
 

一
～

三
の

す
べ
て

の
条

件
に

該
当

す
る

た
め

，
建

物
に

よ
る

巻
き

込
み

を
考

慮
し

て
評

価

し
て
い
る

。
 

各
放
出
点

の
高
さ

は
建

物
の

高
さ

の
2
.5

倍
に

満
た

な
い

。
 

各
放
出
点

の
位
置

は
図

4
の

領
域

A
n 

の
中

に
あ

る
。

 

評
価

点
（

中
央
制

御
室

等
）

は
，

巻
き

込
み

を
生

じ
る

建
物

（
原

子
炉

建
物

）
の

風
下

側

に
あ
る
。

 

建
物
に
よ

る
巻
き

込
み

を
考

慮
し

，
図

5
に

示
さ

れ
た

よ
う

に
，

建
物

の
後

流
側

の
拡

が

り
の
影
響

が
評
価

点
に
及

ぶ
可

能
性

の
あ

る
複

数
の

方
位

を
対

象
と

し
て

い
る

。
 

放
射

性
物

質
の
大

気
拡

散
に

つ
い

て
は

，
「

原
子

力
発

電
所

中
央

制
御

室
の

居
住

性
に

係

る
被
ば
く

評
価
手

法
に
つ

い
て

（
内

規
）

」
に

基
づ

い
て

評
価

し
て

い
る

。
 

４
．
２
（

２
）

b．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

建
物
巻
き

込
み
に

よ
る
拡

散
を

考
慮

し
て

い
る

。
 

巻
き

込
み

の
影
響

が
最

も
大

き
い

建
物

と
し

て
，

２
号

炉
原

子
炉

建
物

中
心

放
出

時
及

び
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実
用
発
電

用
原
子

炉
に

係
る

重
大

事
故

時
の

制
御

室
及
び

緊
急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る
 

被
ば

く
評

価
に

関
す

る
審

査
ガ
イ

ド
 

中
央
制
御

室
の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

の
審

査
ガ

イ
ド

へ
の

適
合

状
況
 

助
建

屋
、

タ
ー

ビ
ン

建
屋

、
コ

ン
ト

ロ
－

ル
建

屋
及

び
燃

料
取
り

扱
い
建

屋
等

、
原

則
と

し
て

放
出

源
の

近
隣

に
存

在
す

る
す

べ
て

の
建

屋
が

対
象
と

な
る
が

、
巻

き
込

み
の

影
響

が
最

も
大

き
い

と
考

え
ら

れ
る

一
つ

の
建

屋
を

代
表

建
屋

と
す

る
こ

と

は
、
保
守

的
な

結
果

を
与

え
る

。
 

・
放
射
性

物
質
濃

度
の

評
価

点

1
)

原
子
炉
制

御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対
策
所

が
属
す

る
建
屋

の
代
表

面
の

選
定 原

子
炉
制

御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対
策

所
内
に

は
、
次

の
i
)又

は
i
i)

に

よ
っ
て
、
原

子
炉

制
御

室
／

緊
急

時
制

御
室

／
緊

急
時
対

策
所
が

属
す
る

建
屋
の

表

面
か
ら
放

射
性

物
質

が
侵

入
す

る
と

す
る

。
 

i
)
事

故
時

に
外

気
取

入
を

行
う

場
合

は
、

主
に

給
気
口

を
介
し

て
の
外

気
取
入

及
び
室

内
へ

の
直

接
流

入

ⅱ
)
 事

故
時

に
外

気
の

取
入

れ
を

遮
断

す
る
場
合

は
、
室

内
へ
の

直
接
流

入
 

2
)

建
屋
に
よ

る
巻

き
込

み
の

影
響

が
生

じ
る

場
合
、
原
子

炉
制

御
室
／

緊
急
時

制
御
室

／
緊
急
時

対
策

所
が

属
す

る
建

屋
の

近
辺

で
は

ほ
ぼ
全
般

に
わ
た

り
、
代

表
建
屋

に
よ

る
巻
き
込

み
に

よ
る

拡
散

の
効

果
が

及
ん

で
い

る
と
考
え

ら
れ
る

。

こ
の
た
め

、
原

子
炉

制
御

室
／

緊
急

時
制

御
室

／
緊
急
時

対
策
所

換
気
空

調
設
備

の
非

常
時
の
運

転
モ

ー
ド

に
応

じ
て

、
次

の
i)
又

は
i
i
)に

よ
っ
て
、

原
子
炉

制
御
室

／
緊

急
時
制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所

が
属

す
る

建
屋

の
表
面
の

濃
度
を

計
算
す

る
。

i
)
評

価
期

間
中

も
給

気
口

か
ら

外
気

を
取
入
れ

る
こ
と

を
前
提

と
す
る

場
合

は
、
給

気
口

が
設

置
さ

れ
て

い
る

原
子

炉
制
御
室

／
緊
急

時
制
御

室
／
緊

急
時

対
策
所

が
属

す
る

建
屋

の
表

面
と

す
る
。

ⅱ
)
 評

価
期

間
中

は
外

気
を

遮
断

す
る

こ
と
を
前

提
と
す

る
場
合

は
、
原

子
炉
制

御
室
／

緊
急

時
制

御
室

／
緊

急
時

対
策
所

が
属
す

る
建
屋

の
各
表

面
（
屋

上
面

又
は
側

面
）

の
う

ち
の

代
表

面
（

代
表
評

価
面
）

を
選
定

す
る
。

 

２
号

炉
格

納
容
器

フ
ィ

ル
タ

ベ
ン

ト
系

排
気

管
は

原
子

炉
建

物
，

２
号

炉
排

気
筒

放
出

時
は

タ
ー
ビ
ン

建
物
を

代
表
建

物
と

し
て

い
る

。

中
央

制
御

室
は
，

チ
ャ

コ
ー

ル
・

フ
ィ

ル
タ

・
ブ

ー
ス

タ
・

フ
ァ

ン
に

よ
り

フ
ィ

ル
タ

を

介
し

た
外

気
を
取

り
入

れ
る

と
し

て
評

価
し

て
い

る
。

外
気

取
入

時
の

放
射

性
物

質
濃

度
の

評
価

点
と

し
て
は

中
央

制
御

室
換

気
系

給
気

口
を

選
定

し
，

保
守

的
に

放
出

点
と

同
じ

高
さ

に
お
け
る

濃
度
を

評
価
し

て
い

る
。

 

ま
た

，
チ

ャ
コ
ー

ル
・

フ
ィ

ル
タ

・
ブ

ー
ス

タ
・

フ
ァ

ン
に

よ
り

中
央

制
御

室
を

正
圧

化

し
て

い
な

い
期
間

に
お

い
て

は
，

外
気

が
直

接
流

入
す

る
と

し
て

評
価

し
て

い
る

。
放

射
性

物
質

濃
度

の
評
価

点
と

し
て

は
中

央
制

御
室

換
気

系
給

気
口

を
選

定
し

，
保

守
的

に
放

出
点

と
同
じ
高

さ
に
お

け
る
濃

度
を

評
価

し
て

い
る

。
 

建
屋
に
よ

る
巻
き

込
み

の
影

響
を

考
慮

し
て

い
る

。
 

中
央

制
御

室
は
，

チ
ャ

コ
ー

ル
・

フ
ィ

ル
タ

・
ブ

ー
ス

タ
・

フ
ァ

ン
に

よ
り

フ
ィ

ル
タ

を

介
し

た
外

気
を
取

り
入

れ
る

と
し

て
評

価
し

て
い

る
。

外
気

取
入

時
の

放
射

性
物

質
濃

度
の

評
価

点
と

し
て
は

中
央

制
御

室
換

気
系

給
気

口
を

選
定

し
，

保
守

的
に

放
出

点
と

同
じ

高
さ

に
お
け
る

濃
度
を

評
価
し

て
い

る
。

 

ま
た

，
チ

ャ
コ
ー

ル
・

フ
ィ

ル
タ

・
ブ

ー
ス

タ
・

フ
ァ

ン
に

よ
り

中
央

制
御

室
を

正
圧

化

し
て

い
な

い
期
間

に
お

い
て

は
，

外
気

が
直

接
流

入
す

る
と

し
て

評
価

し
て

い
る

。
放

射
性

物
質

濃
度

の
評
価

点
と

し
て

は
中

央
制

御
室

換
気

系
給

気
口

を
選

定
し

，
保

守
的

に
放

出
点
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実
用
発
電

用
原
子

炉
に

係
る

重
大

事
故

時
の

制
御

室
及
び

緊
急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る
 

被
ば

く
評

価
に

関
す

る
審

査
ガ
イ

ド
 

中
央
制
御

室
の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

の
審

査
ガ

イ
ド

へ
の

適
合

状
況
 

3
)

代
表
面
に

お
け

る
評

価
点

i
)
建

屋
の

巻
き

込
み

の
影

響
を

受
け

る
場
合
に

は
、
原

子
炉
制

御
室
／

緊
急
時

制
御
室

／
緊

急
時

対
策

所
の

属
す

る
建
屋

表
面
で

の
濃
度

は
風
下

距
離
の

依

存
性
は

小
さ

く
ほ

ぼ
一

様
と

考
え

ら
れ
る

の
で
、
評
価
点

は
厳
密

に
定
め

る
必

要
は
な

い
。

屋
上
面

を
代

表
と

す
る

場
合

、
例

え
ば

原
子
炉
制

御
室
／

緊
急
時

制
御
室

／
緊

急
時
対

策
所

の
中

心
点

を
評

価
点

と
す

る
の
は
妥

当
で
あ

る
。

ⅱ
)
 代

表
評

価
面

を
、
原

子
炉

制
御

室
／

緊
急
時

制
御
室

／
緊
急

時
対
策

所
が
属

す
る
建

屋
の

屋
上

面
と

す
る

こ
と

は
適
切

な
選
定

で
あ
る

。
ま
た

、
原
子

炉
制

御
室
／

緊
急

時
制

御
室

／
緊

急
時

対
策
所

が
屋
上

面
か
ら

離
れ
て

い
る
場

合

は
、
原

子
炉

制
御

室
／

緊
急

時
制

御
室

／
緊
急
時

対
策
所

が
属
す

る
建
屋

の
側

面
を
代

表
評

価
面

と
し

て
、
そ

れ
に

対
応

す
る
高

さ
で
の

濃
度
を

対
で
適

用
す

る
こ
と

も
適

切
で

あ
る

。
 

ⅲ
)
 屋

上
面

を
代

表
面

と
す

る
場

合
は

、
評
価
点

と
し
て

原
子
炉

制
御
室

／
緊
急

時
制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所

の
中

心
点
を

選
定
し

、
対
応

す
る
風

下
距
離

か
ら

拡
散
パ

ラ
メ

－
タ

を
算

出
し

て
も

よ
い
。

 

ま
た
σ

y＝
0
 及

び
σ

z＝
0 

と
し

て
、

σ
y0
、
σ

z0
 の

値
を
適
用

し
て
も

よ
い
。
 

・
着
目
方

位

1
)

原
子
炉
制

御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対
策
所

の
被
ば

く
評
価

の
計
算

で
は
、

代
表
建
屋

の
風

下
後

流
側

で
の

広
範

囲
に

及
ぶ
乱

流
混
合

域
が
顕

著
で
あ

る
こ
と

か

ら
、
放
射

性
物

質
濃

度
を

計
算

す
る

当
該

着
目
方

位
と
し

て
は
、

放
出
源

と
評
価

点

と
を
結
ぶ

ラ
イ

ン
が

含
ま

れ
る

１
方

位
の

み
を
対

象
と
す

る
の
で

は
な
く

、
図

5
 に

示
す
よ
う

に
、

代
表

建
屋

の
後

流
側

の
拡

が
り
の

影
響
が

評
価
点

に
及
ぶ

可
能
性

の

あ
る
複
数

の
方

位
を

対
象

と
す

る
。

評
価
対
象

と
す

る
方

位
は

、
放

出
さ

れ
た

放
射
性

物
質
が

建
屋
の

影
響
を

受
け
て

拡

散
す
る
こ

と
及

び
建

屋
の

影
響

を
受

け
て

拡
散
さ

れ
た
放

射
性
物

質
が
評

価
点
に

届

く
こ
と
の

両
方

に
該

当
す

る
方

位
と

す
る

。

具
体
的
に

は
、

全
1
6 

方
位

に
つ

い
て

以
下

の
三

つ
の
条

件
に
該

当
す
る

方
位
を

選

定
し
、
す

べ
て

の
条

件
に

該
当

す
る

方
位

を
評
価

対
象
と

す
る
。

ⅰ
）
放
出

点
が

評
価

点
の

風
上

に
あ

る
こ

と

と
同
じ
高

さ
に
お

け
る
濃

度
を

評
価

し
て

い
る

。
 

評
価
点
は

中
央
制

御
室
換

気
系

給
気

口
と

し
て

い
る

。
 

放
射

性
物

質
濃
度

の
評

価
点

と
し

て
は

中
央

制
御

室
換

気
系

給
気

口
を

選
定

し
，

保
守

的

に
放
出
点

と
同
じ

高
さ
に

お
け

る
濃

度
を

評
価

し
て

い
る

。
 

放
出

点
と

評
価
点

間
の

直
線

距
離

に
基

づ
き

，
濃

度
評

価
の

拡
散

パ
ラ

メ
ー

タ
を

算
出

し

て
い
る
。

 

建
物

に
よ

る
巻
き

込
み

を
考

慮
し

，
ⅰ

）
～

ⅲ
）

の
条

件
に

該
当

す
る

方
位

を
選

定
し

，

建
物

の
後

流
側
の

拡
が

り
の

影
響

が
評

価
点

に
及

ぶ
可

能
性

の
あ

る
複

数
の

方
位

を
対

象
と

し
て
い
る

。
 

放
出
点
が

評
価
点

の
風
上

に
あ

る
方

位
を

対
象

と
し

て
い

る
。
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実
用
発
電

用
原
子

炉
に

係
る

重
大

事
故

時
の

制
御

室
及
び

緊
急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る
 

被
ば

く
評

価
に

関
す

る
審

査
ガ
イ

ド
 

中
央
制
御

室
の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

の
審

査
ガ

イ
ド

へ
の

適
合

状
況
 

ⅱ
）
放
出

点
か

ら
放

出
さ

れ
た

放
射

性
物

質
が
、

建
屋
の

風
下
側

に
巻
き

込
ま
れ

る

よ
う

な
範

囲
に

、
評

価
点

が
存

在
す

る
こ

と
。
こ

の
条
件

に
該
当

す
る
風

向
の

方
位

ｍ
１
の

選
定

に
は

、
図

6
 の

よ
う
な

方
法
を

用
い
る

こ
と
が

で
き
る

。
図

6
の
対

象
と

な
る

二
つ

の
風

向
の

方
位

の
範
囲
ｍ

１
Ａ
、
ｍ

１
Ｂ
の

う
ち
、
放

出
点

が
評

価
点

の
風

上
と

な
る

ど
ち

ら
か

一
方

の
範
囲

が
評
価

の
対
象

と
な
る

。
放

出
点

が
建

屋
に

接
近

し
、

0
.5
Ｌ

の
拡

散
領
域

(図
6 

の
ハ
ッ
チ

ン
グ
部

分
)
の

内
部

に
あ

る
場

合
は

、
風

向
の

方
位

ｍ
１
は

放
出
点

が
評
価

点
の

風
上
と

な
る

1
8
0°

が
対

象
と

な
る

。
 

ⅲ
)
 建

屋
の

風
下

側
で

巻
き

込
ま

れ
た

大
気
が
評

価
点
に

到
達
す

る
こ
と

。
こ
の

条

件
に

該
当

す
る

風
向

の
方

位
ｍ

２
の

選
定
に

は
、
図

7
 に

示
す
方

法
を
用

い
る

こ
と

が
で

き
る

。
評

価
点

が
建

屋
に

接
近

し
、
0
.
5Ｌ

の
拡
散
領

域
(
図

7
 の

ハ

ッ
チ

ン
グ

部
分

)の
内

部
に

あ
る

場
合

は
、
風
向
の

方
位
ｍ

２
は

放
出
点

が
評
価

点
の

風
上

と
な

る
1
80

°
が

対
象

と
な

る
。

 

図
6
 及

び
図

7
 は

、
断

面
が

円
筒

形
状

の
建
屋

を
例
と

し
て
示

し
て
い

る
が

、

断
面

形
状

が
矩

形
の

建
屋

に
つ

い
て

も
、
同

じ
要
領

で
評
価

対
象

の
方
位

を
決

定
す

る
こ

と
が

で
き

る
。
 

建
屋

の
影

響
が

あ
る

場
合

の
評

価
対

象
方

位
選
定

手
順
を

、
図

8
 
に
示
す

。
 

2
)

具
体
的
に

は
、

図
9
 の

と
お

り
、

原
子

炉
制

御
室
／

緊
急
時

制
御
室

／
緊
急

時
対

策
所
が
属

す
る

建
屋

表
面

に
お

い
て

定
め

た
評
価

点
か
ら

、
原
子

炉
施
設

の
代
表

建

屋
の
水
平

断
面

を
見

込
む

範
囲

に
あ

る
す

べ
て
の

方
位
を

定
め
る

。

幾
何
学
的

に
建

屋
群

を
見

込
む

範
囲

に
対

し
て
、

気
象
評

価
上
の

方
位
と

の
ず
れ

に

よ
っ
て

、
評

価
す

べ
き

方
位

の
数

が
増

加
す

る
こ

と
が
考

え
ら
れ

る
が

、
こ
の

場
合

、

幾
何
学
的

な
見

込
み

範
囲

に
相

当
す

る
適

切
な
見

込
み
方

位
の
設

定
を
行

っ
て
も

よ

い
。

・
建
屋
投

影
面
積

1
)

図
 
10
 に

示
す

と
お

り
、
風

向
に

垂
直

な
代

表
建
屋

の
投
影

面
積
を

求
め

、
放
射

性

物
質
の
濃

度
を

求
め

る
た

め
に

大
気

拡
散

式
の
入

力
と
す

る
。

2
)

建
屋
の
影

響
が

あ
る

場
合

の
多

く
は

複
数

の
風
向
を

対
象
に

計
算
す

る
必
要

が
あ

る
の
で
、

風
向

の
方

位
ご

と
に

垂
直

な
投

影
面
積

を
求
め

る
。
た

だ
し
、

対
象
と

な

る
複
数
の

方
位

の
投

影
面

積
の

中
で

、
最

小
面
積

を
、
す

べ
て
の

方
位
の

計
算
の

入

力
と
し
て

共
通

に
適

用
す

る
こ

と
は

、
合

理
的
で

あ
り
保

守
的
で

あ
る
。

放
出

点
か

ら
放
出

さ
れ

た
放

射
性

物
質

が
，

建
物

の
風

下
側

に
巻

き
込

ま
れ

評
価

点
に

達

す
る
複
数

の
方
位

を
対
象

と
し

て
い

る
。
た

だ
し

，
放

出
点

が
0
.
5
L
の

拡
散

領
域

の
内

部
に

あ
る
場
合

は
，
放

出
点
が

評
価

点
の

風
上

と
な

る
1
80

°
を

対
象

と
し

て
い

る
。

 

図
7
に
示
す

方
法
に

よ
り

，
建

物
の

後
流

側
の

拡
が

り
の

影
響

が
評

価
点

に
及

ぶ
可

能
性

の
あ
る
複

数
の
方

位
を
評

価
方

位
と

し
て

選
定

と
し

て
い

る
。

 

「
着
目
方

位
1
)」

の
方

法
に

よ
り

，
評

価
対

象
の

方
位

を
選

定
し

て
い

る
。

 

原
子

炉
建

物
又
は

タ
ー

ビ
ン

建
物

の
垂

直
な

投
影

面
積

を
大

気
拡

散
式

の
入

力
と

し
て

い

る
。

 

２
号

炉
原

子
炉
建

物
中

心
放

出
時

及
び

２
号

炉
格

納
容

器
フ

ィ
ル

タ
ベ

ン
ト

系
排

気
管

放

出
時

の
着

目
方
位

に
つ

い
て

は
原

子
炉

建
物

，
２

号
炉

排
気

筒
放

出
時

の
着

目
方

位
に

つ
い

て
は
タ
ー

ビ
ン
建

物
の
最

小
投

影
面

積
を

用
い

て
い

る
。
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実
用
発
電

用
原
子

炉
に

係
る

重
大

事
故

時
の

制
御

室
及
び

緊
急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る
 

被
ば

く
評

価
に

関
す

る
審

査
ガ
イ

ド
 

中
央
制
御

室
の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

の
審

査
ガ

イ
ド

へ
の

適
合

状
況
 

3
)

風
下
側
の

地
表

面
か

ら
上

側
の

投
影

面
積

を
求
め
大

気
拡
散

式
の
入

力
と
す

る
。
方

位
に
よ
っ

て
風

下
側

の
地

表
面

の
高

さ
が

異
な
る

場
合
は

、
方
位

ご
と
に

地
表
面

高

さ
か
ら
上

側
の

面
積

を
求

め
る

。
ま

た
、

方
位
に

よ
っ
て

、
代
表

建
屋
と

は
別
の

建

屋
が
重
な

っ
て

い
る

場
合

で
も

、
原

則
地

表
面
か

ら
上
側

の
代
表

建
屋
の

投
影
面

積

を
用
い
る

。

c
．
相

対
濃
度

及
び

相
対

線
量

 

・
相
対
濃

度
は
、

短
時

間
放

出
又

は
長

時
間

放
出

に
応
じ

て
、
毎

時
刻
の

気
象
項

目
と
実

効
的
な
放

出
継

続
時

間
を

基
に

評
価

点
ご

と
に
計

算
す
る

。

・
相
対
線

量
は
、

放
射

性
物

質
の

空
間

濃
度

分
布

を
算
出

し
、
こ

れ
を
ガ

ン
マ
線

量
計
算

モ
デ
ル
に

適
用

し
て

評
価

点
ご

と
に

計
算

す
る
。

・
評
価
点

の
相
対

濃
度

又
は

相
対

線
量

は
、

毎
時

刻
の
相

対
濃
度

又
は
相

対
線
量

を
年
間

に
つ
い
て

小
さ

い
方

か
ら

累
積

し
た

場
合

、
そ
の

累
積
出

現
頻
度

が
9
7
%に

当
た
る
値

と
す
る
。

・
相
対
濃

度
及
び

相
対

線
量

の
詳

細
は

、
「

原
子

力
発
電

所
中
央

制
御
室

の
居
住

性
に
係

る
被
ば
く

評
価

手
法

に
つ

い
て

（
内

規
）

」
（

 参
1）
に
よ
る

。

d
．
地

表
面
へ

の
沈

着
 

放
射
性
物

質
の
地

表
面

へ
の

沈
着

評
価

で
は

、
地

表
面
へ

の
乾
性

沈
着
及

び
降
雨

に
よ
る

湿

性
沈
着
を

考
慮
し

て
地

表
面

沈
着

濃
度

を
計

算
す

る
。

 

e
．
原

子
炉
制

御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所

内
の
放

射
性
物

質
濃
度

 

・
原
子
炉

制
御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所
の

建
屋
の

表
面
空

気
中
か

ら
、
次

の
二
つ
の

経
路

で
放

射
性

物
質

が
外

気
か

ら
取
り

込
ま
れ

る
こ
と

を
仮
定

す
る
。

一
 原

子
炉
制

御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対
策
所

の
非
常

用
換
気

空
調
設

備
に

よ
っ
て
室

内
に

取
り

入
れ

る
こ

と
（

外
気

取
入
）

 

二
 原

子
炉
制

御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対
策
所

内
に
直

接
流
入

す
る
こ

と
（
空

気
流
入
）

 

・
原

子
炉
制

御
室
／

緊
急

時
制

御
室

／
緊

急
時

対
策

所
内

の
雰
囲

気
中
で

放
射
性

物
質
は

、

原
子
炉
建

物
又
は

タ
ー
ビ

ン
建

物
の

地
表

面
か

ら
上

側
の

投
影

面
積

を
用

い
て

い
る

。
 

４
．
２
（

２
）

c．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

相
対

濃
度

は
，
毎

時
刻

の
気

象
項

目
（

風
向

，
風

速
，

大
気

安
定

度
）

及
び

実
効

放
出

継

続
時

間
を

基
に
，

原
子

炉
建

物
放

出
及

び
格

納
容

器
フ

ィ
ル

タ
ベ

ン
ト

排
気

管
放

出
の

場
合

は
短

時
間

放
出
の

式
を

適
用

し
，

排
気

筒
放

出
の

場
合

は
長

時
間

放
出

の
式

を
適

用
し

，
評

価
し
て
い

る
。

 

相
対

線
量

は
，
放

射
性

物
質

の
空

間
濃

度
分

布
を

算
出

し
，

こ
れ

を
ガ

ン
マ

線
量

計
算

モ

デ
ル
に
適

用
し
て

計
算
し

て
い

る
。

 

年
間

の
気

象
デ

ー
タ

に
基

づ
く

相
対

濃
度

及
び

相
対

線
量

を
小

さ
い

方
か

ら
累

積
し

，

9
7
％
に
当

た
る
値

を
用
い

て
い

る
。

 

相
対

濃
度

及
び
相

対
線

量
の

詳
細

は
，

「
原

子
力

発
電

所
中

央
制

御
室

の
居

住
性

に
係

る

被
ば
く
評

価
手
法

に
つ
い

て
（

内
規

）
」

に
基

づ
い

て
評

価
し

て
い

る
。

 

４
．
２
（

２
）

d．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

地
表

面
物

質
へ
の

乾
性

沈
着

及
び

降
雨

に
よ

る
湿

性
沈

着
を

考
慮

し
て

地
表

面
沈

着
濃

度

を
計
算
し

て
い
る

。
 

沈
着

速
度

に
つ
い

て
は

線
量

目
標

値
評

価
指

針
を

参
考

に
，

湿
性

沈
着

を
考

慮
し

て
乾

性
沈

着
速

度
の

4 
倍

を
設

定
し

て
い

る
。

乾
性

沈
着

速
度

は
NU
RE
G
/
CR

-
45
5
1 

Vo
l
.2
 
及

び

N
R
P
B-
R
32
2
 よ

り
設
定
し

て
い

る
。

 

４
．
２
（

２
）

e．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

中
央

制
御

室
は
外

気
の

取
入

れ
に

よ
り

正
圧

化
し

，
室

内
へ

の
直

接
流

入
を

遮
断

で
き

る

と
し

て
評

価
し
て

い
る

。
中

央
制

御
室

を
正

圧
化

し
て

い
な

い
間

は
，

室
内

へ
直

接
流

入
す

る
と
し
て

評
価
し

て
い
る

。
 

中
央

制
御

室
で
は

放
射

性
物

質
は

一
様

混
合

す
る

と
し

，
室

内
で

の
放

射
性

物
質

は
沈

着
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実
用
発
電

用
原
子

炉
に

係
る

重
大

事
故

時
の

制
御

室
及
び

緊
急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る
 

被
ば

く
評

価
に

関
す

る
審

査
ガ
イ

ド
 

中
央
制
御

室
の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

の
審

査
ガ

イ
ド

へ
の

適
合

状
況
 

一
様
混
合

す
る

と
仮

定
す

る
。

 

な
お
、
原

子
炉

制
御

室
／

緊
急

時
制

御
室

／
緊

急
時
対
策

所
内
に

取
り
込

ま
れ
た

放
射

性
物
質
は

、
室

内
に

沈
着

せ
ず

に
浮

遊
し

て
い

る
も
の
と

仮
定
す

る
。

 

・
原
子
炉

制
御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所
内

へ
の
外

気
取
入

に
よ
る

放
射
性

物
質
の
取

り
込

み
に

つ
い

て
は

、
非

常
用

換
気
空

調
設
備

の
設
計

及
び
運

転
条
件

に
従

っ
て
計
算

す
る

。

・
原
子
炉

制
御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所
内

に
取
り

込
ま
れ

る
放
射

性
物
質

の
空
気
流

入
量

は
、

空
気

流
入

率
及

び
原

子
炉
制

御
室
／

緊
急
時

制
御
室

／
緊
急

時
対

策
所
バ
ウ

ン
ダ

リ
体

積
（

容
積

）
を

用
い

て
計
算

す
る
。

（
３
）
線

量
評
価

a
．
放

射
性
雲

中
の

放
射

性
物

質
か

ら
の

ガ
ン

マ
線

に
よ
る

原
子
炉

制
御
室

／
緊
急

時
制
御

室

／
緊
急
時

対
策
所

内
で

の
外

部
被

ば
く

（
ク

ラ
ウ

ド
シ
ャ

イ
ン
）

・
放
射
性

雲
中
の

放
射

性
物

質
か

ら
の

ガ
ン

マ
線

に
よ
る

外
部
被

ば
く
線

量
は
、

空
気
中

時
間
積
分

濃
度

及
び

ク
ラ

ウ
ド

シ
ャ

イ
ン

に
対
す

る
外
部

被
ば
く

線
量
換

算
係
数

の
積

で
計
算
す

る
。

・
原
子
炉

制
御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所

内
に
い
る

運
転
員

又
は
対

策
要
員

に
対
し
て

は
、

原
子

炉
制

御
室

／
緊

急
時

制
御
室

／
緊
急

時
対
策

所
の
建

屋
に
よ

っ
て

放
射
線
が

遮
へ

い
さ

れ
る

低
減

効
果

を
考

慮
す
る

。

b
．
地

表
面
に

沈
着

し
た

放
射

性
物

質
か

ら
の

ガ
ン

マ
線
に

よ
る
原

子
炉
制

御
室
／

緊
急
時

制

御
室
／
緊

急
時
対

策
所

内
で

の
外

部
被

ば
く

（
グ

ラ
ン
ド

シ
ャ
イ

ン
）

 

・
地
表
面

に
沈
着

し
た

放
射

性
物

質
か

ら
の

ガ
ン

マ
線
に

よ
る
外

部
被
ば

く
線
量

は
、
地

表
面
沈
着

濃
度

及
び

グ
ラ

ン
ド

シ
ャ

イ
ン

に
対
す

る
外
部

被
ば
く

線
量
換

算
係
数

の
積

で
計
算
す

る
。

・
原
子
炉

制
御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所
内

に
い
る

運
転
員

又
は
対

策
要
員

に
対
し
て

は
、

原
子

炉
制

御
室

／
緊

急
時

制
御
室

／
緊
急

時
対
策

所
の
建

屋
に
よ

っ
て

放
射
線
が

遮
へ

い
さ

れ
る

低
減

効
果

を
考

慮
す
る

。

c
．
原

子
炉
制

御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所
内

へ
外
気

か
ら
取

り
込
ま

れ
た
放

射

性
物
質
の

吸
入
摂

取
に

よ
る

原
子

炉
制

御
室

／
緊

急
時
制

御
室
／

緊
急
時

対
策
所

内
で
の

内

部
被
ば
く

 

・
原
子
炉

制
御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所
内

へ
外
気

か
ら
取

り
込
ま

れ
た
放

せ
ず
浮
遊

し
て
い

る
も
の

と
仮

定
し

て
い

る
。

 

中
央

制
御

室
は
外

気
の

取
り

入
れ

に
よ

り
正

圧
化

し
，

室
内

へ
の

直
接

流
入

を
遮

断
で

き

る
と

し
て

評
価
し

て
い

る
。

中
央

制
御

室
を

正
圧

化
し

て
い

な
い

間
は

，
室

内
へ

直
接

流
入

す
る
と
し

て
評
価

し
て
い

る
。

 

直
接

流
入

量
の
評

価
に

当
た

っ
て

は
，

空
気

流
入

率
及

び
バ

ウ
ン

ダ
リ

容
積

を
用

い
て

計

算
し
て
い

る
。

 

４
．
２
（

３
）

a．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

中
央

制
御

室
に
お

け
る

ク
ラ

ウ
ド

シ
ャ

イ
ン

に
つ

い
て

は
，

放
射

性
物

質
の

放
出

量
，

大

気
拡
散
の

効
果
及

び
建
物

に
よ

る
ガ

ン
マ

線
の

遮
蔽

効
果

を
考

慮
し

評
価

し
て

い
る

。
 

中
央
制
御

室
内
の

運
転

員
に

つ
い

て
は

建
物

に
よ

る
遮

蔽
効

果
を

考
慮

し
て

い
る

。
 

４
．
２
（

３
）

b．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

中
央

制
御

室
に
お

け
る

グ
ラ

ン
ド

シ
ャ

イ
ン

に
つ

い
て

は
，

放
射

性
物

質
の

放
出

量
，

大

気
拡

散
の

効
果
及

び
沈

着
速

度
並

び
に

建
物

に
よ

る
ガ

ン
マ

線
の

遮
蔽

効
果

を
考

慮
し

評
価

し
て
い
る

。
 

中
央
制
御

室
内
の

運
転

員
に

つ
い

て
は

建
物

に
よ

る
遮

蔽
効

果
を

考
慮

し
て

い
る

。
 

４
．
２
（

３
）

c．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

中
央

制
御

室
に
お

け
る

内
部

被
ば

く
線

量
に

つ
い

て
は

，
空

気
中

濃
度

，
呼

吸
率

及
び

内
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実
用
発
電

用
原
子

炉
に

係
る

重
大

事
故

時
の

制
御

室
及
び

緊
急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る
 

被
ば

く
評

価
に

関
す

る
審

査
ガ
イ

ド
 

中
央
制
御

室
の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

の
審

査
ガ

イ
ド

へ
の

適
合

状
況
 

射
性
物
質

の
吸

入
摂

取
に

よ
る

内
部

被
ば

く
線
量

は
、
室
内

の
空

気
中
時

間
積
分

濃
度

、

呼
吸
率
及

び
吸

入
に

よ
る

内
部

被
ば

く
線

量
換
算

係
数
の

積
で
計

算
す
る

。
 

・
な
お
、

原
子
炉

制
御

室
／

緊
急

時
制

御
室

／
緊

急
時
対

策
所
内

に
取
り

込
ま
れ

た
放
射

性
物
質
は

、
室

内
に

沈
着

せ
ず

に
浮

遊
し

て
い

る
も
の
と

仮
定
す

る
。

・
原
子
炉

制
御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所
内

で
マ
ス

ク
着
用

を
考
慮

す
る
。

そ
の
場
合

は
、

マ
ス

ク
着

用
を

考
慮

し
な

い
場
合

の
評
価

結
果
も

提
出
を

求
め
る

。

d
．
原

子
炉
制

御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所
内

へ
外
気

か
ら
取

り
込
ま

れ
た
放

射

性
物
質
の

ガ
ン
マ

線
に

よ
る

外
部

被
ば

く
 

・
原
子
炉

制
御
室

／
緊

急
時

制
御

室
／

緊
急

時
対

策
所
内

へ
外
気

か
ら
取

り
込
ま

れ
た
放

射
性
物
質

か
ら

の
ガ

ン
マ

線
に

よ
る

外
部

被
ば
く

線
量
は

、
室
内

の
空
気

中
時
間

積
分

濃
度
及
び

ク
ラ

ウ
ド

シ
ャ

イ
ン

に
対

す
る

外
部
被

ば
く
線

量
換
算

係
数
の

積
で
計

算
す

る
。

・
な
お
、

原
子
炉

制
御

室
／

緊
急

時
制

御
室

／
緊

急
時
対

策
所
内

に
取
り

込
ま
れ

た
放
射

性
物
質
は

、
c
 項

の
内

部
被

ば
く

同
様

、
室

内
に

沈
着
せ

ず
に
浮

遊
し
て

い
る
も

の
と

仮
定
す
る

。

e
．

 放
射

性
雲
中

の
放

射
性

物
質

か
ら

の
ガ

ン
マ

線
に
よ

る
入
退

域
で
の

外
部
被

ば
く
（

ク

ラ
ウ
ド
シ

ャ
イ
ン

）

・
放
射
性

雲
中
の

放
射

性
物

質
か

ら
の

ガ
ン

マ
線

に
よ
る

外
部
被

ば
く
線

量
は
、

空
気
中

時
間
積
分

濃
度

及
び

ク
ラ

ウ
ド

シ
ャ

イ
ン

に
対
す

る
外
部

被
ば
く

線
量
換

算
係
数

の
積

で
計
算
す

る
。

f
．
地

表
面
に

沈
着

し
た

放
射

性
物

質
か

ら
の

ガ
ン

マ
線

に
よ
る

入
退
域

で
の
外

部
被
ば

く

（
グ
ラ
ン

ド
シ
ャ

イ
ン

）
 

・
地
表
面

に
沈
着

し
た

放
射

性
物

質
か

ら
の

ガ
ン

マ
線
に

よ
る
外

部
被
ば

く
線
量

は
、
地

表
面
沈
着

濃
度

及
び

グ
ラ

ン
ド

シ
ャ

イ
ン

に
対
す

る
外
部

被
ば
く

線
量
換

算
係
数

の
積

で
計
算
す

る
。

g
．
放

射
性
物

質
の

吸
入

摂
取

に
よ

る
入

退
域

で
の

内
部

被
ば
く

 

・
放
射
性

物
質
の

吸
入

摂
取

に
よ

る
内

部
被

ば
く

線
量
は

、
入
退

域
で
の

空
気
中

時
間
積

分
濃
度
、

呼
吸

率
及

び
吸

入
に

よ
る

内
部

被
ば
く

線
量
換

算
係
数

の
積
で

計
算
す

る
。

・
入
退
域

で
の
放

射
線

防
護

に
よ

る
被

ば
く

低
減

効
果
を

考
慮
し

て
も
よ

い
。

h
.
被

ば
く
線

量
の

重
ね

合
わ

せ

部
被
ば
く

換
算
係

数
か
ら

計
算

し
て

い
る

。
 

中
央

制
御

室
で
は

室
内

で
の

放
射

性
物

質
は

沈
着

せ
ず

に
浮

遊
し

て
い

る
も

の
と

仮
定

し

て
い
る
。

 

マ
ス

ク
の

着
用
を

考
慮

し
て

評
価

し
て

い
る

。
ま

た
，

マ
ス

ク
を

着
用

し
な

い
場

合
に

つ

い
て
も
評

価
し
て

い
る
。

 

４
．
２
（

３
）

d．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

中
央

制
御

室
に
取

り
込

ま
れ

た
放

射
性

物
質

か
ら

の
ガ

ン
マ

線
に

よ
る

外
部

被
ば

く
線

量

に
つ

い
て

は
，
空

気
中

濃
度

及
び

建
屋

に
よ

る
ガ

ン
マ

線
の

遮
蔽

効
果

を
考

慮
し

評
価

し
て

い
る
。

 

中
央

制
御

室
で
は

室
内

で
の

放
射

性
物

質
は

沈
着

せ
ず

に
浮

遊
し

て
い

る
も

の
と

仮
定

し

て
い
る
。

 

４
．
２
（

３
）

e．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

入
退

域
に

お
け
る

ク
ラ

ウ
ド

シ
ャ

イ
ン

に
つ

い
て

は
，

放
射

性
物

質
の

放
出

量
，

大
気

拡

散
の
効
果

を
考
慮

し
評
価

し
て

い
る

。
 

４
．
２
（

３
）

f．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

入
退

域
で

の
グ
ラ

ン
ド

シ
ャ

イ
ン

線
量

に
つ

い
て

は
，

地
表

面
沈

着
濃

度
及

び
グ

ラ
ン

ド

シ
ャ

イ
ン

に
対
す

る
外

部
被

ば
く

線
量

換
算

係
数

の
積

で
計

算
し

た
線

量
率

を
積

算
し

て
計

算
し
て
い

る
。

４
．
２
（

３
）

g．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

入
退

域
で

の
内
部

被
ば

く
に

つ
い

て
は

空
気

中
濃

度
，

呼
吸

率
及

び
内

部
被

ば
く

換
算

係

数
か
ら

計
算
し
て

い
る
。

 

入
退
域
で

の
マ
ス

ク
着

用
に

よ
る

被
ば

く
低

減
効

果
を

考
慮

し
て

い
る

。
 

４
．
２
（

３
）

h.
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り
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実
用
発
電

用
原
子

炉
に

係
る

重
大

事
故

時
の

制
御

室
及
び

緊
急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る
 

被
ば

く
評

価
に

関
す

る
審

査
ガ
イ

ド
 

中
央
制
御

室
の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

の
審

査
ガ

イ
ド

へ
の

適
合

状
況
 

・
同
じ
敷

地
内
に

複
数

の
原

子
炉

施
設

が
設

置
さ

れ
て
い

る
場
合

、
全
原

子
炉
施

設
に
つ

い
て
同
時

に
事

故
が

起
き

た
と

想
定

し
て

評
価
を

行
う
が

、
各

原
子
炉
施

設
か
ら

被
ば

く
経
路
別

に
個

別
に

評
価

を
実

施
し

て
、

そ
の
結

果
を
合

算
す
る

こ
と
は

保
守
的

な
結

果
を
与
え

る
。

原
子

炉
施

設
敷

地
内

の
地

形
や
、

原
子
炉

施
設
と

評
価
対

象
位
置

の
関

係
等
を
考

慮
し

た
、

よ
り

現
実

的
な

被
ば

く
線
量

の
重
ね

合
わ
せ

評
価
を

実
施
す

る
場

合
は
そ
の

妥
当

性
を

説
明

し
た

資
料

の
提

出
を
求

め
る
。

４
．
３

 原
子

炉
制
御

室
の

居
住

性
に

係
る

被
ば

く
評
価

の
主
要

解
析
条

件
等

 

（
１
）
ソ

ー
ス
タ

ー
ム

a
．
原

子
炉
格

納
容

器
内

へ
の

放
出

割
合

・
原
子
炉

格
納
容

器
内

へ
の

放
射

性
物

質
の

放
出

割
合
は

、
4
.1

（
2）

a 
で
選
定

し
た
事

故
シ
ー
ケ

ン
ス

の
ソ

ー
ス

タ
ー

ム
解

析
結

果
を
基

に
設
定

す
る
。

・
希

ガ
ス
類
、
ヨ

ウ
素

類
、

C
s 

類
、
Te
 類

、
Ba
 類

、
R
u 

類
、

Ce
 類

及
び

L
a
 類

を
考

慮
す
る
。

・
な
お
、

原
子
炉

格
納

容
器

内
へ

の
放

出
割

合
の

設
定
に

際
し
、

ヨ
ウ
素

類
の
性

状
を
適

切
に
考
慮

す
る

。

b
．
原

子
炉
格

納
容

器
内

へ
の

放
出

率
 

・
原
子
炉

格
納
容

器
内

へ
の

放
射

性
物

質
の

放
出

率
は
、

4
.1
（

2）
a
 で

選
定
し
た

事
故

シ
ー
ケ
ン

ス
の

ソ
ー

ス
タ

ー
ム

解
析

結
果

を
基
に

設
定
す

る
。

（
２
）
非

常
用
電

源

非
常
用
電

源
の
作

動
に

つ
い

て
は

、
4
.
1（

2）
a 

で
選
定

し
た
事

故
シ
ー

ケ
ン
ス

の
事
故

進

展
解
析
条

件
を
基

に
設

定
す

る
。

た
だ
し
、

代
替
交

流
電

源
か

ら
の

給
電

を
考

慮
す

る
場
合

は
、
給

電
ま
で

に
要
す

る
余
裕

時

間
を
見
込

む
こ
と

。

（
３
）
沈

着
・
除

去
等

a
．
非

常
用
ガ

ス
処

理
系

（
BW
R）

又
は

ア
ニ

ュ
ラ

ス
空
気

浄
化
設

備
（

PW
R）

非
常
用
ガ

ス
処
理

系
（

BW
R）

又
は

ア
ニ

ュ
ラ

ス
空

気
浄

化
設
備

（
P
W
R）

の
作
動
に

つ
い
て

は
、
4
.
1（

2）
a 
で

選
定

し
た

事
故

シ
ー

ケ
ン

ス
の

事
故

進
展
解

析
条
件

を
基
に

設
定
す

る
。
 

b
．
非
常

用
ガ
ス

処
理

系
（

B
WR
）
又

は
ア

ニ
ュ

ラ
ス

空
気
浄

化
設

備
（

P
W
R）

フ
ィ

ル
タ
効
率

 

複
数
の
原

子
炉
施

設
の

設
置

変
更

許
可

申
請

を
実

施
し

て
い

な
い

為
考

慮
し

な
い

。
 

４
．
３
（

１
）
→

審
査
ガ

イ
ド

の
趣

旨
に

基
づ

き
設

定
 

４
．
３
（

１
）

a．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

４
.
１

(
２

)
ａ

で
選

定
し

た
事

故
シ

ー
ケ

ン
ス

の
ソ

ー
ス

タ
ー

ム
解

析
結

果
を

基
に

設
定

し

て
い
る
。

 

希
ガ

ス
類

，
よ
う

素
類

，
Ｃ

ｓ
類

，
Ｔ

ｅ
類

，
Ｂ

ａ
類

，
Ｒ

ｕ
類

，
Ｃ

ｅ
類

及
び

Ｌ
ａ

類

を
考
慮
し

て
い
る

。
 

よ
う
素
の

性
状
に

つ
い

て
は

，
Ｒ

.Ｇ
.
1.
1
95
 
を

参
照

し
て

い
る

。
 

４
．
３
（

１
）

b．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

４
.
１

(
２

)
ａ

で
選

定
し

た
事

故
シ

ー
ケ

ン
ス

の
ソ

ー
ス

タ
ー

ム
解

析
結

果
を

基
に

設
定

し

て
い
る
。

 

４
．
３
（

２
）
→

審
査
ガ

イ
ド

ど
お

り
 

４
.
１

(
２

)
ａ

で
選

定
し

た
事

故
シ

ー
ケ

ン
ス

の
事

故
進

展
解

析
条

件
を

基
に

設
定

し
て

い

る
。

 

４
．
３
（

３
）

a．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

非
常
用
ガ

ス
処
理

系
の

作
動

時
間

に
つ

い
て

は
，
事

故
発

生
か

ら
70

分
後
（

非
常

用
ガ

ス

処
理
系
排

気
フ
ァ

ン
起

動
6
0
分

+非
常

用
ガ

ス
処

理
系

排
気

フ
ァ

ン
起

動
か

ら
原

子
炉

建
物

負
圧
達
成

時
間

10
分

）
と

し
て

評
価

し
て

い
る

。
 

４
．
３
（

３
）

b．
→

非
常

用
ガ

ス
処

理
系

に
よ

る
除

去
効

果
は

考
慮

し
て

い
な

い
。
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実
用
発
電

用
原
子

炉
に

係
る

重
大

事
故

時
の

制
御

室
及
び

緊
急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る
 

被
ば

く
評

価
に

関
す

る
審

査
ガ
イ

ド
 

中
央
制
御

室
の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

の
審

査
ガ

イ
ド

へ
の

適
合

状
況
 

ヨ
ウ
素
類

及
び
エ

ア
ロ

ゾ
ル

の
フ

ィ
ル

タ
効

率
は

、
使
用

条
件
で

の
設
計

値
を
基

に
設
定

す

る
。

な
お
、
フ

ィ
ル
タ

効
率

の
設

定
に

際
し

、
ヨ

ウ
素

類
の
性

状
を
適

切
に
考

慮
す
る

。

c
．
原

子
炉
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ

原
子
炉
格

納
容
器

ス
プ

レ
イ

の
作

動
に

つ
い

て
は

、
4
.
1（

2）
a
 
で
選
定

し
た
事

故
シ
ー

ケ

ン
ス
の
事

故
進
展

解
析

条
件

を
基

に
設

定
す

る
。

d
．
原

子
炉
格

納
容

器
内

の
自

然
沈

着

原
子
炉
格

納
容
器

内
の

自
然

沈
着

率
に

つ
い

て
は

、
実
験

等
か
ら

得
ら
れ

た
適
切

な
モ
デ

ル

を
基
に
設

定
す
る

。

e
．
原

子
炉
格

納
容

器
漏

え
い

率
 

原
子
炉
格

納
容
器

漏
え

い
率

は
、

4
.1

（
2
）
a
 で

選
定
し

た
事
故

シ
ー
ケ

ン
ス
の

事
故
進

展

解
析
結
果

を
基
に

設
定

す
る

。
 

f
．
原

子
炉
制

御
室

の
非

常
用

換
気

空
調

設
備

 

原
子
炉
制

御
室
の

非
常

用
換

気
空

調
設

備
の

作
動

に
つ
い

て
は
、

非
常
用

電
源
の

作
動
状

態

を
基
に
設

定
す
る

。
 

（
４
）
大

気
拡
散

a
．
放

出
開
始

時
刻

及
び

放
出

継
続

時
間

放
射
性
物

質
の
大

気
中

へ
の

放
出

開
始

時
刻

及
び

放
出
継

続
時
間

は
、

4.
1（

2）
a
 で

選
定

し
た
事
故

シ
ー
ケ

ン
ス

の
ソ

ー
ス

タ
ー

ム
解

析
結

果
を
基

に
設
定

す
る
。

b
．
放

出
源
高

さ
 

放
出
源
高

さ
は
、

4
.1

（
2
）
a
 で

選
定

し
た

事
故

シ
ー
ケ

ン
ス
に

応
じ
た

放
出
口

か
ら
の

放

出
を
仮
定

す
る
。

4
.1

（
2
）
a
 で

選
定

し
た

事
故

シ
ー
ケ

ン
ス
の

ソ
ー
ス

タ
ー
ム

解
析
結

果

を
基
に
、

放
出
エ

ネ
ル

ギ
ー

を
考

慮
し

て
も

よ
い

。
 

（
５
）
線

量
評
価

４
．
３
（

３
）

c．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

格
納

容
器

ス
プ

レ
イ

の
作

動
に

つ
い

て
は

，
4.
1
(2
)
a
 
で

選
定

し
た

事
故

シ
ー

ケ
ン

ス
の

事
故
進
展

解
析
条

件
を
基

に
設

定
し

て
い

る
。

 

４
．
３
（

３
）

d．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

原
子

炉
格

納
容
器

内
の

粒
子

状
放

射
性

物
質

の
除

去
に

つ
い

て
は

，
Ｍ

Ａ
Ａ

Ｐ
解

析
に

基

づ
き
評
価

し
て
い

る
。

 

無
機

よ
う

素
の
原

子
炉

格
納

容
器

内
で

の
沈

着
に

よ
る

除
去

係
数

は
，

Ｃ
Ｓ

Ｅ
実

験
に

基

づ
き
，

9.
0×

1
0
－
４
[
1
/s
]（

上
限

Ｄ
Ｆ

＝
2
00

）
と

設
定

し
て

い
る

。
 

無
機

よ
う

素
の
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

・
プ

ー
ル

で
の

ス
ク

ラ
ビ

ン
グ

に
よ

る
除

去
係

数
は

，

S
t
a
nd
a
rd
 
Re
v
ie
w
 P
l
an
6
.5
.5

に
基

づ
き

５
と

設
定

し
て

い
る

。
 

４
．
３
（

３
）

e．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

４
.
１

(
２

)
ａ

で
選

定
し

た
事

故
シ

ー
ケ

ン
ス

の
原

子
炉

格
納

容
器

内
圧

力
に

応
じ

た
漏

え

い
率
を
設

定
し
て

い
る
。

 

４
．
３
（

３
）

f．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

中
央

制
御

室
換
気

系
の

起
動

時
間

に
つ

い
て

は
，

全
交

流
動

力
電

源
喪

失
を

想
定

し
た

遅

れ
を
２
時

間
と
し

て
評
価

し
た

。
 

４
．
３
（

４
）

a．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

放
射

性
物

質
の
大

気
中

へ
の

放
出

開
始

時
刻

は
，

４
．

１
（

２
）

a
.
で

選
定

し
た

事
故

シ

ー
ケ

ン
ス

の
ソ
ー

ス
タ

ー
ム

解
析

結
果

を
基

に
設

定
し

て
い

る
。

実
効

放
出

継
続

時
間

は
保

守
的

に
２

号
炉
原

子
炉

建
物

中
心

放
出

時
又

は
格

納
容

器
フ

ィ
ル

タ
ベ

ン
ト

系
排

気
管

放
出

時
の
場
合

を
1
時

間
，
排

気
筒

放
出

時
の

場
合

を
30

時
間

と
し

て
い

る
。

 

４
．
３
（

４
）

b．
→

審
査

ガ
イ

ド
の

趣
旨

に
基

づ
き

設
定

 

放
出
源
高

さ
は
，

放
出
源

ご
と

に
設

定
し

て
い

る
。

 

放
出
エ
ネ

ル
ギ
ー

に
よ

る
影

響
は

考
慮

し
て

い
な

い
。
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実
用
発
電

用
原
子

炉
に

係
る

重
大

事
故

時
の

制
御

室
及
び

緊
急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る
 

被
ば

く
評

価
に

関
す

る
審

査
ガ
イ

ド
 

中
央
制
御

室
の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

の
審

査
ガ

イ
ド

へ
の

適
合

状
況
 

a
．
原

子
炉
建

屋
内

の
放

射
性

物
質

か
ら

の
ガ

ン
マ

線
に
よ

る
原
子

炉
制
御

室
内
で

の
外
部

被

ば
く
 

・
4
.1

（
2
）
a
 で

選
定

し
た

事
故

シ
ー

ケ
ン

ス
の

ソ
ー
ス

タ
ー
ム

解
析
結

果
を
基

に
、
想

定
事
故
時

に
原

子
炉

格
納

容
器

か
ら

原
子

炉
建
屋

内
に
放

出
さ
れ

た
放
射

性
物
質

を
設

定
す
る
。

こ
の

原
子

炉
建

屋
内

の
放

射
性

物
質
を

ス
カ
イ

シ
ャ
イ

ン
ガ
ン

マ
線
及

び
直

接
ガ
ン
マ

線
の

線
源

と
す

る
。

・
原
子

炉
建
屋

内
の

放
射

性
物

質
は

、
自

由
空

間
容

積
に
均
一
に

分
布
す

る
も
の

と
し
て

、

事
故
後

7 
日

間
の

積
算

線
源

強
度

を
計

算
す

る
。

・
原
子
炉

建
屋
内

の
放

射
性

物
質

か
ら

の
ス

カ
イ

シ
ャ
イ

ン
ガ
ン

マ
線
及

び
直
接

ガ
ン
マ

線
に
よ
る

外
部

被
ば

く
線

量
は

、
積

算
線

源
強
度

、
施
設

の
位
置

、
遮
へ

い
構
造

及
び

地
形
条
件

か
ら

計
算

す
る

。

b
．
原

子
炉
建

屋
内

の
放

射
性

物
質

か
ら

の
ガ

ン
マ

線
に

よ
る
入

退
域
で

の
外
部

被
ば
く

 

・
ス

カ
イ
シ

ャ
イ

ン
ガ

ン
マ

線
及

び
直

接
ガ

ン
マ

線
の
線

源
は
、
上

記
a
 と

同
様
に

設
定

す
る
。

・
積
算
線

源
強
度

、
原

子
炉

建
屋

内
の

放
射

性
物

質
か
ら

の
ス
カ

イ
シ
ャ

イ
ン
ガ

ン
マ
線

及
び
直
接

ガ
ン

マ
線

に
よ

る
外

部
被

ば
く

線
量
は
、
上
記

a
 と

同
様
の
条

件
で
計

算
す

る
。

４
．
３
（

５
）

a．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

４
.１

(２
)ａ

で
選
定

し
た

事
故

シ
ー

ケ
ン

ス
の

解
析

結
果

を
基

に
，
想

定
事

故
時

に
原

子

炉
建

物
内

に
放
出

さ
れ

た
放

射
性

物
質

を
設

定
し

，
ス

カ
イ

シ
ャ

イ
ン

ガ
ン

マ
線

及
び

直
接

ガ
ン
マ
線

の
線
源

と
し
て

い
る

。
 

原
子

炉
建

物
内
の

放
射

性
物

質
は

自
由

空
間

容
積

に
均

一
に

分
布

し
て

い
る

も
の

と
し

，

事
故
後

1
日
ご
と

の
積
算

線
源

強
度

を
７

日
目

ま
で
計

算
し

て
い

る
。

 

原
子

炉
建

物
内
の

放
射

性
物

質
か

ら
の

ス
カ

イ
シ

ャ
イ

ン
ガ

ン
マ

線
及

び
直

接
ガ

ン
マ

線

に
よ

る
外

部
被
ば

く
線

量
は

，
原

子
炉

建
物

内
の

放
射

性
物

質
の

積
算

線
源

強
度

，
施

設
の

位
置

，
遮

蔽
構
造

，
地

形
条

件
等

か
ら

評
価

し
て

い
る

。
直

接
ガ

ン
マ

線
に

よ
る

外
部

被
ば

く
線

量
を

Ｑ
Ａ
Ｄ

－
Ｃ

Ｇ
Ｇ

Ｐ
２

Ｒ
コ

ー
ド

，
ス

カ
イ

シ
ャ

イ
ン

ガ
ン

マ
線

に
よ

る
外

部
被

ば
く
線
量

を
Ａ
Ｎ

Ｉ
Ｓ
Ｎ

コ
ー

ド
及

び
Ｇ

３
３

－
Ｇ

Ｐ
２

Ｒ
コ

ー
ド

で
計

算
し

て
い

る
。

 

４
．
３
（

５
）

b．
→

審
査

ガ
イ

ド
ど

お
り

 

原
子

炉
建

物
内
の

放
射

性
物

質
か

ら
の

ス
カ

イ
シ

ャ
イ

ン
ガ

ン
マ

線
及

び
直

接
ガ

ン
マ

線

に
よ
る
入

退
域
時

の
外
部

被
ば

く
線

量
は

，
4
.
3(
5
)a

と
同

様
の

条
件

で
計

算
し

て
い

る
。
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実
用
発
電

用
原
子

炉
に

係
る

重
大

事
故

時
の

制
御

室
及
び

緊
急
時

対
策
所

の
居
住

性
に
係

る
 

被
ば

く
評

価
に

関
す

る
審

査
ガ
イ

ド
 

中
央
制
御

室
の
居

住
性

に
係

る
被

ば
く

評
価

の
審

査
ガ

イ
ド

へ
の

適
合

状
況
 

図
１
→
審

査
ガ
イ

ド
ど
お

り
 

図
３
→
審

査
ガ
イ

ド
ど
お

り
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実
用
発
電

用
原
子

炉
に
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非常用ガス処理系に流入する水素濃度について 
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非常用ガス処理系に流入する水素濃度について 

 

１.概要 

重大事故等時に非常用ガス処理系（以下「ＳＧＴ」という）に流入する

水素濃度を，保守的な条件での物質収支計算により評価する。 

 

２．評価  

水素濃度の評価方法を以下に示す。計算結果は保守側に処理した値を記

載している。 

なお、評価モデル（概念図）を図 59－12－1，評価に用いた条件を表 59

－12－1 に示す。 

・原子炉格納容器（以下「ＰＣＶ」という）から原子炉建物へ漏えいする

気体の条件として，ＰＣＶ内の環境が最も厳しくなる事故シナリオを包

絡した温度，圧力，水素量及び格納容器漏えい率を想定し，次式により

ＰＣＶから原子炉建物への漏えい量Ｗpcv[m3/s]を評価する。 

 

Wpcv = Θ2F × Vpcv
γ

100 ∙ 24

Ppcv

Tpcv

Tsgt

Psgt
 

 

・ＳＧＴ起動前は，ＰＣＶから漏えいしたガスは全て原子炉建物２階にと

どまるものと仮定し，次式により原子炉建物２階の水素濃度α h_rb[%]を評

価する。 

 

αh_2F = Θ2F × αh_pcv

PpcvVpcv
Tpcv
P2FV2F
T2F

γ

100 ∙ 24
∙ X 
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・ＳＧＴ起動後は，ＰＣＶから原子炉建物に漏えいした気体は全て直接Ｓ

ＧＴに流入するものとし，ＳＧＴの吸込流量が合計で4,400m3/h（定格流

量）となるように原子炉建物２階からの流入量を設定する。ＰＣＶ内と

原子炉建物２階内の水素濃度から，次式によりＳＧＴに流入する水素濃

度α h_sgt[%]を評価する。 

 

αh_sgt =
Wpcv ∙ αh_PCV + (Wsgt −Wpcv) ∙ αh_2F

Wsgt
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図 59-12-1 評価モデル 
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表 59－12－1 評価に用いた条件 

 

パラメータ 記

号 

値 単位 備考 

逃がし安全弁搬出

ハッチの周長割合 

Θ2F  - - 

ＰＣＶ容積 Vpcv 12,600 m3 設計値 

ＰＣＶ内圧力 Ppcv 954.504 kPa[abs] ＰＣＶ限界圧力 

ＰＣＶ内温度 Tpcv 473.15 K ＰＣＶ限界温度 

ＰＣＶ漏えい率 
γ 1.3 %/day 

上記の圧力・温度に基づく

漏えい率に余裕をみた値 

原子炉建物２階体

積 
Vrb 3,902.7 m3 

低減率 0.85 として算出した

容積 

原子炉建物２階圧

力 
Prb 101.325 kPa[abs] 大気圧 

原子炉建物２階温

度 
Trb 339.15 K 

重大事故等時に想定してい

る温度 

ＰＣＶ内水素濃度 

α

h_pcv 
17 % 

燃料有効部被覆管が全てジ

ルコニウム－水反応した場

合の水素量発生を想定(約

1,000kg) 

ＳＧＴ吸込流量 Wsgt 4,400 m3/h 設計値（定格流量） 

ＳＧＴ内圧力 Psgt 101.325 kPa[abs] 大気圧 

ＳＧＴ内温度 
Tsgt 339.15 K 

原子炉建物２階空気を吸い

込むため同温を想定 

ＳＧＴ起動時刻 Ｘ １ h 想定起動時刻 

 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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３．評価結果 

ＳＧＴ起動前はＰＣＶからの漏えいにより原子炉建物２階の水素濃度が

上昇するが，ＳＧＴ起動直前における２階の水素濃度は0.02%程度となった。

その値をもとにＳＧＴに流入する水素濃度を評価した結果，約0.03%となり，

保守的な条件においても水素が燃焼する濃度である４%を十分に下回るこ

とを確認した。 

 

４．解析条件の変化による影響の考察 

(1) ＳＧＴ起動時刻 

ＳＧＴ起動時刻の感度評価として，70分後に起動した場合を想定する。

ＳＧＴ起動時刻はＳＧＴ起動前までに原子炉建物２階に溜まる水素量に

影響するが，70分に後ろ倒しした場合でも原子炉建物２階のＳＧＴ吸込

口に流入する水素濃度は0.04%にしかならず，影響は微少である。 

(2) 水素発生量 

水素発生量の感度評価として，炉心内全ジルコニウム反応相当量の水

素(約2,500kg)が発生した場合を想定すると，ＰＣＶ内の水素発生量はベ

ースケースと比べて2,500kg/1,000kg=2.5倍となる。更に，ＰＣＶ内の亜

鉛及びアルミニウムの反応による水素(約469kg)の発生を想定すると，Ｐ

ＣＶ内の水素発生量はベースケースと比べて2,969kg/1,000kg≒３倍と

なる。その他の条件は同一と仮定し，ＳＧＴ起動時点の原子炉建物２階

の水素濃度は小さいことを踏まえると，ＳＧＴに流入する水素濃度はベ

ースケースと比べて３倍となり，0.03×３=約0.09%となる。 

(3) 蒸気濃度 

蒸気濃度の感度評価として，原子炉建物２階の湿度が100%の状況を想

定すると，原子炉建物２階の温度が66℃，湿度100％の時の蒸気濃度は約

26%となる。ＳＧＴ内が完全ドライ条件となると仮定して計算すると，水

素濃度はベースケースと比べて1/(1-0.26)=1.36倍となり，0.03×1.36=

約0.041%となる。 

(4) ＳＧＴ吸込流量 

ＳＧＴ吸込流量の感度解析として，仮に流量が1 割低下した場合を想

定した場合において， ＳＧＴに流入する水素濃度はベースケースと比べ

て1/0.9=1.1倍となり，0.03×1.1=約0.033%となる。 

(5) ＰＣＶ漏えい率 

ＰＣＶ漏えい率の感度解析として，２倍（2.6%/day）となった場合を

想定すると，ＳＧＴに流入する水素濃度はベースケースと比べて２倍と

なり，0.03×２=約0.06%となる。 
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上記のとおり，解析条件の変化による影響を考慮しても，水素濃度が４%

を下回ることを確認した。さらに，(2)～(5)の結果と組み合わせたとしても，

0.03%×3×1.36×1.1×2=約0.27%となり，水素濃度が４%を下回るため，燃焼

に至らないことを確認した。 
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非常用ガス処理系の系統内における水素の滞留について 
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非常用ガス処理系の系統内における水素の滞留について 

 

非常用ガス処理系は，設置許可基準規則第59条に対応するため，原子炉建

物の換気を行うことにより，炉心の著しい損傷が発生した場合の中央制御室

の運転員の被ばくの低減を目的として使用するが，その際，原子炉格納容器

から漏えいする水素を系統内に持ち込む可能性がある。 

このため，「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するための設備」

に準じ，非常用ガス処理系が「動的機器等に水素爆発を防止する機能をつけ

ること」を満足していることを，下記のとおり評価した。 

 

(1) 非常用ガス処理系運転時の水素爆発防止機能 

非常用ガス処理系は，以下に記載する機能を有しており，水素排出設備

を設置する場合の要求事項である「動的機器等に水素爆発を防止する機能」

を満足していると考える。 

① 非常用ガス処理系は，排気ファン，前置ガス処理装置，後置ガス処理

装置及びこれらをつなぐダクトで構成されている。本系統は水素が滞

留しないよう排気ファンにより強制的に水素を含む気体を屋外に排出

する設計としている。 

② 非常用ガス処理系は，原子炉建物内の水素を含む気体を排出し，原子

炉建物内の水素濃度を可燃限界未満とすることで，原子炉建物及び非

常用ガス処理系の水素爆発を防止する機能を有している。 

③ 原子炉格納容器から原子炉建物への漏えい率を 1.3%/day とし，原子炉

建物内の静的触媒式水素処理装置（PAR）に期待せず，非常用ガス処理

系を起動する際の原子炉建物内の水素濃度を評価した結果，水素濃度

は 0.02vol%程度であり，可燃限界未満である。 

④ 全交流動力電源喪失時にも，電源復旧後，中央制御室での遠隔操作に

より代替交流電源設備を起動させることにより，約 60 分で非常用ガス

処理系を起動する手順を整備している。 

⑤ 原子炉格納容器から原子炉建物への漏えい率を 1.3%/day とし，原子炉

建物内の静的触媒式水素処理装置（PAR）に期待しない場合において，

事故後の平衡状態における原子炉建物内及び非常用ガス処理系内の水

素濃度を評価した結果，非常用ガス処理系内の水素濃度は最大で

0.03vol%程度であり，可燃限界未満である。 

⑥ 非常用ガス処理系は，重大事故後の平衡状態において水素濃度が可燃

限界未満であることから，水素爆発をすることなく起動・運転するこ

とが可能である。 

これら①～⑥の状況から，非常用ガス処理系の運転時については，水素

爆発を防止する機能を有していると評価できる。 
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(2) 非常用ガス処理系停止後の水素滞留の防止 

非常用ガス処理系は，原子炉格納容器の破損により，原子炉建物への水

素漏えい量が増加し，可燃限界に達する恐れがある場合等に，停止操作を

実施する。非常用ガス処理系を停止する際には，原子炉建物内の水素濃度

が，可燃限界未満の状態において停止する。このため，系統の停止後、系

統内に水素が残留した場合においても，系統の出入口に設置された隔離弁

が閉鎖するため，水素が系統内に追加で供給されることはなく，水素濃度

は流入時の濃度を上回ることはないと考えられる。 

このため，系統内に残留した水素が可燃限界以上の濃度になることはな

く，着火することはないと考える。 

 

以上 
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原子炉建物ブローアウトパネル閉止装置について 
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1.ブローアウトパネルに係る設計方針

(1) ブローアウトパネル閉止装置

中央制御室の居住性確保のために原子炉建物原子炉棟の気密バウンダ

リを形成する必要がある場合，原子炉建物原子炉棟内に設置する各開口

部に対応するブローアウトパネル閉止装置を速やかに閉止し，原子炉建

物の気密性が確保できる設計とする。 

気密性の高いＪＩＳ等級（Ａ４等級）の気密性を有するダンパを用い

ることで，閉止時には原子炉建物原子炉棟の負圧を確保する。また，遠

隔及び手動による閉止機能を設置することにより，万一，電源がない状

態でも閉止機能を維持する設計とする。なお，閉止機能は，以下のとお

りである。詳細は，今後の詳細設計にて決定する。 

・遠隔閉止：電動駆動方式（ＳＡ電源負荷）

・手動閉止：駆動部に設置するハンドルを操作することで閉止

ブローアウトパネル閉止装置の概要図を図59－14－1に示す。 

※1 Ａ４等級：ＪＩＳ A 1561 に規定される気密性等級線に合致する気密性

能を有するもの 

図 59－14－1 原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネル 概要図 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(2) ブローアウトパネル閉止装置開閉状態表示 

ブローアウトパネル閉止装置についてリミットスイッチを設置し，ダ

ンパの開閉状態を中央制御室にて特定できる設計とする。なお，詳細は，

今後の設計により決定する。 

ブローアウトパネル閉止装置開閉状態表示の概要を図59－14－2に示

す。 

 

 

図59－14－2 ブローアウトパネル閉止装置開閉状態表示 概要図 

 

【参考】原子炉建屋気密性確保の成立性について 

ブローアウトパネル閉止装置には，ＪＩＳ A 1516「建具の気密性試験方

法」の気密性等級線Ａ４等級を満足するダンパを設置することにより，原

子炉建物原子炉棟の気密性を確保する。なお，以下に示すように，Ａ４等

級を満足するダンパの許容漏えい量と非常用ガス処理系の排気容量から，

原子炉建物原子炉棟気密性が確保できることを以下に確認した。なお，詳

細は，今後の詳細設計にて決定する。 

 設計上の気密要求である圧力差 63Pa［gage］において，Ａ４等級ド

ア1m2当たりの通気量は，12.6m3/h 

 ブローアウトパネル閉止装置の開口面積合計は，約32m2 

 ブローアウトパネルが全て開放し，当該パネル全てを再閉止した後

の1h当たりの通気量は，約403.2m3/h 

 ＳＧＴの排風機の容量は，4,400m3/hであり，上記の通気量を大きく

上まわる。（十分に負圧達成が可能） 

気密等級線図（Ａ４等級）を図59－14－3に示す。 

 

 

 

 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 59－14－3 気密等級線図（Ａ４等級） 
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２．ブローアウトパネル関連設備の要求機能について 

 

（１）ブローアウトパネル関連設備の要求機能について 

ブローアウトパネル関連設備（原子炉建物燃料取替階ブローアウトパネ

ル（以下，「オペフロＢＯＰ」という。），主蒸気管トンネル室ブローアウト

パネル（以下，「ＭＳトンネル室ＢＯＰ」という。），原子炉建物燃料取替階

ブローアウトパネル閉止装置（以下，「オペフロＢＯＰ閉止装置」という。）

について，要求事項を整理する。 

 

（２）オペフロＢＯＰの要求事項 

ａ．開放機能 

オペフロＢＯＰは，主蒸気配管破断(以下，「ＭＳＬＢＡ」という。)

を想定した場合の放出蒸気による圧力から原子炉建物及び原子炉格納容

器等を防護するため，放出蒸気を建物外に放出することを目的に設置さ

れている。このため，オペフロＢＯＰには，建物の内外差圧により自動

的に開放する機能が必要である。 

設計基準対象施設であるオペフロＢＯＰは，待機状態(閉状態)にて，

基準地震動Ｓｓにより開放機能を損なわないようにする必要があるため，

基準地震動Ｓｓに対する耐震健全性（建物躯体の健全性)を確保する設計

とする。また，設計竜巻により開放機能を損なわないようにする必要が

あるが，設計竜巻は，その発生頻度が非常に小さく，設計基準事故との

重畳は，判断基準の目安となる 10－７回/年を下回り十分小さいこと，プ

ラント運転中又は停止中の設計竜巻を想定してもプラント停止及び冷却

に必要な設備は確保でき原子炉安全に影響しないことから，安全上支障

のない期間に補修が可能な設計とすることで安全機能を損なわない設計

とする。 

重大事故等対処設備であるオペフロＢＯＰは，格納容器バイパス（イ

ンターフェイスシステムＬＯＣＡ）(以下，「ＩＳＬＯＣＡ」という。)

の発生を想定した場合の発生箇所を隔離するための操作等の活動ができ

るよう，所定の時間内に原子炉建物原子炉棟内の圧力及び温度を低下さ

せるため，確実に開放する必要がある。 

ＩＳＬＯＣＡ発生時においては，原子炉格納容器外かつ原子炉建物原

子炉棟内で低圧設計配管が破断することを想定しているため，原子炉建

物原子炉棟内で瞬時に減圧沸騰して大量の水蒸気が発生し，原子炉建物

原子炉棟内の圧力が急上昇することとなる。このため，外気との差圧(設

計圧力 5.95kPa 以下)により，燃料取替階に設置したオペフロＢＯＰが自

動的に開放し，原子炉建物原子炉棟内を減圧する設計とする。 

また，ＩＳＬＯＣＡ発生時においては，基本的に中央制御室で隔離弁

を閉操作するが，万が一，中央制御室から操作できない場合には，現場
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で隔離弁を操作することとしている。なお，開放したオペフロＢＯＰの

開口面(全面)を経由して外気と熱交換が行われることにより原子炉建物

原子炉棟内でも人力でＩＳＬＯＣＡ発生箇所を隔離するための隔離弁が

操作可能となる。重大事故等対処設備であるオペフロＢＯＰは，待機状

態(閉状態)にて，基準地震動Ｓｓにより開放機能を損なわないようにす

る必要があるため，基準地震動Ｓｓに対する耐震健全性(建物躯体の健全

性)を確保する設計とする。 

 

ｂ．２次格納施設のバウンダリ機能 

オペフロＢＯＰは，上記（１）の開放機能を満足させるため，原子炉

建物原子炉棟外壁に設置しており，原子炉建物原子炉棟の壁の一部であ

ることから，２次格納施設のバウンダリとしての機能維持が必要である。 

このため，設計基準対象施設であるオペフロＢＯＰは，待機状態(閉状

態)にて，基準地震動Ｓｓにより２次格納施設としてのバウンダリ機能を

損なわないようにする必要があるが，その一方で，地震動により開放し

ないように設計する場合，本来の差圧による開放機能を阻害する可能性

がある。この２つの要求機能を考慮した結果，２次格納施設のバウンダ

リ機能維持に対しては，オペフロＢＯＰの設置目的である差圧による開

放機能を阻害しない範囲で耐震性を確保する設計とする。具体的には原

子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編(ＪＥＡＧ4601・

補－1984)によれば，基準地震動Ｓ２(Ｓｓ相当)と運転状態Ⅳ(設計基準

事故)の組合せは不要であるが，基準地震動Ｓ１（Ｓｄ相当)と運転状態

Ⅳ(設計基準事故)の荷重の組合せは必要とされているため，オペフロＢ

ＯＰは２次格納施設としてのバウンダリ機能を有するため，長期にわた

り事象が継続した場合も考慮し，弾性設計用地震動Ｓｄで開放しない設

計とする。設計竜巻については，その最大気圧低下量がオペフロＢＯＰ

開放の設計差圧より大きく，設計竜巻の気圧差により開放の可能性を否

定できないが，設計竜巻の発生頻度は非常に小さく，設計基準事故との

重畳は，判断基準の目安となる 10－７回/年を下回り十分小さいこと，プ

ラント運転中又は停止中の設計竜巻を想定してもプラント停止及び冷却

に必要な設備は確保でき原子炉安全に影響しない。このため，万が一，

地震や竜巻により開放し，安全上支障のない期間に復旧できず，２次格

納施設としてのバウンダリ機能が維持できない場合には，安全な状態に

移行(運転中は冷温停止へ移行，停止中は炉心変更の停止又は原子炉建物

原子炉棟内で照射された燃料に係る作業の停止)することを保安規定に

定める。 

 

（３）ＭＳトンネル室ＢＯＰの要求事項 

ａ．開放機能 
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ＭＳトンネル室ＢＯＰは，ＭＳＬＢＡを想定した場合の放出蒸気によ

る圧力から原子炉建物及び原子炉格納容器等を防護するため，放出蒸気

を建物外に放出することを目的に設置している。このため，主蒸気系ト

ンネル室(以下，「ＭＳトンネル室」という。)内外の差圧(設計圧力

9.81kPa 以下)により自動的に開放する機能が必要である。 

設計基準対象施設であるＭＳトンネル室ＢＯＰは，待機状態(閉状態)

にて，基準地震動Ｓｓにより開放機能を損なわないようにする必要があ

るため，基準地震動Ｓｓに対する耐震健全性(建物躯体の健全性)を確保

する設計とする。 

 

ｂ．２次格納施設のバウンダリ機能 

ＭＳトンネル室ＢＯＰは，上記(1)の開放機能を満足させるため，原子

炉建物原子炉棟のＭＳトンネル室に設置しており，原子炉建物原子炉棟

の壁の一部となるＭＳトンネル室ＢＯＰについては，２次格納施設のバ

ウンダリとしての機能維持が必要である。 

このため，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備であるＭＳトン

ネル室ＢＯＰは，待機状態(閉状態)にて，基準地震動Ｓｓにより２次格

納施設としてのバウンダリ機能を損なわないようにする必要があるが，

その一方で，地震動により開放しないように設計する場合，本来の差圧

による開放機能を阻害する可能性がある。この２つの要求機能を考慮し

た結果，２次格納施設のバウンダリ機能維持に対しては，ＭＳトンネル

室ＢＯＰの設置目的である差圧による開放機能を阻害しない範囲で耐震

性を確保する設計とする。具体的には原子力発電所耐震設計技術指針重

要度分類・許容応力編(ＪＥＡＧ4601・補－1984)によれば，基準地震動

Ｓ２(Ｓｓ相当)と運転状態Ⅳ(設計基準事故)の組合せは不要であるが，

基準地震動Ｓ１(Ｓｄ相当)と運転状態Ⅳ(設計基準事故)の荷重の組合せ

は必要とされているため，ＭＳトンネル室ＢＯＰは２次格納施設として

のバウンダリ機能を有するため，長期にわたり事象が継続した場合も考

慮し，弾性設計用地震動Ｓｄで開放しない設計とする。 

 

（４）オペフロＢＯＰ閉止装置の要求事項 

ａ．閉止機能 

設置許可基準規則第 59 条（運転員が原子炉制御室にとどまるための設

備）の解釈では,「原子炉制御室の居住性を確保するために原子炉建屋に

設置されたブローアウトパネルを閉止する必要がある場合は、容易かつ

確実に閉止操作ができること。また、ブローアウトパネルは、現場にお

いて人力による操作が可能なものとすること。」が要求されている。 

島根原子力発電所２号炉のオペフロＢＯＰは,構造上,開放した場合に

は,容易に再閉止操作を行うことが困難であるため, 設置許可基準規則
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第 59 条要求に適合させるためにオペフロＢＯＰ閉止装置を設置する。 

このため，重大事故等対処設備であるオペフロＢＯＰ閉止装置は，待

機状態(開状態)にて，基準地震動Ｓｓにより閉止機能を損なわないよう

にする必要があるため,基準地震動Ｓｓに対する耐震健全性を確保する

ことが必要である。 

 

ｂ．２次格納施設のバウンダリ機能 

オペフロＢＯＰ閉止装置は,オペフロＢＯＰに代わって原子炉建物原

子炉棟の壁の一部となることから，２次格納施設のバウンダリとしての

機能(原子炉建物原子炉棟の気密性能確保)が必要である。 

一方，オペフロＢＯＰ閉止装置の閉機能維持が必要な状況とは,基準地

震動Ｓｓにより開放し，更に重大事故に至った場合である。設置許可基

準規則第 59 条(運転員が原子炉制御室にとどまるための設備)では,７日

間で 100mSv を超えないことが要求されており,７日間で想定する地震動

は,設置許可基準規則第 39 条(地震による損傷の防止)で整理するＳＡ発

生後の最大荷重の組合せの考え方を踏まえると,オペフロＢＯＰ閉止装

置が閉状態で組合せるべき地震動は弾性設計用地震動Ｓｄであるが,長

期の閉止機能維持を考慮して基準地震動Ｓｓとする。 

 

（５）ブローアウトパネルの開放要因及び閉止の必要性検討 

ブローアウトパネルの開放要因及び閉止の必要性の検討結果を表

59-14-1 に，ブローアウトパネル関連設備に要求される機能の整理を表

59-14-2 に示す。  
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表 59-14-1 ブローアウトパネルの開放要因及び閉止の必要性検討 

開放箇所 開放要因 開放可能性 閉止の必要性検討 
閉止の

要否 

オペフロ 

ＢＯＰ 

地震 

有 

（Ｓｄを超える地震

動で開放） 

Ｓｓ相当までの本震による全炉心損傷頻

度の累積は 3.3×10－7／炉年であり，地震

によるオペフロＢＯＰの開放が考えられ

ることから閉止する設計とする。 

要 

竜巻 

有 

（設計竜巻の差圧以

下で開放） 

竜巻の年超過発生頻度（10－4／年）及び

外部電源喪失が発生した場合の条件付炉

心損傷確率（7.8×10－7）が極めて低いこ

とから， 開放しても原子炉制御室の居住

性を確保するためにオペフロＢＯＰの閉

止が必要となる可能性は極めて低い。 

否 

主蒸気管破断 
有 

（設計で考慮） 

主蒸気管破断については，発生頻度，プ

ラントの影響等の観点から，リスク評価

上の重要性は低いと考え，評価対象から

除外する。 

否 

ＩＳＬＯＣＡ 
有 

（設計で考慮） 

ＩＳＬＯＣＡの炉心損傷頻度(3.3×10－9

／炉年)は十分低いことから，原子炉制御

室の居住性を確保するためにオペフロＢ

ＯＰの閉止が必要となる可能性は極めて

低い。 

否 

ＭＳトン

ネル室 

ＢＯＰ 

地震 
無 

（Ｓｓ機能維持） 
－ 否 

竜巻 

無 

（建物内に設置され

ているため竜巻の影

響は受けない） 

－ 否 

主蒸気管破断 
有 

（設計で考慮） 

主蒸気管破断については，発生頻度，プ

ラントの影響等の観点から，リスク評価

上の重要性は低いと考え，評価対象から

除外する。 

否 

ＩＳＬＯＣＡ 

無 

（ＩＳＬＯＣＡ時の

流路にならない） 

－ 否 

※閉止必要性検討にあたっては，「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力

編(ＪＥＡＧ4601・補－1984)」のスクリーニング基準である 10－7／炉年を参考にした。 
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表 59-14-2 ブローアウトパネル関連設備に要求される機能の整理 

ブローアウ

トパネル関

連設備 

要求機能 

設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

地震 
竜巻 

（差圧） 

竜巻 

（飛来物） 
地震 

竜巻 

（差圧） 

竜巻 

（飛来物） 

オペフロ 

ＢＯＰ 

開放機能 

（ＭＳＬＢＡ） 

（９条） 

○ 

（Ｓｓ） 

○ 

プラント

停止にて

対応 

○ 

竜巻防護

ネットで

防護 

－ － － 

開放機能 

（ＩＳＬＯＣＡ） 

（46 条） 

－ － － 
○ 

（Ｓｓ） 
－ － 

バウンダリ機能

（建屋気密性） 

（26 条，32 条） 

○ 

（Ｓｄ） 

○ 

プラント

停止にて

対応 

○ 

竜巻防護

ネットで

防護 

－ － － 

ＭＳトンネ

ル室ＢＯＰ 

開放機能 

（ＭＳＬＢＡ） 

（９条） 

○ 

（Ｓｓ） 
－ － － － － 

バウンダリ機能

（建屋気密性） 

（26 条，32 条，

59 条） 

○ 

（Ｓｄ） 
－ － 

○＊１ 

（Ｓｄ） 
－ － 

オペフロＢ

ＯＰ閉止装

置（ＳＡ緩

和設備） 

閉止機能 

（59 条） 
－ － － 

○ 

（Ｓｓ） 

○ 

（影響なし） 
－＊２ 

バウンダリ機能

（閉止後） 

（59 条） 

－ － － 
○ 

（Ｓｓ） 
－＊３ －＊３ 

バウンダリ機能

（閉止時） 

（59 条） 

－ － － 
○ 

（Ｓｓ） 
－＊３ －＊３ 

凡例： ○：考慮要，－：考慮不要 

注記  

＊１：Ｓｓでも閉維持が可能な設計とする  

＊２：オペフロＢＯＰ閉止装置は，ＳＡ緩和設備であるため共通要因故障としての考慮は不要 

＊３：ＳＡ後の閉止状態での設計竜巻は，事象の重ね合わせの頻度から組合せ不要 
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60-1

ＳＡ設備基準適合性一覧表 



 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬型） 
第 60条： 
監視測定設備 

可搬式モニタリング・ポスト 
類型化 
区分 

第
４
３
条

第
１
項

第

１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る 

健
全
性

環境温度・湿度・圧力／
屋外の天候／放射線 

屋外 Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） ― 

周辺機器等からの影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） ― 

関連資料 60-3-1 配置図

第
２

号 

操作性 
設備の運搬・設置 
操作スイッチ操作 

接続作業 

Ｂｃ 
Ｂｄ 

Ｂｇ 

関連資料 60-3-1 配置図

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 60-4-1 試験及び検査

第

４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 60-3-1 配置図

第

５
号 

悪
影
響

防
止

系統設計 他設備から独立 Ａｃ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 60-3-1 配置図

第
６
号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 60-3-1 配置図

第
３
項

第

１
号 

可搬型 SAの容量 

その他設備 
（発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に 

関する審査指針の測定上限値を満足する容量 

配備数は１セット 10台，故障時及び保守点検時の 
バックアップとして２台の合計 12台を配備） 

Ｃ 

関連資料 60-5-1 容量設定根拠

第
２
号 

可搬型 SAの接続性 （常設設備と接続せず使用） ― 

関連資料 60-3-1 配置図

第
３

号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 60-3-1 配置図

第
４

号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所を選定） ― 

関連資料 60-3-1 配置図

第

５
号 

保管場所 屋外（共通要因の考慮対象設備なし） Ｂｂ 

関連資料 60-6-1 保管場所図

第

６
号 

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 60-7-1 アクセスルート図

第
７

号 

共
通
要
因

故
障
防
止

環境条件，自然現象，外
部人為事象，溢水，火災 

防止・緩和以外－対象（代替対象 DB設備あり） 
（モニタリング・ポストと位置的分散）

Ｂ 

サポート系要因 対象外（サポートなし） 対象外 

関連資料 ― 

60-1-1



 

 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬型） 
第 60条： 
監視測定設備 

放射能測定装置 
（可搬式ダスト・よう素サンプラ） 

類型化 
区分 

第
４
３
条 

第
１
項 

第

１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る 

健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／
屋外の天候／放射線 

その他建物内 
屋外 

Ｃ 
Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） ― 

周辺機器等からの影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） ― 

関連資料 60-3-2 配置図 

第

２
号 

操作性 
設備の運搬・設置 
操作スイッチ操作 

Ｂｃ 
Ｂｄ 

関連資料 60-3-2 配置図 

第

３
号 

試験・検査 
（検査性，系統構成・外部入力） 

計測制御設備 Ｊ 

関連資料 60-4-2 試験及び検査 

第
４

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 60-3-2 配置図 

第
５

号 

悪
影
響 

防
止 

系統設計 他設備から独立 Ａｃ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 60-3-2 配置図 

第

６
号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 60-3-2 配置図 

第
３
項 

第
１

号 

可搬型 SAの容量 

その他設備 

（発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に 
関する審査指針の測定上限値を満足する容量 

配備数は１セット２台，故障時及び保守点検時の 

バックアップとして１台の合計３台を配備） 

Ｃ 

関連資料 60-5-2 容量設定根拠 

第

２
号 

可搬型 SAの接続性 （常設設備と接続せず使用） ― 

関連資料 60-3-2 配置図 

第
３
号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 60-3-2 配置図 

第
４
号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所を選定） ― 

関連資料 60-3-2 配置図 

第
５

号 

保管場所 屋内（共通要因の考慮対象設備なし） Ａｂ 

関連資料 60-6-2 保管場所図 

第
６

号 

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 60-7-2 アクセスルート図 

第
７
号 

共
通
要
因 

故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

防止・緩和以外－対象（代替対象 DB設備あり） 

（放射能観測車と位置的分散） 
Ｂ 

サポート系要因 対象外（サポートなし） 対象外 

関連資料 ― 

  

60-1-2



 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬型） 
第 60条： 
監視測定設備 

放射能測定装置 
（ＮａＩシンチレーション・サーベイ・メータ） 

類型化 
区分 

第
４
３
条

第
１
項

第

１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る 

健
全
性

環境温度・湿度・圧力／
屋外の天候／放射線 

その他建物内 
屋外 

Ｃ 
Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） ― 

周辺機器等からの影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） ― 

関連資料 60-3-2 配置図

第

２
号 

操作性 
設備の運搬・設置 
操作スイッチ操作 

Ｂｃ 
Ｂｄ 

関連資料 60-3-2 配置図

第

３
号 

試験・検査 
（検査性，系統構成・外部入力） 

計測制御設備 Ｊ 

関連資料 60-4-3 試験及び検査

第
４

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 60-3-2 配置図

第
５

号 

悪
影
響

防
止

系統設計 他設備から独立 Ａｃ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 60-3-2 配置図

第

６
号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 60-3-2 配置図

第
３
項

第
１

号 

可搬型 SAの容量 

その他設備 

（発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に 
関する審査指針の測定上限値を満足する容量 

配備数は１セット２台，故障時及び保守点検時の 

バックアップとして１台の合計３台を配備） 

Ｃ 

関連資料 60-5-3 容量設定根拠

第

２
号 

可搬型 SAの接続性 （常設設備と接続せず使用） ― 

関連資料 60-3-2 配置図

第
３
号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 60-3-2 配置図

第
４
号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所を選定） ― 

関連資料 60-3-2 配置図

第
５

号 

保管場所 屋内（共通要因の考慮対象設備なし） Ａｂ 

関連資料 60-6-2 保管場所図

第
６

号 

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 60-7-2 アクセスルート図

第
７
号 

共
通
要
因

故
障
防
止

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

防止・緩和以外－対象（代替対象 DB設備あり） 

（放射能観測車と位置的分散） 
Ｂ 

サポート系要因 対象外（サポートなし） 対象外 

関連資料 ― 

60-1-3



 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬型） 
第 60条： 
監視測定設備 

放射能測定装置 
（ＧＭ汚染サーベイ・メータ） 

類型化 
区分 

第
４
３
条

第
１
項

第

１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る 

健
全
性

環境温度・湿度・圧力／
屋外の天候／放射線 

その他建物内 
屋外 

Ｃ 
Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） ― 

周辺機器等からの影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） ― 

関連資料 60-3-2 配置図

第

２
号 

操作性 
設備の運搬・設置 
操作スイッチ操作 

Ｂｃ 
Ｂｄ 

関連資料 60-3-2 配置図

第

３
号 

試験・検査 
（検査性，系統構成・外部入力） 

計測制御設備 Ｊ 

関連資料 60-4-4 試験及び検査

第
４

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 60-3-2 配置図

第
５

号 

悪
影
響

防
止

系統設計 他設備から独立 Ａｃ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 60-3-2 配置図

第

６
号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 60-3-2 配置図

第
３
項

第
１

号 

可搬型 SAの容量 

その他設備 

（発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に 
関する審査指針の測定上限値を満足する容量 

配備数は１セット２台，故障時及び保守点検時の 

バックアップとして１台の合計３台を配備） 

Ｃ 

関連資料 60-5-4 容量設定根拠

第

２
号 

可搬型 SAの接続性 （常設設備と接続せず使用） ― 

関連資料 60-3-2 配置図

第
３
号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 60-3-2 配置図

第
４
号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所を選定） ― 

関連資料 60-3-2 配置図

第
５

号 

保管場所 屋内（共通要因の考慮対象設備なし） Ａｂ 

関連資料 60-6-2 保管場所図

第
６

号 

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 60-7-2 アクセスルート図

第
７
号 

共
通
要
因

故
障
防
止

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 

防止・緩和以外－対象（代替対象 DB設備あり） 

（放射能観測車と位置的分散） 
Ｂ 

サポート系要因 対象外（サポートなし） 対象外 

関連資料 ― 

60-1-4



 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬型） 
第 60条： 
監視測定設備 

放射能測定装置 
（α・β線サーベイ・メータ） 

類型化 
区分 

第
４
３
条

第
１
項

第

１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る 

健
全
性

環境温度・湿度・圧力／
屋外の天候／放射線 

その他建物内 
屋外 

Ｃ 
Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） ― 

周辺機器等からの影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） ― 

関連資料 60-3-2 配置図

第

２
号 

操作性 
設備の運搬・設置 
操作スイッチ操作 

Ｂｃ 
Ｂｄ 

関連資料 60-3-2 配置図

第

３
号 

試験・検査 
（検査性，系統構成・外部入力） 

計測制御設備 Ｊ 

関連資料 60-4-5 試験及び検査

第
４

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 60-3-2 配置図

第
５

号 

悪
影
響

防
止

系統設計 他設備から独立 Ａｃ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 60-3-2 配置図

第

６
号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 60-3-2 配置図

第
３
項

第
１

号 

可搬型 SAの容量 

その他設備 

（発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に 
関する審査指針の測定上限値を満足する容量 

配備数は１セット１台，故障時及び保守点検時の 

バックアップとして１台の合計２台を配備） 

Ｃ 

関連資料 60-5-5 容量設定根拠

第

２
号 

可搬型 SAの接続性 （常設設備と接続せず使用） ― 

関連資料 60-3-2 配置図

第
３
号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 60-3-2 配置図

第
４
号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所を選定） ― 

関連資料 60-3-2 配置図

第
５

号 

保管場所 屋内（共通要因の考慮対象設備なし） Ａｂ 

関連資料 60-6-2 保管場所図

第
６

号 

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 60-7-2 アクセスルート図

第
７
号 

共
通
要
因

故
障
防
止

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止・緩和以外－対象外（代替対象 DB設備なし） 対象外 

サポート系要因 対象外（サポートなし） 対象外 

関連資料 ― 

60-1-5



 

 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬型） 
第 60条： 
監視測定設備 

放射能測定装置 
（電離箱サーベイ・メータ） 

類型化 
区分 

第
４
３
条 

第
１
項 

第

１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る 

健
全
性 

環境温度・湿度・圧力／
屋外の天候／放射線 

その他建物内 
屋外 

Ｃ 
Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） ― 

周辺機器等からの影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） ― 

関連資料 60-3-2 配置図 

第

２
号 

操作性 
設備の運搬・設置 
操作スイッチ操作 

Ｂｃ 
Ｂｄ 

関連資料 60-3-2 配置図 

第

３
号 

試験・検査 
（検査性，系統構成・外部入力） 

計測制御設備 Ｊ 

関連資料 60-4-6 試験及び検査 

第
４

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 60-3-2 配置図 

第
５

号 

悪
影
響 

防
止 

系統設計 他設備から独立 Ａｃ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 60-3-2 配置図 

第

６
号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 60-3-2 配置図 

第
３
項 

第
１

号 

可搬型 SAの容量 

その他設備 

（発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に 
関する審査指針の測定上限値を満足する容量 

配備数は１セット２台，故障時及び保守点検時の 

バックアップとして１台の合計３台を配備） 

Ｃ 

関連資料 60-5-6 容量設定根拠 

第

２
号 

可搬型 SAの接続性 （常設設備と接続せず使用） ― 

関連資料 60-3-2 配置図 

第
３
号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 60-3-2 配置図 

第
４
号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所を選定） ― 

関連資料 60-3-2 配置図 

第
５

号 

保管場所 屋内（共通要因の考慮対象設備なし） Ａｂ 

関連資料 60-6-2 保管場所図 

第
６

号 

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 60-7-2 アクセスルート図 

第
７
号 

共
通
要
因 

故
障
防
止 

環境条件，自然現象，外

部人為事象，溢水，火災 
防止・緩和以外－対象外（代替対象 DB設備なし） 対象外 

サポート系要因 対象外（サポートなし） 対象外 

関連資料 ― 

  

60-1-6



 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬型） 
第 60条： 
監視測定設備 

小型船舶 
類型化 
区分 

第
４
３
条

第
１
項

第

１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る 

健
全
性

環境温度・湿度・圧力／
屋外の天候／放射線 

屋外 Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 常時海水を通水又は海で使用 Ⅰ 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） ― 

周辺機器等からの影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） ― 

関連資料 60-3-3 配置図

第

２
号 

操作性 
設備の運搬・設置 
操作スイッチ操作 

Ｂｃ 
Ｂｄ 

関連資料 60-3-3 配置図

第

３
号 

試験・検査 
（検査性，系統構成・外部入力） 

計測制御設備 Ｊ 

関連資料 60-4-7 試験及び検査

第
４

号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 60-3-3 配置図

第
５

号 

悪
影
響

防
止

系統設計 他設備から独立 Ａｃ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 60-3-3 配置図

第

６
号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 60-3-3 配置図

第
３
項

第

１
号 

可搬型 SAの容量 

その他設備 

（海上モニタリングが可能な容量 
配備数は１セット１台，故障時及び保守点検時の 
バックアップとして１台の合計２台を配備） 

Ｃ 

関連資料 60-5-7 容量設定根拠

第
２

号 

可搬型 SAの接続性 （常設設備と接続せず使用） ― 

関連資料 60-3-3 配置図

第

３
号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 60-3-3 配置図

第

４
号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所を選定） ― 

関連資料 60-3-3 配置図

第
５
号 

保管場所 屋外（共通要因の考慮対象設備なし） Ｂｂ 

関連資料 60-6-3 保管場所図

第
６
号 

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 60-7-2 アクセスルート図

第

７
号 

共
通
要
因

故
障
防
止

環境条件，自然現象，外
部人為事象，溢水，火災 

防止・緩和以外－対象外（代替対象 DB設備なし） 対象外 

サポート系要因 対象外（サポートなし） 対象外 

関連資料 ― 

60-1-7



 

島根原子力発電所 ２号炉 ＳＡ設備基準適合性 一覧表（可搬型） 
第 60条： 
監視測定設備 

可搬式気象観測装置 
類型化 
区分 

第
４
３
条

第
１
項

第

１
号 

環
境
条
件
に
お
け
る 

健
全
性

環境温度・湿度・圧力／
屋外の天候／放射線 

屋外 Ｄ 

荷重 （有効に機能を発揮する） ― 

海水 （海水を通水しない） 対象外 

電磁的障害 （電磁波により機能が損なわれない） ― 

周辺機器等からの影響 （周辺機器等からの悪影響により機能を失うおそれがない） ― 

関連資料 60-3-4 配置図

第
２

号 

操作性 
設備の運搬・設置 
操作スイッチ操作 

接続作業 

Ｂｃ 
Ｂｄ 

Ｂｇ 

関連資料 60-3-4 配置図

第
３
号 

試験・検査 

（検査性，系統構成・外部入力） 
計測制御設備 Ｊ 

関連資料 60-4-8 試験及び検査

第

４
号 

切り替え性 本来の用途として使用－切替操作が不要 Ｂｂ 

関連資料 60-3-4 配置図

第

５
号 

悪
影
響

防
止

系統設計 他設備から独立 Ａｃ 

その他（飛散物） 対象外 対象外 

関連資料 60-3-4 配置図

第
６
号 

設置場所 現場操作（設置場所） Ａａ 

関連資料 60-3-4 配置図

第
３
項

第

１
号 

可搬型 SAの容量 

その他設備 
（発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針の 

通常観測項目等を測定可能な容量 

配備数は１セット１台，故障時及び保守点検時の 
バックアップとして１台の合計２台を配備） 

Ｃ 

関連資料 60-5-8 容量設定根拠

第
２
号 

可搬型 SAの接続性 （常設設備と接続せず使用） ― 

関連資料 60-3-4 配置図

第
３

号 

異なる複数の接続箇所の確保 対象外 対象外 

関連資料 60-3-4 配置図

第
４

号 

設置場所 （放射線量の高くなるおそれの少ない場所を選定） ― 

関連資料 60-3-4 配置図

第

５
号 

保管場所 屋外（共通要因の考慮対象設備なし） Ｂｂ 

関連資料 60-6-4 保管場所図

第

６
号 

アクセスルート 屋外アクセスルートの確保 Ｂ 

関連資料 60-7-3 アクセスルート図

第
７

号 

共
通
要
因

故
障
防
止

環境条件，自然現象，外
部人為事象，溢水，火災 

防止・緩和以外－対象（代替対象 DB設備あり） 
（気象観測設備と位置的分散） 

Ｂ 

サポート系要因 対象外（サポートなし） 対象外 

関連資料 ― 

60-1-8



60-2

単線結線図 



モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
ポ
ス
ト

 
単
線
結
線
図

（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
ポ
ス
ト

No
.1
～
No
.6

に
つ
い
て
同
様
）

：
設
計
基
準
対
象
施
設

 

：
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 

60-2-1



 

 

 

 

 

 

 

60-3 

配置図 

 



可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 
配
置
位
置
 

放
射
線
量
の
測
定
（
可
搬
式
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
ポ
ス
ト
）

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

60-3-1r2



可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 
使
用
場
所
 

放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定
及
び
放
射
線
量
の
測
定
（
放
射
能
測
定
装
置
）

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

60-3-2r2



可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 
使
用
場
所
 

海
上
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
（
放
射
能
測
定
装
置
，
小
型
船
舶
）

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

60-3-3r2



可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 
配
置
位
置
 

風
向
，
風
速
そ
の
他
の
気
象
条
件
の
測
定
（
可
搬
式
気
象

観
測
装
置
）

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

60-3-4r2



60-4

試験及び検査 

定期事業者検査対象外の設備については，図面を添付している。 



 

可搬式モニタリング・ポスト 

1. 構造概略図

ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション検出器 

半導体検出器

蓄電池部 アンテナ部 表示部 

60-4-1



 

可搬式ダスト・よう素サンプラ 

1. 構造概略図

試料採取部（フィルタ） 試料採取部 

60-4-2



 

ＮａＩシンチレーション・サーベイ・メータ 

1. 構造概略図

ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション検出器 表示部 

60-4-3



 

ＧＭ汚染サーベイ・メータ 

1. 構造概略図

ＧＭ管検出器 表示部 

60-4-4



 

 

α・β線サーベイ・メータ 

 

1. 構造概略図 

 

 

ＺｎＳ（Ａｇ）シンチレーション検出器 

プラスチックシンチレーション検出器 

 

表示部 

 

 

  

60-4-5



 

電離箱サーベイ・メータ 

1. 構造概略図

電離箱検出器 表示部 

60-4-6



 

小型船舶 

1. 構造概略図

60-4-7



 

可搬式気象観測装置 

1. 構造概略図

60-4-8



60-5

容量設定根拠 



 

名 称 可搬式モニタリング・ポスト 

計測範囲 nGy/h 10～10９ 

【設定根拠】 

  可搬式モニタリング・ポストは，可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

 可搬式モニタリング・ポストは，モニタリング・ポストの機能喪失時の代替

措置として用いるものである。 

  また，発電所海側において，放射線量を監視するために用いるものである。 

  さらに，緊急時対策所の正圧化判断に用いるものである。 

 なお，可搬式モニタリング・ポストは，モニタリング・ポストと同数の６台，

発電所海側に３台及び緊急時対策所の正圧化判断用に１台設置できる数量と

する。 

  さらに，予備２台を含めた合計 12 台を第１保管エリア及び第４保管エリア

に保管する。 

1. 計測範囲

「発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に関する審査指針」

に定める測定上限値（10－１Gy/h）を満足するように設計する。 

  そのため，計測範囲としては，10～10９nGy/hである。 

60-5-1



 

名 称 可搬式ダスト・よう素サンプラ 

流量範囲 L/min 0～50 

【設定根拠】 

 可搬式ダスト・よう素サンプラは，可搬型重大事故等対処設備として配備す

る。 

 可搬式ダスト・よう素サンプラは，放射能観測車の機能喪失時の代替措置と

して用いるものである。 

  また，発電所敷地内及び発電所の周辺海域において，空気中の放射性物質を

採取するものである。 

 なお，可搬式ダスト・よう素サンプラは，２台に予備１台を含めた合計３台

を緊急時対策所内に保管する。 

1. 流量範囲

「発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に関する審査指針」

に定める敷地周辺空気中放射性物質濃度の測定上限値（3.7×10１Bq/cm３）を満

足するように設計する。 

  そのため，流量範囲を０～50L/minとし，サンプリング時間を調整すること

により測定上限値を満足できるようにする。 

2. 放射性物質の濃度の算出

放射性物質の濃度は，以下の算出式から求める。

 2.1 放射性物質の濃度の算出式 

放射性物質の濃度（Bq/cm３） 

＝換算係数（Bq/μGy/h）×試料の NET値（μGy/h）／サンプリング量（L） 

×1000（cm３/L） 

60-5-2



 

 

名 称 ＮａＩシンチレーション・サーベイ・メータ 

計測範囲 s-1 ０～30k 

【設定根拠】 

  ＮａＩシンチレーション・サーベイ・メータは，可搬型重大事故等対処設備

として配備する。 

 

  ＮａＩシンチレーション・サーベイ・メータは，放射能観測車の機能喪失時

の代替措置として用いるものである。 

  また，発電所敷地内及び発電所の周辺海域において，採取した試料の放射性

物質の濃度を計測して，その計測結果を監視するものである。 

 

  なお，ＮａＩシンチレーション・サーベイ・メータは，２台に予備１台を含

めた合計３台を緊急時対策所内に保管する。 

 

1. 計測範囲 

  「発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に関する審査指針」

に定める敷地周辺空気中放射性物質濃度の測定上限値（3.7×10１Bq/cm３）を満

足するように設計する。 

  そのため，計測範囲を０～30ks-1とし，サンプリング量を調整することによ

り測定上限値を満足できるようにする。 

 

2. 放射性物質の濃度の算出 

  放射性物質の濃度は，以下の算出式から求める。 

 

 2.1 放射性物質の濃度の算出式 

   放射性物質の濃度（Bq/cm３） 

   ＝換算係数（Bq/ks-1）×試料の NET値（ks-1）／サンプリング量（L） 

    ×1000（cm３/L） 

 

60-5-3



 

名 称 ＧＭ汚染サーベイ・メータ 

計測範囲 min－１ ０～100k 

【設定根拠】 

ＧＭ汚染サーベイ・メータは，可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

 ＧＭ汚染サーベイ・メータは，放射能観測車の機能喪失時の代替措置として

用いるものである。 

  また，発電所敷地内及び発電所の周辺海域において，採取した試料の放射性

物質の濃度を計測して，その計測結果を監視するものである。 

 なお，ＧＭ汚染サーベイ・メータは，２台に予備１台を含めた合計３台を緊

急時対策所内に保管する。 

1. 計測範囲

「発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に関する審査指針」

に定める敷地周辺空気中放射性物質濃度の測定上限値（3.7×10１Bq/cm３）を満

足するように設計する。 

  そのため，計測範囲を０～100kmin－１とし，サンプリング量を調整すること

により測定上限値を満足できるようにする。 

2. 放射性物質の濃度の算出

放射性物質の濃度は，以下の算出式から求める。

 2.1 放射性物質の濃度の算出式 

放射性物質の濃度（Bq/cm３） 

＝換算係数（Bq/min－１）×試料の NET 値（min－１）／サンプリング量（L） 

×1000（cm３/L） 

60-5-4



 

 

名 称 α・β線サーベイ・メータ 

計測範囲 min－１ ０～100k 

【設定根拠】 

  α・β線サーベイ・メータは，可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

 

  α・β線サーベイ・メータは，発電所敷地内及び発電所の周辺海域において，

採取した試料の放射性物質の濃度を計測して，その計測結果を監視するもので

ある。 

 

  なお，α・β線サーベイ・メータは，１台に予備１台を含めた合計２台を緊

急時対策所内に保管する。 

 

1. 計測範囲 

  「発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に関する審査指針」

に定める敷地周辺空気中放射性物質濃度の測定上限値（3.7×10１Bq/cm３）を満

足するように設計する。 

  そのため，計測範囲を０～100kmin－１とし，サンプリング量を調整すること

により測定上限値を満足できるようにする。 

 

2. 放射性物質の濃度の算出 

  放射性物質の濃度は，以下の算出式から求める。 

 

 2.1 放射性物質の濃度の算出式 

   放射性物質の濃度（Bq/cm３） 

   ＝換算係数（Bq/min－１）×試料の NET 値（min－１）／サンプリング量（L） 

    ×1000（cm３/L） 

 

 

60-5-5



 

名 称 電離箱サーベイ・メータ 

計測範囲 mSv/h 0.001～300 

【設定根拠】 

電離箱サーベイ・メータは，可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

 電離箱サーベイ・メータは，発電所敷地内及び発電所の周辺海域において，

放射線量率を計測して，その計測結果を監視するものである。 

 なお，電離箱サーベイ・メータは，２台に予備１台を含めた合計３台を緊急

時対策所内に保管する。 

1. 計測範囲

「発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に関する審査指針」

に定める測定上限値（10－１Sv/h）を満足するように設計する。 

  そのため，計測範囲としては，0.001～300mSv/hである。 

60-5-6



 

 

 

名 称 小型船舶 

最大積載重量 kg 500 

【設定根拠】 

  小型船舶は，可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

 

  小型船舶は，発電所の周辺海域において，発電用原子炉施設から放出される

放射性物質の濃度及び放射線量の測定を行うために必要な測定装置等及び要

員を積載できる設計とする。 

 

  なお，小型船舶は，１台に予備１台を含めた合計２台を第１保管エリア及び

第４保管エリアに保管する。 

 

1. 積載重量範囲 

  発電所の周辺海域において，放射性物質の濃度及び放射線量の測定を行うた

めに必要な測定装置等及び要員の総重量約 425kg（測定装置等約 200kg，要員

225kg（75kg×３））を積載できる設計とする。 

  そのため，最大積載重量は 500kgである。 

 

60-5-7



 

名 称 可搬式気象観測装置 

計
測
範
囲

風向風速計 
方位 

m/s 

風向 16方位 

風速 0.4～90 

日射計 kW/m２ 0～1.4 

放射収支計 kW/m２ -0.347～1.042

雨量計 mm 0～100 

【設定根拠】 

可搬式気象観測装置は，可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

  可搬式気象観測装置は，気象観測設備の機能喪失時の代替措置として用いる

ものである。 

なお，可搬式気象観測装置は，１台に予備１台を含めた合計２台を第１保管

エリア及び第４保管エリアに保管する。

1. 計測範囲

「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に定める通常観測の観測

項目，測定の単位，測定値の最小位数を満足するように設計する。 

  「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に定める通常観測の観測

項目，測定の単位，測定値の最小位数を下表に示す。 

観測項目 測定の単位 測定値の最小位数 

風向 16方位 1 

風速 m/s 1/10 

日射量 kW/m２ 1/100 

放射収支量 kW/m２ 1/500 

60-5-8



60-6

保管場所図 

：設計基準対象施設を示す。 

：重大事故等対処設備を示す。 



可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 
保
管
場
所
 

放
射
線
量
の
測
定
（
可
搬
式
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
ポ
ス
ト
）

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

60-6-1r2



可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 
保
管
場
所
 

放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定
及
び
放
射
線
量
の
測
定
（
放
射
能
測
定
装
置
）

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

60-6-2r2



可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 
保
管
場
所
 

海
上
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
（
放
射
能
測
定
装
置
，
小
型
船
舶
）

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

60-6-3r2



可
搬
型
重
大
事
故
等
対
処
設
備

 
保
管
場
所
 

風
向
，
風
速
そ
の
他
の
気
象
条
件
の
測
定
（
可
搬
式
気
象

観
測
装
置
）

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

60-6-4r2



60-7

アクセスルート図



島
根
原
子
力
発
電
所

 
２
号
炉
 

重
大
事
故
等
時
ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト
図
（
第

60
条
関
係
）［

屋
外
］

(1
) 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

60-7-1r2



島
根
原
子
力
発
電
所

 
２
号
炉
 

重
大
事
故
等
時
ア
ク
セ
ス
ル
ー
ト
図
（
第

60
条
関
係
）［

屋
外
］

(2
) 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

60-7-2r2



島
根
原
子
力
発
電
所

 
２
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1. 環境モニタリング設備について

 1.1 モニタリング・ポスト 

 1.1.1 モニタリング・ポストの配置及び計測範囲 

  通常運転時，運転時の異常な過渡変化時，設計基準事故時に周辺監視区域境界

付近の放射線量率を連続的に監視するために，モニタリング・ポスト６台を設け

ており，連続測定したデータは，中央制御室及び緊急時対策所に表示し，監視を

行うことができる設計とする。また，そのデータを記録し，保存することができ

る設計とする。 

  なお，モニタリング・ポストは，その測定値が設定値以上に上昇した場合，直

ちに中央制御室に警報を発信する設計とする。モニタリング・ポストの配置図を

第 1.1－1図，計測範囲等を第 1.1－1 表に示す。 

：設計基準対象施設 
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第 1.1－1表 モニタリング・ポストの計測範囲等 

名称 検出器の種類 計測範囲 警報動作範囲 個数 取付箇所 

モニタリング・

ポスト

ＮａＩ（Ｔｌ） 

シンチレーション
10～105nGy/h 10～105nGy/h 各１台 

周辺監視区 

域境界付近 

（６箇所） 電離箱 10～108nGy/h 10～108nGy/h 各１台 

（モニタリング・ポストの写真）

電離箱検出器 ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション検出器 

：設計基準対象施設 
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 1.1.2 モニタリング・ポストの電源 

モニタリング・ポストは，非常用所内電源に接続しており，電源復旧までの期

間，非常用交流電源設備である非常用ディーゼル発電機からの給電が可能な設計

とする。さらに，モニタリング・ポストは，専用の無停電電源装置及び非常用発

電機を有し，停電時に電源を供給できる設計とする。 

  また，モニタリング・ポストは，代替交流電源設備である常設代替交流電源設

備（ガスタービン発電機）からの給電が可能な設計とする。 

  無停電電源装置及び非常用発電機の設備仕様を第 1.1－2表に，モニタリング・

ポストの電源構成概略図等を第 1.1－2 図に示す。 

第 1.1－2表 無停電電源装置及び非常用発電機の設備仕様 

名称 個数 出力 発電方式 

バック 

アップ

時間※

燃料 備考 

無停電 

電源装置 

局舎毎 

に１台 

計６台 

1.2kVA 

以上 
蓄電池 約 10分 － 

停電時に電源を

供給できる 

非常用 

発電機 

局舎毎 

に１台 

計６台 

5.2kVA 
ディーゼル 

エンジン
約 24時間 軽油 

停電時に電源を

供給できる 

※バックアップ時間は，各モニタリング・ポストの実負荷より算出。

：設計基準対象施設 

：重大事故等対処設備 
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○電源構成概略

（モニタリング・ポスト No.1～No.6 について同様）

第 1.1－2図 モニタリング・ポストの電源構成概略図等(１／２） 

：設計基準対象施設 

：重大事故等対処設備 
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○外観写真

（無停電電源装置の写真） （非常用発電機の写真） 

（常設代替交流電源設備の写真） 

第 1.1－2図 モニタリング・ポストの電源構成概略図等(２／２） 

：設計基準対象施設 

：重大事故等対処設備 
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 1.1.3 モニタリング・ポストの伝送 

モニタリング・ポストで測定したデータの伝送を行う構成は，建物間※において

有線系回線及び無線系回線により多様性を有し，測定したデータは，モニタリン

グ・ポスト局舎，中央制御室及び緊急時対策所で監視できる設計とする。 

モニタリング・ポストの伝送概略図を第 1.1－3図に示す。

※制御室建物等は，モニタリング・ポストと同等以上の耐震性を有しており，

伝送の多様化の対象範囲は耐震性を有した建物間とする。

第 1.1－3図 モニタリング・ポストの伝送概略図 

【凡例】

：有線系回線

：無線系回線

：アンテナ

緊急時対策所

現場盤
（測定・表示・伝送）

野外放射線モニタ盤
（表示・警報・記録・伝送）

ＳＰＤＳ
データ収集サーバ

（伝送）

ＳＰＤＳ
伝送サーバ

（記録・伝送）

ＳＰＤＳ
データ表示装置

（表示）

廃棄物処理建物 原子炉建物

モニタリング・ポスト 中央制御室

（No.1～No.6全て） 制御室建物

：設計基準対象施設 
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 1.2 放射能観測車 

  周辺監視区域境界付近の放射線量率及び空気中の放射性物質の濃度を迅速に測

定するために，放射線量率を監視，測定，記録する装置，空気中の放射性物質（粒

子状物質，よう素）を採取，測定する装置等を搭載した放射能観測車を１台配備

する。 

  また，原子力事業者間協力協定に基づき，放射能観測車 11 台の融通を受けるこ

とが可能である。 

  放射能観測車搭載の各計測器の計測範囲等及び放射能観測車の写真を第 1.2－

1表，放射能観測車の保管場所を第 1.2－1図に示す。 

第 1.2－1表 放射能観測車搭載の各計測器の計測範囲等 

及び放射能観測車の写真 

名称 検出器の種類 計測範囲 記録方法 個数 

放
射
能
観
測
車 

線量率 

モニタ

ＮａＩ（Ｔｌ） 

シンチレーション
10～10５nGy/h サンプリング記録 １台 

ダスト 

モニタ
ＧＭ管 ０～10６-1count サンプリング記録 １台 

よう素 

モニタ

ＮａＩ（Ｔｌ） 

シンチレーション
０～10６-1count サンプリング記録 １台 

（その他主な搭載機器）個数：各１台 

・ダスト・よう素サンプラ

・ＰＨＳ端末

・衛星電話設備（携帯型）

・風向風速計

（放射能観測車の写真） 

：設計基準対象施設 
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 1.3 代替測定 

 1.3.1 可搬式モニタリング・ポストによる放射線量の測定及び代替測定 

  重大事故等時，モニタリング・ポストが機能喪失した際に代替できるよう可搬

式モニタリング・ポストをモニタリング・ポスト設置位置に６台配置する。また，

原子力災害対策特別措置法第十条第一項若しくは第十五条第一項に該当する事象

（以下「原災法該当事象」という。）が発生した場合，又は，原災法該当事象発生

前であっても，放射線管理班員の活動状況や天候，時間帯等を考慮し，先行して

実施すると判断した場合，可搬式モニタリング・ポストをモニタリング・ポスト

が設置されていない海側に３台，緊急時対策所の正圧化が判断できるよう緊急時

対策所付近に１台配置する。 

  可搬式モニタリング・ポストは，上記に加え，故障時及び保守点検時による待

機除外時のバックアップ用２台を含めた合計 12台を保管する。可搬式モニタリン

グ・ポストの配置位置及び保管場所を第 1.3－1図に示す。 

  可搬式モニタリング・ポストの電源は，蓄電池により７日間以上連続で稼働で

きる設計としており，蓄電池を交換することにより継続して計測できる。また，

測定したデータは，可搬式モニタリング・ポストの電子メモリに記録するととも

に，衛星系回線により，緊急時対策所に伝送することができる設計とする。 

可搬式モニタリング・ポストの計測範囲等を第 1.3－1表，仕様を第 1.3－2表，

伝送概略図を第 1.3－2図に示す。 

：重大事故等対処設備 
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第 1.3－1表 可搬式モニタリング・ポストの計測範囲等 

名称 検出器の種類 計測範囲 警報動作範囲 個数 

可搬式モニタリ

ング・ポスト

ＮａＩ（Ｔｌ） 

シンチレーション 10～10９nGy/h※ 
計測範囲内で

可変 

10台 

（予備２台） 

半導体 

※「発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に関する審査指針」に

定める測定上限値（10－１Gy/h）等を満足する設計とする。

第 1.3－2表 可搬式モニタリング・ポストの仕様 

項目 内容 

電源 

蓄電池（４個）により７日以上供給可能。 

７日後からは，予備の蓄電池（４個）と交換することにより継続して

計測可能。蓄電池は１個あたり約６時間で充電可能。 

記録 測定値は本体の電子メモリに１週間分程度記録。 

伝送 
衛星系回線により，緊急時対策所にてデータ監視。 

なお，本体で指示値の確認が可能。 

概略 

寸法 

本 体：約 800(W)×約 500(D)×約 1000(H)mm 

蓄電池：約 210(W)×約 180(D)×約 175(H)mm 

重量 

合 計：約 60kg 

本 体：約 40kg 

蓄電池：約 20kg（約５kg／個×４個） 

（可搬式モニタリング・ポストの写真） 

：重大事故等対処設備 
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第 1.3－2図 可搬式モニタリング・ポストの伝送概略図 

【凡例】

：有線系回線

：衛星系回線

：緊急時対策所に常設するアンテナ等は

　耐震性を有する設計とする。

可搬式モニタリング・ポスト 緊急時対策所

データ表示装置
（表示・警報・記録・伝送）

アンテナ部

：重大事故等対処設備 
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 1.3.2 放射能測定装置による空気中の放射性物質の濃度の代替測定 

  重大事故等時，放射能観測車のダスト・よう素サンプラ又はダストモニタ，よ

う素モニタが機能喪失した際に代替できるよう放射能測定装置（ダスト・よう素

サンプラの代替として可搬式ダスト・よう素サンプラ，よう素モニタの代替とし

てＮａＩシンチレーション・サーベイ・メータ，ダストモニタの代替としてＧＭ

汚染サーベイ・メータ）を用いて，周辺監視区域境界付近における空気中の放射

性物質の濃度を監視し，測定し，その結果を記録する。 

  放射能測定装置のうち可搬式ダスト・よう素サンプラ，ＮａＩシンチレーショ

ン・サーベイ・メータ及びＧＭ汚染サーベイ・メータは，合計２台（予備１台）

を保管する。放射能測定装置の仕様を第 1.3－3 表，保管場所を第 1.3－3 図に示

す。 

第 1.3－3表 放射能測定装置の仕様 

名称 検出器の種類 計測範囲 記録 個数 

可搬式ダスト・

よう素サンプラ 
－ － － 

２台※２，※３ 

（予備１台） 

ＮａＩシンチレ

ーション・サー

ベイ・メータ 

ＮａＩ（Ｔｌ） 

シンチレーション
０～30ks-1※１ サンプリング記録

２台※２，※３ 

（予備１台） 

ＧＭ汚染サーベ

イ・メータ
ＧＭ管 ０～100kmin-1※１ サンプリング記録

２台※２，※３ 

（予備１台） 

※１ 「発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に関する審査指針」に定める測定上

限値を満たす設計とする。 

※２ 「1.4 放射能測定装置等による放射性物質の濃度及び放射線量の測定」と共用。

※３ 緊急時対策所に２台（予備１台）保管する。

（可搬式ダスト・よう素サンプラ） （ＮａＩシンチレーション・ 

サーベイ・メータ）

（ＧＭ汚染サーベイ・メータ） 

：重大事故等対処設備 
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 1.4 放射能測定装置等による放射性物質の濃度及び放射線量の測定 

 1.4.1 発電所及びその周辺（発電所の周辺海域を含む。）の測定 

  重大事故等時に，放射能測定装置（可搬式ダスト・よう素サンプラ，ＮａＩシ

ンチレーション・サーベイ・メータ，ＧＭ汚染サーベイ・メータ，α・β線サー

ベイ・メータ及び電離箱サーベイ・メータ）及び小型船舶を用いて，発電所及び

その周辺（発電所の周辺海域を含む。）における空気中，水中及び土壌中の放射性

物質の濃度及び放射線量率を監視し，測定し，その結果を記録する。なお，海水，

排水の採取は，海洋の状況等が安全上の問題がないと判断できた場合（津波注意

報等が発表されていない場合等）に行う。 

  放射能測定装置のうち可搬式ダスト・よう素サンプラ，ＮａＩシンチレーショ

ン・サーベイ・メータ，ＧＭ汚染サーベイ・メータ及び電離箱サーベイ・メータ

は，合計２台（予備１台）を保管する。放射能測定装置のうちα・β線サーベイ・

メータは，合計１台（予備１台）を保管する。海上モニタリングのための小型船

舶は，合計１台（予備１台）を保管する。 

  発電所及びその周辺（発電所の周辺海域を含む。）の測定に使用する設備の計測

範囲等を第 1.4－1 表，外観の写真を第 1.4－1 図，保管場所及び海水・排水試料

採取場所を第 1.4－2図に示す。 

：重大事故等対処設備 
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第 1.4－1表 発電所及びその周辺（発電所の周辺海域を含む。）の測定に 

使用する設備の計測範囲等 

名称 検出器の種類 計測範囲 記録 個数 

可搬式ダスト・

よう素サンプラ 
－ － － 

２台※２，※３ 

（予備１台） 

ＮａＩシンチレ

ーション・サー

ベイ・メータ 

ＮａＩ（Ｔｌ） 

シンチレーション
０～30ks-1※１ サンプリング記録

２台※２，※３ 

（予備１台） 

ＧＭ汚染サーベ

イ・メータ
ＧＭ管 ０～100kmin－１※１ サンプリング記録

２台※２，※３ 

（予備１台） 

α・β線サーベ

イ・メータ

ＺｎＳ（Ａｇ）シ

ンチレーション
０～100kmin－１※１ 

サンプリング記録
１台※４

（予備１台） プラスチックシン

チレーション
０～100kmin－１※１ 

電離箱サーベ

イ・メータ
電離箱 0.001～300mSv/h※１ サンプリング記録

２台※３ 

（予備１台） 

小型船舶 － － － 
１台

（予備１台） 

※１ 「発電用軽水型原子炉施設における事故時の放射線計測に関する審査指針」に定める測定上

限値を満たす設計とする。 

※２ 「1.3.2 放射能測定装置による空気中の放射性物質の濃度の代替測定」と共用。

※３ 緊急時対策所に２台（予備１台）保管する。

※４ 緊急時対策所に１台（予備１台）保管する。

＝ＳＡ 

：重大事故等対処設備 
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（可搬式ダスト・よう素サンプラ） （ＮａＩシンチレーション・ 

サーベイ・メータ）

（ＧＭ汚染サーベイ・メータ） 

（α・β線サーベイ・メータ） （電離箱サーベイ・メータ） 

（小型船舶） 

第 1.4－1図 発電所及びその周辺（発電所の周辺海域を含む。）の測定に 

使用する設備の写真 

：重大事故等対処設備 

60-8-19
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 1.4.2 小型船舶による海上モニタリング 

  重大事故等時，発電所の周辺海域へ気体状又は液体状の放射性物質が放出され

た場合，小型船舶により，周辺海域の放射線量率を電離箱サーベイ・メータで測

定し，その結果を記録するとともに，空気中の放射性物質及び海水のサンプリン

グを行う。サンプリングした試料については，ＮａＩシンチレーション・サーベ

イ・メータ，ＧＭ汚染サーベイ・メータ及びα・β線サーベイ・メータで測定し，

その結果を記録する。なお，海洋の状況等が安全上の問題がないと判断できた場

合（津波注意報等が発表されていない場合等）に海上モニタリングを行う。 

  小型船舶の保管場所及び運搬ルートを第 1.4－3図に示す。 

ａ．個数：１台（予備１台） 

ｂ．定員：５名 

ｃ．最大積載重量：500kg 

ｄ．動力源：軽油 

ｅ．モニタリング時に持ち込む資機材 

・電離箱サーベイ・メータ ：１台 

・可搬式ダスト・よう素サンプラ：１台

・採取用資機材（容器等）   ：１式 

ｆ．保管場所 

・第１保管エリア：１台（EL50m）

・第４保管エリア：１台（EL8.5m）

ｇ．運搬方法 

クレーン付トラックにて荷揚場まで運搬する。

：重大事故等対処設備 
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2. 気象観測設備について

 2.1 気象観測設備 

  気象観測設備は，放射性気体廃棄物の放出管理及び発電所周辺の一般公衆の被

ばく線量評価並びに一般気象データ収集のために，風向，風速，日射量，放射収

支量，雨量，温度等を測定し，連続測定したデータは，中央制御室及び緊急時対

策所に表示し，監視を行うことができる設計とする。また，そのデータを記録し，

保存することができる設計とする。 

気象観測設備の各測定器は周囲の構造物の影響のない位置※に配置する設計と

する。 

  気象観測設備の配置図を第 2.1－1図，測定項目等を第 2.1－1表に示す。 

  また，気象観測設備のデータ伝送系については，第 2.1－2 図に示すとおりとす

る。気象観測設備のデータ伝送を行う構成は，建物間において有線系回線及び無

線系回線により多様性を有することで信頼性向上を図る設計とする。 

※ 「露場から建物までの距離は建物の高さから 1.5ｍを引いた値の３倍以上，

または露場から 10ｍ以上。」「露場中央部における地上 1.5ｍの高さから周囲の

建物に対する平均仰角は 18度以下。」（地上気象観測指針（2002気象庁）） 

：設計基準対象施設 

60-8-23
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第 2.1－1表 気象観測設備の測定項目等 

気象観測設備 

（気象観測設備の写真） 

個数：各１台 

（測定項目） 

風向※，風速※，日射量※， 

放射収支量※，雨量，温度等 

（記録） 

有線系回線及び無線系回線により中央制御室

及び緊急時対策所に表示し，監視する。また，

そのデータを記録し，保存する。 

※「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に基づく測定項目

風向風速計 

（地上高 20m） 

ドップラーソーダ 

（音波型風向風速計） 

（標高 65m,130m）

日射計，放射収支計 雨量計，温度計，湿度計

：設計基準対象施設 
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第 2.1－2図 気象観測設備の伝送概略図 

【凡例】

：有線系回線

：無線系回線

：アンテナ

ＳＰＤＳ
伝送サーバ

（記録・伝送）

ＳＰＤＳ
データ表示装置

（表示）現場盤
（測定・表示・伝送）

気象観測設備
（ドップラーソーダ）

中央制御室

制御室建物 廃棄物処理建物 緊急時対策所原子炉建物

現場盤
（測定・表示・伝送） タービン建物

気象観測設備
（ドップラーソーダ以外）

気象記録計盤他
（表示・警報・記録・伝送）

ＳＰＤＳ
データ収集サーバ

（伝送）

：設計基準対象施設 
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 2.2 可搬式気象観測装置 

  重大事故等時，気象観測設備が機能喪失した際に代替できるよう可搬式気象観

測装置を気象観測設備近傍に配置する。 

  可搬式気象観測装置は，合計１台（予備１台）を保管する。可搬式気象観測装

置の配置位置及び保管場所を第 2.2－1 図，測定項目等を第 2.2－1 表，伝送概略

図を第 2.2－2図に示す。 

：重大事故等対処設備 

60-8-27
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第 2.2－1表 可搬式気象観測装置の測定項目等 

可搬式気象観測装置 

（可搬式気象観測装置の写真） 

個数：１台（予備１台） 

（測定項目） 

 風向※，風速※，日射量※，放射収支量※，雨量 

（電源） 

蓄電池（８個）により 24時間以上供給可能。 

24 時間後からは，蓄電池（８個）と交換することにより継続して計測可能。

蓄電池は１個あたり約 12時間で充電可能。 

（記録） 

 本体の電子メモリに１週間以上記録。 

（伝送） 

 衛星系回線により，緊急時対策所へ伝送。 

（重量） 

合 計：約 555kg 

本 体：約 155kg 

蓄電池：約 400kg（約 50kg/個×８個） 

※「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に基づく測定項目

：重大事故等対処設備 
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第 2.2－2図 可搬式気象観測装置の伝送概略図 

【凡例】

：有線系回線

：衛星系回線

：緊急時対策所に常設するアンテナ等は

　耐震性を有する設計とする。

可搬式気象観測装置 緊急時対策所

データ表示装置
（表示・警報・記録・伝送）

アンテナ部

：重大事故等対処設備 
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3. 参考 環境モニタリング設備等

 3.1 その他条文との基準適合性 

 3.1.1 設置許可基準規則第六条 

  監視設備に関する要求事項のうち，設置許可基準規則第六条（外部からの衝撃

による損傷の防止）への適合方針は以下のとおりである。 

(1) 洪水

敷地が洪水による被害を受けることはないため，監視設備の安全機能を損な

うことはない。 

(2) 風（台風）

監視設備は，設計基準風速による風荷重に対し機能喪失した場合，代替モニ

タリング設備により対応可能な設計とする。

(3) 竜巻

監視設備は，設計竜巻の最大瞬間風速による風荷重，気圧差荷重及び飛来物

衝突の際の衝撃荷重を適切に組み合わせた荷重に対し機能喪失した場合，代替

モニタリング設備により対応可能な設計とする。

(4) 凍結

監視設備は，低温による凍結に対し機能喪失した場合，低温に対して機能喪

失しない代替モニタリング設備により対応可能な設計とする。 

(5) 降水

監視設備は，降水による浸水に対しては，排水路による排水等により，想定

される荷重に対しては，降水が滞留しない形状とすることで機能喪失しない設

計とする。 

(6) 積雪

監視設備は，積雪による荷重に対し機能喪失した場合，代替モニタリング設

備により対応可能な設計とする。 

(7) 落雷

監視設備は，落雷に対し機能喪失した場合，代替モニタリング設備により対

応可能な設計とする。 

(8) 地滑り

監視設備は，地滑りに対し機能喪失した場合，代替モニタリング設備により

対応可能な設計とする。 

60-8-31r2



 

(9) 火山の影響

監視設備は，降下火砕物による荷重に対して機能喪失した場合，代替モニタ

リング設備により対応可能な設計とする。

(10) 生物学的事象

監視設備は，海水取水を必要としない設備とすることで，海生生物であるク

ラゲ等の発生の影響を受けない設計とする。

小動物の侵入に対し機能喪失した場合，代替モニタリング設備により対応可

能な設計とする。 

(11) ダムの崩壊

敷地がダムの崩壊による被害を受けることはないため，監視設備の安全機能

を損なうことはない。 

(12) 外部火災

監視設備に対して影響を及ぼし得る外部火災としては，森林火災及び燃料輸

送車両の火災が考えられる。 

監視設備は，可能な限り消火活動により防護するが，外部火災に対し機能喪

失した場合，代替モニタリング設備により対応可能な設計とする。 

(13) 有毒ガス

監視設備は，要員による対応が必要とならない設備とすることで有毒ガスの

影響を受けない設計とする。 

(14) 船舶の衝突

監視設備は，海水取水を必要としない設備とすることで，船舶の衝突の影響

を受けない設計とする。 

(15) 電磁的障害

監視設備は，ラインフィルタの設置等により，電磁的障害による擾乱に対し

機能喪失しない設計とする。 
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 3.2 モニタリング・ポスト及び可搬式モニタリング・ポストのバックグラウンド

低減対策手段 

  事故後の周辺汚染により，モニタリング・ポスト及び可搬式モニタリング・ポ

ストによる放射線量の測定ができなくなることを避けるため，以下のとおり，バ

ックグラウンドを低減する手段を整備する。 

(1) モニタリング・ポスト

・汚染予防対策

事故後の周辺汚染により，放射性物質で検出器保護カバーが汚染される場合

を想定し，交換用の検出器保護カバーを備える。 

・汚染除去対策

重大事故等により，放射性物質の放出後，モニタリング・ポスト及びその周

辺が汚染された場合，汚染の除去を行う。 

①サーベイメータ等により汚染レベルを確認する。

②モニタリング・ポストの検出器保護カバーの交換を行う。

③モニタリング・ポスト局舎壁等の拭き取り等を行う。

④モニタリング・ポスト周辺の除草，土壌の除去等を行う。

⑤サーベイメータ等により汚染除去後の汚染レベルが低減したことを確認す

る。

(2) 可搬式モニタリング・ポスト

・汚染予防対策

事故後の周辺汚染により，放射性物質で可搬式モニタリング・ポストが汚染

される場合を想定し，可搬式モニタリング・ポストの配置を行う際，あらかじ

め養生を行う。 

・汚染除去対策

重大事故等により，放射性物質の放出後，可搬式モニタリング・ポスト及び

その周辺が汚染された場合，汚染の除去を行う。 

①サーベイメータ等により汚染レベルを確認する。

②あらかじめ養生を行っていた養生シートを取り除く。

③可搬式モニタリング・ポスト周辺の除草，土壌の除去等を行う。

④サーベイメータ等により汚染除去後の汚染レベルが低減したことを確認す

る。
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(3) バックグラウンド低減の目安について

放射性物質により汚染した場合のバックグラウンド低減の目安については，

以下のとおり。 

・モニタリング・ポスト及び可搬式モニタリング・ポストの通常時の放射線量

率レベル（通常値）

・ただし，汚染の状況によっては，通常値まで低減することが困難な場合があ

るため，検出器の周囲にコンクリートの遮蔽壁を設置するなど可能な限りバ

ックグラウンドの低減を図る。
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 3.3 放射能放出率の算出 

 3.3.1 環境放射線モニタリング指針に基づく算出 

(1) 地上高さから放出された場合の測定について

重大事故等において，放射性物質が放出された場合に，放射性物質の放射能

放出率を算出するために，可搬式モニタリング・ポスト等で得られた放射線量

率のデータより，以下の算出式を用いる。 

  （出典：環境放射線モニタリング指針（原子力安全委員会 平成 22年４月）） 

ａ．放射性希ガス放出率（Ｑ）の算出式 

   Ｑ＝４×Ｄ×Ｕ／Ｄ０／Ｅ（GBq/h） 

Ｑ ：実際の条件下での放射性希ガス放出率（GBq/h） 

４ ：安全係数 

Ｄ ：風下の地表モニタリング地点で実測された空気カーマ率※１（μGy/h） 

Ｕ ：平均風速（m/s） 

Ｄ０ ：空気カーマ率分布図のうち地上放出高さ及び大気安定度が該当する 

図から読み取った地表地点における空気カーマ率（μGy/h） 

（at放出率：１GBq/h，風速：１m/s，実効エネルギー：１MeV/dis）※２ 

Ｅ ：原子炉停止から推定時点までの経過時間によるガンマ線実効エネル 

ギー（MeV/dis） 

ｂ．放射性よう素放出率（Ｑ）の算出式 

   Ｑ＝４×χ×Ｕ／χ０（GBq/h） 

Ｑ ：実際の条件下での放射性よう素放出率（GBq/h） 

４ ：安全係数 

χ ：風下の地表モニタリング地点で実測された大気中の放射性よう素濃度※１

（Bq/m3） 

Ｕ ：平均風速（m/s） 

χ０ ：地上高さ及び大気安定度が該当する地表濃度分布図より読み取った地表

面における大気中放射性よう素濃度（Bq/m3） 

（at放出率：１GBq/h，風速：１m/s）※２ 

※１：モニタリングで得られたデータを使用

※２：排気筒から放出される放射性雲の等濃度分布図および放射性雲からの等

空気カーマ率分布図（Ⅲ）（日本原子力研究所 2004 年６月 JAERI-Date／

Code2004-010） 

60-8-35



 

(2) 高い位置から放出された場合の測定について

可搬式モニタリング・ポストは，地表面に配置するため，プルームが高い位

置から放出された場合，プルーム高さで測定した場合に比べて放射線量率とし

ては低くなる。しかしながら，プルームが通過する上空と地表面の間に放射線

を遮蔽するものがないため，地表面に配置する可搬式モニタリング・ポストで

十分に測定が可能である。 

【放出高さ 120mの場合】 【放出高さ０mの場合】 

・排気筒高さ 地上高 120m

・敷地グランドレベル EL8.5m

・可搬式モニタリング・ポスト配置位置

（原子炉建物から約 350m～1,000m付近）

  出典：「排気筒から放出される放射性雲の等濃度分布図および放射性雲からの

等空気カーマ率分布図（Ⅲ）」（日本原子力研究所 2004 年６月 JAERI-Date

／Code 2004-010） 

第 3.3－1図 各大気安定度における地表面での放射性雲からのガンマ線に

よる空気カーマ率分布図 

（約 350m～1,000m） 

大気安定度：Ｄ 

約 8.0×10-9（Gy/h） 

（約 350m～1,000m） 

大気安定度：Ｄ 

約 6.0×10-10（Gy/h） 
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(3) 放射能放出率の算出

  ＜放射能放出率の計算例＞ 

以下に，放射性希ガスによる放射能放出率の計算例を示す。 

（風速は「1.0m/s」，大気安定度は「Ｄ」とする。） 

   放射性希ガス放出率＝４×Ｄ×Ｕ／Ｄ０／Ｅ 

＝４×（５×10４)×1.0／（6.0×10－４)／0.5 

＝6.7×10８GBq/h 

（6.7×1017 Bq/h） 

４ ：安全係数 

Ｄ ：地表モニタリング地点（風下方向）で実測された空間放射線量率 

⇒50mGy/h（5×10４μGy/h） １Sv＝１Gyとした

Ｕ ：放出地上高さにおける平均風速（m/s） 

⇒1.0m/s

Ｄ０ ：6.0×10－４μSv/h（放出高さ 120m，距離 350m） 

Ｅ ：原子炉停止から推定時点までの経過時間によるガンマ線実効エネ

ルギー

⇒0.5MeV/dis

※放射性よう素の放射能放出率は，可搬式ダスト・よう素サンプラにより採取

し，放射能測定装置により測定したデータから算出する。
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 3.3.2 可搬式モニタリング・ポストの配置位置におけるプルームの検知性につい

て 

(1) 環境放射線モニタリング指針に基づく評価

プルームが放出された場合において，プルームは必ずしも可搬式モニタリン

グ・ポストの配置位置を通過するわけではなく，間隙を通過するケースも考え

られる。そのため，第 3.3－1表の条件において，放出高さ及び大気安定度が該

当する空気カーマ率分布図（第 3.3－2 図，第 3.3－3 図）を用いて，配置する

可搬式モニタリング・ポストの検知性を評価した。 

第 3.3－1表 評価条件 

項目 設定内容 設定理由 

風速 1.0m/s それぞれのモニタ指示値の比に

は影響しないので代表値として

1.0m/sを設定した。 

風向 ８方位 可搬式モニタリング・ポストの配

置位置を考慮した。 

大気安定度 Ｄ（中立） 島根原子力発電所で観測された

大気安定度のうち，最も出現頻度

の高い大気安定度を採用（2009

年１月～2009 年 12月）した。 

放出位置 格納容器フィルタベント系排

気口 

（地上高約 50m，標高約 65m） 

格納容器フィルタベント系排気

口からの放出を想定した。 

評価地点 可搬式モニタリング・ポスト

の配置位置 

当該配置場所でのプルームの検

知性を確認するため。 
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(2) 評価結果

各風向における評価地点での放射線量率を読み取り（第 3.3－4 図），その感

度を第 3.3－2 表に示す。ここでは風向きによる差を確認するために，風下方向

の評価地点での放射線量率を１と規格化して求めた。風下方向に対して隣接す

る可搬式モニタリング・ポストは，風下方向の数値に対して，約２桁低くなる

が，最低でも 5.0×10－２程度の感度を有しており，プルーム通過時の放射線量

率の測定は可能であると評価する。 

第 3.3－2表 各風向による評価地点での放射線量率の感度(基本配置位置) 
評価地点での放射線量率の感度 

（風下方向の評価地点での放射線量率を１として規格化） 

風向 

評価地点 
南 南西 西 北西 北 北東 東 南東 

モニタリング・ポスト

No.1付近 
4.0×10-5 4.0×10-4 5.0×10-2 1.7×10-2 2.1×10-4 3.0×10-5 1.7×10-5 2.2×10-5 

モニタリング・ポスト

No.2付近 
1.0×10-5 5.0×10-5 5.0×10-3 1.7×10-1 2.1×10-4 1.5×10-5 5.6×10-6 5.6×10-6 

モニタリング・ポスト

No.3付近 
1.0×10-4 1.5×10-4 1.0×10-3 3.9×10-2 1.1×10-1 1.5×10-3 2.2×10-4 1.1×10-4 

モニタリング・ポスト

No.4付近 
1.5×10-4 1.5×10-4 2.5×10-4 1.7×10-3 5.3×10-2 5.0×10-2 1.7×10-3 2.8×10-4 

モニタリング・ポスト

No.5付近 
2.0×10-4 1.0×10-4 5.0×10-5 1.1×10-4 3.2×10-4 1.0×10-2 4.4×10-1 2.2×10-3 

モニタリング・ポスト

No.6付近 
3.5×10-4 3.5×10-5 2.0×10-5 1.7×10-5 2.1×10-5 1.5×10-4 1.7×10-2 1.1×10-1 

海側 No.1 1.0×10-2 2.0×10-4 5.0×10-5 3.9×10-5 5.3×10-5 1.0×10-4 1.7×10-3 5.0×10-1 

海側 No.2 9.5×10-1 5.0×10-3 5.0×10-4 2.8×10-4 2.1×10-4 2.5×10-4 1.1×10-3 1.1×10-2 

海側 No.3 3.5×10-2 5.0×10-1 1.0×10-1 1.1×10-2 4.2×10-3 2.5×10-3 3.3×10-3 5.6×10-3 

：風下方向の評価地点を示す。 

：風下方向中のうち，最も高い値となるもの。 
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また，可搬式モニタリング・ポストの配置位置にアクセスできない場合の代

替測定場所（第 3.3－5図）での放射線量率の感度について同様に評価した。そ

の感度を第 3.3－3表に示す。また，土石流発生に備えた代替測定場所に配置し

た場合の感度を第 3.3－4表に示す。この結果，風下方向に対して隣接する可搬

式モニタリング・ポストは，風下方向の数値に対して，約１桁低くなるが，最

低でも 1.5×10－１程度の感度を有しており，プルーム通過時の放射線量率の測

定は可能であると評価する。 

第 3.3－3表 各風向による評価地点での放射線量率の感度(代替測定場所) 
評価地点での放射線量率の感度 

（風下方向の評価地点での放射線量率を１として規格化） 

風向 

評価地点 
南 南西 西 北西 北 北東 東 南東 

モニタリング・ポスト

No.1代替位置
1.0×10-3 5.0×10-3 2.5×10-1 2.0×10-2 1.0×10-3 3.0×10-4 1.5×10-4 2.6×10-4 

モニタリング・ポスト

No.2代替位置
3.0×10-3 1.0×10-2 2.0×10-1 1.5×10-1 1.0×10-2 2.0×10-3 1.0×10-3 1.1×10-3 

モニタリング・ポスト

No.3代替位置
4.0×10-3 5.0×10-3 2.0×10-2 2.0×10-1 4.0×10-1 3.0×10-2 1.0×10-2 4.7×10-3 

モニタリング・ポスト

No.4代替位置
2.0×10-2 1.5×10-2 2.5×10-2 5.0×10-2 2.0×10-1 1.0×100 1.5×10-1 3.7×10-2 

モニタリング・ポスト

No.5代替位置
1.5×10-1 5.0×10-2 3.5×10-2 4.0×10-2 5.0×10-2 2.0×10-1 5.0×10-1 5.3×10-1 

モニタリング・ポスト

No.6代替位置
5.0×10-3 1.0×10-3 4.0×10-4 3.5×10-4 5.0×10-4 2.0×10-3 4.0×10-2 3.7×10-1 

海側 No.1 1.0×10-2 2.0×10-4 5.0×10-5 3.0×10-5 4.5×10-5 1.0×10-4 1.5×10-3 4.2×10-1 

海側 No.2代替位置 7.5×10-1 1.5×10-1 3.5×10-2 2.5×10-2 2.0×10-2 2.5×10-2 5.0×10-2 2.6×10-1 

海側 No.3代替位置 1.0×10-2 5.0×10-2 7.5×10-1 4.0×10-2 5.0×10-3 3.5×10-3 2.5×10-3 4.2×10-3 

：風下方向の評価地点を示す。 

：風下方向中のうち，最も高い値となるもの。 
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第 3.3－4表 各風向による評価地点での放射線量率の感度 

(土石流発生に備えた代替測定場所) 
評価地点での放射線量率の感度 

（風下方向の評価地点での放射線量率を１として規格化） 

風向 

評価地点 
南 南西 西 北西 北 北東 東 南東 

モニタリング・ポスト

No.1代替位置
1.0×10-3 5.0×10-3 2.5×10-1 2.0×10-2 1.0×10-3 3.0×10-4 1.5×10-4 2.6×10-4 

モニタリング・ポスト

No.2代替位置
3.0×10-3 1.0×10-2 2.0×10-1 1.5×10-1 1.0×10-2 2.0×10-3 1.0×10-3 1.1×10-3 

モニタリング・ポスト

No.3代替位置（土石流） 
3.5×10-2 4.0×10-2 5.0×10-2 1.5×10-1 5.0×10-1 4.5×10-1 1.5×10-1 5.3×10-2 

モニタリング・ポスト

No.4代替位置
2.0×10-2 1.5×10-2 2.5×10-2 5.0×10-2 2.0×10-1 1.0×100 1.5×10-1 3.7×10-2 

モニタリング・ポスト

No.5代替位置
1.5×10-1 5.0×10-2 3.5×10-2 4.0×10-2 5.0×10-2 2.0×10-1 5.0×10-1 5.3×10-1 

モニタリング・ポスト

No.6代替位置
5.0×10-3 1.0×10-3 4.0×10-4 3.5×10-4 5.0×10-4 2.0×10-3 4.0×10-2 3.7×10-1 

海側 No.1 1.0×10-2 2.0×10-4 5.0×10-5 3.0×10-5 4.5×10-5 1.0×10-4 1.5×10-3 4.2×10-1 

海側 No.2代替位置 7.5×10-1 1.5×10-1 3.5×10-2 2.5×10-2 2.0×10-2 2.5×10-2 5.0×10-2 2.6×10-1 

海側 No.3代替位置 1.0×10-2 5.0×10-2 7.5×10-1 4.0×10-2 5.0×10-3 3.5×10-3 2.5×10-3 4.2×10-3 

：風下方向の評価地点を示す。 

：風下方向中のうち，最も高い値となるもの。 
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 3.3.3 可搬式モニタリング・ポストの計測範囲 

(1) 重大事故等時における空間放射線量率測定に必要な最大測定レンジ

重大事故等時において，放出放射能量を推定するために，敷地境界で放射線

量率を測定する場合の最大測定レンジは，福島第一原子力発電所の測定データ

を踏まえて 11～24mSv/h 程度（炉心との距離が最も短い（２号炉とモニタリン

グ・ポスト No.4）約 700m 程度の場合）が必要と考えられる。また，敷地内で

放射線量率を測定する場合の最大測定レンジは，海側に設置する可搬式モニタ

リング・ポストと炉心との距離が約 350m程度であるため，同様に 12～88mSv/h

程度である。 

このため，1,000mSv/hの測定レンジがあれば十分測定可能である。 

なお，測定レンジを超えたとしても，近隣の可搬式モニタリング・ポスト等

の測定値より推定することが可能である。また，瓦礫等の影響でバックグラウ

ンドが高くなる場合は，配置位置を変更する等の対応を実施する。

(2) 福島第一原子力発電所の測定データに基づく放射線量率の評価

福島第一原子力発電所敷地周辺の最大放射線量率は，原子炉建物から約 900m

の距離にある正門付近で約 11mSv/h であった（2011.3.15 9:00）。これをもと

に炉心から約 350m 及び約 700m を計算すると，放射線量率はそれぞれ約 12～

88mSv/h及び約 11～24mSv/hとなる。 

  （距離と放射線量率の関係） 

炉心からの距離

（m） 

放射線量率 

（mSv/h） 

※１：風速 1m/s，放出高さ 30m，大気安

定度 A～F「排気筒から放出される放射性

雲の等濃度分布図および放射性雲からの

等空気カーマ率分布図（Ⅲ）」（日本原

子力研究所 2004 年６月 JAERI-Date／

Code 2004-010）を用いて算出 

※２：福島第一原子力発電所の原子炉建

屋より約 900mの距離にある正門付近 

海側 

約 350 
約 12～88※１ 

モニタリング・

ポスト代替

約 700 

約 11～24※１ 

約 900 約 11※２ 

(3) 重大事故等時における初期対応段階での空間放射線量率の測定について

可搬式モニタリング・ポストによる放射線量率の測定は，放射性物質の放出

開始前から必要に応じ測定を行うため，原災法該当事象に該当する敷地境界付

近の放射線量率である５μSv/h（5,000nGy/h）を可搬式モニタリング・ポスト

によっても検知できる必要がある。 

可搬式モニタリング・ポストの計測範囲は 10nGy/h～10９nGy/h であり，

「3.3.2(2) 評価結果」に示す可搬式モニタリング・ポストの検知性で確認し
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た結果から，１／20程度の放射線量率（250nGy/h）を想定した場合においても，

測定することが可能である。 
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 3.4 測定器等の数量の考え方 

  放射能測定装置等の数量の考え方を以下に示す。 

名称 考え方 保管場所 個数 

可搬式ダスト・ 

よう素サンプラ 

陸上での試料採取と海上モニタリ

ングで試料採取を同時に実施でき

る数量（合計２台＋予備１台） 

緊急時対策所 ３台 

ＮａＩシンチレ 

ーション・サー 

ベイ・メータ 

陸上での採取試料と海上モニタリ

ングで採取試料を同時に測定でき

る数量（合計２台＋予備１台） 

緊急時対策所 ３台 

ＧＭ汚染サーベ 

イ・メータ

陸上での採取試料と海上モニタリ

ングで採取試料を同時に測定でき

る数量（合計２台＋予備１台） 

緊急時対策所 ３台 

α・β線サーベ

イ・メータ

陸上での採取試料を迅速に測定で

きる数量（合計１台＋予備１台） 
緊急時対策所 ２台 

電離箱サーベイ 

・メータ

陸上と海上モニタリングで放射線

量率を同時に実施できる数量（合

計２台＋予備１台） 

緊急時対策所 ３台 

小型船舶 
海上モニタリングが実施できる数

量（１台＋予備１台） 

第１保管エリア 

第４保管エリア 
２台 
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 3.5 サーベイ・メータ等を搭載したモニタリング可能な車両（サーベイ車） 

サーベイ・メータ等を搭載し，任意の場所のモニタリングを行うサーベイ車を

１台配備している。 

  なお，放射能観測車の保守点検時は，サーベイ車を使用可能な状態で待機させ

る。 

ａ．個数：１台 

ｂ．主な搭載機器（台数：以下の各１台をサーベイ車に搭載） 

・電離箱サーベイ・メータ

・ＮａＩシンチレーション・サーベイ・メータ

・ＧＭ汚染サーベイ・メータ

・可搬式ダスト・よう素サンプラ

・ＰＨＳ端末

・衛星電話設備（携帯型）

・可搬式風向風速計

（サーベイ車の写真）
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 3.6 自主対策設備（放射性物質の濃度の測定） 

  重大事故等時に機能維持を担保できないが，機能喪失していない場合には，事

故対応に有効であるため，以下の設備を使用する。 

  なお，使用にあたっては，必要に応じ試料に前処理を行い，測定する。 

・Ｇｅ核種分析装置

・ＧＭ計数装置

・ＺｎＳシンチレーション計数装置
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 3.7 緊急時モニタリングの実施手順及び体制 

  重大事故等が発生した場合に実施する敷地内及び敷地境界のモニタリングは，

以下の手順で行う。 

(1) 放射線量

・事象進展に伴う放射線量の変化を的確に把握するため，モニタリング・ポス

ト６台の稼働状況を確認する。

・可搬式モニタリング・ポストを緊急時対策所付近に１台設置する。

・モニタリング・ポストが機能喪失した場合は，車両等により可搬式モニタリ

ング・ポストをモニタリング・ポスト位置（基本配置位置）に配置し，放射

線量の代替測定を行う。 

・また，原災法該当事象が発生した場合，又は，原災法該当事象発生前であっ

ても，放射線管理班員の活動状況や天候，時間帯等を考慮し，先行して実施

すると判断した場合，海側に可搬式モニタリング・ポスト３台を配置し，放

射線量の測定を行う。

・可搬式モニタリング・ポストについては，次のとおり配置を行う。可搬式モ

ニタリング・ポスト及び可搬式気象観測装置の配置位置を第 3.7－1図に示す。 

① 運搬ルートが健全である場合，車両により運搬し基本配置位置へ配置す

る。

② 運搬ルートにおいて，車両の通行が困難であるが要員の通行が可能な場

合は，人力により運搬し基本配置位置へ配置する。

③ 上記により配置できない場合は，代替測定場所※１へ配置位置を変更する。

配置位置の変更にあたっての判断基準は以下のとおり。

・代替測定場所への配置位置変更の判断基準

  可搬式モニタリング・ポスト配置位置までの運搬ルートにおいて，地震に

よる道路の寸断，土石流等が発生し，運搬作業の安全が確保できない場合。 

ただし，気象庁による防災気象情報（警戒レベル相当情報），発電所構内雨

量計による計測値を参考とし配置位置変更を事前に決定する場合もある。 

・なお，発電所構内で土石流が発生した場合において，モニタリング・ポスト

No.3代替測定用の可搬式モニタリング・ポストは，アクセスルート上に設定

している代替測定場所が土石流の影響により配置できないことから，土石流

発生時の代替測定場所へ配置する。

・万一，代替測定場所への配置が困難な場合は，検知性等を考慮し，原子炉建

物からの方位が変わらない場所へ配置，又は，隣接する可搬式モニタリング・

ポストでの兼用による測定を行う。

(2) 放射性物質の濃度

・放射能観測車の使用可否を確認する。

・放射能観測車が使用可能な場合，放射能観測車により発電所構内の空気中の
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放射性物質の濃度を測定する。 

・放射能観測車が機能喪失した場合，放射能測定装置（ダスト・よう素サンプ

ラの代替として可搬式ダスト・よう素サンプラ，よう素モニタの代替として

ＮａＩシンチレーション・サーベイ・メータ，ダストモニタの代替としてＧ

Ｍ汚染サーベイ・メータ）により，空気中の放射性物質の濃度の代替測定を

行う。また，排気筒モニタが使用できない場合，又は気体状の放射性物質が

放出されたおそれがある場合，放射能測定装置（ダスト・よう素サンプラの

代替として可搬式ダスト・よう素サンプラ，よう素モニタの代替としてＮａ

Ｉシンチレーション・サーベイ・メータ，ダストモニタの代替としてＧＭ汚

染サーベイ・メータ）により，空気中の放射性物質の濃度の測定を行う。 

・液体廃棄物処理系排水モニタが使用できない場合，又は液体状の放射性物質

が放出されたおそれがある場合，取水口，放水口等で海水，排水の採取を行

い，放射能測定装置により水中の放射性物質の濃度の測定を行う。なお，海

水，排水の採取は，海洋の状況等が安全上の問題がないと判断できた場合（津

波注意報等が発表されていない場合等）に行う。

・プルーム通過後において，気体状の放射性物質が放出された場合，放射能測

定装置により土壌中の放射性物質の濃度を測定する。

  ・プルーム通過後において，気体状又は液体状の放射性物質が放出された場合，

小型船舶及び放射能測定装置による周辺海域の放射線量及び放射性物質の濃

度の測定を行う。なお，海上モニタリングは，海洋の状況等が安全上の問題

がないと判断できた場合（津波注意報等が発表されていない場合等）に行う。 

  ・放射性物質の濃度の測定における試料採取場所については，放出状況，風向，

風速等を考慮し，選定する。 

(3) 気象観測

・事象進展に伴う気象情報を的確に把握するため，気象観測設備の稼動状況を

確認する。

・気象観測設備が機能喪失した場合，車両等により可搬式気象観測装置を気象

観測設備位置に配置し，気象観測を行う。

・可搬式気象観測装置については，次のとおり配置を行う。可搬式モニタリン

グ・ポスト及び可搬式気象観測装置の配置位置を第 3.7－1図に示す。

① 発電所内で降雨が確認されておらず，運搬ルートが健全である場合は，

車両により運搬し基本配置位置へ配置する。

② 上記により配置できない場合は，代替測定場所※２へ配置位置を変更する。

配置位置の変更にあたっての判断基準は以下のとおり。

・代替測定場所への配置位置変更の判断基準

 可搬式気象観測装置配置位置までの運搬ルートにおいて，地震による道路

の寸断，土石流等が発生し，運搬作業の安全が確保できない場合。 

ただし，気象庁による防災気象情報（警戒レベル相当情報），発電所構内雨
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量計による計測値を参考とし配置位置変更を事前に決定する場合もある。 

・なお，万一，代替測定場所への配置が困難な場合は，気象観測の連続性を考

慮し，観測環境が変わらない場所に配置する。

※１：緊急時対策所付近（緊急時対策所加圧判断用）及び海側 No.1は，基本配

置位置がアクセスルート上であるため，代替測定場所を設定していない。 

※２：「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」に定める場所として，

人工芝を敷設することによって露場を確保したうえで，近くに建造物，

樹木等のない平坦な場所として第１保管エリア付近を選定している。 

また，露場面積は「気象観測ガイドブック」（気象庁）に定める 30ｍ２以

上を確保する。なお，気象観測装置の設置箇所に人工芝を使用しても観

測には影響のないことが気象庁にて確認されている。 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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(4) 緊急時モニタリングの実施手順及び体制

手順 具体的実施事項 開始時期の考え方 
対応要員 

（必要想定人員） 

可搬式モニタリン

グ・ポストによる放射

線量の測定及び代替

測定 

可搬式モニ

タリング・

ポストの配

置 

【代替測定】 

モニタリン

グ・ポスト位置

に配置 

モニタリング・ポストが使用でき

ない場合 

２名 

【測定】 

海側及び緊急

時対策所付近

に配置 

原災法該当事象※発生と判断した

場合 

又は，原災法該当事象発生前であ

っても，放射線管理班員の活動状

況や天候，時間帯等を考慮し，先

行して実施すると判断した場合 

放射能測定装置によ

る空気中の放射性物

質の濃度の測定及び

代替測定 

空気中の放射性物質の濃度

の測定 

【代替測定】 

放射能観測車が使用できない場合 

【測定】 

排気筒モニタが使用できない場

合，又は気体状の放射性物質が放

出されたおそれがある場合 

可搬式気象観測装置

による気象観測項目

の代替測定 

可搬式気象観測装置の配置 気象観測設備が使用できない場合 

放射能測定装置によ

る水中の放射性物質

の濃度の測定 

海水，排水中の放射性物質の

濃度の測定 

液体廃棄物処理系排水モニタが使

用できない場合，又は液体状の放

射性物質が放出されたおそれがあ

る場合 ２名 

放射能測定装置によ

る土壌中の放射性物

質の濃度の測定 

土壌中の放射性物質の濃度

の測定 

気体状の放射性物質が放出された

場合（プルーム通過後） 

海上モニタリング 
海上における放射線量及び

放射性物質の濃度の測定 

気体状又は液体状の放射性物質が

放出された場合（プルーム通過後） 
３名 

※ 原災法該当事象とは，「原子力災害対策特別措置法に基づき原子力防災管理者が通報すべき事象等に関する

規則」の第七条第一号の表中におけるイの施設に該当する事象。

（要員数については，今後の訓練等の結果により人数を見直す可能性がある。） 
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 3.8 緊急時モニタリングに関する要員の動き 

  緊急時モニタリングを行う放射線管理班員は，監視測定に係る手順等に示される各

作業の他にも緊急時対策所エリア放射線モニタの設置，緊急時対策所及び中央制御室

チェンジングエリアの設置を行う。これら対応項目の優先順位については，放射線管

理班長が状況に応じ判断するが，以下の考え方に基づき優先度を判断する。 

(1) 緊急時対策所の居住性を確保するため，加圧判断に用いる緊急時対策所可搬式エリ

ア放射線モニタ及び緊急時対策所付近に設置する可搬式モニタリング・ポストの設置

を最優先に行う。 

(2) 緊急時対策所及び中央制御室への汚染の持ち込みを防止するため，チェンジング

エリアの設置を行う。

(3) 緊急時対策所の加圧判断の参考に用いる緊急時対策所付近へ設置した可搬式モニ

タリング・ポスト以外の可搬式モニタリング・ポストの設置を行う。

(4) 気象観測設備が機能喪失した際に代替できるよう可搬式気象観測装置を気象観測

設備近傍に配置する。 

(5) 発電所から放出された放射性物質の状況を把握するため，構内の環境モニタリング

（空気中，水中，土壌中の放射性物質の濃度測定）を行う。 

 事故発生からプルーム通過後までの動きの例を第3.8－1図に示す。なお，対応要員

数及び対応時間については，今後の訓練等の結果により見直す可能性がある。
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 3.9 発電所敷地外の緊急時モニタリング体制 

(1) 原子力災害対策指針（原子力規制委員会 令和２年２月５日 一部改正）に

従い，国が立ち上げる緊急時モニタリングセンターにおいて，第 3.9－1図及び

第 3.9－1表のとおり国，地方公共団体と連携を図りながら，敷地外のモニタリ

ングを実施する。

第 3.9－1図 緊急時モニタリングセンターの体制図 

第 3.9－1 表 緊急時モニタリングセンター組織の機能と人員構成 

機能 人員構成 

企画調整 

グループ 

・緊急時モニタリングセンター内

の総括

・緊急時モニタリングの実施内容

の検討，指示等

・上席放射線防災専門官を企画調整グルー

プ長，所在都道府県センター長等を企画

調整グループ長補佐として配置

・国，所在都道府県，関係周辺都道府県，

原子力事業者及び関係指定公共機関等で

構成

情報収集管理 

グループ 

・緊急時モニタリングセンター内

における情報の収集及び管理

・緊急時モニタリングの結果の共

有，緊急時モニタリングに係る

関連情報の収集等

・情報共有システムの維持・異常

対応等

・国の職員（原子力規制庁監視情報課）を

情報収集管理グループ長とし，国，所在

都道府県，関係周辺都道府県，原子力事

業者及び関係指定公共機関等で構成

測定分析担当 

・企画調整グループで作成された

指示書に基づき，必要に応じて

安定ヨウ素剤を服用したのち測

定対象範囲の測定

・所在都道府県，関係周辺都道府県，原子

力事業者のグループで構成し，それぞれ

に全体を統括するグループ長を配置

出典：緊急時モニタリングセンター設置要領 第３版（令和元年６月 25日） 
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(2) 原子力事業者防災業務計画において，以下の状況を把握し，オフサイトセン

ターに所定の様式で情報連絡を行うこととしている。

【オフサイトセンターへ情報連絡する事項】 

①事故の発生時刻及び場所

②事故原因，状況及び事故の拡大防止措置

③被ばく及び傷害等人身災害に係る状況

④発電所敷地周辺における放射線及び放射能の測定結果

⑤放出放射性物質の種類，量，放出場所及び放出状況の推移等の状況

⑥気象状況

⑦事故収束の見通し

⑧その他必要と認める事項
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 (3) オフサイトセンターから緊急時モニタリングセンターへの情報のやり取りは，

第 3.9－2図のとおりである。事業者はオフサイトセンターへ情報連絡する事項

（放出源情報）を連絡し，オフサイトセンターは，その情報を緊急時モニタリ

ングセンターに提供することとなる。 

 

 
第 3.9－2図 緊急時モニタリング関連の情報のやり取り 

 

出典：緊急時モニタリングについて（原子力災害対策指針補足参考資料）第６版 

（令和元年７月５日） 
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 3.10 他の原子力事業者との協力体制（原子力事業者間協力協定） 

  原子力災害が発生した場合，他の原子力事業者との協力体制を構築するため，

原子力事業者間協力協定を締結している。 

(1) 原子力事業者間協力協定締結の背景

平成 11年９月の JCO事故の際に，各原子力事業者が周辺環境のモニタリング

や住民の方々のサーベイなどの応援活動を実施した。 

この経験を踏まえ，平成 12 年６月に施行された原子力災害対策特別措置法

（以下「原災法」という。）の内容とも整合性をとりながら，原子力事業者間

協力協定を締結した。 

(2) 原子力事業者間協力協定（内容）

  （目的） 

原災法第十四条＊の精神に基づき，国内原子力事業所において原子力災害が

発生した場合，協力事業者が発災事業者に対し，協力要員の派遣，資機材の

貸与その他当該緊急事態応急対策の実施に必要な協力を円滑に実施し，原子

力災害の拡大防止及び復旧対策に努め，原子力事業者として責務を全うする

ことを目的としている。 

＊原災法第十四条（他の原子力事業所への協力） 

原子力事業者は，他の原子力事業者の原子力事業所に係る緊急事態応急

対策が必要である場合には，原子力防災要員の派遣，原子力防災資機材

の貸与その他当該緊急事態応急対策の実施に必要な協力をするよう努め

なければならない。 

  （事業者） 

電力９社（北海道，東北，東京，中部，北陸，関西，中国，四国，九州），

日本原子力発電，電源開発，日本原燃 

  （協力の内容） 

発災事業者からの協力要請に基づき，緊急事態応急対策および原子力災害

事後対策が的確かつ円滑に行われるようにするため，緊急時モニタリング，

避難退域時検査および除染その他の住民避難に対する支援に関する事項につ

いて協力要員の派遣，資機材の貸与その他の措置を講ずる。 

60-8-60r2




